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平成３０年１０月・１１月閉会中 決算特別委員会の概要 

 

日時 平成３０年１０月２３日（火） 開会 午前１０時 ３分 

                散会 午後 ３時１４分 

 平成３０年１０月２６日（金） 開会 午前１０時 ２分 

                散会 午後 １時４９分 

 平成３０年１０月３１日（水） 開会 午前１０時 ３分 

                散会 午後 ３時１２分 

 平成３０年１１月 １日（木） 開会 午前１０時 ２分 

                散会 午後 ３時５５分 

 平成３０年１１月 ５日（月） 開会 午前１０時 ２分 

                散会 午後 ２時５４分 

 平成３０年１１月 ６日（火） 開会 午前１０時 １分 

                散会 午後 ２時４５分 

 平成３０年１１月 ８日（木） 開会 午前１０時 ５分 

                散会 午後 ２時２２分 

 平成３０年１１月 ９日（金） 開会 午前１０時 ３分 

                閉会 午後 ２時４４分 

 

場所 第３委員会室 

 

出席委員 岩崎宏委員長 

 齊藤邦明副委員長 

 金子勝委員、宇田川幸夫委員、浅井明委員、横川雅也委員、柿沼トミ子委員、 

 新井一徳委員、諸井真英委員、小林哲也委員、小谷野五雄委員、 

     江原久美子委員、高木真理委員、塩野正行委員、福永信之委員、石川忠義委員、 

     柳下礼子委員、松坂喜浩委員 

 

欠席委員 １０月２３日 小谷野五雄委員 

     １１月 ８日 横川雅也委員 

 

説明者 「決算特別委員会における説明者、発言」のとおり 

 

会議に付した事件 

 議案 

議案番号 件              名 

第１０２号 平成２９年度埼玉県の一般会計及び特別会計決算の認定について 

第１０３号 平成２９年度埼玉県公営企業会計決算の認定について 
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参考 

平成３０年度 決算特別委員会 審査日程 

 

月  日 内    容 

１０月２３日（火）  総括的事項審査 

 企画財政部（含 出納、監査事務局）関係審査 

１０月２６日（金）  病院局関係審査 

 下水道局関係審査 

１０月３１日（水）  総務部（含 秘書課、人事委員会）関係審査 

 保健医療部関係審査 

１１月 １日（木）  県民生活部関係審査 

 危機管理防災部関係審査 

 企業局関係審査 

１１月 ５日（月）  環境部関係審査 

 警察本部関係審査 

１１月 ６日（火）  産業労働部（含 労働委員会）関係審査 

 福祉部関係審査 

１１月 ８日（木）  教育局関係審査 

 農林部関係審査 

１１月 ９日（金）  県土整備部（含 収用委員会）関係審査 

 都市整備部関係審査 
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平成３０年１０月・１１月閉会中 決算特別委員会における説明者、発言 

（平成３０年１０月２３日（火）総括的事項） 

 

【説明者】 

上木雄二会計管理者、山本好志出納総務課長、長谷川大輔会計管理課長 

 

徳重覚財政課長 

 

原口誠治税務課長、若林裕樹個人県民税対策課長 

 

【発言】 

金子委員 

１ 資料６「平成２９年度埼玉県歳入歳出決算の概要」の３ページの「実質収支額及び単

年度収支額の推移」について、平成２９年度は単年度収支が黒字となっている要因は何

か。 

２ 資料６の８ページによると不用額が２１３億円となっているが、この額をどう考える

か。不用額は次年度の財源となる一方、不用額が多額の場合は、そもそも予算が適正で

あったのかという問題も生じる。執行の縮減を図ったこともあるとは思うが、執行の実

現性を早期に見極め、不用額を補正予算等の財源として前倒しで機敏に活用する対応も

必要ではないか。 

３ 資料６の３ページの「予算現額及び歳入歳出決算額の推移」を見ると、平成２８年度

決算は微減であるものの、平成２４年度決算以降は歳入・歳出ともに増加基調で推移し

ているが、この間における特徴的な増加の要因は何か。 

４ 資料６の８ページの款別歳出について、翌年度繰越額が４７６億円と平成２８年度決

算から２３億円増加した要因は何か。 

５ 資料６の９ページの款別歳出の構成と推移を見ると、平成２９年度決算では教育費が

大きく減少する一方で諸支出金が大きく増加している。教育職員給与費等の負担事務を

さいたま市へ移譲した影響とのことだが、改めて制度の概要とともに県財政運営への影

響を伺う。 

６ 資料５「埼玉県歳入歳出決算及び基金運用状況審査意見書」の２ページの「２ 留意

又は改善を要する事項」を見ると、県税収入の納税率が上昇したこと及び収入未済額が

圧縮されたことについて記載があるが、それぞれ改善された要因は何か。 

７ 資料５の２ページの「２ 留意又は改善を要する事項」では、個人県民税の徴収につ

いて、直接徴収など県の直接関与による納税率の向上を図るべきと指摘されている。県

の考え方を伺う。 

８ 個人県民税以外の徴収については、滞納抑止効果がある滞納処分の強化を図るべきと

指摘されている。県の考え方を伺う。 

 

会計管理課長 

１ 県税収入は平成２４年度以降、６年連続で増加している。特に、平成２６年４月以降

は、地方消費税の税率引上げや国税の地方法人特別税の一部が法人事業税に復元された

税制改正の影響などの要因により、増加基調となっている。平成２９年度は、企業収益

の緩やかな改善による法人二税の増収があった。また、納税義務者の増加や株式売却益

の増加などによって個人県民税が増収となったほか、地方消費税清算金の清算基準が見
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直されたことにより、埼玉県が他県から受け取る地方消費税清算金が増えている。この

ような自主財源の増加によって単年度収支が黒字となっている。 

２ 不用額の増減は予算額の増減に連動する部分もある。平成２９年度の最終予算額に対

する不用額の割合は１．１２パーセントであり、前年度と同等である。これは、直近１

０年間における不用額の平均割合の１．２６パーセントより低く、例年より低い数値で

あった。なお、不用額を計上した主な要因としては、補助事業で交付額が見込みを下回

ったこと、給与費で退職手当が見込みを下回ったこと、需用費等の節減、入札による執

行残等が挙げられる。 

３ 歳入においては、法人二税の増収や地方消費税率の引上げ等の要因が挙げられる。平

成２９年度は個人県民税の増収もあった。歳出においては、社会保障関連経費などの民

生費や地方消費税率の引上げによる税収増の影響で、他都道府県へ支払う地方消費税清

算金や県内市町村に支払う地方消費税交付金が増加したため、諸支出金が増加している。

平成２９年度は、ラグビーワールドカップの会場整備等に伴い土木費が増加するなどの

要因により、直近１０年間では最も大きな歳出規模となった。 

４ 翌年度繰越額が増加した要因は、継続費逓次繰越が１０億円減少した一方で、繰越明

許費が３０億円、事故繰越が３億円増加したことである。増加した主な繰越事業につい

ては、繰越明許費においては土木費のうち道路橋りょう費で８億円、河川費で３８億円、

都市計画費で１４億円の増加となっている。また、事故繰越では土木費のうち、道路橋

りょう費で１億円、河川費で１億円の増加となっている。 

５ 制度の概要であるが、市町村立の小・中・特別支援学校等の教職員の給与費は都道府

県が負担し、その人事権も都道府県教育委員会が有しているが、特例として指定都市立

の学校の教職員の人事権は指定都市教育委員会が有している。このため指定都市に関し

ては人事権者と給与費負担者が異なる状態にあり、この状態を解消するために所要の改

正が行われた。県財政への影響であるが、関係道府県と指定都市で財源移譲の在り方に

ついて協議を行い、財政運営への影響を最小限とするため個人住民税所得割の２パーセ

ントを税源移譲することで合意している。平成２９年度は国から直接、指定都市に国庫

負担金が交付され、地方交付税措置も行われたが、税源移譲に関しては税率が変更され

るまでの経過措置として道府県から指定都市に交付金を交付することとなった。 

 

税務課長 

６ 平成２９年度決算における納税率は９７．８パーセントであり、対前年度比では０．

４ポイントの増となっている。納税率の上昇は７年連続であり、税務統計がある昭和２

９年度以降で最高の納税率となった。収入未済額は、対前年度比で３５億３，１００万

円減少した１４８億６，０００万円であり、１９．２パーセント圧縮された。これは、

県において平成２３年９月に総務部長を本部長とする税収確保対策推進本部を設置し、

納税率の向上と収入未済額の圧縮に向けて様々な取組を行ってきたことによるもので

ある。中でも、収入未済額の約８９パーセントを占める個人県民税対策においては、収

入未済額の多い市に対して県職員を派遣するなど、高額滞納事案の集中整理や徴収体制

の強化を行ってきた。また、自動車税や法人二税などの個人県民税以外の税目について

も、債権を中心とした差押えの早期着手、不動産や自動車等の公売、滞納者の住居等の

捜索を重点的に行ってきた。これらの取組によって成果が表れてきているところである。 

８ 個人県民税以外の自動車税や一般税などの滞納処分の強化については、平成２９年度

の実績として給与の差押えを８６５件、自動車の差押えを９０７件など、厳正な滞納処

分を行っており、合計で５，３８７件の差押えを実施した。差押えについては、平成２
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９年度から過去の滞納履歴や車検時期などの蓄積データを活用して、滞納の常習者、滞

納をしやすい人を効率的に抽出して、現年課税の段階から効果的な滞納整理を実施して

いる。また、大規模な県税事務所であるさいたま県税事務所、川口県税事務所及び越谷

県税事務所については、財産調査体制を強化するため、財産調査の補助業務を専門に行

う非常勤職員を平成２９年度からそれぞれの事務所に配置して、職員が差押えや換価な

どの滞納処分に専念できるよう体制の整備を図っている。 

 

個人県民税対策課長 

７ 個人県民税の徴収は市町村が行っているが、直接徴収は、地方税法第４８条に基づき、

県が市町村から徴収を引き受けて整理を行うことである。平成２９年度は、５１の市町

から１，２３２軒、約１１億６，０００万円の事案を直接徴収として引き受け、約５億

６，０００万円、納税率で表すと４８．１パーセントを徴収した。結果としては、処分

停止等を行ったものも含めると１，０５２軒、約９億８，０００万円の整理を行った。

また、直接関与としては、県職員を市町村へ派遣して業務支援を行っている。平成２９

年度は、大規模市である川口市、所沢市及び草加市に合計６人を派遣し、市の職員とチ

ームを編成して高額の滞納事案の整理に取り組み、取扱額約２５億５，０００万円のう

ち約１７億４，０００万円の整理を行った。そのほか、各県税事務所からも各市町村に

職員を派遣している。 

 

金子委員 

１ 不用額については、不用になるタイミングの見極めをもう少し前倒しの上、補正予算

等で活用してより早く県民の要望に応えるという考え方もあるが、そのような工夫をし

ているのか。 

２ 個人住民税所得割の標準税率に係る経過措置はいつまで続くのか。 

３ 資料５の７ページの「（４）統一的な基準による財務書類等の活用」を見ると、監査

委員からの指摘として、公表の継続と分かりやすい説明の努力、予算編成など財政運営

への活用に資する早期の作成と公表、固定資産台帳の更なる整備があるが、どのように

取り組んでいくのか。 

 

財政課長 

１ 本県の一般会計に占める不用額は１パーセント余りであり、それほど大きくない。ま

た、補正予算は緊急的なものに対応するためのものであり、その財源には県債や国庫補

助金などを有効活用していることから、一般財源の活用は限られている。なお、その一

般財源についても繰越金などを活用しており、不用額を財源にしないと補正予算が組め

ないような状況になったことはない。これまでも予算はしっかり精査しているが、不用

額については義務的な経費から生じることも多く、最後まで見積もることが難しい。し

かし、必要最小限の不用に収まるように努めている。必ずしも不用額を補正予算の財源

にすることは考えていないが、御指摘のとおり、できるだけ不用が出ないようにして事

業の執行に活用できるように工夫していきたい。 

３ 財務諸表については、できるだけ早く公表したいと考えていたが、決算数値の確定や

固定資産台帳の整備に時間がかかったこともあり、年度末の公表になってしまった。財

務書類を予算に活用することが策定の趣旨の一つとなっているので、できるだけ早い段

階で公表していきたい。なお、他団体の状況を見ると、公表できている４０団体弱のう

ち、４分の３以上に当たる３０数団体は３月以降の公表になっている。早めに公表でき
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ている団体の工夫を参考にして、本県も早めに公表できるように心掛けていく。 

 

会計管理課長 

２ 平成３０年度分から個人住民税所得割の標準税率が変更されたため、今回の経過措置

は、平成２９年度の個人住民税所得割が対象となる。また、退職所得の分離課税に係る

所得割については、当分の間、税率を変更せず、退職所得に係る税率２パーセント相当

分を県からさいたま市へ交付する。 

 

柳下委員 

１ 行政報告書１３ページの（３）の「イ 平成２９年度の取組」について、埼玉県税収

確保対策推進本部においては具体的にどのような成果が上がったのか。 

２ 格差と貧困が広がる中で、税金を払いたくても払えないという深刻な相談も多数寄せ

られている。野洲市のように親身な納税相談を行うことが必要だと思うが、具体的にこ

ういった相談によって納税者の満足はどのように得られているのか。 

３ 個人県民税対策については、給与の特別徴収の徹底や大規模市へのチーム型派遣とい

うことで、所沢市にも派遣されている。先ほども、直接徴収や徴収スキル向上のための

人材育成に取り組んだとの説明があったが、これらの対策は具体的にはどのようなもの

なのか、その効果と併せて伺う。 

４ 自動車税・一般税対策については、先ほどの答弁で５，３８７件の差押えを行ったと

説明があったが、徴収した総額はどうなっているのか。また、年々増えているのか。 

５ 行政報告書１７ページの「３ 事務事業の見直しの実施」を見ると、５５９事業の縮

小と２５事業の廃止により約５９億円を削減したとのことであるが、県が事業を廃止又

は事業費を削減したとしても、市町村はすぐにやめることができず、結局、市町村の負

担が増加することになる。廃止した２５事業のうち、市町村が継続している事業は幾つ

あるのか。 

６ 危機管理防災部の主な事務事業の見直しに、減災に向けた自助と共助の推進事業が挙

げられている。実績に合わせて自主防災組織育成補助金を縮減したとのことだが、自主

防災組織を減らすのではなく育成するのが県の役割と考えるが見解を伺う。 

 

税務課長 

１ 税収確保対策推進本部については、総務部長を本部長として各県税事務所の所長が構

成員となっている。当該本部において個人県民税対策、自動車税対策及び一般税対策を

検討の上、着実に実施している。成果としては、納税率が毎年確実に伸びていることが

挙げられる。 

２ 納税者によって財産の状況や滞納となった理由は様々である。納税者の方からは、納

期限内に納付ができない、分割納付をしたいなどの相談を受けることもある。そうした

場合、県では徹底した財産調査を行うとともに、滞納となった理由や生活状況等をよく

聴き、納税者の実情に即した対応を行うように心掛けている。調査の結果、納税資力が

あるにもかかわらず納税いただけない方には、滞納処分等を実施している。一方、財産

がない、生活困窮であるなど、法の定める要件に該当する場合には、滞納処分の執行停

止など法令にのっとった適正な対応を行い、公平な徴収に努めている。 

４ 自動車税及び一般税の差押えの件数について、平成２８年度は６，２６３件である。

差押えによる徴収額については、平成２８年度は２億７，８２３万円であったが、平成

２９年度は２億７，４６７万円であり、若干減っている。 
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個人県民税対策課長 

３ 給与特別徴収の徹底については、本県は平成２７年度から実施している。平成２９年

度の実績としては、東京都などの九都県市と連携して給与支払報告書の様式の統一等を

行ったことが挙げられる。また、税理士会、法人会など関係団体への要請等も行ってい

る。その結果、平成２６年度に７１パーセントだった特別徴収の割合が、平成２９年に

は８２．８パーセントまで上昇している。さらに、チーム型派遣については、収入未済

額の大きい川口市、所沢市及び草加市に合計６人の県職員を派遣し、市の職員とチーム

を編成して、高額の滞納事案を集中的に整理しているところである。県による直接徴収

については、５１の市町から徴収困難事案１，２３２軒、約１１億６，０００万円を引

き受けて約９億８，０００万円を整理した。人材育成については、個人県民税対策課に

１８の市町から２０人の実務研修生を受け入れている。実務研修生は、県が市町村から

地方税法第４８条に基づいて引き受けた困難事案について、県職員と一緒に滞納整理を

行う中で徴収技術の向上を図っているところである。こうした取組を行った成果として、

平成２９年度の個人県民税の納税率は、前年比０．９ポイントアップの９５．１パーセ

ントになった。これは６年連続のアップであり、昭和２９年度以降の税務統計上、最高

の記録を達成していることから、納税率向上の取組として大変効果があったと考えてい

る。 

 

財政課長 

５ 限られた財源で様々な県政の課題に対応するに当たり、新たに実施する事業の財源を

生み出すためには、既存事業の不断の見直しが必要である。新規事業の検討に当たって

は、県と市町村の役割分担を踏まえて、初期投資の費用を負担するものや、先進的なモ

デル事業を行ってもらうために期間を設定して補助するものもある。今後も市町村の意

見を聴きながら、突如、廃止したということにならないよう理解を求めつつ実施してい

きたい。なお、廃止した２５事業については、市町村に費用負担を求めているものはな

い。 

６ 財政状況を踏まえ、県が取り組まなければならない課題や優先順位を判断して見直し

を行ったものであり、御理解いただきたい。 

 

柳下委員 

１ 自主防災組織育成補助金については、最近の豪雨災害等を踏まえ、地元からも補助金

を増やしてほしいと要望されている。どのような根拠で縮小したのか伺う。 

２ 個人住民税の徴収については、直接、住民と関わる市町村が住民の状況をよく把握し

ていると考える。先ほどの答弁では、職員を派遣して個人住民税の徴収技術の向上を行

ったとのことだが、それはどういう技術なのか。 

 

財政課長 

１ 市町村とは危機管理防災部が意見交換を行っていることから、個別の意見については

承知していないが、県としては、近年増加している災害に備えるため、防災対策をしっ

かり行っていく必要性があることは理解している。近年の災害に対応するための事業に

ついては、危機管理防災部とも議論し、必要な対策を予算編成の中でしっかり考えてい

きたい。 
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個人県民税対策課長 

２ 個人県民税対策課に市町村から研修生として職員を派遣していただき、高額事案につ

いて、県職員がパートナーとなって研修生と一緒に滞納整理を実施するＯＪＴを行って

いる。滞納整理については、市町村で行うものと県で行うものに基本的な違いはないが、

滞納整理に当たっては厳正な対応が必要であり、財産調査を適正に行った結果、財産を

取り立てなくてはならない場合もある。しかしながら、市町村においては、多くの事案

を抱える中、技術的な面で細やかに実践できない部分がある。そこで、研修生にはＯＪ

Ｔにより、徹底した財産調査の手法や、場合によっては差し押さえた財産等を公売する

手法などのノウハウを習得するトレーニングを積んでいただいている。 

 

福永委員 

１ 資料６「平成２９年度埼玉県歳入歳出決算の概要」の１２ページの納税率の向上に関

して伺う。県の納税率は全国４７位から４６位に上がったが、目標の３０番台に入るた

めには、あと何ポイント、何億円の向上が必要なのか。その目標に向けて平成２９年度

決算は満足がいく結果であったのか伺う。 

２ 資料６の４ページによると、不納欠損額が平成２８年度の２４億円から平成２９年度

は２９億円と５億円、率にして２２パーセントも増えているが、この理由は何か。また、

将来的に不納欠損額を減らしていく努力をどのように行っていくのか。 

３ 行政報告書１３ページの（３）の「イ 平成２９年度の取組」について、自動車税「納

めてプラス！」キャンペーンでは、どのような成果があったのか。 

４ 資料６の１３ページの臨時財政対策債・減収補塡債の残高について、平成２９年度と

平成２０年度を比較すると大幅に増加している。景気が回復基調にある中、来年度の臨

時財政対策債の発行見込みはどうか。また、臨時財政対策債の現状についてどう考えて

いるのか。 

 

税務課長 

１ 納税率は過去最高を２年連続で更新している。全国平均との差を見ると、平成２３年

度は１．８ポイントの差があったが、様々な取組を強化した結果、平成２３年度からの

６年間で差を１ポイント縮めて、平成２９年度では０．８ポイント差まで来ている。今

後も納税率の向上に引き続き努力をしていく。 

２ 平成２９年度の不納欠損額の構成比は、個人県民税８６．３パーセント、自動車税６．

１パーセント、その他の税目で７．６パーセントとなっている。不納欠損額が増えた理

由は、滞納整理の早期着手、差押えの強化、徹底した財産調査に基づく処分停止の執行

を進めたためである。税の徴収に当たっては公平であることが最も重要であり、今後も

法令にのっとり適切に対応していく。 

３ 自動車税「納めてプラス！」キャンペーンは平成２９年度から始めた新たな取組であ

る。具体的には、自動車税を５月末の納期限までに納税した場合、その領収書等を提示

すれば、カー用品店やガソリンスタンドなどの協賛店で割引などの特典が受けられるも

のである。平成２９年度においては、７企業２６１店舗の協賛があった。なお、平成２

９年度の納期内納税率は７９．９パーセントと前年度から１．５ポイント上昇しており、

この事業の成果だけではないものの、一定の効果が出ていると考えている。 

 

財政課長 

４ 平成３０年８月末に総務省が公表した「地方財政の課題」によると、地方税が０．５
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兆円の増、交付税が０．１兆円の減、臨時財政対策債が０．１兆円の増の見込みとなっ

ている。これは、税収が伸びる一方で交付税の質が悪化している状況となっている。地

方税や交付税の原資となる国税の税収が伸びているため、地方の財源不足額は縮小して

いる。一方、その財源不足を補填する国の一般会計や特別会計からの繰入金も減少して

おり、また、これまで発行されて累積した臨時財政対策債の償還額が非常に増えてきて

いる。これらの状況を踏まえると、現時点では来年度の交付税は減、臨時財政対策債は

増と見込まざるを得ない。本県では年２回の政府要望において、臨時財政対策債につい

て見直しを強く求めているところである。この中では、税源移譲や交付税の法定率引上

げを求めている。また、地方交付税法に基づき、臨時財政対策債の配分方法の見直しも

求めている。毎回の要望になるが、地方側としては繰り返し強く求めていかなければな

らないと考えているので、御協力いただきたい。 

 

横川委員 

行政報告書１７ページの「３ 事務事業の見直しの実施」について、削減や縮小、廃止

という発想だけではなく、部局で類似している事業の統合や連携を行う形でも事務事業の

負担の軽減や削減ができると考えるが、そのような検討は行ったのか。 

 

財政課長 

 部局には、部局内の類似の事業や、部局を超えた類似の事業についても、できるだけ統

合して実施する視点を持った上で事務事業の見直しを行ってもらっている。 

 

横川委員 

 統合した具体的な実績があれば教えてほしい。 

 

財政課長 

個別の事業について資料を持ってきていないが、例えば、平成２９年度から平成３０年

度にかけての見直しでは、貧困対策について、産業労働部や福祉部など３部局にまたがっ

て事業を行っていたものを、プロジェクトチームを設けることにより連携して実施できる

ように構築した。これによって、それぞれの部局が実施するよりも効率化が図れると考え

ている。 

 

浅井委員 

１ 資料６「平成２９年度歳入歳出決算の概要」の１２ページの県税収入の構成と推移に

ついて、国では全国の地方税収が過去最高の額になったと言われているが、平成２９年

度決算における本県の税収は過去と比べてどうなっているのか。 

２ 資料６の１４ページの「（参考）３ 財源調整のための基金の年度末残高の推移」を

見ると、２年連続で減少しているが、財政運営上の問題はないのか。 

３ 行政報告書９ページの（２）の「エ 基金の状況」を見ると、基金全体の残高が増加

しているが、これは財政状況に余裕があるということか。また、日本銀行によるマイナ

ス金利政策の影響により基金の運用環境は大変厳しいと考えるが、平成２９年度の運用

実績はどうだったのか。 

４ 行政報告書１６ページの「（６）県債の状況」について、退職手当債のこれまでの発

行状況はどのようになっているのか。 
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税務課長 

１ 平成２９年度の全国の地方税収は、地方法人特別譲与税を含めた額で４０兆９，０８

７億円となり、過去最高だった平成２７年度の４０兆４，０５０億円を上回った。報道

によれば、景気回復の影響などにより、個人住民税を中心に増収となったものとされて

いる。一方、埼玉県の平成２９年度県税決算額は７，８４５億円となり、平成１９年度

の県税収入額８，１２１億円に次いで、過去２番目に高い額となった。これは、納税義

務者数が増加したことや、株式の売却益や配当額が増加したことなどにより個人県民税

が増収となったほか、好調な企業業績などを背景として法人二税が堅調に推移したこと

も大きな要因であると考えている。なお、国と同様に、地方法人特別譲与税を合わせた

県税の実質的な収入額では、過去最高額を記録した昨年度の決算額８，６０３億円を上

回る８，７８５億円となり、前年度に引き続き過去最高額を更新している。 

 

財政課長 

２ 財政調整のための基金の年度末残高は、２年連続で減少するという厳しい状況である。

近年、５００億円から７００億円程度を取り崩して当初予算を編成していることから、

少なくとも７００億円程度の年度末残高を確保したいと考えている。財政運営上、直ち

に支障をきたすという状況ではないが、大規模災害やリーマンショック級の景気後退に

備え、将来に向けてしっかりと残高を増やしていきたい。 

３ 特定の目的のために積み立てている基金などを含めた全体の残高では、約３９４億円

増加している。増加した基金については、国民健康保険財政安定化基金の約１１３億円

や地域医療介護総合確保基金の約１２億円など、国の施策に応じて交付金を積み増して

いるものなどであり、県の財政状況に余裕があるために基金残高が増加しているもので

はない。 

４ 本県の退職手当支給額のピークは平成２２年度の７２３億円であり、その後、退職手

当の支給額は徐々に減っていったものの、平成２９年度も５１８億円と依然高い水準で

ある。これに対応するため、平成２９年度は退職手当債を５０億円計上した。平成３０

年度の退職手当は５５１億円を見込んでおり、退職手当債は対前年度で２０億円減の３

０億円を計上している。退職手当債は期間限定のものであり、必要の度合い等を勘案し

ながら活用したい。 

 

会計管理課長 

３ 平成２９年度は３３全ての基金を一括して運用しており、長期運用が可能な資金は地

方債などの債券により、その他の資金は定期預金などによる金融機関への預託により、

安全性を確保した上で効率性にも配慮して運用した。日本銀行によるマイナス金利政策

の影響により、預金、債券とも金利が低下したため、運用利回りは平成２８年度の０．

４４パーセントから平成２９年度は０．４１パーセントに低下し、運用益も平成２８年

度の３９億４，０００万円から平成２９年度は３８億５００万円に減少した。 

 

浅井委員 

１ 財政調整のための基金残高について、今後復元する見込みはあるのか。 

２ 退職手当債はいつまで発行する見込みなのか。 

 

財政課長 

１ 平成３０年度当初予算においても最終的な収支不足を補てんするため、６４０億円の
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取崩しを計上しており、平成２９年度決算を踏まえた平成３０年度末の基金残高は、１

３３億円となる見込みである。今後の税収の動向や予算の執行状況などにもよるが、更

なる歳入の確保や歳出の見直しに取り組み、基金の復元を図っていきたい。 

２ 退職手当債については、埼玉県行財政改革プログラム２０１７－２０１９において、

平成３１年度までに発行を取りやめるという目標を掲げており、平成３０年度の発行額

は前年度より２０億円減らしている。目標どおり退職手当債の発行を取りやめることが

できるよう取り組んでいく。 

 

松坂委員 

１ 資料１８「事務事業の見直しの実施」の縮小上位１０件を見ると、教育局において県

立高等学校管理運営費を１億７，７００万円削減している。その内訳については、行政

報告書１８ページの「３ 事務事業の見直しの実施」の教育局を見ると、高等学校等奨

学金の新規貸与者に係る金融機関の事務取扱手数料率の見直しで７，９００万円を削減

したとあるが、残り１億円の内訳は何か。また、この削減額は年度内において款内流用

できるものではないのか。 

２ 資料１８の廃止２５件を見ると、産業労働部においてシニア活躍気運醸成事業を廃止

して２，６５０万円を削減しているが、その廃止の理由を伺う。 

 

財政課長 

１ 資料１８の県立高等学校管理運営費と、行政報告書１８ページの奨学金の金融機関の

事務取扱手数料に係る事業である埼玉県高等学校等奨学金事業特別会計操出金は、別の

事業である。管理運営費については学校を管理・運営するための費用であり、これだけ

縮小ができたのは、電気需給契約等の効率的な見直しによる執行の節減によるものであ

る。なお、参考までに奨学金の新規貸与者への事務手数料の見直しの影響額は、約５０

０万円となっている。 

２ シニア活躍気運醸成事業については、平成２９年度はリレートークという普及啓発の

イベントを実施していた。平成３０年度予算では、シニア活躍アプローチ事業として、

サラリーマンが定年退職して国民健康保険に移るときに市町村窓口で生涯現役カード

を渡すことなどにより、地域で活躍できるようにアプローチする事業に構築し直してい

る。平成２９年度のシニア活躍気運醸成事業も、大きく見ればこの事業に統合したと言

えるため、資料１８に廃止事業として記載したところである。 

 

松坂委員 

１ 教育局の事務事業の見直しについては、行政報告書１８ページの教育局の項目に奨学

金のことが載っているので伺ったのだが、質疑がかみ合っていないように思う。 

２ シニア活躍気運醸成事業は平成２９年度の新規事業であるが、資料１８の廃止２５件

に削減額とともに記載されているということは、平成２９年度は実施していないことに

なる。これはどういうことか。 

 

財政課長 

１ 奨学金については、行政報告書１８ページに繰出金に関する事業として記載している。

資料１８に記載のある県立高等学校管理運営費は、学校の管理運営費に関する事業であ

り、別の事業である。 

２ 平成２９年度は２，６５０万円の予算を計上し、事業を実施している。事務事業の見
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直しは、平成２９年度から平成３０年度にかけての見直しであり、その議論の中で平成

３０年度予算がゼロになったということである。見直しの結果、平成３０年度のシニア

活躍のアプローチ事業で包含することから事業を廃止したものである。 

 

松坂委員 

資料１８の廃止２５件の事業については、平成２９年度に実施しているという理解でよ

いのか。個別の廃止事業については部局別審査で質問しようと思うが、この資料１８の記

載内容がよく分からない。 

 

財政課長 

後ほど、個別に御説明させていただきたい。 
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平成３０年１０月・１１月閉会中 決算特別委員会における説明者、発言 

（平成３０年１０月２３日（火）企画財政部（含 出納、監査事務局）関係） 

 

【説明者】 

砂川裕紀企画財政部長、堀光敦史企画財政部副部長、小野寺亘改革政策局長、 

山崎明弘地域政策局長、山口均参与、竹島晃参事兼交通政策課長、犬飼典久企画総務課長、 

堀口幸生計画調整課長、徳重覚財政課長、市川善一改革推進課長、 

横田淳一情報システム課長、福田哲也地域政策課長、石井貴司市町村課長、 

鈴木柳蔵土地水政策課長 

 

上木雄二会計管理者、山本好志出納総務課長、長谷川大輔会計管理課長 

 

飯塚寛監査事務局長、渡邉哲監査事務局副事務局長兼監査第一課長、 

磯田忠夫監査第二課長 

 

【発言】 

横川委員 

１ 行政報告書２１ページの「（１）総合計画の推進」について、平成２９年度から新た

な５か年計画がスタートしたが、施策評価方法について従来から大きく見直した点はあ

るのか。 

２ 行政報告書２１ページの「（２）国の施策に対する提案・要望」について、平成２９

年度の提案・要望の具体的成果はどのようなものか。 

３ 行政報告書２７ページの「（２）情報システムの運用管理及び再編」を見ると、システ

ム運用経費の縮減と運用管理業務の効率化を図ったとあるが、具体的にどのような取組

で成果を上げたのか。また、費用削減効果はどの程度あるのか。 

４ 行政報告書２８ページの「（６）県庁ＬＡＮの整備（電子県庁の基盤整備）」につい

て、県庁ＬＡＮの更新に当たっては、セキュリティ対策の強化が必要であると考えるが、

第４次県庁ＬＡＮにおいては、具体的にどのような対策を行うのか。 

５ 行政報告書３１ページの（１）の「ア 地域の未来を考える政策プロジェクト会議の

開催」について、昨年度の審査において地域の未来を考える政策プロジェクト会議の構

成員の幅を広げることを改善又は検討を要する事項としたが、広げたことによって具体

的にどのような成果があったのか。 

６ 地域の未来を考える政策プロジェクト会議は中長期的な政策課題をテーマにしている

が、その中長期とはどのくらいの期間を想定しているのか。また、その期間の妥当性に

ついてはどう考えているのか。 

７ 行政報告書３９ページの「（４）地域公共交通の維持・活性化」について、バス路線

の維持を図るため、路線バスの増便や延伸等の取組のモデル事業を数市で実施している

と思うが、その検証結果を伺いたい。 

８ 行政報告書２０ページの「１０ 交通網の整備促進」にバス利用者数の平成２８年度

の実績が記載されているが、平成２９年度の実績はどうなっているか。また、バス利用

者が増えている主な地域について分かれば教えてほしい。 

 

計画調整課長 

１ 新たな５か年計画に移行したのを契機として、県民満足度調査の調査方法を抜本的に
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見直した。従来は県政サポーターに対するインターネット調査を行っていたが、より幅

広い県民の方々の意識を把握すべきと考え、無作為抽出による郵送調査に変更した。ま

た、昨年度の委員会の改善又は検討を要する事項において、調査に当たっては県民に対

して県の実施施策がより分かりやすく伝わるようにすべきであるとの指摘を頂いたこ

とから、県政各分野の基本データや県の取組を簡単に紹介した小冊子を作成して同封し、

必要に応じて当該冊子を見ながら回答してもらうように改善した。 

 

企画総務課長 

２ 成果の一つは財源の確保、もう一つは制度の運用改善である。具体的には、地方一般

財源総額が確保されるとともに、直轄国道の整備など基盤整備に関する経費、治水・土

砂災害対策などの大規模災害への備えに関する経費などについて、平成３０年度の国の

予算において本県の要望におおむね沿う形で財源の確保が行われた。また、基準病床数

制度について、医療需要の増加が大きく病床の不足が見込まれる場合は、国の同意を得

て一定数の特例加算ができるように制度の運用の改善が図られた。 

 

情報システム課長 

３ 平成２８年度に構築して稼働している情報システム統合基盤はクラウドを利用してい

る。このため、大規模システムでも集約することができる。また、システムの集約を進

めていく際には、必要なサーバーを必要な時期に用意することができるなど、無駄な費

用を抑えて効率の良い運用ができるようになった。統合基盤には８８システムの移行を

計画しており、平成２９年度末までに２９システムを移行した。今後も税務システムな

ど順次システムの移行を進めていき、完成後の平成３３年度には１億５千万円の費用削

減を見込んでいる。 

４ 第４次県庁ＬＡＮは、平成３１年２月に稼働予定である。セキュリティ対策の強化の

具体例として、職員が複数者にメールを送信する際に強制的にメールアドレスを見えな

い形に変換する仕組みを導入し、メールアドレスの情報漏えい事故を防止する。サイバ

ー攻撃対策としては、ＡＩ技術を活用したサイバー攻撃対策機能を導入する。これは、

ＡＩにより、県庁ＬＡＮに接続したパソコン等の異常な挙動を検知し、リアルタイムで

通知する機能で、不正な行為の兆候の早期発見が可能となる。 

 

地域政策課長 

５ 地域の未来を考える政策プロジェクト会議への民間人の起用については、平成２９年

度の２６人から平成３０年度は３６人に広げた。具体的な成果としては、議論が活発に

なったことが挙げられる。なお、検討結果については翌年度の彩の未来地域連携事業に

反映させている。 

６ 地域の未来を考える政策プロジェクト会議の開催のきっかけは、埼玉県まち・ひと・

しごと創生総合戦略の議論の場であったことから、中長期的ビジョンの期間は５年間に

設定した。その後、平成２７年国勢調査により圏央道以北の人口減少等が明らかになっ

たことなどから、現在はもう少し先を見据えて議論している。妥当性については、５年

間が一つの区切りではあるものの、その次の設定については今後改めて検討する。 

 

参事兼交通政策課長 

７ 元気なバス需要創出モデル事業として、現在４路線で実施している。具体的には、小
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川町の小川町駅から小川パークヒルを結ぶ路線、入間市の武蔵藤沢駅から入間市駅を結

ぶ路線、加須市及び久喜市の東鷲宮駅から川口地域を結ぶ路線、そして坂戸市の若葉駅

から川島町役場を結ぶ路線である。事業の効果としては、１か月当りの利用者数を前年

度と比較すると、小川町の路線では約１，６００人、入間市の路線では約９００人、加

須市と久喜市を結ぶ路線では約４，２００人、川島町を結ぶ路線では約１，６００人が

それぞれ増加している。今後も関係市町と連携しながら利用者の増加に取り組んでいく。 

８ 平成２９年度のバス利用者数の実績は国が公表しており、２２５百万人となってい

る。なお、国でまとめて公表しているため、地域ごとの内訳は分からない。 

 

横川委員 

 バスの利用者が増えている地域はどこか。 

 

参事兼交通政策課長 

 国が取りまとめているため、詳細は分からない。高齢者の利用や人口の増加が多い地域

が増えているものと思われる。 

 

横川委員 

１ 県民満足度調査の調査手法そのものに対する評価をどう考えているか。 

２ 調査対象者は県内在住の満１８歳以上の男女５，０００人とのことだが、有効回答者

数はどれくらいか。 

 

計画調整課長 

１ 県民の意識をしっかり把握することが重要であるため、今回の調査では、満足してい

ない点を自由に記述できるようにした。日頃なかなか聞くことができない県民一人一人

の生の声を把握するようにしたことは、改善点であると考えている。 

２ 回答率は４９．６パーセントであり、２，４７８人の方から回答いただいている。 

 

宇田川委員 

１ 行政報告書２３ページの「（２）市町村への権限移譲」について、権限移譲を行った

としても、なお、市町村は権限移譲の対象外の事務について県に相談してくると思うが、

その場合、県はどのように対応しているのか。 

２ 行政報告書３０ページの「（１３）行政情報のオープンデータ化の推進」について、

国の調査ではオープンデータ化により６割が成果を出していると聞くが、県としてはオ

ープンデータ化でどのような成果を挙げているのか。 

３ 民間では、オープンデータをどの程度活用して事業に取り組んでいるのか。 

 

地域政策課長 

１ 個別の相談については、各部局できちんと対応している。また、県では、年に１回、

全市町村に対し、支障が出ている事務や仕切りが分からない事務がないか文書照会を行

っている。その結果に基づき、各担当部局から対応案を集約した上で、市町村と意見交

換を行っている。 

 

情報システム課長 

２ 本県は、他県に先駆けて平成２８年３月から県・市町村共同のオープンデータポー
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タルサイトを運営している。現在、県のほか４６市町村が参加している。なお、サイ

トに掲載している情報は、どのような情報であれば民間企業で活用してもらえるのか

を民間事業者も参加するワーキンググループにより検討の上、選定したものである。 

３ 民間の事例としては、観光やイベントの情報を地域の情報誌に活用した例や、保育

所・幼稚園情報やイベント情報を組み合わせてアプリ事業者が利用した例がある。 

 

宇田川委員 

１ 移譲対象とされていない事務について、今後の取扱いの方針が出ているのか。 

２ オープンデータのポータルサイトを見たところ、文字化けをしている箇所や、使いに

くい箇所があったがどうするのか。また、サイトに掲載されている情報について、利用

者が加工して使用しやすくする取組を行っているのか。 

 

地域政策課長 

１ 権限移譲を行う事務については、３年に一度ずつ見直しを行っており、現在、移譲の

対象となる事務は１７６ある。見直しについては、移譲した方がよい事務を各部局に洗

い出してもらい、県民サービスの向上及び行政運営の効率化につながるのかという視点

から検討を行っている。 

 

情報システム課長 

２ 文字化けは利用している端末のブラウザが影響している可能性があるが、不具合があ

れば、調査の上、早急に対応する。また、オープンデータについては、情報を提供して

いればオープンデータに該当するが、より望ましいのは加工できる形式で提供すること

であり、さらに、システム間で連携して使用できる形式で提供することが最も求められ

ている。現在、データをどのように提供していくのがよいか調査を行っており、使い勝

手の良いサイトになるよう検討している。 

 

宇田川委員 

 移譲対象事務は１７６あるとのことだが、それ以上拡大するのか。 

 

地域政策課長 

 これからも県民サービス向上や行政の効率化につながるものは拡大していく。 

 

石川委員 

１ 行政報告書２５ページの「（２）組織管理」に附属機関の数が掲載されているが、平

成２９年度の附属機関における女性登用率はどうなっているのか。 

２ 平成２９年度は、情報漏えいなど、情報セキュリティ事故が発生したのか。 

３ 行政報告書３１ページの（１）の「エ 『住むなら埼玉』移住総合支援事業の推進」

について、当該事業の実績はどうなっているのか。 

 

改革推進課長 

１ 附属機関等の管理に関する要綱上、女性委員の構成割合については、男女共同参画基

本計画の目標数値以上となるよう努めるものとされており、現在の目標数は４０パーセ

ント以上となっている。平成３０年６月１日現在、附属機関の委員８３３人中女性が２
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８５人で３４．２パーセントであり、機関別では８３機関中３３機関がまだ４０パーセ

ントを超えていない。男女共同参画基本計画の目標は平成３３年度末であるが、早期の

基準達成に努めていく。 

 

情報システム課長 

２ 平成２９年度は、９件の情報セキュリティ事故が発生している。内訳は、メールの誤

送信によるアドレスの流出が３件、パソコンやデジカメの盗難による写真等の情報流出

が２件、システム不具合等による県ホームページや電子メールの事故が４件である。 

 

地域政策課長 

３ 平成２８年７月に開設したアグリライフサポートセンターを引き継ぐ形で、住むなら

埼玉移住サポートセンターを開設した。平成２８年度の相談数は１８０人、平成２９年

度は３０７人、平成３０年度は９月末現在で１８０人である。相談内容について上位の

ものは、１位が住居、２位が農業、３位が農業以外の仕事となっている。移住者数につ

いては、相談から移住まで時間がかかること、市町村の住民窓口において県のサポート

センターに相談した上での移住なのかを聞くことができないことから、把握していない。 

 

石川委員 

１ システム不具合の改善は済んだのか。 

２ 住むなら埼玉移住サポートセンターを訪問する相談者については、県南への移住希望

が多いのか、圏央道以北への移住希望が多いのか。 

 

情報システム課長 

１ システム不具合は修正している。併せて、運用手順についても見直した。 

 

地域政策課長 

２ 詳細なデータは取っていないが、相談を受けた感触では、埼玉への移住を希望する理

由は、１番目が「出身地・親戚がいる」であり、２番目が「自然が多い」であるため、

自然が多い圏央道以北を希望する方が多い印象を持っている。また、県内に５か所ある

市町村の相談センターのうち、成果が上がっているのは秩父市及び小川町のセンターで

あることから、自然が多いエリアへの移住を希望している人が多いと推測している。 

 

高木委員 

１ 行政報告書３０ページ「（１４）ＩＣＴを活用したプッシュ型サービスの提供」によ

ると、平成３０年３月に「ポケットブックまいたま」アプリの提供を開始したとあるが、

その後の進捗状況と利用者数はどうなっているか。 

２ 県民がスマホに入れられるアプリにも限りがある中、子育て支援のための「はぐたま」

は受け入れられやすいと思うが、現状、参加市町村は６市町のみと少ない印象である。

始める前に市町村に需要を確認したのか。また、普及にはどのように取り組んでいるの

か。 

３ 行政報告書３８ページの（１）の「エ 駅ホームの転落防止対策」について、ホーム

ドア及び点状ブロック整備の助成対象とする駅をどのように決めているのか。 

４ １日平均利用者数１万人以上の全ての駅の転落防止設備の整備を完了するのには、

どのくらいの期間がかかるのか。 
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情報システム課長 

１ ポケットブックまいたまは平成２８年１月から提供していたアプリであり、平成３０

年３月にリニューアルを行ったものである。平成３０年３月末時点のダウンロード累計

数は約５万件であったが、提供情報の充実と使い勝手の向上を図ったリニューアルの効

果により、平成３０年９月末時点のダウンロード累計数は約７万６，０００件と大幅に

伸びている。 

２ はぐたまについては、平成２９年度において、現在参加している６市町以外の市町村

も含めたワーキンググループを設置し、必要な機能などについて検討するとともに

様々な意見も聴取して作成した。６市町のほかにも参加の意思を見せている市町村はあ

ったが、情報更新等の運用の手間が新たな負担になることや担当部署の調整がつかない

などの理由により、参加に至らなかった。今年度は市町村への訪問や説明会の開催など

により参加を呼び掛けている。より多くの市町村に参加してもらえるよう今後も普及に

努めていく。 

 

参事兼交通政策課長 

３ 駅ホームにおける安全対策の進め方は国の検討会で示されており、ホームドアの設

置については、１日平均利用者数１０万人以上の駅を最優先に整備していくこととさ

れている。また、ホームドアは列車により車両扉の位置が異なっていると設置が困難

であることから、車両扉の位置が統一されている路線も優先的な整備対象とされてい

る。どの駅から整備するのかについては、こうした国の検討会の方針などを参考にし

て鉄道事業者が決定しており、県はその状況を把握して補助対象箇所を決定している。 

４ １日平均利用者数１万人以上の駅へのホームドアの整備については、更に範囲が広

がることから明確な目標期限はないが、直近のホームドアの整備状況としては１０駅

で整備に着手している。そのうち、平成３０年度には東武東上線の朝霞駅、平成３１

年度にはＪＲの京浜東北線の川口駅や蕨駅など５駅に設置される予定である。 

 

高木委員 

１ 平成３０年度にはぐたまの参加市町村は増えているのか。 

２ 行政報告書３９ページに、１日平均利用者数１万人以上の駅におけるホームドアと内

方線付き点状ブロックの整備状況を示したグラフが掲載されていることから伺ったの

で、ホームドアだけではなく、内方線付き点状ブロックも含めた転落防止設備の整備の

目標を教えてほしい。 

 

情報システム課長 

１ 今のところ増えてはいないが、数市町村が平成３０年度中の導入を希望している。ま

た、平成３１年度以降の参加を希望している市町村もある。今後も市町村に向けた操作

研修の実施や使い方の説明を行うなど、普及のための取組を進める。 

 

参事兼交通政策課長 

２ １日平均利用者数１万人以上の駅は県内に１３３駅あり、そのうち１１６駅にホーム

ドア又は内方線付き点状ブロックが既に整備されている。整備目標については、行政報

告書２０ページの「１０ 交通網の整備促進」の表に記載しているが、平成３３年度末

までに１００パーセントの整備を目指すとしている。なるべく前倒しで整備できるよう
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鉄道事業者に働き掛けていく。 

 

柳下委員 

１ 行政報告書２０ページの「９ 水資源の確保」を見ると、安定水利権の割合の平成２

９年度の実績値は７１パーセントとなっている。全国的にも、首都圏においても水道用

水・工業用水の水需要は減少の一途をたどり、水余りが顕著になってきていることから、

首都圏５都県の水道用水・工業用水の新規開発の必要性は喪失していると考える。この

ような状況において新たな水源開発の必要性があるのか。また、八ッ場ダム、霞ヶ浦導

水事業及び思川開発事業について、これまでの進捗状況や事業費とそのうち県負担分は

どのようになっているのか。 

２ 八ッ場ダム建設予定地の遺跡の発掘調査、遺跡の保存やダム建設工事の進捗状況はど

うなっているのか。 

３ 行政報告書３０ページの「（１２）マイナンバー制度への着実な対応」について伺う。

平成２７年１０月にマイナンバーの通知を開始してから２年が経過したが、マイナンバ

ー制度の費用対効果はどうなっているのか。また、マイナンバーカードの交付率は人口

比で約１割とのことだが、これまでに費用はどれくらいかかったのか。また、今後の見

通しはどうなっているのか。 

４ 行政報告書４０ページの「（１）選挙の執行」を見ると、国政選挙でも投票率は５１

パーセント程度しかない。期日前に投票できる投票所が身近な所にあれば、投票率はも

っと上がるのではないか。さらに、期日前投票に関する実態調査を行ったとのことだが、

その結果はどうだったのか。また、どのような改善を図ったのか。 

５ 行政報告書４１ページの（２）の「ア 若年層に対する啓発事業」によると、選挙啓

発ポスターやチラシを県内全ての高校に配布等を行ったとあるが、投票率の向上にどの

ような成果があったのか。また、若い人に対するチラシ等についてはデザイン等に工夫

が必要と考えるがどうか。 

６ 行政報告書４２ページの「（３）基地対策の推進」について、埼玉県基地対策協議会

が政府機関に行った要望により、平成２９年度に前進したことがあれば示してほしい。

また、埼玉の空の安全のために、基地を抱える市だけではなく広く県民から意見を聴い

て、働き掛けを強化していく必要があると考えるがどうか。 

 

土地水政策課長 

１ 地球温暖化等に伴う異常気象の発生により、渇水リスクが高まっている。利根川水系

では平成２４年、平成２５年、平成２８年とほぼ２年に１回の頻度で渇水が発生し、荒

川水系では平成２９年に渇水が発生している。水利権については、現在、八ッ場ダム等

の未完成施設に参画することで暫定水利権を取得し、水の安定供給が図られている。県

民に安定的に水を供給していくためには、県としては八ッ場ダム等の水源開発は必要と

考えている。各事業の平成２９年度までの進捗等であるが、八ッ場ダムは、事業費で約

４，５７９億円を執行済みであり進捗率は約８６パーセント、そのうち県負担分は治水

と利水を合わせて約９７１億円となっている。霞ヶ浦導水事業は、事業費で約１，５３

４億円を執行済みであり進捗率は約８１パーセント、そのうち県負担分は利水のみで約

５８億円となっている。思川開発事業は、事業費で約９１３億円を執行済みであり進捗

率は約４９パーセント、そのうち県負担分は治水と利水を合わせて約８４億円となって

いる。 

２ 八ッ場ダム建設予定地の遺跡の発掘調査については、国と群馬県教育委員会、群馬県
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埋蔵文化財調査事業団による三者協定により進められており、平成３１年度末までに完

了すると聞いている。また、ダム本体についても、平成３１年度末までに完了する予定

である。 

 

情報システム課長 

３ 国全体では、マイナンバー制度導入のシステム構築費などで約２，７００億円、運用

開始後の維持費などで年間約３００億円が必要になると聞いている。マイナンバー制度

導入に伴う効果は、行政の申請手続に必要であった住民票や所得証明書の添付を省略す

ることができるため、申請側にとっては、書類を取得するために役所に出向く時間と書

類取得に係る費用が不要になる。また、行政側にとっては、事務処理の負担を軽減でき

ることやデータでやりとりできることが挙げられる。国は、情報連携が開始されて３年

運用されれば費用を回収できると試算している。また、本県のマイナンバーカードの交

付率は本年９月末時点で１１．８パーセントとなっている。県では、これまで初期費用

として約３億８，０００万円を投入し、運用段階に入ってからは年間約３，２００万円

の経費がかかると試算している。なお、今後の見通しについては、マイナンバーカード

の交付率は広報効果や市町村における申請手続の支援などにより徐々に上昇しており、

マイナンバーを利用できる事務はまだまだ増える余地があるため、今後も効果が上がっ

ていくと考えている。 

 

市町村課長 

４ 期日前投票所の設置は市町村の役割であり、地域の実情を熟知する市町村において

様々な状況を踏まえた上で設置が検討されるものと考えるが、県としても誰もが投票し

やすい環境を整備することは重要と考えている。そのため、市町村に対して利便性の高

い場所における期日前投票所の設置事例などを紹介して、積極的に設置するよう働き掛

けている。実態調査については、平成２９年執行の衆議院議員選挙期間における台風上

陸に伴う期日前投票所の混雑発生を受けて実施した。調査結果によると、期日前投票最

終日の投票者数は前回の平成２６年と比べ２倍以上であり、特に有権者数が２０万人以

上の市においては、多くの投票所で混雑が発生した。混雑への対策として、名簿対照係

の増員、投票記載台の増設など、今後も同様の事態が発生した場合に備え、市区町村で

取組事例の共有を図ったところである。なお、期日前投票所数は、平成２６年執行の衆

議院議員選挙時は１３７か所であったが、平成２９年執行の同選挙では１６３か所に増

設されている。また、さきの実態調査の際に照会したところ、更に７市町が増設を予定

しているなど、投票環境の向上が図られていくものと考えている。 

５ 若年層の投票率が他の世代に比べて低いことや選挙権年齢の１８歳への引下げなどを

踏まえ、啓発事業は若年層に重点を置き実施しているところである。啓発事業のみの効

果を把握することは困難であるが、平成２９年執行の衆議院議員選挙における投票率は

全体で全国３８位のところ、１０代の投票率は４２．７１パーセントと全国１２位とな

っていることから、こうした取組には一定の意義があったと考えている。１８歳の投票

率が比較的高い主な理由について県選管で意識調査等を実施したところ、学校において

政治や選挙に関する教育が行われているからという理由が最も多かった。そこで、県選

管としても学校における模擬投票の実施など主権者教育の充実を今後も図っていきた

いと考えている。また、ポスター・チラシのデザインの工夫に関しては、衆議院選挙で

は準備期間が短いため行えなかったが、参議院選挙では高校生からデザインを募集して

作成したところである。今後はポスター・チラシに加えＳＮＳの活用などに取り組んで
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いく。 

 

企画総務課長 

６ 入間基地と横田基地の住宅防音工事について、平成２８年度の新規及び追加工事の合

計が５４件なのに対し、平成２９年度は１０件増加して６４件と前進している。また、

県では、県民の不安の払しょくのため、自衛隊や米軍の飛行状況について県ホームペー

ジに情報を掲載し、広く県民に周知してきた。この情報の掲載については、住民からの

問合せに対応する際に活用するよう市町村にも周知している。 

 

塩野委員 

１ 行政報告書２０ページの「１０ 交通網の整備促進」を見ると、駅ホームのホームド

ア設置駅数については、平成３３年度末までに３３駅整備すると目標設定している。

この整備により、１日平均利用者数１０万人以上の駅におけるホームドア設置は完了

するのか。 

２ 行政報告書３１ページの（１）の「エ 『住むなら埼玉』移住総合支援事業の推進」

についての先ほどの質疑を聞いて、成果が具体的に示せない事業はいかがなものかと感

じた。その上に記載のある「ウ 彩の市町村愛着連携事業の推進」を見ると、平成２９

年度に３組の交流について支援を行ったとあるが、どの程度、地域の活性化や埼玉県へ

の愛着心・県民意識の醸成が図られたのか。 

３ 行政報告書２４ページの「（１）埼玉県行財政改革プログラム２０１７－２０１９の

着実な推進」を見ると、テレワークの推進としてサテライトオフィスを１１か所に開設

したとあるが、どのような所に設置したのか。また、在宅勤務を導入すべきであると考

えるがどうか。 

 

参事兼交通政策課長 

１ １日平均利用者数１０万人以上の駅は県内に１７駅ある。例えば、ＪＲ大宮駅は現在、

駅の乗換改善等を検討しており、平成３３年度までに全ての駅にホームドアを設置する

ことは厳しい状況である。また、ＪＲ武蔵野線や埼京線、川越線などにホームドアを設

置する計画はあるものの、費用や時間がかかり、すぐに設置することは難しい。３３駅

全てにホームドアを整備することについては、現段階では何とも言えないが、目標が達

成できるよう鉄道事業者に働き掛けていく。 

 

地域政策課長 

２ 昨年度の３組の交流の主なものとして、和光市と小川町、東秩父村、寄居町との交流

では、和光市立第５小学校及び同市立第４小学校の５年生各１００人の合計２００人が

社会科見学を実施して和紙の里などを巡っており、平成３０年度も継続している。また、

杉戸町と神川町との交流では杉戸町の子供が城峰公園で自然体験キャンプを行うなど

のほか、お互いの産業祭に物産を出展するなど交流を図っている。朝霞市と越生町との

交流では、越生町で交流ハイキングを実施し約１，０００人が参加した。具体的な経済

的効果は不明だが、人の交流は活発に行われている。 

 

改革推進課長 

３ サテライト勤務は、育児や介護を行うことが必要な職員の通勤時間を短縮することや、
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出張の前後に利用することなどにより、効率的に業務を行えるようにする制度である。

そのため、サテライトオフィスについては、県の地方庁舎を中心に県内全域に設置して

いる。今年度は、更に５か所を追加しており、計１６か所に拡大している。また、在宅

勤務の導入については、現在、力を入れて取り組んでいるサテライト勤務の導入をまず

は軌道に乗せて検証した上で、検討していきたい。 

 

塩野委員 

１ 行政報告書３８ページの（１）の「エ 駅ホームの転落防止対策」を見ると、例え

ば川口駅の補助額は５００万円に満たないが、そうした額で行えるとしても、１日平

均利用者数１０万人以上の駅の整備が終わらないと、東川口駅のように同１０万人未

満である駅の整備には進めないものなのか。同１０万人未満の駅についても積極的に

整備を進めていくよう、県の決意を伺う。 

２ 交流自体を否定はしないが、これらの成果がよく分からない県独自の取組にお金をか

けるのではなく、市町村の取組を支援するという形にするべきではないか。 

３ 在宅勤務の導入は、介護・育児はもとより、障害者が働きやすい環境を提供すること

にもつながる。障害者雇用については雇用率の水増しもあったところである。県が在宅

勤務を打ち出すことにより、障害者雇用をより積極的かつ具体的に進めて欲しいがどう

か。 

 

参事兼交通政策課長 

１ ホームドアの設置は、駅ホームからの転落防止対策としては大変有効である。１日平

均利用者数１０万人以上の駅が優先であるが、同１０万人未満の駅についても早期に整

備するよう鉄道事業者に働き掛けていく。なお、補助額の例に挙がった川口駅の４８０

万円であるが、ホームドアの設置は夜間工事が必要なこと等から時間を要するため、あ

くまで全体工事の一部分である平成２９年度分の補助額と御理解いただきたい。 

 

地域政策課長 

２ 彩の市町村愛着連携事業については、県は交流のきっかけづくりに係る費用について

補助している。その後は市町村同士が自ら引き続き交流を進め、県はそれを支援する形

としている。また、「住むなら埼玉」移住総合支援事業については、ふるさと創造資金

の補助事業に今年度から新たに移住に係るメニューを追加し、市町村の相談窓口の設置

やお試し住宅の建設に対して補助を行うなど、こちらもきっかけづくりに対して支援を

している。将来的に市町村の受け皿としての体制が整えば、県から市町村に相談などを

つないで、県は市町村を支援するという形にしたい。 

 

改革推進課長 

３ 在宅勤務に係る一般論としては、服務や勤怠管理、情報管理などに課題があるため、

しっかりと検討していく。 

 

塩野委員 

 在宅勤務について、実現も含めて検討するということなのか、単に一般論として検討す

るだけなのか、その点を伺う。 
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改革推進課長 

 実現可能性も含めてしっかり検討していく。 

 

柿沼委員 

 行政報告書２５ページの「（３）定数管理」及び資料２１「職員定数・非常勤職員定数、

臨時職員数の推移（知事部局）」について伺う。知事部局一般職員定数６，７３０人に対

し、非常勤職員定数５８４人及び臨時職員数６９８人となっており、かなり多くの業務を

一般職員以外が担っている状況である。先ほどの質疑において、県民サービス向上のため

に市町村への権限移譲を更に推進するという答弁があったが、市町村には職員数や組織力

等の差があることから、県民サービスの質の確保のためにはやはり県による指導が必要で

ある。地方公務員法の守秘義務等の観点からも、一般職員定数の比率が相対的に下がって

いることには懸念がある。埼玉県は県民１万人当たりの一般職員数が全国最少であるが、

こうした職員の業務負担等を踏まえれば、最少である必要はないと考える。組織力や次世

代の県政を担う職員を育てることなども含め、職員定数管理をどう考えているのか。 

 

改革推進課長 

 職員定数管理については、少数精鋭、簡素で効率的な組織体制にするとともに県民サー

ビスが低下しないように取り組んでいる。なお、非常勤職員には、専門的な知識を生かし、

限られた業務を限られた勤務時間で担ってもらっていると考えており、本来なら常勤職員

を置くべきところを非常勤職員で代替しているという認識は持っていない。今後も、現場

や市町村、県民が困らないよう業務量に応じて適切に定数管理を行っていく。 

 

江原委員 

１ 行政報告書２１ページの１の「（１）総合計画の推進」を見ると、県民満足度調査の

分野別施策の基本目標１４項目に対する平均の満足度が５８．２パーセントになってい

るが、どう考えているのか。また、先ほどの答弁では小冊子を作成したとのことだが、

費用はどれくらいかかったのか。 

２ 行政報告書４３ページの（５）の「キ 公用車の管理」によると、公用車による交通

事故防止のための研修を計１７回実施して延べ４５１名が参加したとのことだが、公用

車の運転を行う職員数全体と比較してこの参加人数をどのように評価しているのか。 

 

計画調整課長 

１ 満足度の調査方法を大きく見直したため単純な比較はできないが、前回の５か年計画

の平均満足度５２パーセントから約６ポイント改善しており、県政に対する一定の評価

を頂けたと受け止めている。他都県の類似調査の結果を見ても、東京都が約５４パーセ

ント、神奈川県が約５６パーセントであり、同等以上の水準となっている。なお、小冊

子は職員がパソコンで原稿を作成して５，０００部を印刷したものであるため、要した

経費は約３万７，５００枚の用紙代とコピー代である。 

 

出納総務課長 

２ 公用車を所有している課所の監督者に対する研修や事故を起こした職員に対する研修

等、事故防止に向けて様々な研修を行っている。平成２９年度は県側に過失のある事故

が４９件起きており、過失事故の当事者である職員については、自分の運転の見直しを

含めた研修を実施している。なお、行政報告書４３ページに記載した数字は各種研修の
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合計の数字になっているため、公用車の運転を行う職員数と比較することは困難である。 

 

江原委員 

 県では県政世論調査など様々なアンケート調査を実施している。県民満足度調査は、県

政世論調査など他の調査を勘案した上で実施しているのか。 

 

計画調整課長 

 県政世論調査の調査対象は、生活実感としての満足度であり、戸別訪問による一問一答

方式の調査になじみやすい。一方、県民満足度調査は県の取組に対する評価を尋ねるもの

であり、必要な情報を見ながら自分のペースで回答いただける郵送調査が適している。こ

うした調査の違いに留意しながら棲み分けを行っている。 

 

江原委員 

 県民満足度調査は、毎年度、定点的に実施していくのか。 

 

計画調整課長 

 毎年度調査を実施していく。 

 

松坂委員 

１ 行政報告書３３ページの（１）の「ウ 県と市町村職員の人事交流」及び資料２５「平

成２９年度 各市町村への派遣等の状況（４月１日現在）」について伺う。県内市町村

で実施する県事業の推進には、財政的な支援だけではなく、人的な支援も必要と考える

が、県から市町村への職員派遣はそのような点を考慮して行われているのか。 

２ 国の補助事業であって、県が窓口となり市町村へ補助を行い運営される事業において、

毎年度、予算が増大している事業もある中、義務的経費のチェック及び予算の縮減につ

いてどのように考えているのか。 

３ 資料１６「ふるさと創造資金平成２９年度採択事業一覧」によると、平成２９年度は

ふるさと創造資金で８４事業に４億９，０２１万円を交付したとのことだが、県は市町

村の執行状況を把握しているのか。 

 

市町村課長 

１ 県から市町村への職員派遣については、行政運営の円滑化に資する場合や職員の資質

向上等に資する場合など、具体的な派遣基準を定めている。その中に、県及び市町村が

協力し、地域における行政を総合的に推進することに資する場合という基準も設けてい

る。県事業の推進のための派遣は当該基準に該当するため、人的支援も考慮して職員派

遣を行っている状況である。 

 

財政課長 

２ 市町村への補助で義務的な事業を行う場合は、市町村に必要額等を照会して積算する

のが一般的である。しかし、中には必要額の積算が困難な事業もあり、そのような場合

は伸び率等を用いて予算を計上しているものもある。義務的経費は要件を満たした場合

は執行しなければならないため、多少のゆとりも必要であり、予算額と執行額にかい離

が生じることもやむを得ない面がある。しかしながら、過大にかい離することがないよ

う、市町村と十分調整して予算の精査に努めていく。 
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地域政策課長 

３ ふるさと創造資金の交付事務は地域振興センターが行うが、市町村が事業を考えて予

算化する段階から相談に対応しており、予算額や内容については全て把握しているとと

もに最終的な交付額についても把握している。なお、主な事業については地域政策課の

職員も現場に行き確認している。 

 

諸井委員 

１ 行政報告書３１ページの（１）の「ア 地域の未来を考える政策プロジェクト会議の

開催」によると、平成２９年度は当該会議を１０地域において合計４０回も開催して議

論したとのことだが、この会議の位置付けがよく分からない。会議での結論や方向性が

出たら、それを提言のような形にするとともにその提言を踏まえて施策を進めるという

ものなのか、それとも、会議での議論自体に意義があるというものなのか、その考え方

を伺う。 

２ 先ほどの答弁によると、バスの利用者が増えている地域は分からないとのことであっ

たが、バス路線の維持・活性化については、どこの路線の利用者が増えているのか地域

ニーズを把握しないと意味がないのではないか。今後、把握するつもりはないのか。 

 

地域政策課長 

１ 地域の未来を考える政策プロジェクト会議には市町村や民間企業、商工会などが参加

しており、それぞれの地域課題を議論する場としての意味があるとともに会議参加者の

ネットワークづくりに役立っている。また、当該会議での結論は、翌年度の彩の未来地

域連携事業に反映させている。 

 

参事兼交通政策課長 

２ コミュニティバスの路線は市町村で把握することができるが、バス事業者の路線につ

いてはどういう方法であれば把握できるかを含めて検討していく。 

 

諸井委員 

１ 会議での結論は事業として具体化させるという理解でよいのか。 

２ 高齢化や人口減少などにより、採算が取れなければ民間のバス路線は当然に廃止され

るため、対策を急ぐ必要がある。今後行政としてどのように関わっていくべきか、方向

性を出さなければならないと考えるがどうか。 

 

地域政策課長 

１ 地域課題についての議論を深めてもらい、その成果を翌年度の事業に反映させること

になる。例えば、南部と秩父の両地域は、対照的な状況にある地域だが、若者が流出す

るという課題で共通しており、いずれも若者の地元企業への就職を促進するためのマッ

チング事業を実施している。 

 

参事兼交通政策課長 

２ 県では平成２８年度から平成２９年度にかけて、有識者や市町村を交えて県内の公共

交通の課題を分析し、地域の足を確保するための調査を行った。今後の方針としては、

持続可能な公共交通の確保・充実を図ることとしており、住民の利用だけではなく観光

などの利用促進も含めた方向性を出している。県としては、今後も市町村と共に取り組
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んでいく。 
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平成３０年１０月・１１月閉会中 決算特別委員会における説明者、発言 

（平成３０年１０月２６日（金）病院局関係） 

 

【説明者】 

岩中督病院事業管理者、関本建二病院局長、星永進循環器・呼吸器病センター病院長、 

坂本裕彦がんセンター病院長、小川潔小児医療センター病院長、 

長尾眞理子精神医療センター病院長、佐藤正信循環器・呼吸器病センター事務局長、 

山瀬陽一郎がんセンター事務局長、阿部隆小児医療センター事務局長、 

高島秀子精神医療センター事務局長、小松原誠経営管理課長、松井直行経営管理課技術幹 

 

【発言】 

金子委員 

１ 病院事業の必要性は十分理解しているが、経営という視点で見た場合、非常に厳しい

状況が続いている中、企業としての収益の目標をどこに置いているのか。医業収支をプ

ラスにする、経営収支をプラスにする、あるいはキャッシュフローを確保する、それに

付随してプライマリーバランスを担保するなど、どのような考え方をしているのか。 

２ 決算事業報告書３０ページの「（２）報告セグメントごとの営業収益等」を見ると、

いずれの病院等においても、純粋な事業損益の実態を表すと考えられる医業損益がマイ

ナスになっている。決算事業報告書１ページの（１）の「ウ 経営状況」によると、平

成２９年度は医業収支比率が０．７ポイント低下したとのことだが、経年推移では医業

収支比率は改善の傾向にあるのか。 

３ 先日のがんセンター視察の際に、医師が少ない現状と、もし増員すれば医師１人当た

り約１億円の医業収益増が見込まれるとの説明を受けた。しかし、医師を増員すれば当

然に報酬等の費用も発生することなどを踏まえると、例えば医師１人当たりの損益分岐

点や病床利用についての損益分岐点など、様々な損益分岐点を積み上げないと医師１人

の増員に伴う全体的な収支を適切に見積もれないのではないか。病院事業において損益

分岐点の分析はなかなか難しいとは思うが、どのように考えているか。 

４ 一般会計からの繰入金が平成２９年度も増加しているが、原因は何か。また、法定繰

入の考え方を教えて欲しい。さらに、繰入金には赤字補塡の考え方はないと考えるがど

うか。 

５ 決算書９ページの「平成２９年度埼玉県病院事業貸借対照表（平成３０年３月３１日）」

を見ると、貸倒引当金が２億３，４８４万８，００３円計上されているが、これは法定

の金額か。 

 

経営管理課長 

１ 県立病院の場合は不採算医療及び高度医療も行っており、一般会計から繰入金を受け

られる仕組みになっている。基本的には、繰入金を入れた経営収支が均衡することが目

標である。 

２ 小児医療センターの場合、新病院に移転してＮＩＣＵをはじめとした重症病棟が稼働

したため、医業収支は頑張れば頑張るほどマイナスになる傾向である。一方、循環器・

呼吸器病センター及びがんセンターについては、医師が確保できれば収支はある程度改

善していく。 

３ 医師を雇用でき、かつ患者がいれば年間１億程度の収益が上がる見込みではあるが、

材料費等もかかるため全てが利益になるわけではなく、高額の薬品が使えるようになっ
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た場合は損益分岐点にかなりのぶれが生じることなどから、損益分岐点を用いた目標設

定は行っていない。 

４ 繰入金の増加要因は、小児医療センター及び循環器・呼吸器病センターにおいて救急

医療に要する経費が増大したこと、循環器・呼吸器病センターにおいて緩和ケア病棟を

開設したことである。繰入金の考え方については、地方公営企業法第１７条の２第１項

第２号において、その収入をもってしても充てることができない経費に関しては一般会

計が負担すると定められている。さらに、毎年度、総務省から操出基準の通知が発出さ

れており、それに基づいて一般会計から繰入金を受け入れている。不採算医療・高度医

療に関する繰入金もその一環として受け入れているが、その他の繰出し基準外の部分に

ついては受け入れていないことから、繰入金は赤字補塡ではないと認識している。 

５ 貸倒引当金については、平成２６年度の公営企業会計の見直しに伴い、企業会計と同

様に引き当てることになったものである。当該金額については、今後の回収見込みを考

慮して計上した。 

 

金子委員 

 不採算医療について繰入金を受けることは赤字補塡ではないのか。不採算で赤字となる

部分を繰入金で埋めるということだと考える。なお、不採算部分が赤字から黒字になった

場合、繰入金は返還されるものなのか。 

 

経営管理課長 

 経営努力によって能率的な経営を行ってもなお埋められない部分について繰入金が受け

られるものであることから、赤字補塡ではないと認識している。例えば、緩慢な経営を行

った結果として赤字となり、繰入金を受け入れるのであれば赤字補塡になると認識してい

るが、そういうものではない。また、仮に黒字となった場合は、その分の繰入金は減少し

ていくが、現状の県立病院の状況を踏まえると黒字化は厳しいと考えている。 

 

柳下委員 

１ 小児医療センターがオープンしたことによって５５億の純損失を計上したという説明

があった。県立病院の本来の役割として不採算医療を担わされているという認識を持っ

ている。民間では到底無理ということだと思うが、県立病院の独自の役割についてどう

考えているのか。 

２ 小児医療センターは移転に伴い、平置きの駐車場から立体駐車場になったことで待ち

時間が長くなり問題になっている。私の元にも待ち時間に関する意見が多く寄せられて

いるが、現在の駐車場の利用状況はどうなっているのか。患者がスムーズに診察を受け

ることができるように、どのような努力をしているのか。 

３ 医師の時間外勤務について、４病院の月平均は３７．９時間である中、資料７－１「医

師・看護師の勤務状況、勤務形態及び勤務実績」を見ると、循環器・呼吸器病センター

は４６．５時間となっており、医師にとって過酷な環境であると考えられる。今後の改

善の見通しを伺う。 

４ 決算事業報告書７ページの（１）の「イ 外来患者数」を見ると、４病院とも外来患

者数が増加しているが、診療報酬の引下げとの関係性を教えてほしい。 

５ 精神医療センターについては、アルコール依存症や薬物依存症の患者が増えていると

思うが、どのように治療に取り組んでいるか実績と併せて教えてほしい。 

６ 決算事業報告書７ページの「（１）業務量」を見ると、がんセンターについては１日
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平均入院患者数３７０．１人及び１日平均外来患者数８２５．５人とあるが、対前年度

比ではどのような変化があったのか。また、ダヴィンチを２台に増やせば、現状の長い

治療待ち時間等も短縮され患者数の増加にもつながると考えるが、それも含めて教えて

ほしい。 

 

委員長 

 執行部に申し上げる。答弁は平成２９年度決算の範囲内で結構である。 

 

経営管理課長 

１ 県立病院の役割は不採算部門を担うことであると認識している。 

２ 患者に多大な迷惑をお掛けしていることは認識している。その一方で解消に向けた努

力も行っており、待ち時間はおおむね２０分程度まで改善している。しかし、曜日によ

っては複数の診療科へ掛かる患者がいるため、入出庫が重なって長時間お待たせしてし

まうことになっている。そうした事態の解消のため、外来診療を午前・午後に分けて実

施することや曜日を分けて実施することなど、待ち時間が短くなる対策に努めている。 

３ 医師の時間外勤務について、循環器・呼吸器病センターが特に多くなっている要因は

医師不足の影響によるものであると考えている。病院事業管理者などがほかの病院に医

師を派遣するよう依頼して確保に努めている。引き続き医師確保に努めていく。 

４ 平成２８年度の診療報酬改定により薬価に関しては下落したと思われるが、診療報酬

そのものは上がっているため、平成２９年度決算への影響はないと考えている。 

 

循環器・呼吸器病センター病院長 

３ 当センターは、心臓の診療が中心であることが特徴である。夜間に急性心筋梗塞の患

者が搬送されてきた場合、どうしても時間外のカテーテル治療となってしまう上、１日

平均２件から３件ほどを受け入れ、かつ１件当たり２時間から３時間を要している。こ

うした対応が積み重なる結果、平均時間外勤務時間が４病院の中で一番多くなってしま

う。医師が確保できればこの問題は解消するが、なかなか集まらないため医師に多くの

時間外勤務を行わせてしまっている。 

４ 当センターの患者数増加の要因は２つ考えられる。１つは、肺がんの患者の抗がん剤

治療について、従来の入院治療から、新館棟に外来化学療法室を１０床整備した上で外

来診療に変えたことである。もう１つは、全診療科において近隣医師会との連携を強め、

新規の患者を紹介してもらっていることである。 

 

小児医療センター病院長 

２ 駐車料金については、身障者手帳などの公的な給付を受けている患者からは徴収して

いない。なお、駐車場が混み合って診療予約の時間を過ぎてしまっても、断ることなく

診療を行っており、これは１７時を過ぎても同様である。 

 

精神医療センター病院長 

５ 平成２９年度の依存症患者に係る実績については、外来初診患者数は３２３人、この

うちアルコールが約５５パーセント、覚せい剤が２６パーセントとなっている。また、

依存症病棟に入院した患者数は１８１人で、アルコールが７０パーセント、覚せい剤が

１７パーセント、残りの依存症が１３パーセントとなっている。退院後については、当

センターにおいては、外来診療により、薬物を再使用しないための治療プログラムを行
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っている。また、地域にある自助グループの方につなげ、地域と連携を図りながら再使

用を防いでいく取組を行っている。 

 

がんセンター病院長 

６ 平成２８年度から平成２９年度にかけては、収益の増加に伴い赤字額は縮小している。

また、平成２９年度のダヴィンチの手術件数は７７件であり、今年度はもう少し増える

見込みである。ダヴィンチの稼働状況については、多いとは言えない状況である。 

 

柳下議員 

 小児医療センターの患者から、駐車場で曜日によっては３０分から４０分待たされたと

いう話が寄せられている。待たなくても駐車場に入れるよう改善してもらいたい。そのた

め、定期的に待ち時間を調査してもらいたいがどうか。 

 

小児医療センター病院長 

 毎年、患者満足度調査を実施しており、寄せられた意見・要望について改善を図ってい

る。今後も調査を引き続き実施していく。 

 

浅井委員 

１ 決算事業報告書４５ページの小児医療センターの「１ 事業概要」を見ると、平成２

８年度と比較して、年間延べ患者数は、入院患者で１万４，６３４人の増、外来患者で

６，７２６人の増、さらに、病床利用率は１０ポイントの増となっている。新病院での

１年間の運営を踏まえ、この結果をどのように分析しているか。 

２ 決算事業報告書５１ページの精神医療センターの「１ 事業概要」を見ると、病床利

用率が３．１ポイント増加している。最近、若い患者が増えていると思われるが、前年

度と比較してどれだけ増えたのか。 

 

小児医療センター病院長 

１ 新病院は、旧病院から１６床増床となった３１６床で運営している。また、小児救命

救急センターの指定を受けて、非常に多くの救急患者を受け入れるようになった。その

結果、平成２８年度と比較して、時間外の患者数及び手術件数ともそれぞれ約２５パー

セント程度増加した。こうした救急患者の受入数や手術件数の増加が、病床利用率の増

加につながったと考えている。当センターは、収益に占める入院収益の割合が８割と高

く、病床利用率の向上が収益に大きく影響する。今後も重篤な救急患者を積極的に受け

入れることにより、病床利用率の更なる向上を図っていきたい。 

 

精神医療センター病院長 

２ 当センターには、児童・思春期病棟という小学生及び中学生を対象にした病棟がある。

その病棟の病床利用については、平成２９年度及び平成２８年度ともに満床に近い状態

である。また、成人についても患者の平均年齢は４１．３歳になっており、平成２９年

度と平成２８年度でそれほど変わっていないという印象である。 

 

浅井委員 

 精神医療センターの患者について、１０代から２０代の患者数はどれくらいか。若い人

の精神的疾患が増えており、なかなか相談に行けるところがない、相談に乗ってもらえな
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いなど、深刻な問題が起き、かつ増えている。そこで、精神医療センターでの年代別の患

者の状況について、後で資料を頂きたい。 

 

委員長 

 浅井委員から、精神医療センターでの年代別の患者の状況についての資料要求があった

が、本委員会として要求することに異議ないか。 

 

＜ 異議なし ＞ 

 

委員長 

 異議なしと認め、そのように決定した。執行部においては速やかに提出願う。なお、資

料については、提出があり次第、控室に配布しておく。 

 

松坂委員 

 県立４病院の医業収益を上げるためには、病床回転率を上げることが重要であると考え

る。病床回転率の目標値と課題を伺う。 

 

経営管理課長 

 病床利用率自体は予算等で目標設定しているが、回転率は具体的には目標設定していな

い。新規患者を増やすためには回転率を上げる必要があり、回転率が上がれば経営状況も

よくなるということであることから、そこは注意しながらやっていきたい。課題について

は、稼働率を上げるためには患者を確保しなければならず、すなわち医師の確保が重要と

考えている。 

 

松坂委員 

 小児医療センター及び精神医療センターの病床利用率が８１．１パーセントに対して、

がんセンターの病床利用率は７３．６パーセントである。理由については医師不足と説明

があったが、病床利用率については、８０パーセントから８５パーセントを目標にすべき

であると考える。それを達成するには、何が必要かを改めて伺いたい。 

 

経営管理課長 

 目標を達成するに当たっては、新規患者をどのように確保するのか、また、その患者を

診療できるだけの医師もどのように確保するのかということが重要な課題である。 

 

小谷野委員 

 決算事業報告書４ページの「（４）職員に関する事項」の「平成３０年３月３１日現在

員」を見ると、４病院全体において、医師は前年度末から１５人増加して２９０人、看護

師も前年度末から７４人増加して１，５４５人となっている。良い病院を建設し、良い医

療機器をそろえたとしても、医師及び看護師が不足していては良い医療は提供できない。

あとどれくらいの増員が必要であると考えているのか、病院事業管理者に伺う。 

 

病院事業管理者 

 まず、医師の定数は条例等により制限されている。一方、例えば、循環器・呼吸器病セ

ンターでは、定数と比較して約２０人の医師の欠員が出ているという状況もある。こうし
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たことを解決するには、医師を２交代制にして、医師の働き方改革を進めていかなければ

ならない。さらに、３０代から４０代半ばまでの医師は、給与優先ではなく、どういう医

療ができるか、興味深い仕事ができるか、業績を伸ばすことができるか、自分のキャリア

パスにつながるかという観点で病院を選んでいる。例として、がん研有明病院には若い医

師が非常に多くそろっているが、これは１年に約１００件もの手術を経験することができ、

５年も経てばスキルが向上して引く手あまたになる実績があるからである。埼玉県立病院

でも同様のことを行おうとするならば、医師数を確保するために、働き方が安定している

職場を整え、症例数も医師数も増えるという正のスパイラルを作り出す必要がある。この

場合、循環器・呼吸器病センターを例にすれば、２０人の欠員を埋めるだけでは医師が足

りないと考えている。がんセンターについては、現在、約１００人の常勤医師がいるが、

約５００床の病院において難易度の高いがん治療を行う場合、医師が１３０人から１４０

人程度は必要であると考えている。医師を増員する場合には、損益分岐点についても考慮

が必要になるが、医師の数を増やし、良い医療を提供し、患者数を増やし、その結果とし

て収益を増やすということは、ある程度の医師数まではできると考えている。また、小児

医療センターには若い医師が非常に多く集まっている。同センターで勉強すれば自分のキ

ャリアパスにつながると若い医師が興味を持つ医療を多数提供できている上、立地も良く、

東京から引っ越しをせずに勉強に来られることもあって、医師が充足している。それぞれ

の県立病院の立地条件を踏まえるとともに、各病院で行っている高度先進医療を医師等に

経験としてどのように提供できるのかを検討した上で、その仕組みづくりを行い、医師を

増やす正のスパイラルに乗せていきたいと考えている。 

 

福永委員 

１ 資料１０の医療圏別の外来患者と入院患者の割合について、平成２５年度から平成２

９年度までの北部、利根及び秩父の各保健医療圏の状況を見ると、循環器・呼吸器病セ

ンターは、外来及び入院ともそれらの保健医療圏からの患者が約７割を占めているが、

がんセンター、小児医療センター及び精神医療センターは少ない患者数になっている。

このうち、特に北部保健医療圏について、がんセンター及び小児医療センターは、一次

医療機関へのアピールが足りないのではないか。地理的要因だけが原因ではないと思う。

北部保健医療圏等の地域にもっと親しまれる医療機関であるためには、何が必要と考え

るか。 

２ 資料９「救急患者の治療件数（過去３年間の推移、科目別、病院別）」を見ると、救

急患者について、循環器・呼吸器病センターが４，１４７件、小児医療センターが５，

０２１件の受入れを行っているのに対し、がんセンターは４１２件である。一方、資料

７－１「医師・看護師の勤務状況、勤務形態及び勤務実績」を見ると、医師の月平均の

時間外勤務について、循環器・呼吸器病センターが４６．５時間なのに対し、がんセン

ターは４３．４時間である。時間外勤務の状況はおおむね同様にもかかわらず、救急患

者の受入れ件数には大きく差があるのはどういうことなのか。 

 

経営管理課長 

１ 病院ではＰＲしていると思うが、地理的要因もあって、がんセンター及び小児医療セ

ンターには来院が少ない状況と考えている。一次医療機関へのアピールについては、重

要であり実施していく必要があると考えている。 

２ 循環器・呼吸器病センターについては、約２０名の医師が欠員になっていることが負

担になっていると分析している。 
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病院事業管理者 

２ 補足すると、小児医療センターにおいては、小児救急と集中治療に関しては医師の２

交代制を導入しているため、夜間休日は全て通常勤務として行っている。よって、その

部分は時間外勤務に算入されないため、月平均の時間外勤務時間が短くなっていると認

識している。 

 

福永委員 

 がんセンター及び小児医療センターについては、秩父医療圏からの患者がほとんどいな

い一方、県外・その他の地域からの患者の割合が多くなっていることから、地理的要因の

ために患者が少ないという説明は成り立たない。精神医療センターに至っては、県外・そ

の他の地域からの患者割合が５パーセントなのにもかかわらず、秩父からは０パーセント

の状況が続いている。ほかに充足している医療機関があるわけではないと考えられること

から、県立病院が県民の医療事情に応えられているのかという疑問を感じている。原因は

地理的要因だけではないと考えるがどうか。 

 

病院事業管理者 

 小児医療センターについては、北部保健医療圏付近のかなりの患者が群馬県立小児医療

センターに行っている実態がある。秩父保健医療圏においては、子供の数が少ないという

こともあるが、東京方面への電車路線の関係もあり、多少は地理的要因もある。また、が

んセンターについては、医師不足の状況にあり、特に中央診療部門である放射線診断、内

視鏡及び病理の医師が不足していることや、麻酔科に欠員が出ていることから少々待ち時

間が長くなっているため、伊奈町に行くよりも高崎線に乗って東京に行ってしまうという

部分もあると思われる。その辺りの医療機能をもう少し充実させることが優先だと考えて

いる。 

 

精神医療センター病院長 

 当センターの県外・その他の地域からの患者がそれなりに多いのは、当センターが日本

でも数少ない薬物依存症の治療を行っており、そのような治療機関がない地域から当セン

ターの医療を求めて患者が来ているためである。 

 

高木委員 

１ 循環器・呼吸器病センターにおいて、平成２９年度に医師が約２０人欠員していたこ

とは重大な問題である。循環器・呼吸器病センターの現状を踏まえ、医師を確保する正

のスパイラルに乗せるためには、何が有効であると考えているのか。 

２ 資料１２「県立４病院の院内保育所の状況」によると、循環器・呼吸器病センターに

は院内保育所がないが、医師等の確保に当たりどのように影響しているのか。医師だけ

ではなく、看護師や事務職員にも関係することであるが、保育所は必要ないという感触

を得ているのか。 

 

循環器・呼吸器病センター病院長 

１ 医師確保に関しては、現在勤務している医師がそれぞれ出身大学の医局に増員を依頼

する、転職したい医師を仲介する民間の医師派遣会社に依頼する、病院事業管理者や病

院長が個人的な知り合いに新たな派遣を依頼するなどの対応を行っている。一度に４人

から５人のチームで派遣してもらえればかなり助かるが、なかなか実現しないのが実情
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である。なお、平成３０年度にはこれまで２人の増員ができており、引き続き増員に努

めている。 

２ 平成２９年３月にオープンした新館棟において、事業の一環として当初から院内保育

所を作る計画があったが、院内の利用希望者が少なかったため、保育所整備費のことも

考慮して中断している状況である。今後、院内において強い要望があれば、計画を再開

する可能性もある。 
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平成３０年１０月・１１月閉会中 決算特別委員会における説明者、発言 

（平成３０年１０月２６日（金）下水道局関係） 

 

【説明者】 

粟生田邦夫下水道事業管理者、新井伸二下水道局長、西岡利浩下水道管理課長、 

若公崇敏参事兼下水道事業課長 

 

【発言】 

横川委員 

１ 資料１「平成２９年度埼玉県流域下水道事業会計決算の概要」の「２ 収益的収支の

状況（消費税及び地方消費税を除く）」によると、施設の老朽化に伴う修繕費が前年度

に比べて約１０億円増加している。今後、修繕費の一層の増加が予想されるが、経営上

の影響についてはどのように考えているのか。また、修繕費を確保するに当たり、継続

的な事業実施に向けた修繕計画はどうなっているのか。 

２ 資料１の「３ 資本的収支の状況（消費税及び地方消費税を含む）」によると、老朽

化した機械電気設備の改築事業等に約１０３億円を投資している。事業着手からの経過

年数を考慮すると、今後、土木建築施設の改築事業が上乗せされて、今以上に投資額も

必要になると見込まれるが、限られた人員や財源の中で執行が可能なのか。 

３ 資料２「平成２９年度埼玉県流域下水道事業会計決算の概況」の５ページの「（３）

維持管理業務委託の状況」について伺う。９か所の水循環センターの維持管理業務の委

託先については、５か所が公益財団法人埼玉県下水道公社、４か所が民間事業者となっ

ているが、どのような考え方で委託先を公社と民間に分けているのか。 

４ 資料３「改善又は検討を要する事項とその措置状況」の１ページの「改善措置状況」

によると、各水循環センターにおける水処理施設の耐震化については、平成３５年度の

完了を目途に流入から放流までの最低１系列が優先して進められている。しかし、下水

が水循環センターに流入するまでの管渠が機能停止になっては意味がない。管渠の耐震

化やマンホールの浮上対策については、どのように取り組んでいるのか。 

 

下水道管理課長 

１ 今後の施設の老朽化に伴う修繕費の増加を想定し、従前から計画的に修繕を行ってい

るが、経営状況を見ながら修繕をできる限り前倒しするなど、経営を圧迫しないように

実施していきたい。修繕費の確保については、引き続き計画的に修繕を行うとともに、

現在、改築を含めた事業費の平準化を念頭に置きながらストックマネジメント計画を策

定している。この計画の中で修繕費についても、しっかり確保していきたい。 

 

下水道事業課長 

２ 改築・更新については、現在、ストックマネジメント計画において検討を進めている。

土木施設は標準耐用年数が５０年であるが、標準耐用年数以上に延命を図るとともに、

機械電気設備の更新の平準化を図りながら計画的に実施していきたい。 

３ ９か所の水循環センターのうち、大規模で災害のリスクが高い５か所の水循環センタ

ーは、県の代行機関として設置している県下水道公社に業務を代行させている。一方、

比較的小規模であり、分流式で汚水のみを処理している４か所の水循環センターについ

ては、民間事業者に業務を委託することで民間のノウハウを活用することやコスト縮減

を図るといった考え方に基づき、包括的民間委託を導入している。 
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４ 各水循環センターにおける水処理施設の最低１系列の耐震化とともに、管渠の耐震化

も進めている。管渠については、比較的大口径の管渠は過去の大規模の地震でも被災が

極めて少ないことを踏まえて、緊急輸送道路下の直径１，６５０ミリメートル以下の小

口径の管渠の耐震化を進めており、平成３５年度頃にはおおむね完了させたい。また、

送水機能の確保のためポンプ場の耐震化も進めており、２２施設のうち、耐震性能を満

たしていない１４施設の耐震化について平成３５年度末までに完了したい。さらに、マ

ンホールの浮上対策については、対象となる緊急輸送道路下のマンホール５４１か所の

うち、８２か所については対策済みであり、残り４５９か所についても平成３５年度末

までに対策を完了したい。 

 

横川委員 

資料１の「３ 資本的収支の状況（消費税及び地方消費税を含む）」を見ると、資本的

収支の収支差が約マイナス６０億円となっており、対前年度比で約１５億円増加している。

この収支差の不足額については損益勘定留保資金等で補てんするとなっており、資料２の

３ページの「（２）資本的収支の状況」には補てん財源の内訳として損益勘定留保資金が

記載されている。この留保資金はどういう性質のものか。 

 

下水道管理課長 

公営企業会計の支出のうち、減価償却費については現金支出を伴わないため、その分の

現金預金が内部留保資金となる。資本的収支の収支差の不足分については、この内部留保

資金により補てんしている。 

 

横川委員 

毎年度、資本的収支の収支差が大きくなっていった場合、現状と同様の補てんに係る運

用で対応できるのか。 

 

下水道管理課長 

補てんについては、キャッシュフローにおいて毎年、常に現金預金残高を確認するとと

もに、予算編成の段階においても補てん額の予算計上が可能な範囲を精査した上で行って

いる。 

 

横川委員 

補てん額が大幅に増減して運用も大幅に変わることはあるのか。 

 

下水道管理課長 

計画的に経営を行っており、毎年の現金預金残高に大きな変動はないことから、補てん

額も大幅に増減することはないと考えている。 

 

金子委員 

 決算書１７ページの「平成２９年度埼玉県流域下水道事業キャッシュ・フロー計算書（平

成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで）」に減価償却費が記載されている。減

価償却費は現金支出を伴わないため、その分の現金預金が残っていることになるが、決算

書６ページの貸借対照表における表記としては、損益勘定留保資金に減価償却累計額が含

まれていることでよいのか。 
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下水道管理課長 

 減価償却累計額の一部として損益勘定留保資金が含まれている。 

 

柳下委員 

１ 決算書１３ページの「（２）事業収入に関する事項」を見ると、「維持管理負担金」

や「消費税及び地方消費税還付金」が記載されているが、平成２９年度の市町村の下水

道料金に係る消費税額及び県が市町から徴収している維持管理負担金に係る消費税額

はそれぞれどのくらいか。また、参考として消費税率が１０パーセントになった場合の

消費税額は、それぞれどのくらいになるのか。 

２ 資料６「下水汚泥の放射能対策について」について伺う。原発事故直後に発生した高

濃度の放射性物質を含む焼却灰を５か所の水循環センターに保管していたが、全体では

どのくらいの量を保管していたのか。また、保管していた焼却灰については県外に搬出

したのか。さらに、焼却灰の搬出先と搬出量はどうなっているのか。あわせて、平成３

０年３月２９日発生分について、荒川水循環センターの焼却灰の放射性物質濃度が高い

理由は何か。 

３ 資料７「自然エネルギーへの取組状況について」について、太陽光発電とバイオガス

発電の年間発電量はそれぞれどのくらいか。また、一般家庭に換算すると何世帯分にな

るのか。なお、バイオガス発電については、県が消化タンクを建設してバイオガスを発

生させ、民間事業者がそのバイオガスを購入して民設民営で発電するとのことだが、民

間事業者から徴収する発電に使用する土地の賃借料はどのくらいか。 

 

下水道管理課長 

１ 市町村の下水道料金に係る消費税については、各市町村において住民に負担していた

だいている。市町村課から提供された資料によると、平成２９年度の消費税額は５４億

８，１００万円となっている。なお、消費税率が１０パーセントになった場合の消費税

額は６８億５，１００万円となり、１３億７，０００万円増加する見込みである。また、

下水道局が市町から徴収している維持管理負担金に係る平成２９年度の消費税額は、１

８億５，３００万円である。さらに、消費税率が１０パーセントになった場合の消費税

額は２３億１，７００万円となり、４億６，４００万円増加する見込みである。 

 

下水道事業課長 

２ 各水循環センターで保管していた焼却灰は累計量で１万３，７５６トンとなっている。

なお、焼却灰は産業廃棄物処理業者に搬出して埋立て処分が完了しているが、搬出先等

については、風評被害等を防止するため詳細な答弁は控えさせていただく。また、荒川

水循環センターの焼却灰の放射性物質濃度が高い理由は、荒川左岸南部流域は合流式下

水道が多く、雨水も処理することから高濃度になるためである。 

３ 太陽光発電については、中川水循環センターが年間２５２万キロワットアワーで４９

９世帯分、小山川水循環センターが２３３万キロワットアワーで４６１世帯分となる。

バイオガス発電については、まだ発電を開始していないが、元荒川水循環センターが２

７０万キロワットアワーで５００世帯分、中川水循環センターが１，１２０万キロワッ

トアワーで２，２００世帯分の見込みとなっている。なお、土地の賃借料については、

元荒川水循環センターにおいて年額２１万円を徴収しており、中川水循環センターにお

いて年額２０万円を徴収する予定である。 
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塩野委員 

資料１の「３ 資本的収支の状況（消費税及び地方消費税を含む）」によると、耐震化

工事については、平成２９年度に約３０億円の工事が実施されたとのことであるが、前年

度に比べて金額的に多いのかどうか。また、資料３「改善又は検討を要する事項とその措

置状況」の１ページの「改善措置状況」によると、平成３５年度完了に向けて、各水循環

センターにおける最低１系列の水処理施設の耐震化等を進めているが、耐震化の事業費は

今後も年間３０億円程度で推移するのか。 

 

下水道事業課長 

平成２８年度の耐震化工事の事業費は約２２億円であり、平成２９年度の同事業費は平

成２８年度よりも大幅に増加している。今後も引き続き、平成２９年度と同程度の予算を

確保して耐震化を進めていきたい。 

 

塩野委員 

毎年３０億円の予算で、平成３５年度末までを目標としている各水循環センターにおけ

る最低１系列の水処理施設の耐震化工事は完了するのか。また、２系列目についても耐震

化を進めるにはどれくらいの費用がかかるのか。 

 

下水道事業課長 

３０億円程度の予算であれば、平成３５年度までに最低１系列の耐震化が完了すると考

えている。また、２系列目以降の耐震化については、水処理施設の老朽化に伴う改築・更

新のタイミングに合わせて実施していきたい。 

 

塩野委員 

最近は大規模災害や地震が多発しており、今後、首都直下地震も発生する可能性もある

中で、耐震化工事はできるだけ早く完了させた方がよいが、平成３５年度末までを目標と

している耐震化工事はその期限までに確実に終わるのか。 

 

下水道事業課長 

水処理施設の最低１系列の耐震化は平成３５年度末までに完了する。なお、水処理施設

の全系列に関係する水循環センターへの下水の流入渠や放流渠については、規模が大きく、

耐震化に時間がかかることもあり、平成３５年度末までの完了を目途としている。 

 

塩野委員 

１系列目の工事が完了しないと２系列目の工事には着手しないのか。 

 

下水道事業課長 

２系列目以降の耐震化については、水循環センターごとに順次着手しているところであ

る。今後も改築・更新の時期に合わせて進めていきたい。 
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平成３０年１０月・１１月閉会中 決算特別委員会における説明者、発言 

（平成３０年１０月３１日（水）総務部（含 秘書課、人事委員会）関係） 

 

【説明者】 

高柳三郎総務部長、岩田英久税務局長、高橋謙総務部副部長、秋山栄一契約局長、 

表久仁和人事課長、宍戸佳子職員健康支援課長、廣川達郎学事課長、 

影沢政司管財課長、原口誠治税務課長、若林裕樹個人県民税対策課長、伊田恒弘入札課長、 

中村哲哉文書課長、若松孝治行政監察幹、大久保修次県営競技事務所長、 

黒坂和実統計課長、山崎さおり総務事務センター所長、小高巌入札審査課長 

 

澁澤陽平秘書課長 

 

武藤彰人事委員会事務局長、野口典孝人事委員会事務局副事務局長兼総務給与課長、 

大山澄男任用審査課長 

 

【発言】 

金子委員 

１ 行政報告書１４ページの（４）の「ア 県営競技事業」によると、投票券発売収入は

見込みを下回っているが、収益は上昇している。一方で、ミッドナイト競輪は無観客で

あるが、観客がいない、あるいは少ない場合、その分ギャンブル性が強くなることにつ

いてはどう考えているのか。 

２ 行政報告書５５ページの「（２）公有財産の管理・処分・調査」を見ると、「行政財産

の目的外使用許可」、「行政財産の貸付」、「普通財産の貸付」とあるが、許可又は貸付け

に当たり、どのような基準で有償又は無償を判断しているのか。また、それぞれの平成

２９年度の年間の使用料又は貸付料の金額はどれくらいか。 

３ 未利用地を売却した際、売却額が取得額を下回ることはないのか。また、売却損が生

じた場合は、バランスシートにはどのように表記しているのか。さらに、保有する不動

産について、毎年度、時価評価を行い、その評価損等をバランスシートに計上している

のか。 

４ 平成２９年度に未利用地を５件処分したとのことだが、具体的にどういったものか。 

５ 資料２４「未利用財産一覧（平成３０年３月３１日現在）」によると、未利用地は３５

件、約２１万６，０００平方メートルとなっているが、売却が進まない理由は何か。ま

た、今後は全て売却する方針なのか。 

６ 行政報告書５１ページの（９）の「イ 職員採用試験及び選考」の選考実施結果を見

ると、昇任選考においては被選考者と合格者が同数の７９６人になっているが、この昇

任選考とはどういうものか。 

７ 第４４回主査級昇任試験実施結果を見ると、有資格者２９４人、合格者４２人となっ

ているが、合格者のうち女性職員の占める割合はどれくらいか。また、女性の合格者は

増加傾向にあるのかどうか。 

 

県営競技事務所長 

１ 競輪事業の売上げは全国的に長期低落傾向にある中で、ミッドナイト競輪の売上げに

より、持ち直しの傾向にある。これは、昼間競輪場に来ることができない現役世代が帰

宅後に楽しめるものとして広まったものである。競輪はギャンブルであると同時にスポ
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ーツ性も高いことから、昼間、生で競輪を見てもらうことも重要であると考えている。

ついては、ミッドナイト競輪による収益増に走るだけではなく、観客数を増やすため、

昼間の魅力的なレースの実施や広報の充実などに努めていく。 

 

管財課長 

２ 行政財産の目的外使用許可については、行政財産を利用する者のための食堂、売店、

自動販売機などを設置する場合や、電気、ガス、水道事業などの公益事業のために使用

させる場合などには、使用料を減免できるものとしている。普通財産については、公共

団体等において公用利用する場合に無償とし、道路又は水路で利用する場合やその他の

公共的事業で利用する場合などには減額している。また、平成２９年度の使用料等につ

いては、行政財産の目的外使用許可は約４，３００万円、行政財産の貸付けは約５，１

００万円、普通財産の貸付けは約１億５，５００万円となっている。 

３ 評価損が出た場合のバランスシート上の処理は、企画財政部の所管となっており、把

握していない。なお、公有財産台帳の土地価格は、固定資産税評価額となっており、売

却に係る入札の予定価格は不動産鑑定評価によっている。固定資産税評価額を売却額が

下回ることはないと考えている。 

４ 未利用地処分５件の売却額は、約１億９，０７２万円となっている。具体的には、旧

吉川教職員住宅、旧常磐新線建設促進事業用地、熊谷農業高等学校旧実習地などを売却

した。売却先は、いずれも民間事業者である。 

５ 主に２点あると考えている。１点目は、地元市町村で利用希望があるが、地元市町村

の財政的理由などにより、売却時期や条件を調整しなければならない土地があることで

ある。２点目は、市街化調整区域内にあり、法令等により利用が著しく制限されるなど

一般的に処分が困難な土地が多いことである。なお、今後も未利用地の売却に取り組ん

でいくが、全てを売却するのではなく、ほかの利活用方法についても検討したいと考え

ている。いずれにしても地元市町村と十分調整しながら進めていく。 

 

任用審査課長 

６ 昇任選考は、任命権者からの依頼に基づき人事委員会で実施しているものである。被

選考者が在級・在職年数などの昇任基準を満たしているかどうかを確認の上、合格者を

決定している。 

７ 平成２９年度の合格者４２人のうち女性は９人であり、割合では２１．４パーセント

となっている。平成２８年度との比較では、１．４ポイント増加している。なお、ここ

数年の女性合格者の割合は、２０パーセント前後で推移している。 

 

金子委員 

１ バランスシートに関する事務は企画財政部の所管ということは了解した。なお、公有

財産の売却に当たっては評価損が見込まれる場合も当然にあると考えるが、その場合、

企画財政部と評価損に係る調整を行って売却が中止になることはあるのか。それとも、

売却はあくまでも総務部の所管として評価損にかかわらず進められるのか。 

２ 未利用地の売却が困難な理由としては主に２点あるとの答弁であったが、地元市町村

の財政的理由とは具体的にどのようなことか。また、市街化調整区域内にあり一般的に

処分が困難な土地については、その困難の理由が明確である中、今後どうするのか。 
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管財課長 

１ 管財課が入札や売却を実施する場合は、企画財政部に全て事前相談を行うとともに、

正式な決裁においても合議を行っていることから、評価損のことも含め、企画財政部の

審査をしっかり受けていると認識している。 

２ 例えば、地元市には公園用地として整備したい意向はあるが、市の公園事業計画に定

めるべき用地取得や公園整備等の時期が予算との兼ね合いでなかなか決まらず、スケジ

ュールが具体化しない場合などである。また、市街化調整区域は法令に基づくものであ

り対策が難しい中、物件情報の周知を更に図っている。これまで実施してきたホームペ

ージでの公売情報の公表に加えて、今年度は不動産広告を実施したところ、２件を売却

することができた。処分方法に決定打はないが、今後も工夫して取り組んでいきたい。 

 

柿沼委員 

１ 歳入歳出決算事項別明細書説明調書４３ページの「平成２９年度歳入歳出決算総括表」

の「歳入」を見ると、不動産取得税や自動車税の不納欠損額が大きいが、どのように対

応していたのか。 

２ 歳入歳出決算事項別明細書説明調書４８ページの「埼玉県公営競技事業特別会計」の

「歳出」の第３款の第１項「繰出金」について、一般会計への繰出しを部分的にしか行

わなかった理由は何か。 

３ 行政報告書４９ページの「（７）職員の福利厚生」について、現在、精神疾患や身体疾

患で長期休業中の職員数はどれくらいか。 

４ 行政報告書５４ページの「（３）私立学校に対する検査指導」について、具体的にどの

ような指導を行ったのか。 

５ 行政報告書５８ページの（１）の「イ ２～５年ごとに実施する周期調査」について、

女性の活躍や一億総活躍社会が推進される中、平成２９年就業構造基本調査はどのよう

な結果であったのか。 

６ 行政報告書６１ページの「（６）物品等の調達」について、例えば、障害者に優しい企

業や環境へ配慮をしている企業、女性の登用を推進している企業等、企業として努力し

ている点を物品調達の際のインセンティブとしているか。また、実態はどうであったか。 

 

税務課長 

１ 県で賦課徴収している一般税・自動車税の不納欠損額は３億８，３３１万円であり、

前年度と比べて自動車税については２，８００万円減っているものの、全体としては６，

３１１万円増えている。これは、滞納整理の早期着手や差押えの強化だけではなく、徹

底した財産調査に基づき滞納処分の執行停止を進めているためである。 

 

県営競技事務所長 

２ 公営競技については、突発的な事件、事故、台風・地震等の天災により、突然の開催

中止などの事態に見舞われる可能性がある。規模の大きな開催が中止となった場合は、

選手賞金や従事員賃金等、一時的に高額の資金需要が生じる。そのような不測の事態に

備えながら、一般会計における財政需要とも調整の上で繰出しを行っている。 

 

人事課長 

３ 平成２９年度において、９０日を超えて休んだ職員数は９６人である。 
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学事課長 

４ 平成２９年度の私立学校に対する検査指導においては、法人の運営が適切に行われて

いるか、人件費について適正に執行されているか、学校法人の支出等に私的な利用はな

いか、簿外処理がないか、保健衛生管理が適切になされているかなどの項目について重

点的に検査を実施した。その結果、延べ２，０００件を超える事項について文書指摘を

行い、その約８０パーセントが改善されたことを確認した。なお、改善に至らないもの

については、連続して検査を行うなど徹底した指導で対応している。 

 

統計課長 

５ 平成２４年の前回調査結果と比較すると、県内の有業者は約１９万３，０００人増加

する一方、無業者は約５万４，０００人減少しており、有業率は６０．１パーセントと

１．８ポイント上昇した。なお、今回調査の主な特徴としては、女性の有業率が全ての

年代で上昇しており、特に３０代、４０代、５５歳以上が増加したこと、男女ともに６

０歳以上の高齢者層の有業率が上昇したことが挙げられる。 

 

入札課長 

６ １００万円以上の物品調達については、基本的に一般競争入札で執行している。入札

の参加条件は参加者名簿に登録されている業者としているが、当該名簿登録の際に、障

害者雇用や環境への配慮などを行っている業者には加点している。また、少額の一部の

印刷業務等においては、指名見積り合わせの際に、障害者雇用や環境への配慮を行って

いる業者を指名するよう留意している。 

 

柿沼委員 

１ ９０日を超えて休んだ職員９６人について、精神疾患と身体疾患の内訳はどうか。 

２ 平成２９年就業構造基本調査については、有業率が上昇したとのことだが、賃金水準

の上昇も見られたのか。 

 

人事課長 

１ 精神疾患が７４人、身体疾患が２２人である。 

 

統計課長 

２ 調査結果において、賃金水準の上昇・下降の傾向は明確ではなかった。 

 

横川委員 

１ 行政報告書５３ページの「（２）私立学校に対する助成」について、私立学校運営費補

助金の交付学校数を見ると、全７１０校のうち６００校しか交付対象となっていないが、

どのような学校が交付の対象外となっているのか。 

２ 歳入歳出決算事項別明細書説明調書４５ページの「平成２９年度歳入歳出決算総括表」

の「歳出」の第１０款「教育費」において、第７項「私立学校費」の不用額が約２０億

円となっているが、補助事業ごとの不用額はどうなっているのか。 

３ 行政報告書５３ページの「（２）私立学校に対する助成」について、父母負担軽減事業

補助金の交付人数が３万５，２４９人となっているが、これは県全体の補助対象者数と

比較してどれくらいの割合なのか。また、前年度と比較するとどうか。 
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学事課長 

１ 補助要件を満たさないため対象外となっている学校もあるが、専修学校のように補助

が少額なので受けなくても運営ができるという理由で辞退校が多い学種もある。 

２ 不用額の総額は約２０億円だが、全体事業費に占める割合は４パーセントである。私

立学校運営費補助と父母負担軽減事業補助の合計で約１７億円となっており、不用額の

約８５パーセントを占めている。なお、私立学校運営費補助の不用額は約５億５，００

０万円であり、内訳としてはペナルティ減額のほか、事業の実績などに応じて交付する

部分が約４億２，０００万円である。また、父母負担軽減事業補助の不用額は約１１億

５，０００万円であり、内訳としては約８億５，０００万円が全額国庫補助の就学支援

金である。就学支援金の交付要件には収入基準があり、毎年、所得階層の割合が変動す

ることから、年度途中で不足が生じないよう安全を見て予算を確保しているため、不用

額が生じる傾向にある。 

３ 全日制の私立高校の生徒数５万５，８８８人に対し、父母負担軽減事業補助の各補助

対象者の単純合計人数で比較すると約６１パーセントである。しかし、実際には授業料

補助や入学金補助などで対象者が重なっており、県内在住生徒数に占める割合は約３５

パーセントである。なお、就学支援金では、県外からの生徒も対象となっており約６７

パーセントである。また、補助を受けた人数は、前年度と比較すると約３００人増加し

た。 

 

柳下委員 

１ 資料１１の３ページの「（２）生徒１人当たり単価（交付税、県単別）の推移」を見る

と、平成２９年度の私立高校運営費補助事業における生徒１人当たりの補助単価の実績

は、全国平均と比べて低い水準にある。これは全国最下位の補助単価であると聞いてい

るが、補助単価を向上させるために平成２９年度はどのように努力したのか。 

２ 私立高校に対する公私格差を解消するために、平成２９年度はどのように努力したの

か。また、今後の格差解消の見通しはどうか。 

３ 行政報告書４７ページの「５ 建設工事等の適正な入札・契約の推進」及び６０ペー

ジの（１）の「イ 建設工事に係る入札・契約制度の改善」について伺う。先般、設計

労務単価が引き上げられたことに伴い、それに基づく予定価格の設定を行えば、現場の

建設労働者の賃金にも反映するはずである。しかし、現場からは、賃金が上がっていな

いという訴えがある。将来の地域の建設産業の担い手を確保するためにも賃金の改善は

重要であるが、平成２９年度の入札・契約時において、現場の労働者の生活を視野に入

れていたのか。また、実効ある方策についてどのような努力をしてきたのか。さらに、

今後の見通しはどうか。 

４ 行政報告書５０ページの（９）のアの「（エ）女性職員の活躍しやすい環境づくり」に

ついて伺う。男女共同参画推進条例を全国で最初に制定した埼玉県として、女性の幹部

職員登用について平成２９年度はどのような努力をしたのか。また、部長職、課長職な

どの女性幹部職員の割合が他県と比較して低いと実感しているが、どのように認識して

いるのか。 

５ 資料２３「個人県民税及び個人市町村民税の滞納引継の状況」について、引継の増加

に伴い県の事務負担も増加することが懸念されるが、引継の定義と要件は何か。また、

平成２５年度は４４市町において引継件数５２３件、うち差押件数１９６件、差押滞納

金額は約３億２，１２５万円であったものが、平成２９年度は５３市町において引継件

数１，２３２件、うち差押件数４１７件、差押金額は約４億７，６６０万円となり、市
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町からの引継件数が２倍以上に増えているが、この理由は何か。さらに、今後も差押え

件数は増えていく見通しなのか。あわせて、平成２９年度の執行停止の件数と金額はど

うなっているのか。 

 

学事課長 

１ 本県では、父母負担軽減事業補助と運営費補助事業を私学助成の２本柱として力を入

れている。父母負担軽減事業補助の単価の全国順位は第３位で、運営費補助と合わせる

と全国第８位となっている。また、運営費補助についても、厳しい財政状況ではあるが、

全国の補助単価の伸びを上回る県補助単価の伸びを確保している。 

２ 平成２９年度は、年収約５００万円から年収約６０９万円未満世帯について、授業料

補助を２５万円から３７万５，０００円に拡大し、年収約６０９万円未満世帯まで授業

料の実質無償化の対象を拡充した。また、今後の格差解消の見通しについては、財政状

況が厳しく、一気に差を縮めることは難しいと考えているが、この２本柱の充実に引き

続き努めていきたい。 

 

入札課長 

３ 建設労働者の適切な賃金水準を確保するためには、入札契約制度における入札時のダ

ンピング対策が重要である。ダンピングは、工事品質の低下、下請業者へのしわ寄せ、

従事者の賃金その他の労働環境の悪化、ひいては建設業の若手入職者の減少にもつなが

るため、防止する必要がある。このため、入札課では、最低制限価格及び低入札価格調

査制度の運用を行い、ダンピング受注を防止している。平成２０年度以降、最低制限価

格及び調査基準価格については７回の引上げを行ってきた。平成２９年度においては、

５月１日に最低制限価格及び調査基準価格の引上げを行っている。入札課では、各発注

部局の価格設定状況等を確認しており、今後も最低制限限価格及び低入札価調査制度の

適切な運用を行っていく。 

 

人事課長 

４ 女性職員の登用については、女性職員の意欲と能力の向上、それに資する人事異動、

働きやすい職場環境の整備などが必要と考え、これまでも取り組んできた。特に平成２

９年度は、女性職員の意欲と能力の向上を図るため主幹級・主査級の研修を強化したほ

か、主幹級・主査級の上司となる役職の職員には女性登用の重要性などの意識改革を促

す研修も行った。なお、女性の管理職への登用は一筋縄ではいかないと考えている。本

県の管理職に占める女性の割合については、平成２８年度は８．７パーセント、平成２

９年度は９．１パーセントと少し増えている。さらに、平成３０年度は９．６パーセン

トまで増えたところである。しかし、誇れる数字ではないと認識しており、今後も女性

管理職を少しでも登用できるように努め、一歩一歩増やしていきたいと考えている。 

 

個人県民税対策課長 

５ 引継とは、地方税法第４８条に基づき、個人住民税について市町村長の同意を受けて

県が直接徴収を行うものである。個人県民税対策課においては、滞納額おおむね２００

万円以上の事案であることが要件となるが、それ以外でも、市町村で取り扱うことが難

しい事案、例えば累積滞納や厳しい相手との折衝が必要な事案などを引き受けている。

また、引継件数の増加は、市町村においては限られた人員で財産調査や滞納整理を行っ

ていることから、県に依頼したいという困難事案が増えているためではないかと考えて
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いる。さらに、差押件数については、引継件数に占める割合を見ると平成２５年度が３

７．５パーセント、平成２９年度が３３．８パーセントであり、差押えが増えている状

況ではないと考えている。なお、平成２９年度の執行停止については、２１６件で１億

８，０２０万３，７３４円である。 

 

柳下委員 

１ 資料２３によると、引継があるにも関わらず差押えが０件という市町もあるが、どの

ような状況で執行停止を行っているのか。格差と貧困が大きく広がっている中で、今後

も執行停止は増えていくのではないか。 

２ 差押承諾書の提出を求めることは、県でも行っているのか。払いたくても払えないよ

うな納税者も存在するため、親切で丁寧な対応に努めてもらいたい。納税できるように

生活を改善するサポートなども含めて市町村と連携を図るべきである。 

 

個人県民税対策課長 

１ 個別の事案ごとに財産調査を行い、差押えをしなければならないものは差し押さえる

こととなる。年度ごとの滞納処分の執行停止の件数は、あくまでもその結果に過ぎず、

今後増えるという意味合いではない。今後も引き続き適正に財産調査を行い、財産がな

い人については、法令に基づき執行停止を行っていく。 

２ 個人県民税対策課においても、滞納者の承諾を得た上で差押承諾書を提出していただ

く場合もある。なお、地方税法に基づき、差押えは承諾なく行うことができる。しかし

ながら、納税相談等を受けている中で、分納等を認める場合もある。差押承諾書の提出

は、今後、分納の約束をしっかり履行していくことをお互いに確認する趣旨で行ってい

るものである。 

 

福永委員 

１ 建設業の担い手を確保するには、業者に適正な利益を与えること、週休二日制に対応

した予定価格とすることなどが重要であるが、資料２７「建設工事発注標準別落札率（平

成２５年度～平成２９年度）」を見ると、平成２９年度については、建築工事は１億円

以上２億５，０００万円未満の価格帯からその下のランクに向かって順番に９３．７パ

ーセント、９４．９パーセント、９６．３パーセントと高い落札率になっている。一方、

土木工事は業者数が一番多い６，０００万円以上１億円未満の価格帯からその下のラン

クに向かって順番に９１．８パーセント、９１．７パーセント、９１．２パーセントと

なっている。土木工事と建築工事の落札率を比較した場合、土木工事は建築工事に比べ

て３ポイントから５ポイント低く、土木工事の方が利益の少ない落札率となっている。

平成２９年度において、この状況を改めるべきだったのではないかと考えるがどうか。

また、舗装工事についても、落札率は９０パーセントに届いていない状況である。それ

でも舗装工事はそもそもの利益率が高い傾向にあるが、土木工事は利益率も低いため、

最低制限価格の設定率を引き上げるべきではないかと考える。こうした平成２９年度の

建築工事や土木工事、舗装工事の落札率の結果について、どのように考えているのか。 

２ 資料３３「派遣者の帰任後配属課所一覧（平成３０年度帰任者）」を見ると、派遣先は

上場企業や大学院、行政機関等であり、中小企業が全くない。県内中小企業に職員派遣

は行っていないのか。 

３ 資料３０「総務部職員数の推移」について、平成２１年度と平成３０年度を比べた場

合、正規の職員数は事務でマイナス１５２人、技術でマイナス１０人となっている。一
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方、再任用は事務でプラス３９人、技術でマイナス３人、非常勤はプラス２１人となっ

ており、正規職員を減らして非常勤を増やすという状態がこの１０年間で発生している。

知事が最小・最強の県庁を掲げて職員が削減されてきたが、こういう状態で今後も進ん

でいくのか。また、それで問題が生じていないのか。 

 

入札課長 

１ 落札率は、業者数、業種の人気の有無、さらに発注の時期によっても異なり、結果と

して土木工事、建築工事など業種によって異なる結果になっている。県全体の平均落札

率は、平成２９年度が９１．１パーセント、平成２８年度は９０．３パーセント、平成

２７年度が８９．３パーセントであり、ここ３年度は上昇している。なお、平成２６年

度は９０．７パーセントであったため、最近は９０パーセントから９２パーセントで推

移している状況である。また、最低制限価格等は平成２０年度から７回引き上げており、

平成２９年度も引き上げた。最低制限価格等は、国の中央公共工事契約制度運用連絡協

議会モデルを準用しているところであり、国の動きや落札状況等を見ながら、引き続き

最低制限価格等の制度を適切に運用していきたい。 

 

人事課長 

２ 職員派遣の目的は、職員の研修である。中小企業については先方の負担もあるので、

１年間という長期ではなく短期で派遣している。平成２９年度は１０日間の日程で、在

宅保育事業を行っているコマームなど５社に職員を派遣した。 

３ 人事課としては、職員の声を常に聴くようにしている。また、働きやすい職場環境づ

くりということにも意を用いている。実際の職員の定数管理については企画財政部で行

っているが、そういった職員の声や働きやすい職場づくりの取組のことも十分に伝えな

がら協議していきたい。 

 

福永委員 

１ 落札率は発注時期によって異なるとのことだが、発注時期の平準化を更に徹底するこ

とで落札率そのものが上がっていくと考えられる。どう取り組んでいくのか伺う。 

２ 土木工事や舗装工事の業種は就業する人が少ない分野のため、資料２７のとおり落札

率が低くなっていると思う。落札率を底上げする必要があると考えるがどうか。 

 

入札課長 

１ 平準化については各発注部局で努力している。連携を図りながら取り組んでいきたい。 

２ 例えば、舗装工事については、利益率が高く競争が激しい、いわゆる人気がある工事

であることから、落札率が低いと捉えている。そのため、一概に落札率を上げる必要が

あるとは考えていない。今後も、全体の落札率の状況を見ながら、引き続き最低制限価

格等の制度を適切に運用していきたい。 

 

高木委員 

１ 資料１１の１ページの「私立高校（県内全日制）の授業料等軽減事業補助について」

を見ると、受給割合が一貫して伸びている。これは、子育て世代の所得が低下している

ということなのか、所得の低い世帯が私立高校に進学する傾向があるのか等、その理由

をどのように分析しているか。 

２ 資料１７「病気休暇、育児休業、出産休暇及び介護休暇の取得数」によると、精神疾
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患による長期療養者が増加しているが、平成２９年度は、減少させるためにどのような

努力を行ったのか。また、職場にはメンタルヘルス対策に取り組むことが義務付けられ

ていると思うが、その効果はどうであったのか。 

３ 精神疾患により長期療養する職員には、年齢層等の傾向はあるのか。 

４ 資料２４「未利用財産一覧（平成３０年３月３１日現在）」に記載のある３５件の中に、

貸付け等の活用をしている財産は含まれているのか。何も活用していないから未利用財

産として扱っているということか。例えば、売却までは市町村に一時的に貸し付けるな

どの活用を図れば、賃貸料が入るのではないか。 

５ 行政報告書５５ページの「３ 公有財産の管理」を見ると、公有財産台帳の整備を図

ったとある。全ての庁舎についてあらゆるデータを整備するのは大変だと思うが、平成

２９年度に進捗した割合はどの程度か。また、全体ではどの程度の割合まで進捗したの

か。 

 

学事課長 

１ 県が実施する父母負担軽減事業については、対象となる年収要件を拡大してきた。こ

れに伴い、経済的に厳しい家庭でも県内の私立高校を選べるようになったことを背景に、

受給者が増えていると捉えている。正に父母負担軽減事業補助を行ってきた効果が出て

いると理解している。 

 

職員健康支援課長 

２ 残念ながら、この３年間では、精神疾患による長期療養者は少しずつ増えてきている。

本県では、メンタルヘルス不調による長期療養者を増やさないため、ラインケア研修や

セルフケア研修を行っている。メンタルヘルス不調の症状が出現した場合は、悪化させ

ないようにするため、精神科医による精神保健相談や臨床心理士によるストレスカウン

セリングなどを実施している。さらに、精神疾患により療養していた職員がスムーズに

復職できるように支援するとともに、復職後の再発を防ぐため、職場では復職後少なく

とも５年間は精神科医や人事担当職員、健康相談担当保健師がチームを組んで見守りを

継続している。対策の効果を明らかにするのはなかなか難しいが、これらのメンタルヘ

ルス対策を推進し、職員一人一人の心の健康の増進と、全ての職員が常に心の健康を意

識できる職場風土づくりに努めていく。 

３ 傾向としては、男女別にみると男性が６４．９パーセントと女性より多い。職員１０

０人当たりでみても男性が０．８１で女性が０．６８と男性が多い。年代別では４０歳

代の割合が全体の３３．８パーセントと最も高く、次いで２０歳代と５０歳代が２３．

０パーセントとなっている。職位別では一般職員が７５．７パーセントを占めている。 

 

管財課長 

４ ３５件の未利用地の中で現在貸し付けている物件はないが、過去に貸し付けていた事

例がある。旧沼影職員住宅跡地は、さいたま市の保育園の仮園舎用地などとして貸付け

を行った。また、旧部長第２公舎は、さいたまトリエンナーレの会場として貸し付けた。

市町村から希望があれば、有効に活用していきたい。 

５ 公有財産台帳については、公有財産管理システムで管理しており、全ての整備を終え

ている。 
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高木委員 

公有財産台帳を、今後の建物の長期マネジメントに要する経費を算出できる水準まで整

備するには、全ての修繕履歴等のデータを収集する必要があり、大変時間がかかると以前

に聞いている。その収集・整備の進捗状況を伺ったものである。 

 

管財課長 

県有建物の長期保全計画は、施設の今後２０年間の修繕内容及び見込み費用に係る計画

であり、現在、知事部局で所管する庁舎・公の施設のうち小規模施設を除く１３３施設で

順次策定を進めている。また、今年度中に全ての施設が策定を完了する予定である。なお、

策定に当たっては、公有財産管理システムとは別のシステムを使用しているが、今年度中

に策定が完了した後、当該別システムのデータを公有財産管理システムと共有する予定で

ある。 

 

諸井委員 

１ 資料１７「病気休暇、育児休業、出産休暇及び介護休暇の取得数」について、平成２

９年度の病気休暇の９６人のうち、精神疾患は７４人とのことであるが、その精神疾患

の内容をどのくらい把握しているのか。例えば、業務あるいはプライベートが原因なの

か、どの部局が多いのか、時間外勤務が多いこととの関連性はあるのかなどである。 

２ 長期休暇の間の過ごし方については、どのように把握しているのか。 

３ 長期休暇について給料はどのように払われているのか。 

４ 長期休暇のままで退職してしまう職員はどのくらいいるのか。また、復帰する職員は

どのくらいいるのか。 

 

職員健康支援課長 

１ メンタルヘルス不調の原因は、職務や家庭等の幾つかの悩みが重なるなど複雑であり、

特定は難しいと言われている。部局に関しても時間外勤務が多い部局に多いとは一概に

言えず、平均的にどの部局でも起こり得ることである。ただし、人事異動などの影響を

受けるのか６月に多いという傾向はある。 

２ 所属において、面接や電話等により聞き取りを行うなどの方法で把握している。なお、

所属から職員健康支援課に相談があった場合は、メンタルケアチームで検討して助言す

ることなどにより、所属が職場全体で職員を復職に向けてフォローする体制を整えてい

る。 

 

人事課長 

３ ９０日間の病気休暇の間は有給である。その後、休職になると１年目は８０パーセン

ト支給されるが、２年目からは給料としては無給となる。 

４ 平成２９年度においては、精神疾患の７４人のうち、復帰した職員が３０人、引き続

き療養しているのが３３人、残念ながら退職になった職員が１１人であった。 

 

諸井委員 

１ 長期休暇は連続して休んでいることが条件だったと記憶している。例えば１年間連続

とならないよう途中で１回、２回出てきて、また長期休暇に入る職員はいるのか。また、

いるのであれば人数はどれくらいか。 

２ 個人的に親しい精神科医から聞いた話では、患者から自分は鬱なので診断書を出して
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ほしいと依頼されると、医師はほぼ断らずに１００パーセント診断書を出すようである。

悪意があれば誰でも精神疾患の診断書を入手できる状況において、診断書の提出さえあ

れば、その職員は精神疾患に該当すると判断しているのか。 

 

人事課長 

１ 以前は、長期休暇が続いても一旦復職するといわゆるゼロクリアになってしまったこ

とがあった。しかし、現在は改めており、一定期間の勤務をしないとゼロクリアとして

取り扱わない。また、現在、そういう職員はいない。 

 

職員健康支援課長 

２ 職員の疾患の状況については、知事の諮問に応じて、職員健康審査会において、提出

された診断書などに基づき、治療の要否・程度、出勤の可否、生活指導の内容等を９名

の委員が審査した上で判定している。診断書も資料の一つではあるが、それだけで判定

しているわけではない。 

 

石川委員 

１ 歳入歳出決算事項別明細書説明調書５４ページの「歳入」の第１款の第９項の第１目

「自動車税」について伺う。収入未済額についてはその縮減に成果を挙げているところ

だが、平成２９年度決算における滞納の現年度分及び滞納繰越分並びに不納欠損額につ

いて、納税者１人当たりの最高額はそれぞれ幾らか。 

２ 職員の時間外勤務について、部局別の１人当たりの月の最高時間外勤務時間はどうな

っているか。また、平成２８年度と平成２９年度に同一の人物が年間最高時間外勤務の

職員になっていないかどうか。 

 

税務課長 

１ 自動車税の滞納金額については、現年度分は約３億１，６００万円、滞納繰越分は約

３億６，２００万円であり、合計では約６億７，８００万円である。不納欠損額につい

ては、納税者１人当たりの最高額のデータは手元にないが、県税の収入未済額の中で執

行停止をしていない事案のうち、自動車税を最も多く滞納している者の滞納額は約７１

万円である。 

 

人事課長 

２ 部局別に誰が最高時間外勤務時間かという整理は行っていないため、データはない。

また、平成２８年度と平成２９年度において、年間最高時間外勤務を行っている職員は

同一人物ではない。 

 

石川委員 

 自動車税の滞納額について、納税義務者１人当たりの現年度分及び滞納繰越分の最高額

はそれぞれ幾らか。 

 

税務課長 

 平成２９年度の収入未済額の現年度分の件数は８，５３１件、滞納繰越分の件数は１万

９１０件であり、１件当たりの調定額でいえば、現年度分は約３万７，０００円で、滞納

繰越分は約３万３，０００円である。なお、滞納額の最高額は、先ほど答弁した約７１万
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円である。 

 

石川委員 

 自動車税コールセンターについて、平成２９年度において何か運営方法を変えて工夫し

た点はあるか。 

 

税務課長 

 コールセンターの運営については基本的に変えていない。しかし、平成２８年度に自動

車税の督促状の発送を１０日前倒ししたところ、７月の収納額がかなり増加したことから、

これに合わせてコールセンターが納付の呼び掛けを行う時期も早めており、滞納整理のス

ピードアップを図っている。これらの取組の結果、納税率について、平成２８年度は現年

度分が９９．６パーセント、滞納繰越分が３９．５パーセント、合計で９８．８パーセン

トであったものが、平成２９年度は現年度分が９９．６パーセント、滞納繰越分が３６．

１パーセント、合計で９９．０パーセントと伸びており、成果が上がっているものと考え

ている。 

 

石川委員 

 平成２９年度当初予算における事業説明では、財産調査体制を強化するとのことであっ

たが、もともと財産調査の実施率は高かったと認識している。平成２９年度はどういった

ことを強化したのか。 

 

税務課長 

 平成２９年度から、大規模な県税事務所であるさいたま県税事務所、川口県税事務所及

び越谷県税事務所にそれぞれ財産調査の補助業務を専門に行う非常勤職員を配置している。

この配置により、県税事務所の職員が差押えや換価などの滞納処分に専念できる体制を整

備し、徹底した滞納整理を行った。 

 

松坂委員 

１ 行政報告書４８ページの「１ 人事管理」について伺う。平成２９年度を含めて４年

間の職員の平均年収増額については、社員５０人以上の民間企業の給与水準に合わせて

いることになっているが、その成果について指標などはあるのか。 

２ 職員数の一番少ない県庁と業務量を比較して、具体的な職員定数管理に反映させてい

るか。 

３ リスクの事前把握、問題点の報告件数の推移と、問題点を改善するための情報収集に

ついてはどうなっているのか。 

４ 行政報告書４８ページの「（３）人事異動」によると、県民サービスの向上を図るため

２，０４６人の人事異動を行ったとある。人事異動はおおむね年度当初に行われている

と思うが、異動時期については業務量等に応じて柔軟に対応できないものなのか。また、

専門職の異動・配置等については、どのような意を用いているのか。 

５ 県と市町村の人事交流については、企画財政部の審査の際にも質疑を行った。県内市

町村で実施する県が推進する事業については、事業費の支援だけではなく、人的な支援

も必要と考えるが、その点も考慮して職員の派遣を行っているのか。 

６ 行政報告書４９ページの（７）の「イ 厚生施設の管理」について伺う。保有職員住

宅や借上職員住宅、職員会館に係る職員の利用実績等はそれぞれどうなっているのか。 
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人事課長 

１ 具体的な成果について直接的な指標はない。民間の場合は利益が出たら賃金に反映で

きるが、公務の場合はなかなか難しい。制度的には均衡の原則により、民間や国、ほか

の公務員との均衡を踏まえて決定することになっている。そのような制度の下、本県は

成果を出す努力を行っており、例えば本県の政策は全国知事会の優秀政策として多くの

表彰を受けている。批判を受けないよう引き続き努めていきたい。 

２ 職員の定数の管理については企画財政部で所管しているが、職員数の一番少ない県庁

と直接的に比較しているという話は聞いたことはない。ただし、いろいろな業務をどの

ように効率的に執行しているのか、他県の事例なども参考にしながら定数管理を行って

いると聞いている。引き続き効率的な執行体制に努めていきたい。 

４ 例えば時間外勤務が急増している場合には、年度の途中においても、人事異動により

業務量に応じた人員を柔軟に配置している。平成２９年度は、３課に５人を増員してい

る。なお、業務の内容的に、急に異動してもどうしてもすぐには仕事ができない場合も

あるため、そうした職場の実情を踏まえながら対応していきたい。また、専門職につい

ては、長期的な課題に取り組む場合や専門的な知識が必要な場合において、通常より長

期間の配置や転出した職員の再転入による配置を行うように努めている。専門的な知識

を持つ職員が欠けることのないように配慮した人事配置に引き続き努めていきたい。 

５ 平成２９年４月１日現在においては、４６市町村に９３人の職員を派遣している。職

員の派遣については、市町村からのいろいろな要請を丁寧に聴取して検討している。特

に、技術職の派遣については、県でもそもそも採用が大変であることから、全ての要請

に応えられていないのが実情である。引き続き、市町村との丁寧な意見交換に努めて、

要請に応えられるよう可能な限り努力していきたい。 

 

行政監察幹 

３ 行政監察幹には２つの窓口がある。職員からの公益通報については、これまでいろい

ろな連絡や情報提供があり、そのうち１件を公益通報として受理している。また、倫理

相談庁内ホットラインについては、これまで４０件の相談を受け付けている。この２つ

の窓口については、庁内ポータルサイトや年度当初の研修会において周知しているが、

今後は、ほかの任命権者の職員からも気軽に相談を寄せられる旨を庁内ポータルサイト

に明記することで、より相談しやすい環境づくりを図っていきたい。 

 

職員健康支援課長 

６ 保有職員住宅は５住宅８８戸あり、入居率は８６．４パーセントである。借上職員住

宅は３４戸の契約戸数となっている。職員会館には、サークル室、音楽室、トレーニン

グ室等があり、約２万９，０００人が利用している。 
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平成３０年１０月・１１月閉会中 決算特別委員会における説明者、発言 

（平成３０年１０月３１日（水）保健医療部関係） 

 

【説明者】 

本多麻夫保健医療部長、三田一夫保健医療部参与、江森光芳地域包括ケア局長、 

奥山秀保健医療部副部長、河原塚聡保健医療部副部長、根岸章王食品安全局長、 

唐橋竜一保健医療政策課長、田中良明保健医療政策課感染症対策幹兼幸手保健所長、 

井部徹国保医療課長、武井裕之医療整備課長、番場宏医療人材課長、 

清水雅之健康長寿課長、芦村達哉疾病対策課長、市川克己生活衛生課長、 

吉永光宏食品安全課長、天下井昭薬務課長 

 

【発言】 

浅井委員 

１ 行政報告書１７４ページの「（１）地域保健医療計画の推進」について、二次保健医

療圏ごとに設置している地域保健医療・地域医療対策協議会ではどのような協議を行っ

ているのか。 

２ 行政報告書１７６ページの２の（１）の「ケ 埼玉県国民健康保険運営方針の策定」

によると、同方針を平成２９年９月に策定したとあるが、その規定内容はどうなってい

るのか。また、どのようなプロセスを経て策定されたのか。 

３ 行政報告書１８２ページの（１）のアの「（イ）小児救急医療体制」によると、小児

救急電話相談を２４時間化したとあるが、効果は出ているのか。 

４ 行政報告書１８２ページの「ウ 災害に対応できる医療体制の整備」について、具体

的にどのような取組を進めてきたのか。 

５ 行政報告書１８３ページの（３）の「イ 訪問看護職員の養成」について、現在、訪

問看護師の育成等にはどのように取り組んでいるのか。 

６ 行政報告書１８６ページの「（３）糖尿病の重症化予防対策の推進」について、糖尿

病性腎症重症化予防対策事業の現在の取組状況とその成果を伺う。 

 

保健医療政策課長 

１ 協議会においては、２０２５年を見据えて、できる限り住み慣れた地域で必要なサー

ビスを受けられる医療提供体制の確保に向けた協議を行っている。具体的には、公立病

院や公的病院、地域の中核病院などに協議会に出席いただき、現在提供している医療の

内容や今後の病院運営の方向性などの説明を受け、関係者で情報共有している。その上

で、今後、圏域内において不足する医療機能及びその確保の方策について議論を行って

いる。 

 

国保医療課長 

２ 運営方針に記載する事項については、国民健康保険法において、財政の見通しなど必

須事項４項目、医療費適正化に関することなど任意事項４項目が規定されているが、本

県では全ての項目について規定した。策定に当たっては、平成２８年度には市町村と延

べ２５回の会議を重ねるなど、丁寧な協議を行っている。また、埼玉県国民健康保険運

営協議会にも諮問して答申を受け、県議会には平成２９年６月定例会で報告した。また、

市町村への意見照会や県民コメントを実施して頂いた意見については、可能な限り反映

している。 
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医療整備課長 

３ 昨年度、小児救急電話相談で相談を受けた件数は９万２，８１８件であり、全国で一

番多い。２４時間化は平成２９年１０月から開始したため、平成２９年度においては半

年しか実績はないが、各月ごとの分析では約１．５倍の相談件数となっており、より多

くの県民の相談のニーズに対応できたと考えている。 

４ 全ての災害拠点病院で、大規模災害時に発生する多数傷病者の受入れを想定した訓練

を実施した。また、広域医療搬送に関しては、自衛隊入間基地から県外への患者搬送が

円滑に行えるよう、簡易ベッドやストレッチャーに加えて、新たに生体情報モニター等

の医療器材の整備を行った。さらに、これまで指定していた県災害対策本部で活動する

災害医療コーディネーターと透析災害医療コーディネーターの７名に加え、二次保健医

療圏ごとに活動する地域のコーディネーターを新たに４７名指定した。 

 

医療人材課長 

５ 訪問看護職員の確保や定着、育成に関する事業は、平成２９年度から着手している。

具体的には４つの事業があるが、１つ目は、訪問看護ステーション単独では対応困難な

新人合同研修である。２つ目は、ターミナルケアなどに対応できる質の高い訪問看護師

を育成する事業である。３つ目は、訪問看護の現場体験実習である。４つ目は、介護に

必要な高度な専門知識を持つ認定看護師を介護施設に派遣し、施設に勤務する看護師の

看護技術の向上を図る事業である。 

 

健康長寿課長 

６ 平成２９年度は、４７市町で共同事業を実施した。受診勧奨は５，３３６人に実施し、

その結果、新規受診者数は５９６人となり、受診勧奨を行わなかった場合の予測者数３

１５人に対して約１．９倍となった。保健指導には７５２人が参加し、検査数値ヘモグ

ロビンＡ１Ｃが合併症予防のための目標値の７．０パーセントをクリアする６．９パー

セントに改善した。継続支援は２３７人に実施し、ヘモグロビンＡ１Ｃは保健指導開始

前の７．１パーセント未満を維持した。 

 

福永委員 

１ 行政報告書１８０ページの（１）のアの「（ア）救急医療体制」のドクターヘリの出

動件数のグラフを見ると、平成２８年度と比較して平成２９年度は約１．４３倍の５５

３件に急増している。その一方、不用額が約２４０万円生じているのはなぜか。出動件

数の増加に伴い必要な予算も増加したと思うが、その手当ては行ったのか。また、平成

２９年度の出動件数が急増した理由は何か。 

２ 行政報告書１９７ページの「（６）ＡＥＤ（自動体外式除細動器）の普及推進」を見

ると、県内のＡＥＤの設置台数は平成２９年度に約１万３，０００台となり順調に増え

ているようだが、平成２９年度にＡＥＤが実際に使用された件数を伺う。 

３ 行政報告書１７６ページの「（２））後期高齢者医療制度の堅実な運営」を見ると、

後期高齢者医療財政安定化基金の残高は約９９億円となっているが、伸び続ける後期高

齢者医療費に対してこの額で足りるのか。 

４ 行政報告書１８１ページの（１）のアの「（ア）救急医療体制」に記載のある大人の

救急電話相談について、実施している都道府県は全国に何団体あるのか。 

５ 大人の救急電話相談と行政報告書１８２ページの（１）のアの「（イ）小児救急医療

体制」に記載のある小児救急電話相談について、２４時間３６５日対応している団体は
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全国にそれぞれ何団体あるのか。 

 

医療整備課長 

１ 不用額は、休止中であった防災ヘリの早朝・夜間のドクターヘリ的運航の再開に係る

経費であり、平成２９年度に再開できなかったために生じたものである。また、国の補

助制度においては、出動件数にかかわらず補助金額は一定となる仕組みになっており、

その基準額は全国一律である。なお、出動件数が増加した理由は、ドクターヘリ基地病

院が消防本部に対して早期の出動要請に係る普及啓発に努めたからである。事案によっ

ては、救急車の出動と同時に指令課からドクターヘリの出動を要請している。キャンセ

ルとなる場合もあるが、できるだけ早くドクターが患者の下に到着できるように徹底し

た結果である。 

４ 大人の救急電話相談は、都道府県だけではなく市町村においても実施しており、市町

村も含めて１１団体となる。 

５ 小児救急電話相談について２４時間３６５日対応を行っているのは、全国で埼玉県の

みである。なお、大人の救急電話相談は１１団体が実施しており、原則２４時間３６５

日対応となっている。 

 

薬務課長 

２ 平成２９年度にＡＥＤが実際に使用された件数は１６４件である。このうち、２９件

が救命に至った。なお、使用件数については、平成２７年度は８２件、平成２８年度は

１３１件と右肩上がりで増加している。 

 

国保医療課長 

３ 基金が対応すべき部分は、総医療費から患者負担分を除いた医療給付費のうち、約１

割の保険料の部分である。当該基金は、国が設定した財政リスク値を使用して必要額を

算出するものであるが、これによると１年当たり約８億円となる。基金には現在約１０

０億円の残高があることから、１０年分以上の備えがある計算になる。なお、参考に他

都道府県の平成２８年度末残高を見ると、東京都が２１２億円で全国１位、本県が２位

となっている。 

 

福永委員 

１ ドクターヘリの運航補助金は出動件数にかかわらず全国一律の金額になっているとの

ことだが、昨年度の途中から出動件数が急増していることは分かっていたはずである。

１回の飛行に数十万円の燃料費がかかる状況を踏まえ、国に対して補助金額の引上げを

働き掛けるべきではなかったのか。 

２ 出動件数の増加に伴い、フライトドクターやナース、ヘリ運航会社の負担が増加して

いるのではないか。その負担を把握するために現場へ赴き、その声を聴いたのか。 

 

医療整備課長 

１ 近県の平成２９年度の出動件数の実績を見ると、栃木県が７４４件、群馬県が９５６

件であり、同じ補助金額で埼玉県より出動件数が多い。そのため、本県からは国に対す

る補助金額の引上げ要請は行っていない。本県より出動件数が多い他県の状況を踏まえ、

今後検討していく。 

２ 現場スタッフとの意見交換は頻繁に実施している。フライトチームの出動は１日１チ
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ームであり、負担が大きくなっているとは考えていない。むしろ患者の救命がモチベー

ションにつながっており、スタッフには充実感があるとも聞いている。 

 

横川委員 

１ 行政報告書１７１ページの「６ 生涯を通じた健康の確保」及び同１８６ページの「（１）

健康長寿埼玉プロジェクトの推進」について伺う。健康長寿埼玉プロジェクトは医療費

の抑制の実現を目指すものであるが、平成２９年度の健康長寿埼玉モデルに３３市町村

の約２万４，０００人が参加したことによって、どれだけの医療費抑制効果があったの

か。 

２ 行政報告書１８１ページの（１）のアの「（ア）救急医療体制」によると、搬送困難

事案受入医療機関支援事業を実施しており、県内全域で１２医療機関が指定されている

が、地域ごとに見てみると、北部は１医療機関しかないため、場所によっては搬送でき

ない状況もあるのではないか。県北の医療機関への働き掛けはどうなっているのか。 

３ 搬送調整体制強化事業について、これまでの調整実績と成果はどうなっているのか。 

４ 行政報告書１８４ページの「（１）ウェルカムベイビープロジェクトの推進」につい

て、不妊治療を受けた場合の費用と助成額はそれぞれ幾らか。なお、治療項目ごとに分

かればそれも示してほしい。 

５ ウェルカムベイビープロジェクトの事業に係る周知は、どんな機関がどのように実施

しているのか。 

 

健康長寿課長 

１ 健康長寿埼玉モデルに参加した市町村から結果報告を受けており、医療費の抑制額に

ついては、例えば志木市は約１億２，６００万円、三芳町は約１億５，０００万円との

推計額が算出されている。ただし、それぞれの市町村において分析・推計方法が異なる

ことから単純に集計はできないため、県としては全体の医療費効果は算出していない。

なお、客観的な検証は重要であると考えており、糖尿病重症化予防対策事業、埼玉県コ

バトン健康マイレージについては今年度、効果検証作業を行っている。 

４ 費用については、体外受精は３０万円から５０万円、顕微授精は３５万円から６０万

円かかると言われている。助成額については、初回の治療は上限３０万円、そのほかの

治療は１回につき１５万円である。また、治療内容にもよるが、助成額が少なくなる場

合もある。例えば、２回目の治療に凍結胚を使う場合は、７万５，０００円になる。 

５ 年齢に伴う妊よう性の低下や、男性にも不妊の原因があるなど、不妊に関する知識を

分かりやすくまとめた冊子を作成して普及啓発を行っている。平成２９年度は、高校２

年生及び３年生の全員に配布するとともに、この冊子を活用した出前講座を中学校及び

高校で１９回開催した。また、婚姻届を出した夫婦のほか、成人式において新成人にも

配布している。さらに、２０代や３０代の夫婦にも不妊について知ってもらうため、婚

姻届を提出した夫婦に普及啓発カードを配布している。 

 

医療整備課長 

２ 各地域ＭＣの管内で見れば、少なくとも１つの受入医療機関がある。北部ＭＣ管内で

は行田総合病院が受入医療機関になっているが、管内でも例えば秩父地域からは遠いと

いう面もある。一方で、秩父地域においては病院の数が限られるため、決まった病院に

搬送される面があり、搬送困難事案となることは余りない。平成３０年４月からは、Ｍ

Ｃの枠を超えて直近の受入医療機関に要請ができるよう見直しを行っており、地域ごと
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の実情や見直し後の状況などを注視したい。 

３ 搬送調整体制強化事業で専任医師が調整した件数は、事業を開始した平成２７年１月

からの３年間で１１０件となっている。 

 

横川委員 

 ウェルカムベイビープロジェクトについては、対象となる夫婦にどういう助成があるか

を分かりやすく発信しなければならない。周囲に聞いても誰も知らない。せっかくすばら

しい事業を実施しているのであるから、情報の入手方法に係る男女差も考慮した周知施策

の充実に向けて、反省点を伺う。 

 

健康長寿課長 

 必要とされる方に情報をどのように届けるかが重要だと思っている。平成２９年度は、

主に女性が使用している生理や健康を管理するアプリと連携する仕組みを構築し、不妊に

関する情報や埼玉県の助成制度が分かるようにした。また、先ほどの普及啓発冊子に不妊

の相談窓口を掲載して相談先が分かるようにしている。さらに、ダイアモンド☆ユカイ氏

による出前講座の実施について、平成２９年度は１回であったものを今年度は４回に拡大

している。そのほか、男性への周知のため、産婦人科だけではなく泌尿器科にも協力いた

だくなど、努力している。 

 

塩野委員 

１ 行政報告書１８０ページの（１）のアの「（ア）救急医療体制」を見ると、群馬県と

の間でドクターヘリの広域連携を行ったとあるが、実績はどうなっているのか。 

２ 行政報告書１８２ページの（１）のアの「（イ）小児救急医療体制」に記載のある小

児救急電話相談について、つながりにくい時間帯と平成２９年度に取った具体的な対応

策を伺いたい。また、小児救急電話相談の２４時間化の実施によって、県民の不安解消

の効果のほか、本来の目的である救急医療の負担軽減の効果も出ているのか。 

３ 歳入歳出決算事項別明細書説明調書２２６ページの「歳出」の第４款の第１項の第４

目「母子衛生費」について、不用額が約５億２，６００万円計上されているが、金額の

内訳はどうなっているのか。 

 

医療整備課長 

１ 平成２９年度は、埼玉県ドクターヘリが群馬県に１１件、群馬県ドクターヘリが埼玉

県に２１件出動した。 

２ １７時から２２時頃の時間帯に電話が集中している。この時間帯に限定して、来月か

ら土日を２回線にするとともに、年内には全ての曜日において２回線を増加する予定で

ある。平成２９年度は、２４時間化を開始してより多くの相談ニーズに対応できるよう

にしたが、それでもつながりにくい時間帯が生じてしまった。なお、２４時間化の効果

については、まだ始まって間もないため検証は難しいが、小児救急電話相談を開始して

からの１０年間において、小児救急搬送件数に占める軽症者の割合が８１パーセントか

ら７８パーセントに低下しており、救急病院等の負担軽減に寄与しているものと考えて

いる。 

 

健康長寿課長 

３ 不用額のうち大きな割合を占めているのは、埼玉県不妊治療費助成事業約２億２，４
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００万円と小児慢性特定疾患対策費約１億２，８８０万円である。 

 

塩野委員 

１ 小児救急電話相談のつながりにくい状況については、２４時間化によって利用者が増

えたからとのことであるが、本来は事前に対策しておくべきであった。よく検証の上、

今後はつながらない状況が生じないように取り組むこと。（要望） 

２ 不妊治療については、悩んでいる人が多くいるため、助成事業がもっと活用されるべ

きであるが、２億円以上の不用額が発生した理由は何か。 

３ 小児慢性特定疾患対策の事業について、対象疾患が増えているにもかかわらず不用額

が１億円以上発生した理由は何か。 

 

健康長寿課長 

２ 予算の積算における見込みより、実際は治療継続中の方が多かったため、初回上乗せ

分の助成を受ける方が少なかった。また、途中で治療を終了した方の助成額は７万５千

円になる。こうしたことから不用額が発生した。なお、啓発を充実させてより多くの方

に知ってもらうことが重要であると認識している。 

３ 予算の積算は、経年変化の状況分析や疾病追加の影響も推測した上で行っていたが、

医療費支給額が見込みを下回ったことから不用額が発生した。 

 

塩野委員 

 小児慢性特定疾患対策についてはやむを得ない印象であるが、不妊治療の助成について

は、初回治療者が見込みを下回ったということは、周知不足が否めない。また、不妊治療

の検査については、助成対象になる年齢の制限が設けられているが、十分に検討した上で

年齢を決定したのか。 

 

健康長寿課長 

 必要とされる方に必要な助成ができるように、今後も引き続き周知を図っていく。また、

不妊治療検査に係る４３歳という年齢制限については、国の基準が変更になったこともあ

るが、年齢とともに妊よう率が下がっていくことを踏まえたものである。３５歳における

体外受精・顕微授精の妊よう率は２４パーセントであるが、４５歳になると２．８パーセ

ントになるという事実がある。また、流産率も年齢とともに高くなる。こういった事実も

併せて啓発していきたい。 

 

小林委員 

 行政報告書１８４ページの「（１）ウェルカムベイビープロジェクトの推進」を見ると、

中学生や高校生に啓発を実施しているが、中学・高校という早い時期から何を理解しても

らいたいと考えているのか。実際、性感染症の罹患も含めて、不妊になってしまう女性が

たくさんいる中、自分がどういう風に育ったら健康な子供を作れるかなど、自分で考えて

自分を守る教育を進めるべきではないか。中学生から普及啓発を行う必要性があるのか。 

 

健康長寿課長 

 不妊の問題は、女性だけの問題ではなく男性の問題でもある。こういったことを含めて、

キャリアデザインや、自分の人生を考えていく上での一つの材料として学んでほしいとい

う趣旨である。 
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柳下委員 

１ 行政報告書１７０ページの「３ 医師・看護師確保対策の推進」について伺う。医師

不足によって地域における医療体制の維持が困難になっているため、医師の誘導・定着

及び勤務医の負担軽減・処遇改善を進めるなど医師確保について総合的な対策を講じた

とあるが、平成２９年度はどのような成果があったのか。 

２ 平成２９年度は、３７の施設で臨床研修医が３３１人採用された。臨床研修病院が増

えれば医師の採用も増えると考えるが、県としての見通しはどうか。 

３ 人口１０万人当たりの医師数は、平成２８年度末時点において１６０．１人であり全

国最下位である。平成３２年度末までに全国最下位から脱出することを当面の目標に掲

げているが、何人増やせば最下位から脱出できると考えているのか。また、その見通し

はどうか。 

４ 行政報告書１７８ページの（１）の「エ 女性医師に対する就業支援」については、

平成２９年度は、どのくらいの予算を使ったのか。また、女性医師の就業継続に効果は

あったのか。 

５ 行政報告書１７８ページの（１）の「キ 大学附属病院・医学系大学院等の整備調整」

について、順天堂大学附属病院等の整備予定地約３ヘクタールを約５５億５千万円で確

保したが、８００床の病院となると、医師はどのくらい増える見通しなのか。 

６ 行政報告書１７５ページの２の（１）の「ウ 国民健康保険広域化等支援基金の設置」

について、国民健康保険事業の運営の広域化に当たり、県の財政支援を求める市町村か

らの声をどう受け止めてきたか。 

７ 資料１２「国民健康保険について」の８ページを見ると、平成２９年度の国民健康保

険税の滞納額は約１３５億円である。全日本民主医療機関連合会の調査によると、滞納

世帯においては、もっと早く医者にかかっていれば死なずに済んだ、いわゆる「手遅れ

死」が増えているが、こうした状況を把握しているか。 

８ 高すぎる国民健康保険税と窓口負担に苦しむ県民が増えているという認識はあるか。

国民健康保険税滞納世帯からの相談には親切かつ丁寧な対応をしているのか。 

９ 行政報告書１７６ページの「（３）医療費の公費負担制度の促進」について、乳幼児

及び重度心身障害者の医療費助成制度について、市町村の財政力指数に応じて補助率を

変えているが、平等に扱うべきではないか。平成２９年度は撤廃を検討したのか。 

10 乳幼児医療における対象年齢について、県も１５歳まで、あるいは１８歳まで引き上

げるべきと考えるが、平成２９年度の全県の状況はどうなっているのか。 

11 周産期医療体制の整備のためには、特に小児科医、新生児科医、産科医などの確保が

欠かせない。平成３０年７月に西埼玉中央病院のＮＩＣＵが再開したが、平成２９年度

の県の取組と今後の見通しはどうか。 

12 重度心身障害者医療費助成制度について、６５歳以上対象外とした見直しの影響を受

けた平成２９年度の人数について教えてほしい。 

 

医療人材課長 

１ 平成２９年度の成果については、資料３５「総合医局機構の取組について（平成２９

年度の事業内容と予算執行状況）」を御覧いただきたい。基本的には、埼玉県総合医局

機構を通じ、医師のキャリアステージに対応した確保・支援策を実施した。高校生の志

養成、女性医師の復職支援等の事業とともに、地域枠医学生奨学金や研修医に対する資

金貸与等を実施し、医学生１７５人、研修医２９人を確保した。また、臨床研修医につ

いては、一連の取組の成果もあり、平成２９年度は３３１人、平成３０年度は３７１人
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と過去最高を更新し続けている。 

２ 臨床研修病院については、防衛医科大学校病院を除いた３６病院中、定員を満たして

いない病院が１８病院ある。埼玉県の臨床研修病院全体の底上げを図り、まずは全病院

が１００パーセントになるように取り組んでいきたい。 

３ 最新の平成２８年度のデータによると、４６位の茨城県に追い付くためには１，４８

０人の増員が必要となっている。なお、前回の平成２６年のデータでは１，２１６人で

あった。この２年間において、埼玉県の医師数は、大阪、東京に次いで全国３番目に増

えている。しかし、人口１０万人当たりで最下位である理由は、茨城県の人口が減少傾

向にあるのに対し、埼玉県の人口は増え続けている状況にあるため、差が広がっている

からであると考えている。 

４ 平成２９年度の執行額は１，１５４万７，２３２円である。効果としては、復職支援

において１６件の相談を受けて少なくとも１件は復職できたこと、代替医師支援におい

て４病院延べ２３人に支援を実施したことが挙げられる。なお、県では、大学の学園祭

や合同就職説明会などに埼玉県ブースを出展し、女性医師支援の取組を実施しているこ

と、セーフティネットになることなどを周知している。 

 

保健医療政策課長 

５ 順天堂大学附属病院は現在、基本計画を策定中であり、併せて医師数も検討中である

が、２００人以上の医師が配置されると聞いている。なお、同規模である７８５床の順

天堂大学附属浦安病院の医師数は、平成２８年４月１日時点で２１０人である。 

 

国保医療課長 

６ 今回の制度改正に向けて、県市長会及び町村会からは、県の財政支援よりも国への要

望を行ってほしいことや激変緩和措置など国保制度の充実についての要望があった。県

では、法定負担分として平成２９年度には約５６８億円、平成３０年度には約６００億

円を負担予定であり、これ以上の負担は厳しい。他都道府県においても、法定負担分以

外の財政支援は東京都を除き実施していないと聞いている。 

７ 全日本民主医療機関連合会の調査において痛ましい事例があることは承知している。

一方で、滞納世帯は平成２５年度と比較して平成２９年度は約３０パーセント減、短期

被保険者証の発行件数も約３２パーセント減となっている事実もある。 

８ 滞納世帯についてはその実態をしっかり把握し、資力があるにもかかわらず滞納して

いる場合には、負担の公平の観点からしっかりと対応しなければならない。一方で、生

活が厳しく福祉的な対応が必要な場合には、生活保護等の福祉につなぐなど、市町村に

おいては個々の状況に応じて適切に対応していると認識している。短期被保険者証もペ

ナルティで発行しているのではなく、生活実態の把握や納税相談の機会を確保すること

が目的であり、丁寧な相談対応の入口であると考えている。 

９ 財政力指数に基づく補助率の変更は平成２０年度より実施しているが、医療費増大に

伴う財政負担の増加する中で制度を堅持することが目的である。補助率は原則２分の１

だが、市町村の財政力指数が１以上１．１未満の場合は１２分の５、１．１以上の場合

は３分の１としている。平成２９年度においては、戸田市が３分の１、和光市及び三芳

町が１２分の５となっている。これに対して、県の財政力指数は０．７６６であり、財

政的に厳しい県が、豊かな市町村に取扱いの差を設ける現在の制度を継続したいと考え

ている。 

10 入院については、１８歳までが１２市町村、１５歳までが５１市町村である。通院に
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ついては、１８歳までが１１市町村、１５歳までが５２市町村である。 

12 ５，２７３人である。 

 

医療整備課長 

11 西埼玉中央病院のＮＩＣＵ再開に係る最大の課題は医師の確保であったため、県は病

院関係者と共に大学医局に直接出向いて派遣依頼を行った。平成２９年度は、新生児科

医及び小児科医を確保し、まずは小児救急輪番などの症例から低出生体重児の受入れの

経験を積み重ね、平成３０年７月からのＮＩＣＵ３床の再開に結び付いた。しかし、一

般的な地域周産期母子医療センターの低出生体重児の受入目安は１，０００グラム超か

らであるが、西埼玉中央病院はまだ１，８００グラム以上の受入れとしているため、ほ

かの地域周産期母子医療センターと同程度に受入れができるよう、地道に症例を積み重

ねていく必要がある。県としては、ほかの周産期母子医療センターとの連携しっかり確

保した上で、支援を行っていく。 

 

石川委員 

１ 行政報告書１８４ページの「（１）ウェルカムベイビープロジェクトの推進」につい

て、不妊・妊娠に関わる電話相談の受付時間について、土曜日と夜間まで延長したと聞

いているが、対応状況はどうなっているのか。 

２ 行政報告書１８６ページの「（１）健康長寿埼玉プロジェクトの推進」について、コ

バトン健康マイレージをどのように評価しているか。また、この事業の成果と市町村や

参加者からの意見について伺いたい。 

 

健康長寿課長 

１ 不妊・不育症サポートダイヤルについては助産師会が対応しており、平成２９年度は

女性から２０９件、男性から３９件の相談があった。このほか、不妊専門相談センター

には１１４件の相談があった。 

２ コバトン健康マイレージには、現在、４万４０００人と多数の県民に参加いただいて

おり、これが成果と考えている。また、参加者からは、歩くようになって違う景色が見

えるようになった、健康を実感するようになった、交友関係が広がった等の好評・前向

きな意見を頂いている。さらに、参加者が撮った写真や寄せられた声を県ホームページ

に掲載することで、より楽しく歩いていただけるように取り組んでいる。 

 

石川委員 

１ サポートダイヤルから不妊治療や検査に結び付いた件数はどれくらいか。 

２ 参加者からの意見を受けて、何か改善したことはあるのか。 

 

健康長寿課長 

１ 相談自体の匿名性が高いため、治療等にどれくらい結び付いたかについては、把握し

ていない。 

２ 参加登録に当たって情報の入力方法が分かりにくい等の意見があったため、分かりや

すい入力方法にする等の改善を行ったほか、正式登録前に気軽に試せるようお試しアプ

リを作成するなど、より多くの県民に参加いただけるように啓発を行っている。 
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松坂委員 

１ 行政報告書１８６ページの「（２）生活習慣病を予防するための取組」について、健

康長寿サポーターの活動とその成果はどうなっているのか。 

２ 行政報告書１８４ページの「（２）埼玉版ネウボラの推進」を見ると、産後うつケア

推進事業に１４市町村が取り組んだとあるが、その取組内容と効果はどうなっているの

か。 

３ 行政報告書１８３ページの（３）の「ア 在宅医療連携拠点等の整備」によると、平

成２９年３月から改良後のＭＣＳの本格運用が開始され、現在、全ての医師会で利用さ

れているとあるが、在宅医療においてどのような成果が得られているのか。併せて介護

連携についてはどうか。 

４ 資料４２「訪問看護職員（職員の育成等、安定的な経営支援の内訳）」を見ると、高

度な医療に対応する訪問看護師育成事業で１２人、訪問看護管理者研修で２８人が実績

として記載されているが、この養成数で本来の目的を達成することは可能なのか。 

 

健康長寿課長 

１ 健康長寿サポーターは、自らの健康づくりを実践するとともに、健康に役立つ情報を

草の根レベルで広める活動を行っている。より多くの県民が健康長寿サポーターとなる

ことで健康づくりの機運が醸成され、県全体に波及していることが大きな成果であると

認識している。さらに、平成２７年からは健康長寿サポーター養成について企業にも参

加いただくようになり、これまで１万５，９２１人が受講している。平成３０年８月現

在においては、これら企業による養成者を含め、合計で７万８，６２６人を養成してい

る。健康長寿サポーターについては、県の重要な健康づくりに係る政策の支えとなって

いただきたいと考えている。 

２ １４市町村において産後１か月以内に家庭を訪問し、産後うつ病スクリーニングであ

るＥＰＤＳを実施した人数は２，２０６人であり、そのうち１９０人、約８．６パーセ

ントに産後うつの疑いが見られた。市町村は、疑いが見られた人については１か月以内

に家庭訪問を実施するほか、今後の対応を検討して継続的なフォローを実施している。

県では、この事業の成果について市町村と情報共有するとともに働き掛けを行っており、

現在では２７市町村が実施するまでに拡大している。産後うつは早期に発見し、関係機

関が連携して早期に支援を行うことが重要であるため、今後は全産婦が適切な時期にＥ

ＰＤＳを受けられるよう更に市町村への働き掛けを行っていく。 

 

医療整備課長 

３ システム導入後１年半が経過し、平成３０年８月末現在では約４，８００人が利用し

ており、毎月１００人から２００人程度増加している。このシステムについては、訪問

診療医や介護側からも好評を得ており、在宅医療を担う医師、歯科医師、看護師、薬剤

師、ケアマネジャーなどの多職種がこのシステムを活用し、こまめに情報共有すること

できめ細かなサービスを提供してほしいと考えている。なお、都市部と山間部では状況

が異なることから、地域によってどのようなシステムが適切なのかを研究していきたい。 

 

医療人材課長 

４ 高度な医療に対応する訪問看護師育成事業は、医療依存度の極めて高い末期がんのよ

うな患者を受け持つことができる高度な医療ニーズに対応可能な人材を養成するもの

である。こうしたニーズには機能強化型の訪問看護ステーションが対応しており、現在、
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３１箇所に延べ３４０人ほどの訪問看護師がいるが、更なる強化を図るものである。訪

問看護師が１人で受け持てる患者数は約１０人と言われているので、今回の１２人の養

成によって受入れ患者数を１２０人拡大できることになり、ニーズにある程度応えられ

ると考えている。また、訪問看護管理者向けの事業はいろいろあり、全て含めるとこれ

までの受講生は１２１人に達している。平成２９年度に県が行ったアンケート調査では、

１７３人の訪問看護管理者から管理者向けの研修を実施してほしいとのニーズがあっ

た。今後もこうした研修ニーズに応えていく。 

 

高木委員 

１ 資料３７「妊婦健診受診率」を見ると、過去５年は全県的におおむね９６パーセント

前後で推移している。妊婦健診を受けないまま、出産トラブルになって救急搬送される

場合などのリスクは大きいものがある。受診率が１００パーセントにならない理由をど

のように分析しているのか。また、ハイリスク出産と関連する件数についてはどうなっ

ているのか。 

２ 歳入歳出決算事項別明細書説明調書２２７ページの「歳出」の第４款の第１項の第５

目「精神保健費」を見ると、ひきこもり対策事業費として１，３２６万４，２２０円が

計上されている。資料３６「県内のひきこもり把握状況」にも関連するが、平成２９年

度はどのような事業を実施したのか。また、「越谷らるご」が行っているひきこもり相

談サポートセンターの運用実績はどうなっているのか。 

３ 資料４０「埼玉版ネウボラ」を見ると、補助金の交付について、市町村によってはセ

ンター実施箇所数よりもセンター運営に係る人件費等経費の箇所数が少なくなってい

る。補助金を受けずに実施しているセンターもあると思うが、どうなっているのか。 

 

健康長寿課長 

１ 妊婦健診は、流産や転居などの理由で受診していない人もいる。そのため、この受診

率がそのまま未受診妊婦の人数につながるとは考えていない。しかし、少しでも多くの

人に受診してもらうことが重要と考える。県では、飛び込み出産などにより、医療機関

が早期に養育支援が特に必要と判断した場合等は、市町村保健機関へ情報提供を行うネ

ットワーク体制を構築している。平成２９年度は７，１１５件あり、そのうち未受診や

初診が中期以降であるものは１４５件であった。こうした医療と保健の連携等について

も密にして、未受診妊婦がないようにしていきたい。また、今年度から未受診妊婦の問

題に対応するため、にんしんＳＯＳの窓口を作った。予期せぬ妊娠をしてしまったなど

の相談に対応し、ネウボラ等につなげている。なお、未受診とハイリスクの関連につい

ては把握していない。 

３ ネウボラの体制への補助については要件があるが、その要件に合わないため自前で行

っている市町村もある。各地域の事情を考慮しながら必要な支援をしていきたい。 

 

疾病対策課長 

２ 平成２９年度については、ひきこもり相談サポートセンターに７６６万６，０００円

で委託をしている。相談実績等は、来所しての面接２０６件、電話相談７７０件、メー

ル１５９件、訪問は９件となっている。主な内容としては、話を聞いてほしいが４２パ

ーセント、生活改善が１０．９パーセント、就労が１０．７パーセント、就学が６．３

パーセントとなっている。そのほかには、ひきこもりサポート事業において、ＫＨＪ埼

玉けやきの会に１４２万５，０００円、集いの場の運営をしている９団体に１６５万円
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の補助などを行った。 
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平成３０年１０月・１１月閉会中 決算特別委員会における説明者、発言 

（平成３０年１１月１日（木）県民生活部関係） 

 

【説明者】 

矢嶋行雄県民生活部長、山野均スポーツ局長、杉野勝也県民生活部副部長、 

大浜厚夫県民生活部副部長、風上正樹県民生活部参事兼防犯・交通安全課長、 

田沢純一広聴広報課長、谷澤正行共助社会づくり課長、木村勇人権推進課長、 

發知和弘県政情報センター所長、浅見健二郎文化振興課長、和田公雄国際課長、 

岸田正寿青少年課長、依田英樹スポーツ振興課長、 

都丸久ラグビーワールドカップ２０１９大会課長、 

斎藤勇一オリンピック・パラリンピック課長、藤岡麻里男女共同参画課長、 

田中誠消費生活課長 

 

【発言】 

金子委員 

１ 行政報告書７３ページの（３）の「オ 埼玉サイクルエキスポの開催」を見ると、埼

玉県経済の活性化につなげるためと記載されている。具体的に埼玉県経済の活性化にか

かる成果について、定量的な把握をどのように行っているのか。 

２ 行政報告書７７ページの「（６）アクティブシニアの社会参加支援」事業について、新

聞報道でも地域活動への参加率が２割程度にとどまっているという記事が出ていたが、

どういった成果が上がっているのか。また、１１市町に助成したとあるが、具体的にど

のような内容か。さらに、「地域デビュー楽しみ隊」及び「ちいきデビューひっぱりガ

ールズ」を結成したとあるが、実績や成果については、どういった形で定量的に把握し

ているのか。 

 

広聴広報課長 

１ 埼玉サイクルエキスポでは多くの出展者に御参加いただき、自転車メーカー等による

自転車グッズ・ファッション等の各種販売をしている。試算であるが、今年度の開催で

は９，２４０万円と把握している。この数字は統計課で作成しているソフトにより算出

した数値である。 

 

共助社会づくり課長 

２ 各市町で実施している、シニア向けセミナーやボランティア養成講座に補助を行った。

「地域デビュー楽しみ隊」及び「ちいきデビューひっぱりガールズ」については、昨年

８月に結成して以降、約半年間であるが、新聞・ＴＶなどのメディアで合わせて１０７

件取り上げてもらった。こういったことでシニアの地域デビューのきっかけづくりにな

ればと考えている。 

 

金子委員 

 市町への補助というのは、財政的な補助ということでよいのか。「地域デビュー楽しみ隊」

及び「ちいきデビューひっぱりガールズ」については、マスコミに取り上げられたとのこ

とであるが、定量的な成果について、もう少し教えてほしい。 
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共助社会づくり課長 

 市町への補助は３００万円を上限とした財政的な補助である。ＴＶなどを見て、実際に

ボランティア団体に相談した実績などは追いきれないが、機運醸成やボランティアに参加

してみようというきっかけづくり、興味を持ってもらうために、今後も活用していきたい

と考えている。 

 

柳下委員 

１ 行政報告書７３ページの「（１）平和行政の推進」について伺う。戦争の悲惨さと平和

の尊さを伝えるため、平和資料館を設置し、指定管理者が運営している。平成２９年度

利用者は、４万１，５５２人と増加傾向にあると思うが、小中高校等団体の利用状況は

どうか。また、県民からの寄贈資料を展示する寄贈資料展について、利用者の反応や評

価はどうか。さらに、学芸員２名については、どのような役割を担っているのか。あわ

せて、リピーターが増えているが、入館料が無料だと知らない人もいる。地域での「平

和のための戦争展」などと交流すべきと考えるがどうか。 

２ 行政報告書８０ページの（２）の「イ 県立文化会館の利用状況」について伺う。彩

の国さいたま芸術劇場の平成２９年度の施設利用率は８８．８パーセントと高いが、ど

のような努力をしているのか。県民の芸術活動への影響はどうか。また、埼玉会館につ

いては、平成２９年４月にリニューアルオープンし、前川建築事務所の講演会を行うな

ど「前川建築」のブランド化に努めているが、その影響はどうか。 

３ 行政報告書９３ページの「（３）男女共同参画推進センター（Ｗｉｔｈ Ｙｏｕ さい

たま）の運営」について伺う。男女共同参画推進センターは、男女共同参画推進のため

の総合拠点として平成２９年度はどのようなことをやってきたのか。 

４ 男女共同参画推進センターにおいて、ＬＧＢＴの相談についてはどう対応しているの

か。また、ＬＧＢＴに対する取組はどのようなことをやってきたのか。今後の課題と合

わせて示してほしい。 

 

広聴広報課長 

１ 小中高校の利用状況であるが、平成２５年度は４１校、平成２６年度は６０校、平成

２７年度は８１校、平成２８年度は７６校、平成２９年度は７８校と、増加傾向にある。

寄贈資料は、これまでで３万３，０００点を超えており、当該年度に寄贈いただいたも

のは翌年の企画展などで有効的に活用している。来館者アンケートによると、「戦争の

悲惨さと平和の尊さを感じた」が９７パーセント、「平和な世界の実現のために行動す

ることの大切さを感じた」が９６パーセントとなっており、展示によって、一定の評価

を得ていると考える。また、学芸員２人の役割であるが、資料の収集、保存、調査、研

究などを行っている。寄贈された資料を少しでも多くの方に御覧いただけるような展示

につなげていく仕事をしている。さらに、入館料及びリピーターの件について入館料は、

平成２５年度の指定管理者制度の導入時に無料化され、利用者の増加につながっている

と思われる。アンケートによると、４５パーセントがリピーターであり、指定管理者の

広報、イベントなどの相乗効果により、入館者の増につながっていると思う。また、戦

争展などとの交流であるが、各市町村でも実施しており、取組内容を情報交換するとと

もに、チラシの相互配架などを行っており、相乗的に平和行政を広めていく取組をして

いる。 
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文化振興課長 

２ 芸術劇場は、故蜷川芸術監督が築いた彩の国シェイクスピアシリーズや、さいたまゴ

ールドシアターなど、非常に評価の高い舞台公演を行っている。こうした点をＰＲして

注目を集めるよう努めている。そのほか、演劇や音楽など芸術性の高い公演を行ってい

る。また、文化活動に熱心な小中学校、高等学校ともネットワークを築き、高い水準の

利用率の維持に努めている。埼玉会館については、平成２９年度の利用率は６３．８パ

ーセントと若干低い状況であった。これは、平成２８年度末まで改修工事のため休館と

なっていたので、それまでの利用者が少し離れてしまったところがあると考えている。

リニューアルオープン後、若干こうした方々が戻っていない状況にあるかと思われるが、

平成３０年度上半期は７０パーセント近い利用率であり改善傾向にある。前川建築につ

いては、講演会などを行ってＰＲに努めているが、その影響については、前川建築とい

うことで、多方面で取り上げていただいくことが増えている。今後とも講演会等を行う

ことでより一層のブランド化を進めていく。本年１０月にも「埼玉会館の魅力展」を開

催し、大学教授や建築写真家に講演をいただいた。引き続き、セミナーの開催や埼玉会

館ホームページの「埼玉会館の歴史と建築」のページの充実など広くＰＲを進め、埼玉

会館の利用が増えるよう努めていく。 

 

男女共同参画課長 

３ 男女共同参画推進センターの平成２９年度事業は、相談以外にも各種研修、男女共同

参画を進めるための団体の育成や交流を支援する事業などを行っている。特にＷｉｔｈ 

Ｙｏｕ さいたま フェスティバルを開催し、団体間交流や連携強化の支援を行ってい

る。また、男女共同参画に関する活動を行っている団体の事業を男女共同参画推進セン

ターと共催して実施することで、団体育成及び地域の男女共同参画の推進を図る取組も

行っている。また、地域で活躍する女性の育成が課題になっていることから、女性リー

ダー育成講座も実施し、活躍できる女性の育成に努めている。 

 

人権推進課長 

４ 性的少数者の人権問題については、昨年度、「県民向けの啓発講座」や「埼玉県、市町

村ＬＧＢＴに関する合同研修」を実施した。具体的には、性的マイノリティの方々に対

する基本的な理解を深めるための「県民講座」を５回開催した。さらに、埼玉県及び市

町村のＬＧＢＴ担当職員や、相談機関の相談員の能力向上を図るための「ＬＧＢＴに関

する合同研修会」を４回開催し、合計で約５００人の方に参加していただいた。アンケ

ートでは「よく理解できた」と９割以上の方から回答をいただいている。今後も当事者

の悩みを聞き、どのようなことに困難を感じているのか引き続き把握していきたい。ま

た、男女共同参画推進センターでは平成２８年８月から性的少数者等からの相談件数に

ついて集計を始めており、平成２８年度は９件、平成２９年度は２９件、平成３０年度

は８月までで１４件、平成２８年８月からの累計では５２件である。相談内容の内訳は、

「性自認に関すること」が全体の４０パーセント、「性的指向に関すること」が全体の

１３パーセントとなっている。主な相談内容は、「自認する性で生きたい」、「パートナ

ーが同性愛者ではないかとの疑いに対する悩み」などが挙げられる。 

 

男女共同参画課長 

４ 男女共同参画推進センターで相談案内ミニカード「ひとりで悩まないで」を作ってい

る。その中でセクシャルマイノリティの相談も想定しているということを表記するよう
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な表示を行い、ＰＲに努めている。 

 

柳下委員 

 リピーターが増えていることは評価できる。今後、リピーターを更に増やすことや、新

しい利用者を増やすために、例えば、地域が行っている戦争展に平和資料館のミニパンフ

レットを置かせてもらうなど、方法を研究していく考えはあるか。 

 

広聴広報課長 

 各種会館等にパンフレットを置かせてもらうことは既に行っているが、更に全県に広げ

る取組も検討していきたい。また、若い人たちにも来ていただくために、教育委員会の協

力を得て、校長会や教育長会議において、パンフレットにより平和資料館の広報をしてい

る。また、職員が学校に出向いてミニ授業を行うピースキャラバンという取組の際にも来

館を呼び掛けている。さらに、今年から、特典付きのカードを配って新しい人の掘り起し

を行っている。 

 

横川委員 

１ 行政報告書８３ページの「（２）青少年夢のかけはし事業の実施」について、応募は何

人だったのか。 

２ 行政報告書８３ページの（４）の「ア 青少年の立ち直り支援」について、体験交流

会の講師の選定はどのように行っているのか。参加者や実施場所などはどうなっている

のか。成果はどうだったのか。 

３ 行政報告書１００ページの「（４）性犯罪被害者支援の推進」について、性犯罪被害者

支援は被害が潜在化しやすいことから、少ない予算の中で専用窓口を設置して対応して

いると思うが、実際の相談件数などについて伺う。また、啓発品を配布したとのことで

あるが、具体的な配布対象や配布場所等について伺う。さらに、性犯罪被害者支援に関

する平成２９年度予算の妥当性と平成２９年度事業を実施して感じた今後の課題につ

いて伺う。 

 

青少年課長 

１ １万３，２５７人で、倍率は５．８倍であった。 

２ ＮＰＯ法人非行克服支援センターに委託しており、講師の選定、場所などは委託先と

協議をして決定している。講師は弁護士、難しい子供時代を過ごしたボクサー、ＮＰＯ

で非行防止に携わる活動者などである。場所はさいたま市や蕨市で、主な対象者は非行

に悩む保護者や教員、行政職員、保護司などである。成果としては、参加者アンケート

に回答のあった７９人のうち６７人が「大変役に立った」と回答している。 

 

参事兼防犯・交通安全課長 

３ アイリスホットラインの相談件数については、平成２９年は１３２件と前年に比べ横

ばいであったが、徐々に周知が図られ、今年の９月末日時点では既に平成２９年１年間

の１．９倍の２５６件となっている。また、「アイリスホットライン」のホームページ

へのアクセス数も周知活動を本格的に開始した平成２９年７月から平成３０年３月ま

でで９９５件と前年同期に比べ、１７５件、２１．３パーセント増加している。そのた

め、更に予算を獲得できるよう、取り組んでいきたい。また、啓発品については、夏休

み前の７月に県内全ての高校１年の女子生徒にＱＲコードを入れた啓発品を３万個配
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布したほか、大宮駅や浦和駅、埼玉県フェア、免許センターで開催されるイベントなど

の機会も利用し、１０回のキャンペーンを行った。なお、広報啓発は未だ不足している

ことから、更なる強化が必要であり、更に充実した支援を行うための体制強化を行って

いく必要があると考えている。 

 

横川委員 

 性犯罪被害者支援について、条例も制定され、今後更なる周知活動が必要と考えるが、

住民への施策浸透・周知のためにどのような取組を行っていくのか。 

 

参事兼防犯・交通安全課長 

 御指摘のとおり、周知啓発活動は非常に重要であると認識している。今年度も広報啓発

活動の強化を図っており、現在、事業者との連携による駅などへの啓発品の配架について

も調整を図っている。 

 

横川委員 

 夢のかけはし事業については、毎回応募しても当選しないという声を聞く。マンパワー

が必要だとは思うが、規模を拡大できないか。 

 

青少年課長 

 規模については、応募者に対し十分な受け入れ数を確保できていないものと受けとめて

いる。連携企業や団体の負担状況なども考慮して実施しており、例えばテレビアナウンサ

ーの教室では、一人一人スタジオで原稿を読む体験を行うなど、受け入れることができる

人数に限界があるものもある。これまでなるべく規模を大きくできるよう企業に対し求め

てきたが、今後も求めていきたい。また、将来的には企業に独自で体験活動を実施いただ

き体験活動の輪をつくっていく。 

 

福永委員 

１ 歳入歳出決算事項別明細書説明調書１１２ページの「歳出」の第２款の第３項の第４

目の「文化振興課」の１の（３）の「イ 文化芸術特別企画助成事業費」について、約

９，５０６万円はどのようなことに使われたのか。また、行政報告書８０ページの（２）

の「イ 県立文化会館の利用状況」の県立文化会館２施設についてそれぞれ大ホールの

利用率はどのような状況か。さらに、２施設については、県内のどういうエリアから観

客が来ているのか。また、歳入歳出決算事項別明細書説明調書１１２ページの同じく「文

化振興課」の１の（１０）の「ウ さいたま童謡コンサート開催事業費」は１０９万円

程度であるが、文化芸術特別企画助成事業費に比べて９０分の１程度の微々たる金額で

あり差を感じる。これをどのように考えるか。あわせて、和光のアゼリア、所沢のミュ

ーズなどの公演チラシなどを目にすることがあるが、文化芸術特別企画助事業費は、こ

うした県立以外の文化施設の公演に対する助成も行っているのか。 

２ 行政報告書９４ページの「（５）婦人保護事業の実施」について、婦人保護事業は転落

の未然防止のために大事な事業であるが、児童相談所は１８歳になると出ることになる。

就職しても、その後、離職する場合も多いが、児童相談所を出た後の女性についての対

応は行っているのか。 

３ 青少年夢のかけはし事業費の決算額４７４万円などと比較して、アクティブシニア事

業は社会参加支援事業で３，３２９万円、アクティブシニア専門家ボランティア養成事
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業は６０８万円である。アクティブシニアも大事であるが、未来を担う人に対する予算

配分が少なく、県民生活部の事業は余りに偏在していると言わざるを得ない。マスコミ

に取り上げられたとの答弁があったが、具体的な成果が明確ではない。決算額の偏在に

ついて、例えば、歳入歳出決算事項別明細書説明調書１１５ページの「歳出」の第２款

の第３項の第８目の「消費生活課」の１の「（７）消費生活協同組合指導育成費」が約

１１２万円であるのに対し、アクティブシニアに４，０００万円も使っているというの

も、予算の偏在そのものである。県民生活部としてどう考えるのか、県民生活部長に伺

う。 

 

文化振興課長 

１ 文化芸術特別企画助成事業費は、芸術文化振興財団の行う自主事業のうち、特に文化

振興上の意義が高いと認められるものに対する助成事業である。具体的には、故蜷川幸

雄芸術監督が遺された「彩の国シェイクスピアシリーズ」や、さいたまゴールドシアタ

ーの２つの公演「鴉よ、おれたちは弾丸をこめる」「薄い桃色のかたまり」この３つの

公演に対し補助を行った。平成２９年度の大ホールの利用率については、芸術劇場が９

５．１パーセント、埼玉会館が８３．３パーセントとなっている。来場者が県内のどの

ようなところから来ているかについては、細かく市町村までは調査していないが、県の

自主事業について調べたところ、昨年行われた伝統芸能フェスティバルの例では、さい

たま市が４６パーセント、市外が５１パーセント、そのほか県外から数パーセントとな

っている。また、童謡コンサート開催事業費は、特別企画助成事業費に比べて額が少な

いとの御指摘についてであるが、童謡コンサートは県の文化振興基金を活用した事業の

一つである。基金を活用した事業は、基金の運用益と一部取り崩しで計画的に年間１千

数百万円ずつ事業を行っている。童謡コンサートのような県の自主事業のほか、アマチ

ュア文化団体などに対して、特別企画助成のような大きな額ではないが、年間５０団体

程度助成も行っている。なお、他の市町村の文化施設の公演への助成について、県から

は行っていない。しかし、優れた公演等については、国や企業メセナなどのいろいろな

助成メニューがあるので、こうした制度を紹介するなどしている。 

 

男女共同参画課長 

２ 児童相談所を出てから保護された女性が平成２９年度にいたかどうかは把握していな

いが、平成２９年度は「帰住先なし」として保護された方が２名となっている。婦人保

護事業として保護するケースがあれば、関係機関と連絡を取り適切な対応を行っていく。 

 

県民生活部長 

３ 予算の偏在については、夢のかけはし事業は、事業を始めてからすでに年数が経って

おり、なるべく民間の企業、団体が主体となって進めていくものと考える。一方、アク

ティブシニアの社会参加支援事業は、平成２８年度に立ち上げたものであり、この立ち

上げ期にはどうしてもお金がかかる。当事業も当初３年間で予定している。 

 

福永委員 

 特別企画助成事業費は故蜷川監督関係の３つの公演に９，５０６万４，３４５円の助成

をしたということでよいか、確認したい。また、文化振興基金で５０団体に助成したとの

ことであるが、トータルでの支出が、１４１万７，４００円でよいのか。 
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文化振興課長 

 特別企画助成事業費についてはそのとおりである。アマチュア文化団体への助成は、歳

入歳出決算事項別明細書説明調書１１２ページの同じく「文化振興課」の１の（１０）の

「ア 埼玉県文化振興基金助成事業費」の８７２万３，０３８円が該当する。 

 

小谷野委員 

 行政報告書８２ページの（２）の「ウ 外国人が暮らしやすい環境の整備」について、

県民生活部長に伺う。外国人の方の相談実績が５，３１２件あるというが、４，０００万

人くらいの観光客がラグビーワールドカップ、オリンピック・パラリンピックに向けて来

日し、その１パーセントが病院に受診すると県医師会の人から聞いた。病院では４０万人

もの外国人を受入れできない。言葉が通じないで困っていると聞いた。外国人が暮らしや

すい環境整備の相談実績の中にそういう事例は入っているか。 

 

県民生活部長 

 基本的には相談というのは、就業や出入国管理の相談などが多いが、医療の相談もいく

つか出ている。医療の関係については医療通訳の派遣なども行っている。 

 

小谷野委員 

 そうするとラグビーワールドカップ、オリンピック・パラリンピックに向け、そういっ

た形での準備態勢に、昨年度から入っているのか。部長に伺う。 

 

県民生活部長 

 オリンピックなどのボランティアの中には、語学通訳等もあるため、そうした方々がど

んどん支援していくことなども想定しながら準備している。 

 

小谷野委員 

 医師会が心配する、外国人観光客が担ぎ込まれたときに又は救急車が搬送したときに、

ある程度対応できるような態勢に今現在なっているということか。その準備には入ってい

るということか。 

 

県民生活部長 

 委員御指摘のとおり、そういったことを想定しながら準備に入っている。 

 

松坂委員 

１ 地域支え合いの仕組みの普及拡大について、全市町村で実施したとあるが具体的な内

容や成果について教えてほしい。地域活動への共助の取組について、県職員の参加は広

がっているのか。課題も含めて教えてほしい。 

２ 行政報告書８４ページの（４）の「ア 青少年の立ち直り支援」のセカンドチャンス

の場づくり事業について、事業の実施状況と成果はどうなっているのか。 

３ 東京オリンピックに向けた選手の育成強化について、指定選手への助成として、２，

５１４万３，０００円が平成２９年度に計上されている。強化指定選手は選考委員会で

選考されて６０名ということで聞いているが、その内容について伺う。また、スポーツ

科学による支援をどこで行ったのか。 
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共助社会づくり課長 

１ 具体的な内容としては、それぞれの団体が通院や買い物などの外出支援、部屋の掃除・

模様替え、庭の手入れ、ごみの梱包などをボランティアとしてやっているものである。

実績としては、全市町村合わせた利用時間が１０万８，４１８時間である。県職員の参

加については、副知事をトップとして共助の取組を広げていこうという庁内会議を設け

ている。職員についても、人事課の方でも「職員みんなで地域活動」という事業を実施

し、共助の取組についても研修を行っており、「ちいきデビューひっぱりガールズ」も

研修講師を務めた。また、共助社会づくり課の職員は、一人一人が共助の取組を行うと

いう宣言を年度の始めに行い、庁内の廊下に張り出すなどもしている。県庁職員の何人

が地域活動をやっているかは、当課では把握していない。 

 

青少年課長 

２ 実績は、農作業やボランティア体験などの社会体験が小中学生で延べ２０３人日、就

業体験が延べ５０人日、学び直し体験が延べ８人日となっている。成果としては、「あ

いさつができるようになった」、「遅刻が少なくなった」などの生活習慣の改善がある。

また、学習支援については、もう一度勉強しようという意欲が湧いたなどの効果があっ

た。全般的に学校とは違う場所に信頼できる大人や相談できる居場所があることが重要

だと実感している。 

 

スポーツ振興課長 

３ 「競技力の向上」のオリンピックを目指す選手への支援については、企業等からの支

援が受けられていない、オリンピックの出場が期待できる選手を選考している。その対

象として、海外や国内の遠征費などについて助成をしている。また、スポーツ科学の支

援については、所沢市にある早稲田大学と連携して支援をしている。 

 

松坂委員 

１ オリンピックに向けた選手強化については６０名ということであるが、この人数でよ

いのか。助成額は１人４０万円ということであるが、もう一度確認させてもらいたい。 

２ 県庁職員の共助の取組に課題があるとしたら何か。 

３ セカンドチャンスの場づくり事業は新規事業だがもっと普及していると思っていた。

課題は何か。 

 

スポーツ振興課長 

１ 選手６０名については、競技団体から推薦された方を、専門家の意見を伺いながら決

定したものであり、適正な人数であると考えている。 

 

共助社会づくり課長 

２ 県庁職員に限らず、地域活動の不参加の理由として、「仕事や子育てなどで忙しくて時

間がない」「きっかけがない」「興味がない」というのが主な理由である。県民の不参加

理由がこのような状況なので、県庁職員に関しても同様だと考える。ちょっとした時間

でも効率よく地域活動に貢献していくことが必要だということを、人事当局と協議をし

ながら周知に努めていきたい。 
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青少年課長 

３ 昨年度は、初年度で周知が不十分だった。今年度は警察に加えて児童養護施設や若者

支援をしているＮＰＯなどに周知して利用を促している。 

 

小林委員 

 歳入歳出決算事項別明細書説明調書１１３ページの「歳出」の第２款の第３項の第５目

「国際交流費」について伺う。国際交流というと、県単独でやるというよりは、公益財団

法人埼玉県国際交流協会との絡みがこの事業の中にあるのか。あるとすれば、その決算額

はどの程度になっているのか。 

 

国際課長 

 埼玉県国際交流協会と連携し、この国際交流事業を行っている。具体的には、歳入歳出

決算事項別明細書説明調書１１３ページで言えば、グローバル人材育成事業に関して、グ

ローバル人材育成センター埼玉の運営を国際交流協会に委託している。また、外国人総合

相談センター埼玉も、同じく協会の方に委託しており、金額については、グローバル人材

育成事業で約４，０００万円、外国人総合相談センター埼玉で約１，５００万円の委託を

しているところである。 

 

小林委員 

 今の話では、２本合わせて５，５００万円程度となるが、平成２９年度の国際交流協会

の決算というか、収支報告を拝見すると、委託料だけで６，８００万円ある。この委託料

というのは、ほぼ県から委託しているものだと思うがどうか。 

 

国際課長 

 基本的に、ほぼ県からの委託事業が協会の委託費になっていると認識している。 

 

小林委員 

 今出ているのはあくまでも大雑把な数字で、その他の事業も、たぶんプロパー職員でや

りつつも、国際交流協会の協力を得ながら進めているものもあるのではないかと考える。

あえてここでは伺わないが、今回のような決算書では、この事業が全て国際課のプロパー

の中で消化されているようにしか見えない。委託しているのであればまず委託料として決

算書に載せるべきではないか。その方が、委員としてもこの部分を議論しやすいと思うが

どうか。 

 

国際課長 

 決算書のまとめ方のルールとしてこのような形になっている。委員の御指摘のとおり、

どこが委託か分からない部分もあるかと思うので、例えば説明でその部分を補っていきた

い。 

 

小林委員 

 県のルールもあろうかと思うが、どうも国際交流協会との関連の中で、受け取り方の問

題だと思うが、よく分からないが隠したいことがあるのか、妙にグレーであるというよう

な変な雰囲気がある。これからオリンピック・パラリンピックを控える中で、国際交流協

会に対する依存度が高くなってくるものと思う。平成２９年度の状況を見ていると、理事
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長が非常勤である。ボランティアを募集したり、通訳を確保するのにも活躍してもらうこ

とになる。非常勤の理事長で、また、県から派遣している職員が３人しかいない中でしっ

かりやれるとは思えないが、どう考えているのか。 

 

国際課長 

 来年のラグビーワールドカップ、再来年の東京オリンピック・パラリンピックにより、

訪日する観光客が増えることが予想される。また国においても新たな在留資格制度につい

て検討しており、来年度以降、外国人労働者が増えていくことも確実に予想されるところ

である。その中で埼玉県国際交流協会は、県全域を対象とした団体として力を発揮してい

ただきたいと考えている。今後もしっかりと連携して国際施策に力を入れていきたい。 

 

江原委員 

１ 行政報告書７０ページの（１）の「ウ 知事への提言」について伺う。知事への提言

は、建設的な提案だけではなく様々な意見が寄せられていると思うが、知事は全てに返

事をしているのか。また、県政への反映を進めているとのことだが広聴と広報の連動と

いう点ではどうか。 

２ 行政報告書９８ページの「（３）生涯を通じた交通安全教育の推進」に記載されている

交通安全教育について伺う。交通安全教育の中で「交通安全シルバーリーダー」という

のと「交通安全まなび隊」というのがあり、これは両方とも交通安全教育をすることと

なっているが、具体的な内容は違うものなのか同じものなのか、シルバーリーダーは高

齢者を委嘱するとなっているが、そもそも何を経てなるのか。また、シルバーリーダー

は１１６人、まなび隊は１２３人となっているが、この数は増えているのか、そのまま

ずっと行っているのか。 

３ 行政報告書９８ページの「（５）の交通事故被害者の救済」について、交通事故相談所

において２，９４５件の相談を処理したとあるが、この件数は傾向として増えているの

か減っているのか、電話と面談と二つあると思うが、内訳はどのようになっているのか。 

 

広聴広報課長 

１ 知事は全ての提言に目を通しており、平成２９年度に知事が返信した割合は約３５パ

ーセントである。同じ人から同じ内容が繰り返し寄せられている場合には返事をしてい

ない。また、知事からの返事へのお礼などについても返事はしていない。また、広聴と

広報の連動についてであるが、平成２９年度にヘルプマークの導入、普及について「知

事への提言」があり、平成３０年度の彩の国だよりでヘルプマークの広報を行った。広

聴と広報の連動につながっていると思っている。 

 

参事兼防犯・交通安全課長 

２ シルバーリーダーは高齢者に特化した交通安全教育を行っている。交通安全まなび隊

は高齢者のほか、子供、幼稚園や小学生を対象に含んでいる。実際には子供を対象とし

たものが多く、対象による区分けとなる。シルバーリーダーになる際に研修を経ている

かについては、そのための研修はないが、いずれも年１回研修を実施して新しい情報な

どを提供している。また、シルバーリーダー、まなび隊の増減であるが、辞める方、新

たに就任される方がおり、人員的には横ばいである。 

３ 交通事故相談の件数であるが、平成２６年は３，３５２件、平成２７年は３，３２８

件、平成２８年は２，９２９件、平成２９年は２，９４５件であったので、大体横ばい
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で推移している。延べ数のため、一人が何回も相談するということもある。ほとんどが

電話相談である。 

 

江原委員 

 シルバーリーダーとまなび隊で、学ぶ内容の違いはどうなのか。 

 

参事兼防犯・交通安全課長 

 高齢者に対する教養内容は、現在の高齢者の状況や高齢者の特性といったもので、シル

バーリーダーもまなび隊も同様の内容となる。 

 

江原委員 

 まなび隊は幼稚園や学校の子供を対象にしたものが多いということであるが、シルバー

リーダーとまなび隊が別々に活動する意味はあるのか。教育の主体を別に分ける意味はあ

るのか。シルバーリーダー自身が高齢者ということであるが、規模感的に別々にする意味、

分けた方がいい理由を伺う。 

 

参事兼防犯・交通安全課長 

 シルバーリーダーは自治会を中心に活動していただいている。まなび隊は全県下のいろ

いろな方々の要望に基づき派遣し、幅広く小学校や幼稚園などで交通安全教室を実施して

いる。 

 

諸井委員 

１ 行政報告書６７ページの「１０ ラグビーワールドカップ２０１９の開催準備」にあ

るように、ラグビーワールドカップが県内で開催されることを認知している県民の割合

が、平成２９年度の段階では３６パーセントとかなり低い。そういう中で４億７，７０

０万円使って、いろいろと努力されていることは理解している。新しく良いスタジアム

ができたものの、熊谷以外の方に認知が広がらないことに関して、どのように受け止め

ているのか。平成２９年度の事業によって３６．２パーセントという数字がどの程度ま

でいったと感じているのか。 

２ 行政報告書８４ページの「（８）いじめ問題対策の推進」について伺う。いじめ問題の

取組について、会議やいじめ撲滅キャンペーンなど実施しているとのことであるが、い

じめが減少しているとは感じられない。教育局に質問した方がいいかもしれないが、具

体的にどのようなことをやっていて、どう効果が出ているのか。 

３ 行政報告書９２ページの（１）の「ウ 男女共同参画に関する苦情の処理」にある苦

情処理１件の内容と予算について伺う。また、実績がない年もあることを考えると、こ

のような体制は要らないのではないか。 

 

ラグビーワールドカップ２０１９大会課長 

１ まず、決算額について４億７，７００万円という非常に大きい数字が出ているが、こ

のうちの３億７，４００万円は宝くじを発行したお金を１００パーセント組織委員会に

拠出するものである。さらに、５，０００万円については、開催都市分担金というもの

を組織委員会に求められており、実質的な事業費は県として４，２００万円。熊谷市も

同じ４，２００万円を出しており事業費としては８，４００万円になる。認知度３６．

２パーセントについて、内容を分析すると、県北部地域では６９．９パーセントと非常
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に高いが、逆に県南部では２５パーセント、県南西部では２６パーセントと非常に低い

状況になっている。我々としては県北地域の盛り上がりを全県にしっかりと波及させる

ために、県内全域でのイベントに出向きいろいろとＰＲさせていただいている。また日

本代表戦のパブリックビューイングも熊谷だけでやるのではなく、昨年は越谷やさいた

ま市といった別の地域でやることで盛り上げたいと思っている。彩の国だよりでも、隔

月で広報しているが、直近ではラグビー場ができた関係で、これから応援していきたい

という反響が８０通ほどあるなど、少しずつ認知度が上がってくると考えている。 

 

青少年課長 

２ いじめに関しては、教育局において教職員の資質向上や、相談窓口の周知、社会的な

認知を深めるためのキャンペーンなどを実施している。平成２９年度の県内のいじめの

認知件数は１万２，９２４件と増加しており、前年度との比較では３，０００件以上増

加しているが、重要なのは早期に発見して対策を講じることであり、認知件数の増加は

早期発見の証として前向きに捉えている。いじめというものは子供が集まれば生じるも

のであるが、平成２９年度のいじめ解消率は８２．２パーセントとなっており、今後も

いじめ対策に力を入れていきたい。 

 

男女共同参画課長 

３ 内容は県の施策に関するものとなっており、育児短時間勤務制度について、県教育委

員会から市町村教育委員会に対し、申請者が必ず制度を利用できるよう措置を講じても

らいたいというものだった。平成２８年度に申し出があり、平成２９年８月に育児短時

間勤務制度を利用しやすくするためにマニュアルの作成及びその入手環境の整備、相談

窓口の設置、管理職への十分な研修の実施などを県教委から市町村教委へ指導監督を行

っていただくことを助言した。平成３０年５月に小中学校人事課長から助言への対応結

果について報告を受けており、苦情処理委員の合議の場でその内容を報告している。予

算は、平成２９年度が１２１万６，０００円、報酬及び事務費である。委員は報酬日額

２万９，８００円、会合がなかった場合は支払っておらず不用額となっている。最近の

女性の権利侵害に関する各種ハラスメント事案が多い状況を見ると、今後も申し出が予

想されるため、対応できる体制を整えておきたい。また、市町村でも苦情処理機関が充

実してきているため、県への申し出が上がってこないという状況もある。 

 

諸井委員 

１ ラグビーワールドカップに向けたＰＲについて、アイドルなどを使った広報もきっか

けにはなるが、結局はラグビーに県民が興味を持つには至らないのではないか。ラグビ

ーが好きになる、興味を持ってもらうよう工夫してもらわないと、認知度も上がってい

かないのではないかと考える。（意見） 

２ 男女共同参画に関する苦情処理機関について、ないよりはあるに越したことはないが、

いきなり苦情処理に訴える人は多くないのではないか。その他に相談するところは充実

していると思うが、ほかに行っている相談・苦情が多いのではないか。 

 

男女共同参画課長 

２ 過去の事案を一般化して申し上げると、申出のあった方については、既に色々な相談

機関に相談しているが満足な結果が得られないので苦情処理機関で調査をしてほしい

とのケースが多い。他の相談機関も利用していただき、その中で疑問に思った場合など
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にこちらの制度を利用できるよう選択肢としてあってよいと考える。 

 

高木委員 

１ 行政報告書６５ページの「３ 共助社会づくりの推進」に関して、５か年計画におけ

る指標が出ているが、実績値が下がっている理由をどう分析しているか。また、「地域

デビュー楽しみ隊」及び「ちいきデビューひっぱりガールズ」の決算額を教えてほしい。

こうした活動を県民が取り組んでいくきっかけとして、もちろん広域的な活動もあるが、

本来、市町村のきめ細かい声掛けにより地域活動につなげて参加者を増やしていくとい

うのが最も効果的であると思う。先ほどの機運醸成との話があったが、既に国全体でも

取り組んでおり、どれだけの効果があるのか。狙いをどこに置いているのか、機運醸成

以外にあれば教えてほしい。 

２ 行政報告書６７ページの「９ スポーツの振興」について５か年の指標が出ているが、

こちらも実績値が下がっている。報告によると、各種事業はいろいろ取り組まれている

が、下がってしまっている。どのあたりを原因と考え、どんな取組を強化しようと考え

ているのか。 

３ 行政報告書７７ページの（１）の「イ 同和問題の解決」について伺う。平成２８年

１２月定例会で田並県議から「身元調査を取締まる法律がない。罰則のある規制条例の

制定を」との一般質問をしたところ、県民生活部長から「前向きに検討する」との答弁

を得た。しかし、まだ条例が作られていない。平成２９年度はどのような検討をしたの

か。大阪、香川、徳島、福岡、熊本など５県においては条例が制定されている。条例制

定は困難でないと考えるがどうか。 

４ 行政報告書９４ページの「（５）婦人保護事業の実施」の要保護女子の転落防止につい

て、転落という言葉はなじみがない。この事業はどのように転落の定義をした上で進め

ているのか。法律上の言葉か。男子の場合は転落とはあまり言わないがどうか。 

 

共助社会づくり課長 

１ 県政世論調査の中で不参加の理由としては、「仕事や子育てなどで忙しくて時間がない」

「きっかけがない」「興味がない」という順位になっている。そのために、平成２８年

度からアクティブシニアが社会参加できるようなきっかけづくりや興味を持ってもら

うための事業を実施している市町村に助成して、直接働き掛けをしてもらっている。ま

た、分析については、県政世論調査では６０歳以上の方の地域活動ということになって

おり、最近はシニアで働き続けている方が増えている。こうしたことも理由の一つかと

思う。今後は「短時間でも地域活動はできる」との働き掛けを行っていく。「地域デビ

ュー楽しみ隊」及び「ちいきデビューひっぱりガールズ」の決算額は１，０６３万５６

３円である。県や市町村でも働き掛けを行っているが、地域デビュー楽しみ隊は、実際

に地域デビューした実践者が、自分がどうやってデビューしたかということを、県民目

線でＰＲしていくということで結成している。ひっぱりガールズも、ご家族から退職さ

れて家にいるシニアの方などに地域デビューの働き掛けをしていこうという趣旨で結

成している。先日、林家たい平氏がＮＨＫに出演し、地域デビュー楽しみ隊の隊長をや

っているとの話をされた。その翌日には楽しみ隊に入りたいとのお問合わせもいただい

たところである。やはりＴＶやラジオで取り上げられて、広がっていくことは効果があ

ると考えている。 

 

 



 

- 77 - 

スポーツ振興課長 

２ 週１回以上スポーツをする県民の割合は、平成２８年度に比べ２．７ポイント低下し

ている。平成２９年度に低下した理由については、平成２８年度にはオリンピックがあ

り、日本のアスリート、郷土埼玉のアスリートが大きく活躍することでスポーツへの関

心が高まったということがある。一方で平成２９年度は大きな大会がなかったことが、

一つの原因かと思っている。今後については、今申し上げたように、郷土埼玉のアスリ

ートをしっかり支援することが重要かと考えている。また、３０代、４０代のスポーツ

参画人口が低いことから、そうした方々への取組をしっかり行っていくべきだと考えて

いる。 

 

人権推進課長 

３ 罰則のある規制条例を制定するには、刑罰を科す行為と科さない行為を明確にするた

め、いわゆる構成要件を定める必要がある。しかし、誰が、どこで、どのように、何を

したなどの構成要件を定めることは、同和地区あるいは部落差別の定義、憲法や他法令

との整合性から課題がある。同和対策に係る特別法が平成１４年３月に失効している状

況で、「同和地区」や「部落差別」を明確に定義することはできない。また、条例で「同

和地区」等の用語を厳密に定義することは、第三者にもわかるように明確にすることで

あり、このことは県が差別を助長してしまうおそれがあることから、大きな課題である。

さらに、県民や事業者の活動を条例により規制することは、憲法上の様々な自由に深く

関わりがあり、定義などが明確でない刑罰法規は憲法違反となる可能性がある。このた

め、罰則のある規制条例の制定は困難と判断した。 

 

男女共同参画課長 

４ 売春防止法に基づく女性の保護について使われている用語である。同法制定から年数

がかなり経っている。国でも法改正や婦人保護の在り方について検討委員会を立ち上げ

検討をしているところであり、その動向を見ながら考えていきたい。ただ、転落という

言葉は誤解を呼ぶこともあり、権利擁護をうたっておきながらどうかという点もあるた

め、来年度からこういった用語は使わないよう改めたい。 

 

高木委員 

１ 地域活動に参加しない理由は分かったが、その理由に対し、これをやれば効果が上が

ると思って実施したことが、結果的に効果がなかったということではないのか。 

２ 同和問題の解決について、規制条例の制定を検討したところ、困難であったことは理

解した。しかし、既に５県で条例が制定されている。できないことはないと考えるがど

うか。 

 

共助社会づくり課長 

１ 結果的に数値は下がっているとのことであるが、平成２８年度にアクティブシニアの

社会参加支援事業を始めた。また、地域デビュー楽しみ隊やひっぱりガールズは平成２

９年８月に立ち上げたばかりで、すぐには数値に反映はできないと考えている。分析は

きちんと行っているので、今後もこの事業を活発に実施して、いろいろと取り組んでい

きたい。 
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人権推進課長 

２ 他県の条例は特別措置法失効以前に制定されている。大阪府は昭和６０年に、ほかの

４県は平成７年、８年である。大阪府では条例の適用された事例が２件あったが、近年

での適用実績はないと聞いている。 

 

石川委員 

１ 高齢者への思いやり運転について伺う。高齢者の歩行者や自転車がいた場合ハンドル

を握る方が思いやりをもって運転をしようという呼び掛けについて、「高齢者を交通事

故から守る県民運動２０１７」を行っているが、具体的に平成２９年度にどのようなこ

とを行ったのか。また、「減らそう犯罪の日」における県内一斉パトロールの実施に伴

い、県では市町村に自主防犯活動団体に対する実施呼び掛け依頼の通知を出していると

思うが、その方法は県から市に呼び掛け、市が自主防犯活動団体にパトロールの実施を

お願いしているということでよいか。ある団体の方については、県から市への通知が遅

く、困ったとの話があるが、実際はどうであったのかも含めて伺う。 

２ 行政報告書８３ページの「（２）青少年夢のかけはし事業の実施」については、１万３，

２５７人が応募し２，０２４人が参加したとのことであるが、定員は何人か。人気のあ

る教室とそうでもない教室があると思うがその状況はどうなっているのか。また、企業

の負担が大きいと言うが、人気の職種の企業へのアプローチを予算編成の時期にどう検

討したのか。さらに、委託料約４７４万円とあるが、全額企業への委託費なのか。 

 

参事兼防犯・交通安全課長 

１ 思いやり運転の呼び掛けについては、通常のＡ４のチラシではなかなか受け取っても

らえないということもあり、車の形をかたどって二つ折りとし、大きさも受け取っても

らいやすい形の特別なものを作成した。５万枚を作成し、各種キャンペーンの機会に配

布した。今年度も作成して配布し、高齢者に対する交通事故防止を図っていきたい。ま

た、県内一斉パトロールについては、県から市に通知し、市から自主防犯活動団体の方

に協力を依頼している。県として自主防犯活動団体の方への連絡が遅れていたことは知

らなかったが、今後、よりパトロールに参加しやすいよう、早めの対応を図っていきた

い。 

 

青少年課長 

２ 定員は２，３０４人である。２，０２４人が参加しているが、なるべく欠席の際は連

絡を早くいただき、速やかにその穴を埋めている。教室によっては２倍程度のものから、

中には３０倍を超すものもある。例えば、和菓子づくり体験で３３倍といった状況であ

る。なお、講師については、これまであったスポーツ選手などの職業を、ＡＩ時代に対

応したロボット工学の研究者などの職業に変更し、協力いただいている。さらに、費用

は委託ではなく、具体的には材料費や会場費、アシスタントの人件費などである。 

 

石川委員 

１ 思いやり運転について、ハンドルを握る機会が増える教習所や高校、大学へのアプロ

ーチはなかったのか。 

２ 夢のかけはし事業について、予算は教材費などに充てているとのことであるが、例え

ば企業への協力費を出すことについて検討はなかったのか。定員２，３０４人に対し応

募が１万３，２５７人とのことであるが、１万人以上が漏れているのは異常であり、す
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ぐにでも見直しが必要だと思うが、どう考えるか。 

 

参事兼防犯交通・安全課長 

１ 教習所など幅広い場所で配布できるよう、今後も多くの場所、多くの機会で広報して

いきたいと考えている。 

 

青少年課長 

２ 経費については、企業のアシスタント代や会場費、材料費、広報費などを出している。

負担というのは、企業の社員が会場に行くなど運営の負担が大変だと聞いており、費用

的に不足しているということはない。 

 

石川委員 

 青少年夢のかけはし事業についてもう一度伺う。何年も競争率が高い状況が続いている

が、企業へのアプローチについて詳細な検討を行わなかったのか。 

 

青少年課長 

 企業の分野を増やすというところでの検討を行い、ＡＩ時代に向けたものとした。ただ、

参加人数の枠については、企業の負担もありこのような状況になっている。 
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平成３０年１０月・１１月閉会中 決算特別委員会における説明者、発言 

（平成３０年１１月１日（木）危機管理防災部関係） 

 

【説明者】 

槍田義之危機管理防災部長、森尾博之危機管理防災部副部長、目良聡危機管理課長、 

鶴見恒消防防災課長、鈴木郁夫化学保安課長、普家俊哉危機管理課危機対策幹 

 

【発言】 

浅井委員 

１ 行政報告１０５ページ「（３）防災学習センターの展示リニューアル及び管理運営」

について、リニューアルに当たりどのようなＰＲを行ったか。また成果は今年度の来館

者数にどのように反映されているか。 

２ 行政報告１０６ページの（１）の「ア トップフォーラム」について、今年は大規模

災害が広範囲に多発し、改めて災害時におけるトップの役割の重要さが感じられた。よ

り多くの市町村長に出席を呼び掛けるべきと考えるが、参加状況と開催の成果はどうか。 

３ 行政報告１１２ページの「（６）消防団の活性化」について、消防団員数が年々減っ

ていることについての分析及び消防団員充足率の減少の原因について伺う。また、学生、

女性以外への働き掛けを行ったことがあるか。例えば、地元企業に働き掛けを行ったの

か。 

 

危機管理課長 

１ 昨年１２月からの休館期間中には、愛称募集を行って知名度の向上を図るとともに、

スタッフが県内各地に出向きイベントを実施してリニューアルの周知を図ってきた。ま

た鴻巣駅に電子看板を設置して幅広くＰＲを行っている。今年度の来場者数は９月末現

在３万８，６０２名で前年度比２２パーセントの増と順調に進んでいるが、リニューア

ル効果が一巡しているところなので、イベントの充実やＰＲの一層の拡充に努めていく。 

２ 参加市町村が５３、市町村長本人の出席は２５名であった。トップの方に、日頃から

災害をイメージして、どうすれば住民を守ることができるかを考える機会を提供するこ

とで、それぞれの市町村の防災対策に生かされていくものと考えている。 

 

消防防災課長 

３ 消防団員の減少は、団員の生活様式の変化や高齢化に伴うものである。また、消防団

員充足率の減少の原因は２つあり、一つは、先ほど説明した実員数の減少である。もう

一つは、条例定数の増加である。女性や学生など多様な人材を確保するために、一部の

活動だけを行う機能別消防団員を導入しているところが増えているが、従来の条例定数

に加えて機能別消防団員の定数を定めるのが一般的であることから、実数と定数が両方

増えるため、充足率が減少する。なお、地元企業への働き掛けについては、消防団協力

事業所表示制度を県で推進している。６月には経済団体、１０月には埼玉県建設産業団

体連合会に部長が訪問して、消防団への応援、協力を依頼している。 

 

浅井委員 

 県内の企業の中には地域貢献希望があるところが多いという認識であり、消防団加入を

お願いするのに遠慮はいらない。企業への働き掛けを今後どう行っていくのか。 
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消防防災課長 

 消防団協力事業所表示制度への協力とともに、消防団員の加入を依頼していきたい。 

 

石川委員 

１ 防災学習センターについて、地震体験車の平成２９年度の貸出し状況はどうか。 

２ 消防団応援の店の店舗数の増減はどうか。 

 

危機管理課長 

１ 貸出し回数は８４件で、９，６６９名の方に体験いただいた。 

 

消防防災課長 

２ １６２店舗増加し、現在は２，６６２店舗である。 

 

石川委員 

１ 地震体験車については、貸出しを申し込んでも人気のため断られる状況もあると聞い

ているが、平成２９年度の状況はどうか。 

２ 消防団応援の店について、店員に周知しているのか。 

 

危機管理課長 

１ 防災月間や週末など利用希望が重複するときには、半年前に抽選を行っていると聞い

ている。平日及び１月、３月、４月は比較的空いているので、この時期に利用いただけ

るとありがたい。 

消防防災課長 

２ 最初に登録していただく際に、消防団員カードを提示したときにサービスを提供して

いただくよう、店舗にお願いしている。 

 

石川委員 

 消防団応援の店の店員向けに、サービスの内容などの周知を依頼しているのか。 

 

消防防災課長 

 新規登録時に、消防団応援の店のサービスを店員に周知する旨、店舗に依頼している。

ただし、チェーン店のように規模が大きい店舗については、独自クーポンを消防団員に配

布する場合もある。 

 

宇田川委員 

１ 行政報告１０５ページの「（４）地域防災計画に基づく事業の推進」について、平成

２９年度に県地域防災計画のブラッシュアップを行ったか。防災拠点校はかなり偏在し

ており、平成１２年から増えていないが疑問視したのか。 

２ 行政報告１０８ページの「（５）災害オペレーション支援システムの管理・運用」に

ついて、２２９人が操作研修を受けたとなっているがこれで十分と考えているか。 

 

消防防災課長 

１ 平成２９年度は熊本地震や九州北部豪雨などの対応の検証を継続して行っており、地

域防災計画の見直しは行わなかった。なお、防災拠点校は平成１２年度から増えていな
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い。選定を行った教育局に確認したところ、地盤や施設の古さなどを勘案して選定した

とのことだった。状況が変わっている可能性もあるので、地域防災計画見直しの際には

教育局と連携して検討していきたい。 

２ 研修後に、受講者が各所属で操作研修を行っている。また、システムには自主的に訓

練できる機能もあり、十分な研修が行えていると考えている。 

 

宇田川委員 

 危機管理防災部として、防災拠点校の偏在をどう考えているのかを聞いている。教育局

や都市整備部にもまたがる中で、どうきちんと一本化するのか、連携が取れているのかと

いうことである。地図を見て率直にどう思ったのか。 

 

消防防災課長 

 地図だけを見ると比較的東側にもあるように見えるが、江戸川沿いにはない。防災拠点

校は備蓄機能も兼ねており、他の備蓄拠点もあるので全体的な状況を見渡した上で防災拠

点校についても考えていきたい。 

 

宇田川委員 

 防災拠点校がない市町村もある。市町村は防災拠点を作らないといけない。平成２９年

度は、どこに疑問点があったのかを県として整理してもらいたい趣旨で質問しているが、

どうか。 

 

消防防災課長 

 地域防災計画はあらゆる視点から見直す必要がある。この件についても検討したい。 

 

松坂委員 

１ 九都県市合同防災訓練や埼玉県特別機動援助隊合同訓練に期待されている効果は何か。 

２ 避難行動要支援者に対する個別計画策定に当たり、課題は何か。 

 

消防防災課長 

１ 九都県市合同防災訓練は、防災関係機関との協力の円滑化、自助共助の意識高揚と知

識の向上、県、市、災害時応援協定事業者との相互連携、災害対応能力の向上を目的と

している。埼玉県特別機動援助隊合同訓練、いわゆる埼玉スマートは、県内１１消防本

部の救助隊、航空隊、医療の連携強化を期待している。 

２ 避難支援ができないと責任が生じるとの誤解から、自治会、民生委員等地元から避難

支援の御協力が得られにくいことや支援者側の高齢化が進んでいるといった課題があ

ると伺っているが、今後も市町村や福祉部と連携しながら計画策定を進めていく。 

 

松坂委員 

 九都県市に２，０００万円、スマートに１，０００万円かかっている。市町村も住民の

防災意識の向上のためのＰＲを実施している。県はこうした取組を支援してはどうか。訓

練はそろそろ当初の目的を達成しているのではないか。 

 

消防防災課長 

 九都県市合同防災訓練では、自衛隊、警察、消防が一堂に会して公助の訓練を中心に行
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ってきた。それは大規模災害時、災害救助法を適用した場合に先頭に立つのは知事だから

である。自衛隊の災害派遣を要請するのは知事であり、応援部隊をどこに回すかは県で決

定する。その最前線に立つ、公助の要の自衛隊、警察、消防が年に１回、災害時に備えて

大規模な実動訓練を行うことが九都県市合同防災訓練の核心部分であり、公助の実力を県

民、国民に示すことも意味があると考える。毎年度、各市町村の特徴を生かし、被害想定

や訓練内容を変えているが、意義が伝わるよう更に工夫していく。また、埼玉スマートは

１１消防本部と１８病院の連携を強化するものである。それぞれの知識と技術を相互に教

育した上で最後に合同訓練を実施している。 

 

柿沼委員 

１ 昼間大学に来ている学生は地域にとって大きな戦力と思う。県内大学に対して消防団

員の加入についてどのように働き掛けを行ったのか。また、女性に対しての働き掛けを

どのように行ったのか。 

２ 資料１９「埼玉県消防広域化推進計画に基づく広域化の進捗状況」の２ページの「消

防広域化のメリット・デメリットについて」を見ると、多くのメリットが記載されてお

り、消防の広域化は是非推進すべきである。そのためには、県がもっとリーダーシップ

を発揮して積極的に取りまとめに動くべきではないか。資料１３「消防車両並びに消防

職員の充足率」を見ると、各種の消防車両が１００パーセント充足している市、消防本

部・局はほとんどなく、協力し合う必要があることは明白である。このような状況を踏

まえ、県は平成２９年度においてどのような積極的な働き掛けを行ったのか伺う。 

３ 資料１８「平成２９年埼玉県の救急搬送状況について」について伺う。救急搬送にお

いて現場滞在時間が長かった事例は、どういう原因であったのか。 

 

消防防災課長 

１ 平成２９年度は、坂戸市で４０人、加須市で１０人、平成３０年４月１日には越谷市

で１７人の学生消防団員が入団した。学生団員の確保策に関しては、大学に対して協力

要請を行うとともに、市町村に条例改正を含め、機能別消防団員の制度を導入してもら

わなければならないため、大学及び市町村双方に協力依頼しているところである。女性

消防団員については、平成２９年度は県内４か所で、１１月１日埼玉県女性消防団員の

日に合わせた県下一斉ＰＲを行った。 

２ 県としては、市町村や消防本部を訪問して地域の状況について情報交換を実施してい

る。特に、消防担当者と課題やメリットを整理して報告書を作成している。平成２９年

度は川口市・戸田市・蕨市と実施した。 

３ 現場滞在時間が２時間２８分の事例だが、６４歳男性が数日前に自宅で転倒し、両下

肢の運動麻痺、感覚障害を呈した。その後症状が悪化し歩行不能となり、救急搬送に至

ったものである。時間がかかったのは日曜であったこと、また、傷病程度から脊髄損傷

の疑いがあり、専門性が高かったことが原因と聞いている。傷病者のその後については

把握していない。 

 

高木委員 

１ 行政報告書１０１ページの「１ 大規模災害への備えと対応」に、５か年計画の指標

が２つあり実績値が平成２８年度末となっているが、平成２９年度決算の報告なのに前

年度の実績値となっているのはなぜか。平成２９年度の見込みが分かれば伺いたい。 

２ 自主防災組織の組織率については、どういった地域がまだ組織化されていないのか。
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組織化されない理由はどのようなものかといった課題はあるのか。 

３ 防災拠点となる公共施設の耐震化率については、どのような施設やどのような市町村

に課題があるのか。 

４ 派遣された職員の被災地での経験をどのように生かしているのか。 

５ 備蓄物資はどのような基準で品目と数量を定めているのか。市町村を補完する立場で

あれば、アレルギー対応食や段ボールベッドなどの備蓄も進めるべきではないか。 

 

危機管理課長 

１ 消防庁の統計であり、例年１２月に公表される。埼玉県の平成２９年度末の数字は、

自主防災組織の組織率９０．４パーセント、防災拠点となる公共施設の耐震化率９５．

５パーセントである。 

２ 今年度、取組が遅れている市町村から聴取したところでは、農村部を中心に危機意識

が低い、消防団が充足しており自主防災組織の必要性を感じない、市町村職員の人手が

足りないといった課題があった。県として支援ができるように取り組んでいく。 

３ 平成２９年度末時点で県施設は９９．７パーセントであり、平成３１年度までに１０

０パーセントになる見込みである。一方、市町村施設は９４．９パーセントであり、教

育施設は高いが、公民館などの取組が遅れていて、市町村に有利な起債制度などを紹介

している。 

４ 派遣職員の活動結果をホームページで公表している。 

 

消防防災課長 

４ 熊本地震では、被災市町村の災害対応、避難所の運営、支援物資の輸送、他の自治体

からの応援受援体制等多くの課題が浮かび上がったので、副部長級による庁内検証会を

設置し対応策の検討を行った。この成果を、地域防災計画に生かしていきたい。 

５ 過去の災害を踏まえて品目の見直しを進めている。新潟県中越地震以降は、小麦アレ

ルギーや高齢者等に配慮して小麦系食料から米系食料の割合を増やした。熊本地震後は、

車中泊対策として弾性ストッキングの備蓄を進めている。段ボールベッドや段ボール間

仕切りについては、しけってしまうなど備蓄になじまないため、東日本ダンボール工業

組合と協定を締結して、流通備蓄として調達を図ることとしている。 

 

新井委員 

 行政報告書１１０ページの「消防の広域化の推進」について、平成２９年度は働き掛け

を進めていることは分かった。進めたいのに進まないという認識でよろしいか。 

 

消防防災課長 

 そのとおりである。 

 

新井委員 

 資料によるとデメリットはないとのことだが、進んでいないのは何か問題があるからで

はないのか。上尾市や伊奈町への訪問のほか、広域化の検討会も実施しているとのことだ

が、その中でどのような課題や問題があったのか。 

 

消防防災課長 

 地方交付税の算定基礎には、消防費の目安がある。この水準からみて消防費をかなり低
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めに抑えてきた市町村では、広域化する相手に合わせ消防への負担を増やす必要があり、

これが難しいのではないか。また、消防団との関係が希薄になってしまう、地元から災害

時の拠点がなくなってしまう、といったことが挙げられる。 

 

新井委員 

 課題を検討して、問題を取り除いてはどうか。部内で議論されたのか。 

 

消防防災課長 

 課題を整理して検討していく。 

 

柳下委員 

１ 私の住んでいる所沢市は既に広域化済みだが、弊害を強く感じている。普通なら起こ

らないことが起きている。ビルの火災で上ではなく、下に水を入れてしまった。到着時

間も遅くなった。消防は地域に密着することで役に立つ。広域化が思うように進まない

のは、地域住民が問題があると感じるからではないのか。認識を聞かせてほしい。 

２ 消防職員の充足率は、全県平均で８２．７パーセントとのことだが、本来は１００パ

ーセントを超えていなければならないものである。昨年度の取組と今後の見通しはどう

か。 

３ 東日本大震災への支援について、民間賃貸住宅の借り上げ状況の推移、県営住宅入居

人数はどうなっているか。 

４ ヘリの有料化後の救助件数は何件か。遭難などの抑制効果はあったか。 

 

消防防災課長 

１ その事故については、市議会の議事録によると、職員が慣れていなかったのが原因で

はなく、確認不足やヒューマンエラーが原因で、こうしたことがないように全力で取り

組むとしている。広域化によって、市境への到着時間も６分から５分に短縮された。広

域化前は救急車が出払ってしまうことがあったが、広域化後はそのような状況はなくな

った。火災時の第一出動も５台だったものが９台となり、初動体制の強化が図られた等、

広域化の効果は大きい。 

２ 埼玉県の充足率は、東京、神奈川に次いで全国第３位である。この充足率はあくまで

も目標であり、定数とは全く異なるものである。定数は市町村が条例で別に定めるもの

であり、充足率が８２．７パーセントだからといって問題があるものではない。 

３ 民間賃貸住宅の借り上げは、県内市町村合計で平成２４年度末に９２２戸、平成２８

年度末３７０戸、平成２９年度末２０３戸となっている状況である。県営住宅について

は、平成２９年度末に１９世帯３９人となっている。 

４ 防災ヘリについては、１月の防災ヘリ有料化制度の運用開始から４件の事案があった。

うち、平成２９年度は２件だった。 

 

柳下委員 

 広域化のメリットがあっても進まないのは、広域化したら大変だと市町村が認識してい

るからである。進まない理由をどう考えているか。 

 

消防防災課長 

 広域化については、地域ごとに事情があるので、それに併せて進めていく。 
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塩野委員 

１ 歳入歳出決算事項別明細書説明調書１２６ページの「歳出」の第２款の第８項の第１

目の「危機管理課」の１の（４）の「イ 県庁の実践的な防災体制整備費」の内訳は何

か。県庁の実践的な防災体制とはどういうものか。 

２ 歳入歳出決算事項別明細書説明調書１２７ページの「歳出」の第２款の第８項の第２

目の「消防防災課」の１の「（２）災害対策用物資備蓄費」の内訳はどうなっているの

か。 

 

危機管理課長 

１ 災害発生時等に職員の安否や参集状況等の収集を行う職員参集支援システムに係る経

費のほか、危機管理防災センターの大型映像装置の修繕、災害対策本部各支部の非常用

発電機の維持管理、衛星携帯電話の経費などである。 

 

消防防災課長 

２ 備蓄物資については、県と市町村で１.５日ずつ計３日分を備蓄している。アルファ米

等備蓄食料品の購入で５，３４１万円、医療薬品購入で３９５万３，０００円である。 

 

塩野委員 

 県と市で同じものを半分ずつ備蓄しているということだが、スマホの電池など市町村で

不足するような物品を県で備蓄すべきではないか。 

 

消防防災課長 

 民間企業との協定も含めて総合的に備蓄品目を検討していきたい。 

 

塩野委員 

 停電対策として、発動発電機などの物資の備蓄数量が十分なのか検討をすべきではない

のか。 

 

消防防災課長 

 そのとおりと考える。検討していきたい。 

 

福永委員 

１ 歳入歳出決算事項別明細書説明調書１２７ページの「歳出」の第２款の第８項の第２

目の「消防防災課」の１の「（３）防災ヘリコプター運航管理費」の決算額が約６億９，

０００万円になっているが、そのうち燃料費は幾らだったのか。また、出動回数が多か

ったのか。 

２ 行政報告書１０４ページの「（２）震災に強いまちづくりの推進」の防災拠点となる

公共施設の耐震化率のグラフについて伺う。耐震化は以前から進められているが、西日

本豪雨の被災地で見られるように、避難所としてのトイレや空調の課題がある。こうい

ったことについては記載がないが、どうなっているのか。 

３ 人工透析等を行う医療機関の自家発電設備等の設置状況はどうか。 

 

消防防災課長 

１ 防災ヘリの燃料費は、平成２８年度は４，０９３万７，５１０円、平成２９年度は５，
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０３６万２，７７７円と大幅に増えた。防災ヘリの出動が増えたのは、平成２８年度の

出動回数が特に少なかったからで、平成２９年度は平年並だったと考えている。 

３ 災害拠点病院については、自家発電機の設置が義務付けられている。 

 

危機管理課長 

２ 避難所運営においてはトイレに課題があると考えており、防災マニュアルブック「家

庭における災害時のトイレ対策編」を作成して啓発を行っている。 

 

化学保安課長 

２ 避難所等の空調については、災害時に空調機器や非常用の発電機を支援してもらうよ

う業界団体と「災害時における空調設備の応急対策に関する協定書」を結んでいる。 

 

福永委員 

１ 防災拠点校における、トイレの増設、エアコンの設置をどのように考えているか。 

２ 災害拠点病院以外の人工透析等を行う医療機関の自家発電設備等の設置状況はどうか。 

 

消防防災課長 

１ トイレの必要数、エアコンの設置数等を把握していないので、関係機関と協議調整し

たいと考えている。 

２ 災害拠点病院以外の医療機関の状況は把握していないので、保健医療部と調整し把握

したい。 
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平成３０年１０月・１１月閉会中 決算特別委員会における説明者、発言 

（平成３０年１１月１日（木）企業局関係） 

 

【説明者】 

立川吉朗公営企業管理者、和栗肇企業局長、菊地仁美管理部長、中島俊明水道部長、 

中山昌克総務課長、松塚研一財務課長、松山謙一地域整備課長、清水隆水道企画課長、 

高橋伸保水道管理課長、岡田和也主席工事検査員 

 

【発言】 

金子委員 

平成２９年度埼玉県公営企業会計決算審査意見書２１ページの水道用水供給事業会計

の「（６）貸借対照表」を見ると、現金預金が前年度に比べて約７８億円増加しているが、

理由は何か。現金預金が潤沢かつ決算内容も良好であるにもかかわらず、他会計から補助

金を受けているが、法定で入れざるを得ないものなのか。企業債を減額するなど、現金預

金を有効に活用すべきではないか。 

 

財務課長 

現金預金の増加は、未払金が約４０億円増加したことが主な要因である。そのほかに、

一般会計からの出資金や企業債の発行額が２０億円ほど増加したことによる。補助金は基

準どおりのものを受け入れている。現金預金については、今後大規模な管路更新等が控え

ているため、それに備えて内部資金としている。企業債については、建設工事費を確保す

る中で残高を減少させている。投資額の増加に対して、企業債の弾力的な活用と内部留保

資金の活用を考えていきたい。 

 

金子委員 

 企業債について、将来の分まで前倒しで借りる必要があるのか。 

 

財務課長 

借入れは慎重にと考えて行っている。また、世代間の負担が公平という点にも留意して

いる。 

 

浅井委員 

決算書６６ページの「平成２９年度埼玉県地域整備事業報告書」の（１）の「シ 草加

柿木地区産業団地整備事業」について、今までと異なりエントリーアンドオーダーメード

方式を採用しているとのことだが、現在どのような契約状況か。また、分譲予定企業から

はどのような声が上がっているのか。 

 

地域整備課長 

１０社から申込みがあり、全ての区画が埋まっている。実施設計前に意見交換会を実施

したため、区画の形状や大きさ、水道の取り口等の希望を聞いてもらうことができたなど、

おおむね好評である。また、企業内保育施設設置の要望が上がるなど、企業と共に創る団

地として評価を頂いている。 

 

 



 

- 89 - 

浅井委員 

 評判の良くない声はなかったのか。 

 

地域整備課長 

面積の調整で希望どおりにいかなかった企業があり、もう少し広い区画が良かった等の

声があった。 

 

柳下委員 

１ 水道用水供給事業について、給水収益と消費税は幾らだったのか。また、消費税率が

１０パーセントとなった場合、どの程度の影響があるのか。 

２ 資料１５「浄水場・水道管等の耐震診断及び耐震性強化対策の状況」について、浄水

場平均耐震化率の今後の見通しと送水管の更新状況はどうなっているのか。また、送水

管の耐震適合率とは何か。 

３ 水道施設の老朽化対策や技術者の人材育成にはどのように取り組んでいるのか。 

 

水道企画課長 

１ 給水収益は約３８９億円で、消費税相当額は約３１億円である。また、平成２９年度

の給水収益に対して消費税率が１０パーセントとなった場合、約７億８，０００万円の

増額になる。 

３ 施設の老朽化対策については、適切な日常点検や維持管理により、施設を法定耐用年

数以上に使用できるようにするとともに、更新時期の平準化を図りながら計画的に更新

することで、全体的な更新費用の縮減に努めている。人材育成への取組については、再

任用制度を活用したベテラン技術系職員から若手職員へのＯＪＴなどによる技術継承

に努めている。 

 

水道管理課長 

２ 浄水場の耐震化は、各浄水場の処理能力やスケジュールを考慮して計画的に実施して

おり、平成３４年度までに、耐震化率１００パーセントとすることとしている。なお、

送水を継続しながらの耐震化対策となるため浄水場ごとに同じ進捗で実施することは

困難である。送水管については、平成２７年度までに１１キロメートル、平成２９年度

は２キロメートル、計１３キロメートルの更新を実施した。また、耐震適合率とは、耐

震管でなくても埋設されている地盤を考慮した結果、地震があっても抜けないと判断で

きる管を含めた率である。 

 

柳下委員 

 送水管の耐震性調査はどのように行うのか。 

 

水道管理課長 

 送水管も地震の影響についての診断を行っている。耐震管以外のものは、これまでの様々

な地震動のうち最大のものでも抜けないと判断できる地盤に埋設してあれば、耐震適合性

ありと判断している。 

 

柳下委員 

 耐震適合率に含まれた管については、どんな地震にも耐えられるということで耐震化は
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行わなくても大丈夫ということなのか。 

 

水道管理課長 

 耐えられると判断している。 

 

諸井委員 

 資料１「平成２９年度埼玉県企業局決算の概要」の「３．地域整備事業会計」について、

羽生下川崎産業団地の分譲に係る売却額と、これまでの賃貸料は幾らか。 

 

地域整備課長 

 売却価格は約８４億９，８００万円、賃貸料は総額で約４５億７，２００万円、年額で

約４億６，５００万円である。 

 

諸井委員 

 羽生下川崎産業団地は工業系の産業団地として整備したが、分譲先が見つからなかった

ため、商業施設として小売業者に賃貸したと記憶している。今回相手方の希望により売却

することになったということだが、これは企業局として望ましい形と考えているのか。あ

るいは苦肉の策であったのか。 

 

地域整備課長 

 どちらかと言えば苦肉の策であり、やむを得ず商業施設として小売業者に売却したもの

である。地域整備事業は産業団地の整備を目的としているので、今後、商業施設を積極的

に整備することは考えていない。 
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平成３０年１０月・１１月閉会中 決算特別委員会における説明者、発言 

（平成３０年１１月５日（月）環境部関係） 

 

【説明者】 

加藤和男環境部長、安藤宏環境部副部長、永島裕久環境部副部長、 

矢島謙司環境政策課長、石塚智弘温暖化対策課長、高柳正行エネルギー環境課長、 

石鍋恵子大気環境課長、田中淑子水環境課長、酒井辰夫産業廃棄物指導課長、 

河原塚啓史資源循環推進課長、梅本祐子みどり自然課長 

 

【発言】 

金子委員 

１ 行政報告書１１９ページの「（３）燃料電池自動車の普及促進」について、ＦＣＶを購

入した個人・事業者に３３件助成したとあるが、金額は幾らか。また、世界的な「ＥＶ

シフト」の中、ＦＣＶに助成する必要性はあるのか。 

２ 行政報告書１２０ページの「（４）再生可能エネルギー等の普及拡大」について、市民

共同発電事業への助成に係る申請件数と助成件数はそれぞれ何件か。 

３ 行政報告書１２０ページの「（５）目標設定型排出量取引制度の実施」について、平成

２３年度から平成２６年度までの第１計画期間は２２パーセントの削減とあるが、平成

２７年度からの第２計画期間の進捗状況はどうか。 

４ 行政報告書１２９ページの「（１）ごみを出さないライフスタイルの普及や食品ロス・

事業系ごみ削減の促進」について、マッチングに向けた協議の成果と、今後どのように

事業を進めていくのかを伺う。 

 

エネルギー環境課長 

１ ＦＣＶに対する３３件の助成金額は３，２７５万円である。ＥＶはガソリン車に比べ、

航続距離が短い点と充電時間が長い点がデメリットである。一方、ＦＣＶは、ガソリン

車と同等の６００キロメートルから７００キロメートルの航続距離があり、燃料である

水素の充填時間もガソリン車と同等である。ＦＣＶについても普及を支援することでユ

ーザーの選択肢が広がり、次世代自動車全体の普及拡大にもつながると考えている。 

２ 申請・助成実績とも２件である。１件当たり６０万円である。 

 

温暖化対策課長 

３ 第２計画期間では、産業部門に１３パーセント、業務部門に１５パーセントの目標設

定をしている。第１計画期間の削減実績は２２パーセントであったが、第２計画期間は

２７パーセント削減と５ポイント高くなっている。達成状況は、５６９事業所中４３８

事業所が達成し、達成率は７７パーセントとなっている。 

 

資源循環推進課長 

４ 昨年度は１８社とマッチングに向けた協議を行い、成果は１件であった。マッチング

の少ない理由として、現段階では事業者の理解不足、食品ロス発生量の予想が困難であ

ること、事業者の事務的な負担などが挙げられる。この事業は今年度も継続しており、

既に４件のマッチングに成功している。また、今年度はスーパーマーケットにも対象を

広げており、意向調査やマッチングに向けた協議を行っている。 
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金子委員 

 フードバンクについて、昨年度は１件、今年度は既に４件のマッチングが成立している

とのことだが、昨年度と一番の違いとしてどんな工夫をしているのか。 

 

資源循環推進課長 

 昨年度は食品製造事業者に対しての働き掛けだったが、今年度は災害備蓄品の提供につ

いても呼び掛けており、ＪＲ東日本やＮＥＸＣＯ東日本とのマッチングに至った。 

 

石川委員 

１ 行政報告書１２０ページの「（５）事業活動における省エネルギー対策の促進」につい

て、中小規模事業所へ５１件助成したとあるが、申請は何件あったのか。また、平成３

０年度における補助から漏れたところへの対応はどのように行ったか。 

２ 行政報告書１２１ページの（１１）の「ア 環境学習支援のための講師派遣」につい

て、平成３０年度は環境アドバイザーが７７人登録されているが、平成２９年度は何人

登録されていたのか。人によって派遣回数が少ない方もいるようだが、１回も派遣され

ていない方は何人いるのか。また、人気のある方は１年間で何回要請があったのか。さ

らに、１主催者当たり６回まで呼べるようだが、６回派遣要請した団体は幾つあったの

か。 

３ 行政報告書１３４ページの「（３）緑化計画届出制度などによる建物の敷地内や屋上、

壁面、駐車場の緑化の促進」について、民間施設へ新たに３０件助成したようだが、定

着するかどうか、５年間報告を受けると思う。平成２９年度内に、芝生の定着がうまく

いかなかった、生育を断念せざるを得なかった、生育状況が悪かったなどの報告はあっ

たか。 

 

温暖化対策課長 

１ 申請は１０９件あった。それから交付５１件を差し引いた５８件については、平成３

０年度に申請があったか不明である。平成３０年度は現在、申請７４件に対し交付６６

件である。 

 

環境政策課長 

２ 平成２９年度の登録者数は７１人である。平成２９年度に１回も活動されていない方

は３７人である。昨年度最も多く活動された方は、１年間で３６回講義や体験教室等を

行っていただいた。１主催当たり６回の上限まで制度を利用した団体数については不明

であるが、市町村ごとの資料では川口市が７２回利用している。各学校が熱心に活動し、

かなり多くの回数活用していただいた。 

 

みどり自然課長 

３ 平成２９年度に補助した民間施設等の緑化の３０件のフォローアップにつき、平成３

０年度に全件確認したところ、部分不良が１件あった。これに対しては、緑地の再生方

法について口頭でアドバイスを行った。 

 

石川委員 

１ 善意で環境アドバイザーに登録されても、残念ながら半数以上の方が年間一度も呼ば

れなかったということだが、環境アドバイザーの名簿を見てどの方を呼ぶかを決めるよ
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うなケースもあるように聞いている。せっかく公募で応募していただいた方たちなのだ

から、回数の平準化も視野に入れた方がいいと思うが、平成２９年度に工夫した点はあ

るか。 

２ 過去５８件の中で、平成２９年度に不良であるとの報告があったのかどうか確認した

い。 

 

環境政策課長 

１ 毎年度、環境アドバイザー、環境教育アシスタントを含めた環境学習に関する制度を

紹介する冊子を作成している。平成２９年度は、内容を充実させて講師の方が売りとす

る得意分野などを分かりやすく記載したが、結果としてはそれだけでは平準化につなが

っていない状況である。 

 

みどり自然課長 

２ 平成２９年度にフォローアップした過去５年間分については、１１件について部分不

良があったので、口頭で指導した。また、駐車場の緑化の場合は芝であるが、駐車場緑

化を行った事業者に対して、維持管理の方法についてアドバイスを行った。 

 

浅井委員 

１ 行政報告書１１９ページの「（２）水素エネルギーの利用拡大に向けた取組の実施」に

ついて、水素エネルギー普及推進協議会の内容を伺う。また、水素エネルギー普及に向

けての課題は何か。 

２ 行政報告書１３４ページ「（３）緑化計画届出制度などによる建物の敷地内や屋上、壁

面、駐車場の緑化の促進」について、補助の対象となるのはどのような事業か。また、

３０件のトータルの補助額と創出した緑の面積はどのくらいか。 

３ 行政報告書１３６ページの「（１）合併処理浄化槽の整備促進」の合併処理浄化槽への

転換に対する補助について、予算措置した補助件数と実際の補助件数はどのようになっ

ているのか。また、目標達成のためには残り何基転換する必要があるのか。さらに、そ

の具体策はあるのか。 

４ 行政報告書１３９ページの（４）の「カ 狩猟免許試験、適性検査・講習等の実施」

について、野生鳥獣の管理のためには狩猟者の増加が欠かせないと思うが、狩猟免許試

験受験者数の増減の傾向はどうなっているか。また、狩猟者確保のためにどのような対

策を実施しているのか。 

 

エネルギー環境課長 

１ 委員会の構成員である学識経験者、自動車メーカー、エネルギー事業者、関係自治体

それぞれが持っている最新情報の共有と、本県の水素エネルギー事業について発信を行

っている。普及の課題であるが、燃料電池自動車はガソリン車に比べて価格が高く、７

００万円を超える価格である。また、自動車を走らせるには、燃料の充填を行う水素ス

テーションが必要だが建設費として約５億円かかり、経費面で課題がある。水素ステー

ションを増やさなければいけないが、燃料電池自動車の普及台数との兼ね合いでなかな

か進まない。今後の取組について議論がされている。 

 

みどり自然課長 

２ 民間施設については、市街化区域で緑化面積が１００平方メートル以上、駐車場緑化
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では５０平方メートル以上の区画を対象に補助している。３０件のトータルの補助額は

１億４，１８３万２，０００円、創出面積は１万８，２４０平方メートルである。 

４ 狩猟免許試験合格者数は、平成２５年度が２１５人に対し、平成２９年度が３７２人

で、この５年間で１．７倍に増えている。狩猟免許試験を年間４回実施しているが、受

験者が受けやすいよう土日を中心に試験を実施するとともに、受験者を支援するため試

験前の事前講習会を年６回行っている。また、狩猟免許取得３年以内の方を対象に、初

心者研修会を行っている。 

 

水環境課長 

３ 平成２９年度に予算措置した補助件数１，４２４基に対し、実際の補助件数は１，０

９９基である。今後、建替えなどでなくなると考えられる単独処理浄化槽を除くと、平

成３７年度に約１万８，０００基が残ると試算されている。近年、増加している空き家

では、本来必要な浄化槽の廃止届が出されていないケースが多くあり、これを精査する

ことで転換が必要な単独処理浄化槽を明確にしていく。なお、単独処理浄化槽であって

も、トイレは水洗化されており、生活を送る上で特段の支障がないことや、また、自分

が川を汚しているという実感がないことから、転換の必要性を感じていない方が多く残

っている。このため今年度から、戸別訪問等を行い周知している。併せて、転換工事に

係る初期の個人負担額が個人設置型に比べ低減できる市町村整備型の導入を進めるこ

とにより、転換を促進していく。 

 

浅井委員 

 水素ステーションの建設になぜ費用がかかるのか。また、これについて協議会で議論や

分析がなされたか。 

 

エネルギー環境課長 

 水素エネルギーは新しい技術であり、法律の規制も厳しい。ガソリンスタンドでは、セ

ルフで充填できるシステムも整ってきているが、水素ステーションについてはまだそこま

で至っておらず、安全対策に費用がかかるのが現状である。欧米では、安全対策が進んで

おり規制緩和も行われており、日本の半分の価格で設置ができると聞いている。今後、日

本の安全対策なり、水素エネルギーが普及してきた暁には、整備費用も低下していくと思

われる。 

 

江原委員 

１ 行政報告書１１７ページの「３ 資源の有効利用と廃棄物の適正処理の推進」に記載

のある埼玉県５か年計画における指標の一般廃棄物の１人１日当たりの最終処分量は、

市町村からの数値の積み上げか。また、既に実績値が目標値を上回っているが、どのよ

うな要因か。さらに、県としてどのような対策を取っているか。 

２ 行政報告書１３１ページの「（８）ＰＣＢ廃棄物の適正処理」について、ＰＣＢ廃棄物

の処理期限は、トランス・コンデンサーが平成３４年まで、安定器は平成３５年までと

なっている。埼玉県においては、平成２９年度から処理を開始したとのことだが、安定

器も含め、進捗状況はどうか。 

３ 資料１７「有機化合物や重金属などによる地下水汚染の現状」について、地下水汚染

はどのような影響があるのか。また、汚染が判明した地点については、どのように対応

したのか。 
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資源循環推進課長 

１ 数値は市町村から報告されたものの積み上げである。実績値が目標値を上回った原因

は、平成２７年度から平成２８年度にかけて県南部の人口が多い地域で、可燃ごみを直

接スラグ化できる形の焼却炉が建設され、路盤材等に有効活用されるようになったため、

通常より大幅に最終処分量が減少したものである。県では、直接スラグ化ができる形の

炉の建設や焼却灰のセメント化の推進、３Ｒの推進や事業系一般廃棄物削減キャンペー

ンの実施などを行っている。 

 

産業廃棄物指導課長 

２ 処理の進捗状況は、目標値が２３パーセントのところ、現状では２５．５パーセント

であり順調である。安定器については、トランス部分とコンデンサー部分に分かれるが、

処理量を削減するため、コンデンサー部分を分離して、コンデンサー部分のみを計画的

に処理していく。 

 

水環境課長 

３ 地下汚染水は飲用していなければ影響はないため、基準超過井戸の所有者や周辺井戸

所有者へ飲用を控えるよう指導を行った。平成２９年度に超過した項目について、ヒ素

は自然由来の汚染、硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素は施肥や生活雑排水が原因であると考

えられる。また、クロロエチレンについては、有機塩素化合物が分解して生成される物

質であり、汚染原因は究明できなかった。基準超過井戸について、汚染が拡散していな

いか継続的にモニタリングを実施していく。 

 

江原委員 

 ＰＣＢ廃棄物のうち安定器については、建物の建築年に応じて調査しているとのことだ

が、調査は平成２９年度に実施したのか。 

 

産業廃棄物指導課長 

 トランス・コンデンサーについては平成２７年度から、安定器については平成３０年度

から調査を実施している。 

 

松坂委員 

１ 行政報告書１１９ページの「（１）エコタウンモデルの検証」について、電力に関する

実測データを用いて取組の効果検証を行ったとのことだが、どのような内容か。また、

省エネ対策の補助の内容はどのようなものか。 

２ 行政報告書１３１ページの「（８）ＰＣＢ廃棄物の適正処理」について、民間事業者の

ＰＣＢ廃棄物の保有状況の実態把握は非常に難しいと理解しているが、どのように取り

組んだのか。また、適正処理の指導をしていると思うが、指導を実施した事業者からの

報告は提出されているか。 

３ 行政報告書１３５ページの「（４）校庭などの芝生化」について、平成２９年度は園庭

が２２園、校庭が１１校整備されたが、整備された後のメンテナンス、維持管理が大変

だと聞いている。経費についての県の考え方を伺う。また、報告書では、説明に「都市

部にまとまった目に見える緑を創出するとともに、幼少期から緑にふれあう環境を整備

し、県民の環境意識の醸成を図った。」とあるが、校庭などの芝生化は地球温暖化対策

で、ヒートアイランド対策と伺っていたが、いつから変わったのか。 
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エネルギー環境課長 

１ 平成２４年度から平成２６年度にかけて、本庄市・東松山市で実施した事業について

検証を行った。検証の内容としては実測値として電力使用量を集め、実際に電力事業者

から購入する電気の量をどれだけ削減できたか、太陽光発電設備等を設置して電力事業

者にどれだけ売電できたのかを集計し効果を把握した。その結果、データを得られた２

９３戸のデータを集約したものであるが、その創エネ・省エネ効果としては約６８万キ

ロワットアワーの電力を生み出した。これは一般家庭の年間の電力使用量の１３６戸分

に相当する。省エネ対策の補助等の取組状況としては、太陽光発電設備の設置１６２件、

省エネ改修や設備導入２８１件、省エネ家電１５０件などとなっている。 

 

産業廃棄物指導課長 

２ ＰＣＢ廃棄物を保有している可能性のある全ての事業者は県内で約１０万件あり、常

勤及び非常勤職員を合わせて１９名の県職員で調査に取り組んでいる。指導後の報告に

ついては、毎年３月末までの状況を４月１日から６月３０日までの間に事業者から報告

を受けている。 

 

みどり自然課長 

３ 維持管理については、芝生化工事を行った年度から４年間若しくはその翌年度から３

年間を対象に、資材、消耗品などを補助している。校庭で８０万円まで、園庭で１２万

円まで補助している。また、校庭・園庭芝生化の効果の一つとしてヒートアイランド対

策があるが、付随して、子供たちのけがが減る、外に出て遊ぶようになる、体力が向上

するなどの教育的効果もある。ヒートアイランド対策の一環ではあるが、それ以外も含

めて効果があると考え取り組んでいる。 

 

柳下委員 

１ 行政報告書１３５ページの「（５）校庭の芝生化」では、平成２８年度に予算を増やし

たことにより平成２９年度の件数も増えてきたのではないかと思う。教育局との連携は

どのようにしているのか。 

２ けがの減少等の実績を調べたり、広げていくために直接声を聴いているのか。 

３ 芝生化は何年間行えばよいのか。５年後に自分たちで維持管理ができるようにする条

件として、平成２９年度実績を踏まえ、どのようなことが必要か。 

４ 資料３２「県内市町村ごとの産業廃棄物のゴミ山数と状況（改善された場所も）」によ

ると、産業廃棄物のごみ山の数は９１件で１７件解決したとのことであるが、平成２９

年度までに未解決のごみ山の状況はどうなっているのか。県民生活への影響はないのか。

また、今後の対策はどう考えているか。 

５ 資料２７「航空自衛隊入間基地及びアメリカ空軍横田飛行場周辺の騒音調査結果」に

ついて、１１月３日に航空祭があって自衛隊航空機の騒音がものすごかったが、県民の

安全と生活を守る点から、県は航空機騒音についてどのような対応を行っているのか。

また、関係省庁にはどのように働き掛けているのか。 

 

みどり自然課長 

１ 教育局との連携については、市町村教育委員会に芝生化状況調査を行ってもらってい

るほか、市町村への帯同訪問、各市町村教育委員会の担当者会議や教育長会議でＰＲの

時間をもらっている。 
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２ けがが減った実績について統計はとっていないが、芝生化した学校３校の児童１，３

００人弱にアンケートをとったところ、トップ３の回答が、転んでも痛くない、気持ち

良い、けがをしないということだった。実際に学校の先生からも、組体操の時をはじめ

けがが減ったという回答をもらっており、効果があったものと考えている。 

３ 芝生の維持管理補助は整備の翌年度から３年間としている。これは３年ほど経てば芝

生もなじみ擦り切れにくくなること、その間にＰＴＡや地域の方などによる維持管理団

体の体制を整えていただくというものである。この３年間を経て、自主的な維持管理に

より芝生を保っていただきたいと考えている。 

 

産業廃棄物指導課長 

４ 平成２９年度は、６か所８，５００立方メートルの廃棄物が撤去された。ガスの発生

や崩落などの危険性があるごみ山はない。対策としては、各環境管理事務所で３か所程

度、重点山を選定し、廃棄物の撤去指導等を重点的に実施している。 

 

水環境課長 

５ 県では入間飛行場南北及び横田飛行場の北側に、それぞれ４地点ずつ、計１２か所で

航空機騒音自動識別機能を有する騒音測定局を設置している。航空機騒音の低減につい

て、県及び基地周辺１４市町で構成する「埼玉県基地対策協議会」や米軍基地が所在す

る都道府県で構成する「渉外関係主要都道府県知事連絡協議会」を通じて、防衛省、外

務省などに騒音対策を要望した。平成３０年７月に行った「埼玉県基地対策協議会」を

通じた要望に対して、北関東防衛局等から、航空機騒音の環境基準超過は大変重く受け

止めており、土日祝日や夜間の飛行の自粛、騒音影響を最小限に抑えるために努力する

旨の回答を得ているところである。 

 

柳下委員 

 校庭の芝生化について、パンフレットには全面芝生化や一部芝生化など６種類の例が掲

載されている。小学校がどの部分を芝生化すると決めてから申請が行われるのか。 

 

みどり自然課長 

 補助金の申請時にどういうところを芝生化するか聞いている。場合によっては、日当た

りの悪いところや玄関などよく人の通るところは芝生の持ちが悪いことを説明している。 

 

諸井委員 

 行政報告書１３１ページの「（９）安心・安全な県営処分場の運営・研究」について伺う。

彩の国資源循環工場についての内容が余りにも簡素である。当該工場にはいろいろな問題

があり、事業が滞っていたのは周知の事実である。最初に県が決定した事業者は事業を行

うことができず、事業を継承した建設会社は経営破綻し、その後、競売で新たな事業者が

決まったという経緯である。その新たな事業者はいつから事業を開始しているのか。また、

当該事業者に決まるまでの間の土地賃借料については、おそらく収入となっていないと考

えるが、どうなっているのか。 

 

資源循環推進課長 

 豊田建設株式会社については、平成２９年２月に経営破綻したが、工場建物は豊田建設

の所有ではない上、抵当権も複数設定されているなどの問題があった。そのため、信用保
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証協会が裁判所に申し立て、競売によって複雑な権利関係を整理することになった。競売

については、資源循環工場において焼却灰のリサイクル事業を行っているツネイシカムテ

ックス株式会社が応札し、同社が落札の上、平成３０年６月１日に所有権を取得した。県

は、同社から提出された事業計画等を審査するとともに、学識経験者や地元有力者等で構

成された立地検討委員会における審査も経た上で、平成３０年８月に２０年間の土地賃貸

借契約を同社と締結した。土地の賃借料については、今年の８月から県に支払われている。

なお、平成２９年度の土地賃借料については、土地賃貸借契約を解除の上、歳入予算を減

額補正しているため、収入未済はない。 

 

諸井委員 

 豊田建設が経営破綻しなければ払われていたはずの土地賃借料について質問しているの

である。払われていたはずの土地賃借料は幾らなのか。欠損額は幾らなのかということで

ある。減額補正したから問題ないということにはならない。 

 

資源循環推進課長 

 １年分として４，８０６万５，８０４円である。その歳入予算については、平成３０年

２月定例会において減額補正している。 

 

諸井委員 

 それは減額補正等の方法にもよるが、収入未済ではないのか。行政報告書１３１ページ

には何も記載されていないため、これだけを見た場合、資源循環工場の事業には何も問題

がないと本委員会の委員もその他の人々も理解すると思われる。何か意図があるのか。県

が収入すべき土地賃借料が収入できなかったことは、県民の不利益である。どう認識して

いるのか。 

 

資源循環推進課長 

 土地賃貸借契約を解除したことにより、平成２９年度の１年間は豊田建設からの土地賃

借料収入はなかった。民間事業者が経営破綻となった状況であった。県としては、今後は

そういうことがないように、事業計画をしっかり審査していく。なお、ツネイシカムテッ

クスは、資源循環工場において既に実績のある事業者であり、事業計画もしっかりしてい

ることを審査で確認している。 

 

委員長 

 質問の趣旨と答弁の内容が食い違っている。再度の答弁を求める。 

 

資源循環推進課長 

 通常であれば収入されていたであろう約４，８００万円については、減額補正したこと

から決算書には表れない形になった。特に意図はない。 

 

諸井委員 

 収入未済で記載しておけないのか。減額補正しなければならない理由は何か。 

 

永島副部長 

 豊田建設が平成２９年２月に経営破綻したことで、合わせて土地賃貸借契約については
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県の方から契約解除を行っている。これに伴い、同社は契約の相手方ではなくなるととも

に支払いの義務もなくなったため、県は賃借料の徴収ができなくなった。よって、これは

収入未済には該当しない。予算としては、減額補正を行って処理したということである。

なお、権利関係が複雑に絡み合った工場建物の問題を解決する対処を行うためには、契約

解除が必須であった。また、県は、契約保証金として土地賃借料１年分に当たる約４，８

００万円を、豊田建設から平成２８年度会計において預かっていた。当該保証金は、同年

度において県に帰属することになったため、平成２９年度の土地賃借料相当額に関しては、

年度は異なるが実質的に収入できていると理解している。 

 

諸井委員 

 時間をかけても競売する方がよかったとの説明であるが、収入未済が生じることは最初

から分かっていたにもかかわらず、早く収入する努力は全く行っていない。しかし、例え

ば豊田建設に事業承継させることを決定した際などは、県は非常にスピーディーに対応し

ている。特定の企業にはスピーディーに便宜を図る一方、スピーディーに処理すれば欠損

が生じない対応は行わない。県の行動には一貫性がないのではないか。公平性の観点にお

いて、県には非常に疑問を感じる行動が多いが、見解を伺う。 

 

永島副部長 

 工場建物については権利関係が複雑であり、競売によって整理しないと塩漬けになって

しまうおそれがあった。競売には１年かかったが、信用保証協会から裁判所に申し立てた

いとの希望があったこともあり、県としてもこれが最も望ましい形であると判断しての対

応であった。また、寄居町の了解を得なければ事業者は工場において事業が実施できない

ことから、権利関係を整理した上で、落札した事業者についてきちんと時間をかけて審査

したということである。こうした審査の過程において、時間的なロスはなかったと考えて

いる。 

 

諸井委員 

 県は、豊田建設を選定した際は大した審査をせずに許可している。事業開始後、豊田建

設はすぐに経営破綻してしまった。最初の事業者も、不法投棄等を行うような業者であっ

た。県はそのようなことを重ねてきている。塩漬けにならないようにとの説明であったが、

すぐに事業承継できる企業も手を上げていたと聞いている。しかし、そうした声には耳を

貸さず、ひたすら競売にこだわり、１年以上後回しにした。その結果、収入できたはずの

約４，８０６万円の土地賃借料が収入できなかった。それを減額補正して収入未済として

は表記されないようにした。こうした一連の県の行動は不誠実であり、県民の利益に反し

ていると見受けられるが、どう考えるか。 

 

永島副部長 

 豊田建設の破綻後、企業からの問合せは６社あった。いずれにしても、事業内容を審査

し、地元の寄居町の了解を得る手続を進めるには、競売の手続を行った場合でも大きな時

間の差はないと判断したところである。平成３０年８月からの土地賃借料収入になったこ

とは、それまでの期間が長いか短いかについて批判もあろうかとは思うが、競売による整

理が最も確実な方法であると判断して対処したものである。 
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環境部長 

 資源循環工場の事業については、土地賃借料収入によって運営していることは重々承知

している。執行部においては、迅速かつ公平な審査を行っていると考えている。この案件

についての対処には１年を要することになったが、それ以降は安定的な経営が行えるとい

う判断に基づくものであった。なお、土地賃借料の減額補正については、収入できる見込

みがなくなった以上、そのまま残しておくのもまた不適切であることから、編成して議決

いただいたものである。 

 

諸井委員 

 今年の８月から土地賃借料が収入されているとのことだが、４月から７月までの分につ

いては減額補正を行うのか。 

 

資源循環推進課長 

 平成３０年度当初予算については、８月から土地賃借料が収入されると見込んで編成し

ているため、減額補正による対応は考えていない。 

 

諸井委員 

 事業が正常に継続していたならば、４月から７月までについても土地賃借料の収入は当

然に生じているべきである。相手がいないからその分は見込んでいないという話ではない。

４月から７月までの生じるべき収入額は幾らなのか。その分は収入未済になるからまた減

額補正で対応するのか。 

 

資源循環推進課長 

 ４月から７月までの土地賃借料については、約１，６００万円と見込まれる。なお、予

算計上していないため、減額補正による対応は行わない。 

 

福永委員 

１ 歳入歳出決算事項別明細書説明調書１４８ページの「歳出」の第２款の第４項の第２

目「環境保全推進費」について、不用額が約１億６，３９９万円となっており、不用額

の主な理由は３つの事業の理由で説明されている。それぞれの額は幾らか。 

２ 歳入歳出決算事項別明細書説明調書１５１ページの「歳出」の第２款の第４項の第４

目「公害対策費」について、不用額が約１億７，６１３万円となっているが、環境政策

課、大気環境課、水環境課それぞれの内訳は幾らか。 

３ 行政報告書１１９ページの「（１）エコタウンモデルの検証等」について、歳入歳出決

算事項別明細書説明調書１５０ページの「歳出」の第２款の第４項の第２目の「エネル

ギー環境課」の「２ 不用額を生じた理由」には、展開エコタウン推進事業費の補助金

の執行が見込みを下回ったためとある。展開エコタウン推進事業費で不用額が生じた理

由はどのようなものか。 

４ 行政報告書１２９ページの「（１）ごみを出さないライフスタイルの普及や食品ロス・

事業系ごみ削減の促進」について、食品ロス削減の事業を実施するに当たり、支出済額

が９７万６，６０６円と少額である。とても大事な事業だが、このような額で十分だっ

たのか。 

５ 行政報告書１３３ページの（２）の「イ 緑のトラスト運動」について、１４号地に

ついては必要な整備を行ったとあるが、その後のトラスト保全地の取得について希望は
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寄せられているのか。 

 

環境政策課長 

１ 環境科学国際センター事業費の不用額は、９５３万１，１４８円である。 

２ 公害紛争総合調整事業費の不用額は、１８３万６，２７８円である。 

 

温暖化対策課長 

１ 中小企業等省エネルギー対策支援事業費の不用額は１，１５２万３，０９１円。この

うち補助金の不用額は９２８万円である。 

 

エネルギー環境課長 

１ 展開エコタウン推進事業費の不用額は、約３，７７１万５，０００円である。 

３ 理由は２つあり、１つ目は、住宅向けの太陽光発電設備の設置や省エネ設備等個人向

け補助が減額したことである。２つ目は、エコタウンプロジェクトに取り組んでいた所

沢市・草加市の事業に対する助成について、市の事業に契約差金や事業の見直しが発生

したことにより減額となったものである。 

 

みどり自然課長 

５ １４号地の整備が２９年度に終了するので、その後のトラスト保全地の取得希望につ

いて、今年２月に全市町村に照会を行った。その結果４市から希望があり、その後１市

からは辞退の申出があった。今年度はエントリーのあった場所について、四季を通じた

調査を行っているところである。その調査結果を踏まえ、今後の対応を検討していきた

いと考えている。 

 

大気環境課長 

２ 大気環境課の不用額は１，９４３万３，３５８円である。主なものは、測定機購入に

おける差金、調査委託に係る契約差金、消耗品費の節約による需用費の節減、保守管理

費の契約差金などである。 

 

水環境課長 

２ 水環境課の不用額は１億５，４８６万７，８２１円であり、そのうち１億３，１６４

万６，４１０円が合併処理浄化槽転換促進事業費の補助金の執行残である。 

 

資源循環推進課長 

４ 予算事業内容は、臨時職員の賃金やフードバンクの専門家を招いて大学生に講義を行

う「ゲストスピーカー事業」の報償費などである。それ以外は主に担当職員によるマン

パワーで対応しているところである。 

 

福永委員 

 環境保全推進費については、各課が説明した金額を足しても不用額１億６千万円に足り

ていないが、足りない部分の不用額は何か。 

 

温暖化対策課長 

 先ほどは、中小企業等省エネルギー対策支援事業費の補助金の執行残についてお答えを
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した。温暖化対策課としての不用額は、全体で３，７０４万５，７４４円である。 

 

環境政策課長 

 先ほどは、環境科学国際センター事業費の不用額についてお答えをした。このほか大き

な不用額が発生している事業として環境科学国際センター運営費があり、不用額は４７７

万９，０００円ほどである。 

 

福永委員 

 環境保全推進費については、追加で説明のあった金額を足しあげても不用額１億６千万

円に足りていない。 

 

エネルギー環境課長 

 不用額が大きいものとして、燃料電池自動車等普及推進事業費で２，９８５万７，００

０円の不用額が生じている。 

 

委員長 

 不用額の内訳について、各課の事業ごとに一覧表にまとめ、委員会に提出してほしい。 

 

環境部長 

 御指示のとおり、後日提出する。環境保全推進費の不用額１億６，３９９万円の内訳が

事業ごとに分かる資料を提出することでよろしいか。 

 

委員長 

 そのようにお願いする。 
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平成３０年１０月・１１月閉会中 決算特別委員会における説明者、発言 

（平成３０年１１月５日（月）警察本部関係） 

 

【説明者】 

富田邦敬警察本部長、布川賢二総務部長、平山毅財務局長、 

関田幸春会計課長、渋谷晃警備部長、斎藤文彦刑事部長、佐伯保忠生活安全部長、 

杉内由美子警務部長、山本淳地域部長、古賀康弘交通部長、 

横田幸昭運転免許本部長兼交通部参事官、田中秀樹警備部参事官、 

伊藤幸男刑事部参事官、伊古田晴正刑事部参事官（統括）、近藤勝彦組織犯罪対策局長、 

安藤茂生活安全部参事官、松本晃彦総務課長、古田土等監察官室長、岩崎茂警務課長、 

千葉保治地域部参事官、林学地域総務課長、鈴木久生交通部参事官、 

結城弘交通総務課長、市原悠樹公安第一課長、寺山卓也警備課長、北啓二捜査第二課長、 

川上博和刑事総務課長、山田正広生活安全総務課長、上條浩一人身安全対策課長、 

澤田賢孝少年課長、近藤伸子情報管理課長、大森文夫通信指令課長、 

山田雅樹運転免許課長、市川弘明交通指導課長、荻野長武交通規制課長、 

杉村周一オリンピック・パラリンピック対策課長、千葉正危機管理課長、 

上原辰雄鑑識課長、山崎満科学捜査研究所長、坂本雅彦薬物銃器対策課長、 

大村正幸組織犯罪対策課長、石井堅次保安課長、山並俊彦生活経済課長、 

三浦孝一サイバー犯罪対策課長、山崎保之施設課長、杉本達彦交通捜査課長 

 

【発言】 

柳下委員 

１ 平成２９年中の交通事故死者数は１７７人で、そのうち高齢者は９５人と高い割合で

あった。高齢者の交通事故防止のためどのような対策を行ったのか。また、高齢者の運

転免許返納について、個人によって状態が異なることやバス等の公共交通機関の利用が

しにくい場合があることを踏まえ、どう考えているのか。 

２ 横断歩道の整備について、平成２９年度はどのように取り組んだのか。 

３ 資料１３「信号機要望数・設置数の推移」を見ると、平成２９年度については、信号

機の新設に係る設置要望数が１１３件であるのに対して、設置数は４１か所にとどまっ

た理由は何か。予算上、年間の設置数が決まっている等の制限があるということなのか。 

４ 要望箇所に信号機が設置できない場合の安全対策には、どのように取り組んでいるの

か。 

５ 資料１１「交通安全設備費及び国庫補助の推移」を見ると、平成２５年度に比べて平

成２９年度は国庫補助金が大幅に減額されているが、その理由は何か。 

６ 資料１５「警察署別交番数の推移（過去５年）」を見ると、交番の数は、ほぼ２５０で

変化がない。そこで改めて伺うが、交番はどのような役割を果たしているのか。 

７ 平成２９年度において、駅前にある交番を移転する計画はあったのか。また、今後の

見通しはどうか。 

８ 最近、他県において交番の警察官が射殺された事件があったが、本県においては、１

か所の交番に何人の警察官が勤務しているのか。交番の体制はどうなっているのか。 

９ 資料１５を見ると、交番数が２５０であるのに対して、資料２５「交番・駐在所への

警察官の配置数（過去２年）」を見ると、交番・駐在所への警察官の配置数は２，２２

６人となっている。交番・駐在所の警察官の人数が足りないことはないのか。 

10 防犯ステーションや交番相談員のみで対応している施設はあるのか。 
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交通総務課長 

１ 平成２９年中の高齢者の交通事故死者数は９５人で、そのうち歩行中が５５人、自転

車乗用中が１９人と、その両者を合わせると約７８パーセントを占めていることから、

それに対し、重点的に対策を講じている。歩行者対策としては、老人福祉センターなど

の職員から、施設を利用する高齢者に対し、道路横断時の注意事項や夜間の反射材の着

用等の交通安全についてのワンポイントアドバイスをする取組を行っている。また、警

察署長が委嘱する「高齢者交通安全声掛け隊」による、高齢者宅に訪問して交通安全の

アドバイスを行う取組をしている。さらに、今年からは、総合的な安全対策として、前

照灯の早めの点灯、反射材の着用促進、歩行者保護を３本柱とした、道路横断中の歩行

者保護を最重点とした「きらめき３Ｈ運動」を推進している。自転車対策としては、高

齢者を対象とした自転車安全講習を実施しているほか、高齢者自転車安全大会を開催し、

交通法規や身体機能の変化を学んでもらい、終了後に地元に戻って交通安全リーダーと

して活躍してもらうような取組をしている。また、高齢者が加害者となる事故も発生し

ていることから、その防止対策として、自動ブレーキ等を搭載したセーフティサポート

カーの普及促進活動や免許の自主返納の促進活動を併せて行っている。さらに、免許返

納後の移動手段の確保については、返納後の高齢者に対し、各種業界、店舗、交通機関

等に支援してもらい、運転免許の自主返納をしやすい環境の整備を行うシルバー・サポ

ーター制度を実施している。 

 

交通規制課長 

２ 平成２９年度については、新設の横断歩道を含む６，２００本分の予算を計上してい

たところ、停止線を含む５，７４２本の横断歩道の補修申請がなされ、全て補修済みで

ある。 

３ 平成２９年度の信号機設置に係る１１３件の要望は、警察署長から警察本部宛ての件

数である。信号機の設置については、警察庁から示されている「信号機設置の指針」に

基づき、設置しようとする場所の交通量、交通事故発生状況、道路形状、道路構造面等

について調査及び分析を行い、必要性及び緊急性を考慮の上、設置している。平成２９

年度については、現場での調査等を踏まえ、要望１１３件のうち４１件が設置可能と判

断し、設置したものである。また、「信号機設置の指針」については、必要条件のいず

れにも該当するとともに、択一条件のいずれかに該当する必要があるとされている。必

要条件は、一方通行の場合を除き、すれ違い可能な車道幅員がある、歩行者が安全に信

号待ちできる場所がある、主道路の自動車等の交通量がピーク時１時間当たり原則とし

て３００台以上ある等であり、択一条件は、現に交通事故が発生している、小中学校、

養護老人ホーム等の付近である等である。なお、信号機の年間の設置箇所数に制限はな

く、必要な箇所については予算措置を行い、全て設置している。 

４ 信号機を設置できない場合における交通事故防止対策については、道路管理者と連携

し、現場において道路診断などを行った上、県警察の対策としては、道路標識や道路標

示の補修、横断歩道や一時停止など必要な交通規制を実施し、必要な交通安全対策を実

施している。 

５ 平成２５年度は、補正予算において、防災対策及び交通安全対策事業として、自起動

式発動発電機の整備、信号灯器のＬＥＤ化、信号柱の交換等の事業が認められたため、

増額されたものである。なお、平成２９年度の減額については、本県の要求額について、

国の補助金が下回ったためと承知している。 
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地域総務課長 

６ 交番は、地域の治安維持の拠点であり、警察としても重要な活動拠点である。また、

住民が安全・安心を実感できる生活を送れるよう、地域の事件・事故等に迅速に対応で

きる施設であることから、交番の果たす役割は非常に大きなものであると認識している。 

７ 現在、交番の新設については、基本的に交番等の移転統廃合で対応している。これに

ついては、限られた警察力を最大限有効活用し、管内の治安対策を推進するため、地域

の犯罪発生状況や交通事故発生件数等の治安情勢、人口、面積、近隣警察施設の設置状

況等に加え、地域住民の意見要望等を総合的に勘案し、効率的かつ効果的に警察活動が

行えるようバランスよく配置することとしている。また、平成１６年から平成１８年ま

での間、交番等の再編計画を行い、現在は交番２５０か所、駐在所１１９か所となって

いる。その中で要望等が地域から上がってくるところもあるが、新設については、交番

等の移転統廃合で対応している。今後の見通しについては、耐用年数を超過し著しく老

朽化したものや狭あい等の理由により、改築が必要な交番・駐在所合わせて４５か所に

ついて、順次、耐用年数等も考慮しながら、駐車スペースがない、来訪者のプライバシ

ーを守る多目的室がないなどの狭あい施設を優先的に整備していく。 

８ 交番の体制については、管轄する地域の治安情勢に応じた体制となっており、三交替

制で最大２７人配置しているところもあるが、日勤制で２人配置となっている交番もあ

る。 

９ 現在、交番数及び交番・駐在所の警察官の配置数は変わらない状況であるが、各警察

署内で交番等の配置の見直しをするなど、治安維持のために必要な人員をシフトするな

どして対応している。今年度も増員のない中、限られた人員の中で効果的に警察活動が

できるよう計画を推進している。 

10 防犯ステーションは、警察施設とは違い、交番相談員は配置していない。しかし、過

去には統廃合した警察施設に交番相談員を配置しているところもある。 

 

地域部参事官 

７ 現在のところ、駅前にある交番を移転する予定はない。 

 

柳下委員 

１ １１３件の要望の中で設置した４１か所以外の場所は、全て設置条件を満たさなかっ

たことが理由なのか。 

２ 駅前から移転する際は、地域住民の声を聴いて進めると理解してよいのか。また、や

むなく移転する際は、防犯ステーション等を設置するということでよいのか。 

 

交通規制課長 

１ １１３件の信号機設置要望について、警察本部の技術職員による専門的知見での詳細

な調査を行った結果、設置可能な箇所が４１か所であり、それ以外については信号機の

設置の基準等に該当しない箇所である。 

 

地域部長 

２ 駅前で新設交番を作るための統廃合の予定は現在のところない。ただし、改築する場

合等で狭あいの交番や現在地では必要な土地が確保できない場合については、地域住民

と自治体の方々と協議をしながら、なるべく近場を選びながら移転する場合もある。 

 



 

- 106 - 

交通部長 

１ 設置条件を満たさず、信号機が設置出来なかった場所についても、後に設置条件がそ

ろい、設置することは十分あり得ることである。それまでの間、現場における一時停止

規制等の安全対策を行い、後に設置条件が整えば、設置できる場合があることを承知願

いたい。 

 

塩野委員 

１ 資料１３「信号機要望数・設置数の推移」について伺う。警察本部に対する警察署か

らの信号機設置要望は、警察署が地域住民からの要望について信号機の設置条件を満た

すか検討した上で行っていると理解してよいか。 

２ 地域住民からの信号機の設置要望件数は、警察署から警察本部に要望した１１３件を

はるかに上回ると思うが、警察署において警察本部に要望するかどうかの判断はどのよ

うに行っているのか。 

３ 信号機のＬＥＤ化や高度化について、平成２９年度は何基実施したのか、また、平成

２９年度末現在、全信号機に占める割合はどうなっているのか。 

４ 平成２９年度末現在における自動起動式発動発電機の整備状況はどうなっているのか。 

 

交通規制課長 

１ 要望１１３件については、警察署においても審査を実施している。要望には、地域住

民から非常に強い要望のある箇所や、警察本部の技術職員の専門的知見による調査を希

望する箇所も含まれている。要望に基づき、警察本部の技術職員による審査の結果、設

置可能な場所が４１か所となったものである。 

２ 平成２９年度において、住民から警察署へ提出された要望は１，００９件である。そ

の要望については、信号機の設置指針に基づき警察署で審査を行い、最終的に取りまと

まった１１３件が警察本部に要望として提出されたものである。 

３ 平成２９年度末現在、県下には１万３３０基の信号機が設置されているが、約５０パ

ーセントの信号機についてＬＥＤ化が進んでいる。平成２９年度については、４，３５

３灯のＬＥＤ化がなされている。 

４ 平成２９年度末現在、３６７基の自動起動式発動発電機が整備されている。 

 

交通部長 

３ 平成２９年度において、信号機の高度化については８９基整備をしている。内訳は、

縦と横の信号機間の連携をもたせる集中制御化が７０基、隣の信号機同士の連携をもた

せる系統化が１９基である。 

 

塩野委員 

 交通事故が多発している場所については、多少条件が合わない箇所でも、あえて信号機

を設置するなど柔軟に検討することはできないのか。 

 

交通部長 

 住民要望が多数あることは承知している。信号機を設置する場所の条件等もあるが、１

件１件の要望や意見に対して、しっかりと耳を傾けて対応していきたいと考えている。 
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横川委員 

１ 行政報告書３４６ページ「８ 犯罪被害者支援の推進」を見ると、平成２９年度にお

ける相談及び経済的支援の実施状況について、件数が全て前年比マイナスとなっている

が、その理由は何か。 

２ 資料２６「女性を被害者とする性犯罪（強制性交等・強制わいせつ）認知件数」及び

資料２７「再犯者状況（Ｈ２７～Ｈ２９）」について伺う。性犯罪の認知件数と検挙件

数に差があるのは、犯人が特定できていないからなのか。あるいは、性犯罪という特殊

性から、被害者の精神的苦痛等により被害が潜在しているからなのか。 

 

警務課長 

１ 県警では、犯罪被害者支援室において、被害者の方々に対しカウンセリング等の相談

を行っているが、平成２９年度の相談件数は平成２８年度比では減少している。一方、

平成３０年度は、９月末までのカウンセリング件数を平成２９年度と比較すると、１７

件プラスの１３パーセント増という状況であり、平成２９年度の件数が減少した要因は

定かではない。なお、平成２９年度の犯罪被害者等に対する経済的支援のうち、一時避

難費用の件数は平成２８年度に比べて増加している。その要因については、県警では人

身安全対策を強化し、被害者の安全を第一に考えた様々な施策に取り組んでおり、その

一つとして自ら居住場所を確保することが困難な犯罪被害者等に対し、被害届の有無に

かかわらず、一時的ではあるが別の場所を確保する対応を図っていることによると考え

る。 

 

刑事総務課長 

２ 認知件数は、被害者から警察へ実際に被害の届出があった件数であり、この件数を基

に検挙件数等を出している。認知件数と検挙件数の差は、被害を認知したが、まだ犯人

の検挙に至っていない件数ということである。 

 

横川委員 

 性犯罪の認知件数は増加している一方、被害者支援の件数が前年度と比べて減少してい

る要因は分からないとのことだが、例えば予算自体が減少していることはないのか。 

 

警務課長 

 予算については、前年度と同様である。 

 

刑事部長 

 被害者支援は、あくまでも被害者が警察に支援を求めている場合に行うものであり、中

には警察の支援を積極的に求めない、希望しない被害者もいる。こうした被害者の意向に

よって、被害者支援の件数は変わる。なお、全ての性犯罪については、基本的に被害者支

援を優先する警察官や専門職員がおり、被害程度に応じたカウンセリングが必要なのか、

経済的支援が必要なのかなど、個々の被害者に合った支援を行っている。 

 

横川委員 

 前年度に比べて犯罪被害者支援室における相談件数は伸びているのか。 
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生活安全部長 

 平成２９年の警察安全相談件数は１３万９，９１６件であり、前年と比較すると２，４

４５件プラスの１．８パーセント増となっている。 

 

警務課長 

 犯罪被害者支援室における平成２９年度の相談件数は１，５７１件であり、前年度比で

はマイナス５２件である。今年９月末時点では６４５件であり、前年度同期比ではマイナ

ス１２７件である。相談件数減少の理由は定かではないが、民間支援団体である犯罪被害

者援助センターにおいて、アイリスホットラインという性犯罪被害専用の相談電話を設置

し、積極的な運用が図られている。性犯罪被害に遭われるなどして警察に相談しづらい方

は、アイリスホットラインへ相談していることも考えられ、犯罪被害者支援室の相談が減

少している要因の一つと考えている。 

 

松坂委員 

 行政報告書３３９ページの「（１）少年非行防止活動の推進」を見ると、県内４か所にあ

る少年サポートセンターを中心に、学校、教育委員会、その他関係機関・団体と緊密に連

携しながら、少年相談活動、街頭補導活動、継続補導、立ち直り支援活動等の総合的な非

行防止施策を推進したとあるが、平成２９年度の立ち直り支援活動の実施人数や内容、そ

の成果はどうなっているのか。 

 

少年課長 

 平成２９年度における立ち直り支援は、学習支援、農業・飼育体験、料理教室、スポー

ツ活動など５５回、延べ８４５人の少年を対象に実施している。また、内容としては、大

学生ボランティアのピアーズに協力を得て実施する学習支援や少年指導委員で農家をして

いる方の協力による農業体験活動を行っている。さらに、体験の成果としては、登校して

も教室に入れず相談室で過ごしていた生徒が、農業体験により明るい表情になるとともに、

また農業体験をしたいと前向きな姿勢になり、教室での生活にも徐々に馴染めるようにな

ったほか、盗癖が収まらない児童について、母親との小動物飼育体験により親子関係が改

善され、盗癖が収まったなどの声がある。 

 

松坂委員 

 立ち直り支援活動について、警察が前面に出ることはあるのか。 

 

少年課長 

 活動については、学校等と連携し、保護者の同意を得た上で実施しているので、前面に

出ることはない。 

 

江原委員 

１ 行政報告書３３４ページの「（２）サイバー犯罪対策の推進」について、小・中学生、

高校生、学校教育関係者を対象とした情報セキュリティ講演について、講師はどのよう

な者が実施しているのか。また、効果的に実施するに当たり、工夫した点があれば伺い

たい。 

２ 行政報告書３４２ページの（１）の「ウ 交通安全意識の高揚」を見ると、交通安全

教育について多くの人に実施しているが、どのような内容なのか。また、予算はどうな
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っているのか。 

３ 歳入歳出決算事項別明細書説明調書４７３ページの「歳入」の第８款の第２項の第８

目「警察手数料」の「予算現額と収入済額との比較」を見ると、約４億１，０１７万円

の減であり、「警察本部会計課」の「２ 予算現額に比して減少した理由」によると、

自動車運転免許手数料等が見込みを下回ったとのことであるが、その内容を伺う。 

 

サイバー犯罪対策課長 

１ 平成２９年度は、サイバー犯罪対策課では１９１回、５万２，６９７人に実施してお

り、県警全体では７０３回、約１５万人に対して実施している。講師については、サイ

バー犯罪対策課員や各警察署の生活安全課の職員が実施している。工夫した点としては、

啓発用のＤＶＤを使用し、サイバー犯罪の現状やトラブルの対処法等、対象や時代背景

に即した内容の講演を実施したことが挙げられる。講演時間はおおむね４０分から１時

間である。 

 

交通総務課長 

２ 交通安全教育は、各対象年齢層に応じた内容で実施している。例えば、幼児に対して

は、安全に道路を通行するための基本的な内容、児童に対しては、校庭や体育館等にお

いて交通教育用の信号機や自転車を活用した体験型の内容である。中学生及び高校生に

対しては、パワーポイントやＤＶＤを活用した講義や自転車を活用した体験型の内容の

ほか、高校生については二輪通学者向けの体験型の内容である。高齢者に対しては、Ｄ

ＶＤや安全教育教材等を活用した講話や身体機能の低下の自覚を促す内容である。歩行

者や自転車利用者に対しては、交通教育用標識や交通教育用信号機を用いた体験型の内

容である。二輪車・四輪車の運転者に対しては、免許更新手続の機会等を捉え、安全運

転の内容である。なお、実施体制としては、各警察署の交通課員や、警察本部の交通教

育班、非常勤職員の交通安全教育講師が派遣型等の各種の交通安全教育を担当している。

また、予算については、例えば交通安全教育の一つである子ども自転車運転免許制度の

実施のため、９２万円を計上している。 

 

運転免許課長 

３ 自動車運転免許手数料等については過去の実績を基に予算額を見込んでいたが、運転

免許の更新に係る講習手数料や試験手数料が見込みを下回ったためである。 

 

江原委員 

１ 交通安全意識高揚全体の予算額はどうなっているのか。 

２ 県民生活部においても年齢層に応じた交通安全教育を実施しているが、警察本部と県

民生活部は連携をしているのか。 

３ 約４億１，０１７万円の減については、ほぼ自動車運転免許手数料等が占めていると

理解してよいのか。 

 

財務局長 

１ 警察本部における交通安全意識高揚関係の予算については、先ほどの子ども自転車運

転免許や高齢者の自転車運転免許等の事業を統合した、交通事故防止活動推進経費とし

て計上している。平成２９年度の予算額は、３，１２４万６，０００円である。 
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交通総務課長 

２ 県民生活部の防犯交通安全課とは、それぞれの実施の機会において連携することもあ

れば、交通安全教育の趣旨に応じて別に実施することもある。例えば、今年度の交通安

全高齢者自転車大会については、連携して実施した。 

 

交通部長 

２ 説明を補足する。県民生活部の防犯交通安全課とは、日頃から情報共有を図り、連携

して交通安全教育等の活動を実施している。特に、交通死亡事故が多発した地域は、知

事からの指定を受け、３か月間様々な対策を推進することとなるが、その際には、啓発

活動等を一緒に実施している。 

 

運転免許課長 

３ そのとおりである。 

 

江原委員 

 予算をより効果的に活用するという意味において、県民生活部と連携を図っていると理

解してよろしいか。 

 

交通部長 

 お互いに大事な予算を頂いて実施しているのであり、効率・効果的に活用できるよう、

啓発品の購入などについて連携を取って実施している。 

 

小谷野委員 

 警察官について、今後、何人くらいの増員を希望するのか伺う。 

 

警務課長 

 １１０番受理件数、人口比率等様々な情勢を踏まえる必要があるが、埼玉県警察の人口

負担率は全国１位であり、負担率を下げるという意味では、警察官増員が最も効果的であ

ると考えている。これまで希望数を示したことはないが、例えば、同規模県である神奈川

県や愛知県と同じ程度の人口負担率とするには、１，０００人から１，７００人程度の増

員が必要である。 

 

高木委員 

 資料３０「自転車による交通事故について」の１ページを見ると、事故件数等が減少傾

向にある。２ページを見ると防止対策として各種事業を行っているが、実際の道路におい

ては、自転車利用者に交通ルールが徹底されていないように感じる。行っている事業の中

で、どの事業が効果的と考えているのか。 

 

交通総務課長 

 年齢が若い頃に安全教育を継続して実施することは重要と考えており、小学生に対する

子ども自転車運転免許制度だけでなく、今年度からはさいたま市において、中・高等学校

生自転車運転免許制度を開始するとともに、高校生に対する自転車免許制度も実施してい

る。また、５月に「サイクルマナーアップ作戦」という、重点的に啓発する期間を設けて

いる。事業者に対しては、サイクルマナーアップ＆セーフティ推進企業を指定し、幅広い
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年齢に対し、自転車のマナー向上を図っている。さらに、現実に事故はどのようなものか

ということを考えてもらうため、スタントマンによる事故状況の再現を体験してもらうス

ケアード・ストレイト教育技法を用いた安全教育を行っている。参加者に感想を聞いてみ

ると、非常に参考となったという声が多く寄せられたことから、有効な対策であると承知

している。 

 

高木委員 

 サイクルマナーアップ＆セーフティ推進企業は何社あるのか。また、平成２９年度の各

施策の実施結果を受け、今後どのように自転車対策に取り組んでいくのか。 

 

交通総務課長 

 現在３０企業を指定しており、その企業の従業員や家族に対して交通安全に係る啓蒙活

動を実施している。交通安全関係団体とも協力しながら、より効果的な交通安全対策を推

進していく。 

 

福永委員 

１ 歳入歳出決算事項別明細書説明調書４７９ページの「歳出」の第９款の第１項の第３

目「装備費」について伺う。警察車両は何台あるのか。また、その燃料費は幾らか。さ

らに、ガソリンの高騰により走行距離の抑制等を行っているのか。 

２ ヘリコプターの台数と飛行回数、燃料代はどうなっているのか。 

３ 行政報告書３４４ページの（８）の「イ 運転者の態様に応じた運転者教育の実施」

の高齢者講習について、１０回、２０回と電話を掛けてもつながらないと非常に苦情が

寄せられている。歳入歳出決算事項別明細書説明調書４７４ページの「歳入」の第８款

の第２項の第８目の「警察本部会計課」の「２ 予算現額に比して減少した理由」を見

ると、自動車運転免許手数料等が見込みを下回ったとあるが、その理由の一つとして、

年齢７０歳以上の方が受講する高齢者講習等の電話予約がつながりにくいため、免許更

新を諦めてしまった方が多くいたということは考えられないか。 

 

財務局長 

１ 平成３０年４月１日現在の警察車両の台数は、四輪車２，３３７台、二輪車１，３７

３台の合計３，７１０台である。これらの車両に係る燃料費として、平成２９年度は約

９億１，０００万円を計上しており、車両の使用を抑制することなく予算の範囲内で賄

えたところである。 

 

地域総務課長 

２ 県警はヘリコプターを３機保有している。平成２９年度において、「むさし」は２５７

時間、「みつみね」は３０９時間など年間の飛行時間を積算の上、燃料費も見積もって

おり、予算は維持管理及び活動経費全体で約４億円になる。 

 

運転免許課長 

３ 高齢者講習や認知機能検査の電話予約については、今年９月から本格的な対応を図っ

ているところであり、電話機を１０台から１４台に増設するとともに、電話受付要員も

４人増員した。また、予約受付の時間についても、原則は平日９時から１６時であるが、

その前後の時間帯でも予約を受け付けている。なお、電話がつながらないことを理由に
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免許更新を諦めた方はいないと承知している。その理由については、高齢者講習のお知

らせ通知の発送数と予約数を比較したところ、約９割から予約を受け付けているからで

ある。残りの１割については、運転免許を自主返納する、あるいは更新しないで失効す

る方である。 

 

福永委員 

 ヘリコプターの維持費のうち、燃料費はどれほどなのか。 

 

財務局長 

 執行額の資料が手元にないため、後ほど回答する。 

 

福永委員 

 ヘリコプターの燃料費についての資料は、後ほど私に個別に提供してほしい。なお、行

政報告書にヘリコプターについて記載が全くないのはおかしいと思う。（意見） 
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平成３０年１０月・１１月閉会中 決算特別委員会における説明者、発言 

（平成３０年１１月６日（火）産業労働部（含 労働委員会）関係） 

 

【説明者】 

渡辺充産業労働部長、石川英寛産業労働部副部長、新里英男雇用労働局長、 

野尻一敏産業労働政策課長、碓井誠一商業・サービス産業支援課長、 

藤田努産業支援課長、高橋利男参事兼先端産業課長、斉藤豊次世代産業幹、 

古平渉企業立地課長、竹中健司金融課長、島田邦弘観光課長、佐藤卓史雇用労働課長、 

堀光美知子シニア活躍推進課長、山野隆子ウーマノミクス課長、田口修産業人材育成課長 

 

土田保浩労働委員会事務局長、吉田雄一労働委員会副事務局長兼審査調整課長 

 

【発言】 

金子委員 

１ 行政報告書２２４ページの（７）の「ア 中小企業制度融資」について、融資の与信

判断を行い、与信リスクを負うのは金融機関と考えてよいか。また、融資実績の過去

の推移はどうなっているのか。さらに、平成２９年度の融資実績が減少していること、

企業成長設備資金の実績が０件であったことについて、どう考えているのか。あわせ

て、現状のような低金利下における金利支援は、本当に中小企業への支援になってい

るのかどうか見解を伺う。 

２ 行政報告書２２３ページの（６）の「ウ アセアン地域における現地支援」を見ると、

タイのサポートデスクについては平成２９年度の成約実績が５件であったが、どう考

えているのか。また、昨年度の本委員会において、訪問した際の対応が十分ではなか

ったことについて質疑しているが、その後、どのように対応したのか。 

 

金融課長 

１ 審査を行っているのは、融資を行う金融機関と保証を行う信用保証協会である。まず

リスクを負うのは、融資を行う金融機関であると考えている。融資制度の過去の実績

の推移については、平成２９年度は９２８億円、平成２８年度は１，１３９億円、平

成２７年度は１，１１４億円、平成２６年度は１，２８８億円となっている。平成２

９年度が減少した理由としては、現在の低金利下では民間金融機関の貸出し意欲が旺

盛であり、ある程度の財務状況の企業は金融機関のプロパー融資を有利な条件で受け

ることができることが挙げられる。また、景気回復基調の中、経営が厳しい企業のた

めのセーフティネット系資金が大きく減少している。企業成長設備資金の実績が０件

であった理由については、低金利の中、業績が良い企業は貸出しに前向きなプロパー

融資の利用が多いことが考えられる。また、小規模企業の場合、自己資金を用意した

上で設備投資を行うケースも多いと聞いている。現状における金利支援については、

金利自体は低くなっているが、制度融資が対象としている企業に対する信用金庫など

の利率はまだまだ高いという声もある。そういった意味で、利子補給を厚くして支援

していく意味はあると考える。 

 

企業立地課長 

２ 今年度は成約目標を１２件とし、マッチング件数の目標を１２０件から今年度は１
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５０件にしている。また、昨年度に指摘を受けた内容の改善を踏まえた企画提案競技

を今年５月に実施した。結果としては、同じ業者が６月に選定され、新契約を７月に

締結してサポート業務を継続している。 

 

金子委員 

 行政報告書２２４ページの（７）の「ア 中小企業制度融資」によると、平成２９年度

において、「多様な働き方実践企業」の認定を受けた企業などを優遇する融資制度を設け

たとあるが、当該制度はどの資金種類に入っているのか。また、実績はどうなっている

のか。 

 

金融課長 

 「働き方改革企業優遇貸付」は「事業資金」の中に含まれており、実績は３件、１，

３６７万円であった。 

 

石川委員 

１ 平成２９年度について、観光課は広聴広報課とどのように連携していたのか。 

２ 歳入歳出決算事項別明細書説明調書２６７ページの「歳出」の第７款の第２項の第１

目の「観光課」の１の（２）の「セ ＳＡＩＴＡＭＡプラチナルート事業」ついて、取

組の内容はどのようなものか。 

３ 歳入歳出決算事項別明細書説明調書２６５ページの「歳出」の第７款の第１項の第５

目の「企業立地課」の１の（１）の「オ ジェトロ誘致推進事業」について伺う。ジェ

トロ誘致の現状はどうなっているのか。 

 

観光課長 

１ 広聴広報課はイメージアップにつながる情報を有している一方、観光課は県内の観

光資源に関する情報を集約しており、両課の持つ情報は多分に重なっている。それぞ

れの課が持つメディアで露出を図るとともに、観光課では現地に来てお金を落として

もらうこと、広聴広報課ではイメージアップを図ることを目的に、情報等を共有して

いる。具体的には、広聴広報課が実施するフォトコンテストでの魅力的な写真を観光

パンフレットやホームページで紹介している。また、観光課がマスコミ取材等で得た

情報や観光素材を広聴広報課に提供するなどの取組を行っている。 

２ 川越、秩父、長瀞を結ぶＳＡＩＴＡＭＡプラチナルートは本県を代表するコースで

あるため、本ルートを中心とした周遊旅行商品の企画販売を国内外の旅行会社に働き

掛けている。平成２９年度は、語学堪能で旅行関係の知識を有する非常勤職員を中心

に働き掛けた結果、４万４８０人分の旅行商品の造成をすることができた。今後も本

ルートをきっかけにより広く県内を周遊していただけるようＰＲしていく。 

 

企業立地課長 

３ 平成２９年度はジェトロ本部と業務の内容、負担の在り方、市町村との負担割合、

運営体制等について協議していた。しかし、ジェトロ本部が平成３０年度に全面的な

負担の見直しを行うことになり、協議が止まっていた。平成３０年度には、新たな費

用負担案が示され、現在、ジェトロ本部、市町村及び経済団体と協議を続けている。

できるだけ早く誘致したい。 
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石川委員 

１ 広聴広報課が所管するテレビやラジオで、観光事業について取り上げてもらうよう

に要請しているのか。 

２ 「オ ジェトロ誘致推進事業」で支出した約６４８万円の内訳はどうなっているの

か。 

 

観光課長 

１ 魅力あるものについてはテレビやラジオ、ウェブも含めて取り上げてもらうよう要

請している。一方、観光課からは広聴広報課が知らない情報を提供するなどして、よ

り魅力的な番組作りに寄与している。 

 

企業立地課長 

２ ジェトロとの連携による商工団体の展示会出展等の補助金である。 

 

浅井委員 

１ 行政報告書２２５ページの「（２）商店街のにぎわいづくりと環境整備の支援」につい

て伺う。県はこれまでも商店街振興のための事業をいろいろと行っているが、商店街

の状況には厳しいものがある。今後、商店街の振興をどのように進めていくのか。 

２ 行政報告書２２７ページの（１）の「ア 高等技術専門校におけるものづくり分野な

どの人材育成」について、高等技術専門校はどのような役割を果たしているのか。 

３ 行政報告書２２８ページの「（２）人手不足分野や成長分野の人材育成」について伺う。

労働力人口が減る中で働き手を育成するために、今後、職業訓練についてどのような

取組を進めるのか。 

 

商業・サービス産業支援課長 

１ 平成２９年度は「商店街のにぎわいづくり支援」、「商店街への専門家派遣による活

性化」及び「地域商業を担う人材育成」という３つの支援の下に県内商店街の活性化

を図った。街路灯のＬＥＤ化などの施設整備によってにぎわいを創出するとともに、

まちゼミや商店街コンシェルジュなどによる個店と顧客の密着度を高める事業を支援

し、売上拡大を図った。また、専門家を商店街に派遣して、ホームページの改善指導

やブランド戦略などの経営力アップに努めた。今後は、危機感が強く意欲の高い８地

域を、外部の専門家が集中的に支援するＮＥＸＴ商店街プロジェクト事業を実施して

いく。 

 

産業人材育成課長 

２ 高等技術専門校では、新卒者を中心とした求職者向け訓練と中小企業の人材育成を

行っている。機械、金属などのものづくり分野の訓練は多額の設備投資を要するため、

民間では困難であり、こうした分野を下支えして企業に人材を供給している。企業の

従業員の研修もバックアップしており、中小企業では手が回らない人材育成の部分を、

在職者向けのスキルアップ講習でフォローアップしていきたい。 

３ 人手不足分野には介護や建設があるが、高等技術専門校の職業訓練やスキルアップ

講習のほかに、民間への委託訓練により人材を育成している。特に介護分野について

は、委託訓練を活用して多くの人材を確保していく。 
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浅井委員 

 介護人材の育成にはどのように取り組んだのか。 

 

産業人材育成課長 

 主に民間教育訓練機関への委託により初任者研修や実務者研修などの訓練を実施し、

１，１８９人を育成した。また、在職者に対するスキルアップ講習なども行っており、

ニーズに合った人材を育成した。 

 

塩野委員 

 行政報告書２２８ページの「（２）人手不足分野や成長分野の人材育成」について伺う。

歳入歳出決算事項別明細書説明調書２５９ページの「歳出」の第５款の第２項の第２目の

「産業人材育成課」の１の（２）の「イ 人手不足分野の人材育成事業」を見ると、決算

額は約２７７万円となっている。人手不足の様々な分野がある中で、介護及びＩＴ関連

分野に特化して事業を実施しているが、なぜその２分野なのか。また、事業の内容はど

うなっているのか。 

 

産業人材育成課長 

 建設など様々な人手不足の分野がある中、典型的な２分野を選定した。介護分野につ

いては、育成人数２，７６５人のうち、委託訓練が１，１８９人、高技専が３６人、在

職者向けのスキルアップ講習が１，１９５人などである。ＩＴ関連分野については、育

成人数３，１４２人のうち、委託訓練が１，５３２人、高技専が６５人、技能講習が１，

４４１人、障害者向け訓練が１０４人などである。 

 

塩野委員 

１ 人材不足とのことであれば、介護及びＩＴ関連の分野だけではなく、もっと幅広い分

野において事業を展開すべきであったと考える。事業を実施した介護及びＩＴ関連分野

については、講習・セミナーを受けた方の就職率を事業成果として把握しているのか。 

２ 高等技術専門校における職業訓練については、高い就職率を誇っていることは分か

っている。一方、民間への委託訓練によって、どのぐらい就業ができたのかをフォロ

ーアップしていかないと、この事業の成果はきちんと計れない。様々な業種でまだま

だ人材不足がある状況である。この事業の成果を正確に把握した上で、今後の事業を

展開してほしい。（要望） 

 

産業人材育成課長 

１ 就職率については、施設内訓練においては介護及びＩＴ関連分野共に１００パーセ

ント、委託訓練においては介護分野が８０．２パーセント、ＩＴ関連分野が７０．０

パーセントである。 

 

松坂委員 

１ 歳入歳出決算事項別明細書説明調書２５８ページの「歳出」の第５款の第１項の第４

目の「シニア活躍推進課」の１の（１）の「ウ シニア活躍気運醸成事業」について伺

う。決算額は約２，６００万円であり、シニアが意欲や希望に合わせて活躍できる社

会を構築するために継続的な情報発信を行うとして３つの事業を進めたと聞いている

が、単年度限りで事業を廃止した理由は何か。 
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２ １年間事業を実施した成果を伺う。 

 

シニア活躍推進課長 

１ 当該事業は、広くシニアの活躍をＰＲし、新たに一歩を踏み出すきっかけづくりと

するために実施した。平成３０年度については、より踏み込んでシニアの方々にアプ

ローチをすることが必要と考え、「シニア活躍アプローチ事業」を新たに実施している。

引き続き、新たな活動に一歩を踏み出すという気運醸成に努めており、発展的に解消

したという形である。 

２ 平成２９年度の成果は、アクティブシニアリレートーク、彩の国シニア応援大使に

よるＰＲ、彩の国だよりをはじめとして、切れ目のない３つの情報発信事業を展開し

た。１つ目のアクティブシニアリレートークについては、県内４か所でトークイベン

トを実施し、延べ４，９６３人の参加をいただいた。２つ目の彩の国シニア応援大使

によるＰＲについては、平成２９年６月に情報発信力の高い方ということで落語家の

三遊亭鬼丸師匠に彩の国シニア応援大使を委嘱し、メディアを通じての情報発信や彩

の国だより等で広報を実施した。３つ目として、アクティブシニアリレートークや彩

の国シニア応援大使の活動状況などを、彩の国だよりのシニア活躍特集として１２月

と３月の年２回、県内全域に折り込み配付した。その他、啓発冊子を１万部作成して

配布した。また、ホームページに「働くシニア応援サイト」を平成２９年１２月に開

設し、アクティブなシニアを掲載している。リレートーク参加者へのアンケート結果

によると、イベントをきっかけに新たに活動してみたいと回答した方が８５．１パー

セントに上った。また、彩の国だよりにも多くの前向きな感想をいただいた。今後、

アクティブシニアを応援する事業は、新しい「シニア活躍アプローチ事業」としてし

っかり取り組んでいく。 

 

高木委員 

１ 行政報告書２３０ページの（３）の「オ アジアなどからの教育旅行の受入促進」

について伺う。アジアからの訪日教育旅行の誘致について、具体的な取組内容はどう

いったものか。また、県内のどの地域に来ているのか。さらに、誘致活動の後のフォ

ローアップは行っているのか。あわせて、誘致件数を伸ばしていくための方策等は考

えているのか。 

２ 資料１８「埼玉県における賃金の男女格差の実態」について伺う。このデータは、

正規・非正規両方を対象としたものなのか。また、記載されているのは２年分である

が、今までの推移やトレンドはどうなっているのか。男女の賃金格差は縮まる傾向に

あるのか。さらに、就職氷河期世代などの年代に区切った場合に傾向や特徴があるの

か。あわせて、男女の賃金格差は大企業の方が顕著であるが、その理由をどう考えて

いるのか。最後に、男女の賃金格差を縮めるために何か取り組んだのか。 

 

観光課長 

１ 本県を訪れた子供たちに、将来、家族や友人と共に訪れてもらうために推進してい

る取組である。県内市町村や学校等と訪日教育旅行を受け入れるための推進協議会を

設置し、連携して現地での誘致活動に取り組んでいる。旅行の受入れに際し、一番多

い秩父地域では、家庭での生活体験を伴うホームステイに準じた民泊の取組を行って

いる。なお、誘致は台湾の高校生を中心に行っている。現地高校向けの説明会への参
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加や台湾教育旅行連盟の会長を訪問し、意見交換を行うなどフォローアップに努めて

いる。誘致件数は、取組を始めた平成２４年度の８０人から、平成２９年度には１，

４５２人に増加している。当初の目的どおり、教育旅行で埼玉に来て楽しみ、大人に

なってから再度埼玉を訪れてもらえるよう、受入体制の整備をしっかりと行っていく。 

 

雇用労働課長 

２ 正規・非正規という区分ではなく、常用労働者で短時間労働以外の者のデータであ

る。推移について、現在手元にある平成２７年のデータと比較すると、指数の平均値

は、１０人以上の企業では７２．３、１，０００人以上では６４．８であり、大きな

変化はないところである。年代での傾向や特徴については、４４歳までが就職氷河期

の就職と位置付けられているが、年齢が上がるにつれて格差が広がり、４０代後半か

ら５０代にかけて格差が大きくなっている。なお、大企業での格差がより大きいこと

については、明確な理由は分析できていない。また、賃金格差を縮めていくための取

組としては、男女に捉われない全体としてのものではあるが、非正規雇用を正規雇用

にしていくための取組を進めている。特に、女性は就労形態についてパートであるこ

とが多いため、セミナーや企業への専門家派遣などを通じて取り組んでいきたい。さ

らに、女性に特化したものとしては、女性管理職を増やすための取組も行っている。 

 

柳下委員 

１ 行政報告書２２５ページの「（２）商店街のにぎわいづくりと環境整備の支援」及び

資料２６「商店街の振興について」について伺う。商業・サービス産業の育成につい

て、商店街の振興のため、全般的にどのような取組や成果があったのか。 

２ 黒おび商店街は、平成２９年度に何件増えたのか。 

３ 商店街の空き店舗対策として、２９年度は「空き店舗ゼロプロジェクト」を実施し

ているが、対象地域はどのように選定しているのか。また、実績や成功事例はどうな

っているのか。 

４ 資料２４「大型店について」について伺う。県は、地元商店街を応援していくため

に大型店の出店・撤退の問題にどうかかわってきたのか。 

５ 大型店出店・撤退後の調査など、地元商店街への影響についてどう分析しているの

か。 

６ 行政報告書２１７ページの「（４）農業大学校跡地活用の推進」について、ＩＨＩに

７１億円で売却することになり、平成２９年度は事業計画の作成などの準備をしてき

たとのことだが、決算額は幾らになるのか。 

７ 資料１４「障害者法定雇用率の未達成状況及び障害者雇用納付金取扱い状況」につ

いて伺う。法定雇用率未達成企業の割合は５０．６パーセントであるが、従業員５０

人から９９人の企業の５８．５パーセントに比べて、１，０００人以上の企業では２

２．４パーセントと低い状況である。これをどう分析しているのか。また、雇用率を

高めるためにどのような取組をしてきたのか。 

８ 資料１６「過労死や労働災害に関する実態」について伺う。平成２９年度の過労死

等の労働請求は４６件であり、そのうち認定は１５件、死傷者は５，８２４人で死亡

者は３２人となっているが、過労死の実態などを分析してどのように考えているのか。 
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商業・サービス産業支援課長 

１ 地域商業の課題解決や、商店街や個別の商店活性化のため、街路灯のＬＥＤ化など

の施設整備、まちゼミや商店街コンシェルジュなどによって、個店と顧客の密着度が

高まり「入ったことのないお店に行くことができた」といった声も頂いた。また、商

店街に専門家を派遣して助言した結果、地元産の食材を活用したコロッケの開発につ

ながった事例となった。さらに、地域商業の活性化に向けた自発的な活動を支援する

ため、実行力あるトップリーダーについて平成２９年度は１１名を育成し、リーダー

が新たなネットワークの創出を図った。 

２ 黒おび商店街は、平成２０年度から認定を開始した事業である。現在１４９の商店

街が認定されているが、商業振興施策全体を見直す必要性から、平成２９年度以降は

新規認定を停止している。 

３ 空き店舗ゼロプロジェクトについては、市町村や商工団体から公募しており、選考

によって対象地域を指定している。平成２９年度においては、越谷市、蕨市、ふじみ

野市及び寄居町の３市１町を指定した。９月末までに地域ビジョンを策定し、１０月

以降にビジョンに基づく空き店舗対策を実施した。創業を希望する方に、空き店舗ツ

アーの実施や創業塾を開催するなど、空き店舗と創業希望者のマッチングが進むよう

努めた。その結果、市町や商工団体、不動産業者の連携が強化するなどの効果が生ま

れている。空き店舗対策はすぐに成果が出てくるものではないが、例えば寄居町では

駅前の空き店舗を活用し、シェアオフィスやチャレンジショップを運営している。 

４ 「大型店、チェーン店の地域商業貢献に関するガイドライン」及び「埼玉県商店街

活性化条例」に基づき、大型店の出店時に、まちづくりへの協力などを求めている。

また、大型店が撤退する場合は、地域への早期の情報提供を行うこととしていること

から、県に撤退の相談があった場合は、地元の市町村や商工団体に連絡するよう依頼

している。 

５ 平成２８年度に実施した「埼玉県商店街経営実態調査」によると、大型店出店後の

影響のうち、「悪い影響が大きい」と回答した商店街は、４２．６パーセントとなって

おり、平成１８年度の６２．８パーセントと比べ約２０ポイント下がった。一方で、「あ

まり影響はない」は、平成２８年度は３９．６パーセントで、平成１８年度は２２．

４パーセントであった。これは、商店街における商品構成が変化し、飲食店やサービ

ス業が増え、顧客の層が大型店と異なってきているからではないかと考えている。大

型店の撤退について、「あまり影響はない」は、平成２８年度は５９．３パーセントで

あった。 

 

次世代産業幹 

６ 平成２９年度の決算額は、３億３，３１９万７，０２５円である。主な内容は、土

地売却の最低分譲価格設定に当たり必要な不動産鑑定評価、土地区画整理事業の実施

に向けた事業計画の策定や実施設計、環境影響評価の準備書作成、上水道の整備に係

る坂戸、鶴ヶ島水道企業団への負担金などである。 

 

雇用労働課長 

７ 小規模な企業は人手も少なく、障害者雇用にまでなかなか手が回らない実情がある

と考える。仕事の内容も限られるため、仕事をうまく切り出せない、ノウハウがない
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といったことも課題となる。一方で、大企業は業務も多種多様で仕事の切り出しがし

やすいことや、専任の担当者を配置して雇用管理をするなど、障害者を雇用しやすい

面があると考える。雇用率の向上については、障害者雇用開拓員が従業員規模の小さ

い企業を中心に訪問し、企業の経営者などに直接働き掛けを行ってきた。特に平成２

９年度は、平成３０年４月から雇用義務の対象企業が４５．５人以上に拡大するため、

ハローワークと連携して、新たに対象となる企業を中心とした小規模な企業を重点的

に訪問してきた。 

８ 平成２９年度の過労死等事業の労災補償件数は、平成２８年度に比べ請求が５件、

認定が４件の増である。年度により若干の増減はあるものの、ここ数年は請求が４５

件程度、認定が１５件程度とほぼ横ばいである。その他の労災についても、近年はほ

ぼ横ばいである。過労死等事案について業種別の労災補償状況を見ると、運輸業・郵

便業、建設業等の人手不足の業種の割合が高い傾向にある。一般的に１か月の時間外

労働が８０時間から１００時間を超えると過労死ラインと言われているが、平成２９

年度の県の就労実態調査によると、時間外に月８０時間を超えて働く正社員がいる事

業所の割合が、中小企業で１４．４パーセント、大企業で１８．８パーセントとなっ

ており、長時間の時間外労働をしている人が一定割合存在することが明らかになった。 

 

柳下委員 

 長時間の時間外労働について、労働局と連携しながらどういう対策を行っているのか。 

 

雇用労働課長 

 公労使会議という、労働局や労働団体、経済団体の代表者による会議において、７月

から１１月の働き方改革推進期間の設定や、県内一斉ノー残業デーの実施、有給休暇取

得促進強化期間、企業への専門家派遣、働き方改革関連法の施行に向けたセミナーなど

を実施し、長時間労働の是正や職場環境改善のための支援を行っている。 

 

柿沼委員 

１ 行政報告書２１１ページの（１）の「ウ 障害者雇用優良企業の認証」について伺

う。障害者雇用優良企業の認証件数が累計で８９社とあるのは、全県の数値か。また、

認証を受けるとどのようなインセンティブがあるのか。 

２ 行政報告書２１１ページの「（１）企業への働き掛けによる障害者の雇用開拓」につ

いて伺う。障害者を雇用するに当たっては、一部工事するなど環境整備が必要になる

場合もある。そうした環境整備を行う企業に対し、県の融資制度などによってどれだ

けの支援を行ってきたのか。また、企業を訪問して障害者雇用を働き掛けたとのこと

だが、県の支援制度を説明するなど、企業が障害者を雇用しやすくするための環境整

備にどのように取り組んだのか。 

 

雇用労働課長 

１ 認証件数は全県で８９件である。認証によるインセンティブは、認証マークを使用

することができ、信用度やイメージアップにつながることである。また、ワークフェ

アなどのイベントのパネル展や県のＨＰで認証企業のＰＲを行っている。さらに、融

資について県内の金融機関と提携しており、認証企業には金利が若干優遇される。 

２ 障害者雇用開拓員による企業訪問のほかにも、障害者雇用サポートセンターのアド
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バイザーが企業へアドバイスするとともに、社員の心構えなどについても継続的に支

援を行い、障害者雇用を促進している。困難な事案については、専任のジョブコーチ

による定着のための環境整備に努めている。 

 

金融課長 

３ 中小企業制度融資の事業資金に「働き方改革企業優遇貸付」というメニューを設け

ており、一般の貸付けよりも０．２パーセント金利を優遇し、インセンティブとして

いる。 

 

小谷野委員 

１ 行政報告書２１１ページの「４ 障害者の自立・生活支援」について伺う。企業に

おいては、雇用する障害者１人に補助者１人を必要とするのが実情である。さらに、

企業内ではいじめもあり、採用されてもすぐに辞めてしまう人もいる。しかし、すぐ

に辞めてしまった障害者について、消防団で活動したことが本人にとってプラスとな

り、その後、企業で長く働き続けることができた事例があった。また、障害者はお金

について分からないので給料が狙われる。企業で障害者のサポートに付いた補助者が、

毎日のように借りる形で約３００万円をだまし取った事例もあったことから、障害者

の父母に毎月通帳を確認するよう依頼するなど、金銭管理の指導も行っていく必要が

ある。県には、障害者の自立支援にはいろいろな形があることを踏まえて取り組んで

ほしいが、産業労働部長はどのように考えているのか。 

２ 障害者の就労について、離職者はどれくらいいるのか。 

 

産業労働部長 

１ 障害者雇用においては、職場定着が大事である。それが障害者の自立に向かうもの

であることから、定着率を上げるため、今後努力していく。また、障害者一人一人が

個性を有していることから、その能力を発揮するために、いろいろな経験を積んでも

らうことが大事だと考えている。 

 

雇用労働課長 

２ 埼玉労働局のデータによると、平成２９年度においては４，０２４人の新たな就職

があった。それに基づく推計値ではあるが、離職者は２，７８３人と捉えている。 

 

小谷野委員 

離職する障害者が多いのが現状である。自立支援においては、個々の障害者について、

なぜ離職するのか、どういう仕事が合うのか、能力のどこを伸ばしたらいいのかなどを

把握して取り組んでほしい。障害者本人が今後について希望を持てるようにするととも

に、親も安心できる自立支援を行ってほしい。（要望） 

 

諸井委員 

１ 行政報告書２２３ページの（６）の「ウ アセアン地域における現地支援」について

伺う。ベトナムサポートデスクとベトナム政府内にある埼玉デスクの違いは何か。 

２ ベトナム、タイ、インドネシアのデスクの人員配置はどうなっているのか。また、

それぞれの相談件数及び成約件数の実績はどうなっているのか。さらに、実績と費用
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との兼ね合いに関する見解を伺う。 

３ 行政報告書２３０ページの（３）の「ア 海外重点市場へのプロモーション」につ

いて伺う。台湾、タイを重点市場としてプロモーションを行っているが、タイでは年

に２回国際旅行博が開催され、多くの来場者でにぎわっている。県として出展する考

えはないのか。 

 

企業立地課長 

１ 埼玉デスクはベトナムが社会主義国家で法制度の解釈が困難であることや、税制に

特殊なものがあるため、相談への対応や関係政府機関と連絡調整を行っている。サポ

ートデスクは、商談会の開催やコンサルタント業務、ビジネスマッチングなどを行っ

ている。また、埼玉デスクはベトナム計画投資省外国投資庁内に設置しており、サポ

ートデスクは民間に委託している。 

２ ベトナムとタイは、サポートデスクに企業からの相談を受けるアドバイザー１人の

ほか、各国にネットワークを組んでおり、そのネットワーク企業等を訪問するネット

ワーク推進員１人を配置している。インドネシアは、サポートデスクはないが、企業

と企業を結び付けるマッチングコーディネーター１人、ネットワーク推進員１人を配

置している。平成２９年度の成約件数については、タイ、ベトナムは５件である。ア

ドバイザー１人、ネットワーク推進員１人で業務を行っていることもあり、ここ数年

の間は、成約件数５件を目標に５件程度の成約となっている。一生懸命努力しており、

頑張っていると評価している。 

 

観光課長 

３ タイ国際旅行博は５０万人が来場する大きな旅行博であり、昨年度は８月１０日か

ら１３日の日程で出展し、埼玉の魅力をＰＲした。今年度は２月に出展する予定であ

る。 

 

諸井委員 

１ 埼玉県の企業が、ベトナム政府内にある埼玉デスクに気軽に相談できるものなのか。 

２ タイサポートデスクについて、視察に赴いて様子を見たところ、個人的見解になる

が現地職員はかなりのんびり過ごしているように見受けられた。また、現地職員に対

してはヒアリングも行ったが、現地の言葉は話せないし、受けた業務はほかへ委託す

る内容が多いという状況であった。外国にあり目が届きにくいことに加え、成果もベ

トナムとタイでは年間に契約５件程度、インドネシアでは相談２１件等程度であり、

予算に比して少ないのではないか。また、例えばタイサポートデスクの相談件数は１

日１件にも満たない状況であり、中途半端に事業を実施している印象である。事業に

ついては、現地に県職員を配置してサポートデスクを監督するなど、本腰を入れて実

施すべきではないのか。 

３ 平成２９年度のタイの旅行博について、８月は出展したとのことだが、２月に出展

しなかったのはなぜか。 

 

企業立地課長 

１ 県、産業振興公社及びサポートデスクでは、現地の日本企業が埼玉デスクを使いや

すくなるように広報を行っており、平成２９年度は１２１件の相談があった。 
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２ ビジネスマッチングやサポートデスクの相談については、成立しない場合は別の業

者を紹介する、成約しそうな場合にはフォローアップを実施するなど、１件ごとの支

援の中身が濃いものになっている。また、県職員が現地に行くときには、サポートデ

スクを訪問して確認を行っている。 

 

観光課長 

３ 旅行博の出展には３００万円から４００万円の費用がかかるため、平成３０年２月

は予算の関係で出展していない。なお、タイには、現地の旅行会社に委託して国際観

光コンシェルジュを今年７月に配置しており、直接、現地のマスコミ等にＰＲする商

品企画の掘り起こし等を行っている。この２つの事業により効果的なＰＲを行ってい

きたい。 

 

福永委員 

 資料３２「高等技術専門校について」及び行政報告書２０５ページの（３）の「ア 中

高年齢者向け職業訓練の実施」について伺う。高等技術専門校は、各コースの入校者数

が募集定員を下回っている状況にある。平成２９年度は、短期コースについて大幅に定

員を減らしたが、それでも充足していない。コースの在り方を大胆に見直せないのか。

また、ビル管理科の就職率が７１．８パーセントにとどまっているが、どう考えている

のか。さらに、中退者については、２年コースでは２割、１年コースでは３割、短期コ

ースでは１割となっている。就職で中退される方もいるが、どう考えているのか。 

 

産業人材育成課長 

 平成２９年度に短期コースの定員が大幅に減っているのは、職業能力開発センターに

あった介護サービス科について、民間でもできる訓練であることから委託訓練に切替え

て廃止したものである。また、２年コースの定員が平成２６年度に減っているが、これ

は建築デザイン科を廃止したものである。今後も必要に応じて、入校率を考慮しながら

見直しを行っていく。また、ビル管理科の就職率７１．８パーセントは平成３０年６月

の速報値であり、８月末の確定値は８２．７パーセントに上昇している。修了後も継続

的に求人情報を提供するなどフォローアップを実施し、できるだけ１００パーセントに

近づけたい。なお、中退については、ほとんどは就職が理由であるが、病気やケガ、進

路変更によるものもある。生活相談など随時面談を行い、生徒にとって何がよいのかを

考えて対応していきたい。 
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平成３０年１０月・１１月閉会中 決算特別委員会における説明者、発言 

（平成３０年１１月６日（火）福祉部関係） 

 

【説明者】 

知久清志福祉部長、江森光芳地域包括ケア局長、沢辺範男福祉部副部長、 

小池要子少子化対策局長、細野正福祉政策課長、加藤誠社会福祉課長、 

縄田敬子地域包括ケア課長、金子直史高齢者福祉課長、村瀬泰彦障害者福祉推進課長、 

和泉芳広障害者支援課長、関口修宏福祉監査課長、高島章好少子政策課長、 

西村朗こども安全課長 

 

【発言】 

横川委員 

 行政報告書１６２ページの（２）の「ケ 高次脳機能障害者支援体制の整備」について

伺う。ピア・カウンセリングを実施したとのことだが、協力いただいている方の人数、件

数及び実績はどうなっているのか。 

 

障害者福祉推進課長 

 家族会に委託して、相談会を１８回開催し延べ３６８人が参加した。そのほか、ピアサ

ポーターの協力を得て、退院可能な精神障害者に対して、退院意欲の向上に向けたピアサ

ポート委託事業なども行っている。こちらについては１２のＮＰＯ法人等に事業を委託し、

それぞれがピアサポーターの方から協力を頂いている。ピアサポーターの実数は把握して

いない。 

 

横川委員 

 障害者にとって、同じ立場や境遇の方が理解してくれているということは、精神的な部

分でもかなり救われるものである。サポーター数を把握できない理由があるのか。それと

も、実数を把握することについての重要性を認識していなかったのか。 

 

障害者福祉推進課長 

 ピアサポーターは、実際に精神障害を経験された方が患者に対して向き合い、先輩とし

ていろいろな助言を行うものであり、その活用には非常に重要な意義があると認識してい

る。一方で、ピアサポーター事業は１２か所の事業所に委託しており、それぞれの事業所

がピアサポーターを活用しながら地域移行の支援を行っている。このため、各々の事業所

がピアサポーターを実際に何人程度活用しているかの把握が十分ではなかった。今後はし

っかり把握するように努めたい。 

 

横川委員 

 この事業自体は良い取組だと認識しているが、実数などが把握されていないとなれば、

事業の評価や検証の基準などもあいまいになってしまう。再度、認識を確認するが、委託

先に一任して状況把握に努めていなかったのか、それとも、実数を把握することについて

の重要性を認識していなかったのか。 

 

障害者福祉推進課長 

 ピアサポート事業を委託するに当たっては、実績報告等を求め、実績について確認して
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いる。ピアサポート事業は精神障害者の地域移行の核となる事業であり、重要性を認識し

ている。しっかり把握するように努めていく。 

 

高木委員 

１ 資料１３「学童保育所（放課後児童クラブ）について」の７ページの「４ 放課後児

童クラブの運営基準適合状況」を見ると、児童１人当たりの専用区画面積が１．６５平

方メートルを下回る施設がある。また、１室７０人を超えて預かっている施設があると

も聞いている。子供が生活する空間として、専用区画面積の確保は必須である。施設運

営基準を満たせない原因をどのように分析しているのか。また、問題の解消のための働

き掛けをどのように行ってきたのか。 

２ 児童相談所においては、相談件数が急増する中、正規職員の増員だけではなく、非常

勤職員も増員して補わざるを得ない状況になっている。正規職員と非常勤職員の業務内

容の違いは何か。また、非常勤職員を増員せざるを得ない状況について、平成２９年度

における見解を伺う。 

 

少子政策課長 

１ ７０人を超える大規模クラブは、県全体では平成２６年度の７４か所から平成２９年

度の５７か所に減少しているが、所在する市町村に偏りが生じている。人口流入が続く

地域では受入枠の確保に苦慮しており、大規模解消のための人材と場所の確保が難しい

のが現状である。国においては、７０人を超えるクラブに対し、補助を減額するなどの

ペナルティを課して分割を促している。なお、解消に向けては、余裕教室の活用や校庭

又は体育館の一部を利用した整備を進める必要があるが、教育委員会の協力が不可欠で

ある。また、大規模クラブが多い市へは県の幹部が直接訪問し、福祉及び教育部門に働

き掛けている。 

 

こども安全課長 

２ 平成２９年度においては、児童福祉司を定数で１５０名配置するとともに、それをサ

ポートするための非常勤職員を配置している。具体的には、児童福祉司の指示に基づき、

各種調査を行う虐待対応相談員や、里親委託をサポートする里親委託等推進員のほか、

警察との連携の一つとして実親が協力的でない場合に、児童福祉司と一緒に家庭訪問す

る非常勤の警察官ＯＢ等を配置している。 

 

高木委員 

１ 余裕教室の活用は難しい面もあるため、民間の物件を活用する方法も考えられる。ま

た、運営の分割については、市町村が分割費用を準備するかどうかによっても変わるが、

その点まで含めて市町村に指導しているのか。 

２ 児童相談所の体制強化のため、児童福祉司を更に増員する必要については、どう考え

ているのか。 

 

少子政策課長 

１ そのような点も含め、国は様々なメニューを示しているが、適切なエリアでの場所の

確保が困難である。引き続き、個別相談を含め丁寧に対応していきたい。 
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こども安全課長 

２ 埼玉県では近年、児童虐待通告が急増している。児童虐待通告の増加に伴い、児童福

祉司の業務も増加するため、今後とも関係部局と調整を図りながら児童福祉司の増員に

ついて検討していきたい。 

 

松坂委員 

１ 行政報告書１５９ページの（９）の「イ 介護職員の処遇改善」について、介護サー

ビス事業者に介護職員処遇改善加算を受けるように働き掛けた成果はどうだったのか。 

２ 行政報告書１６１ページの（２）の「オ 障害者の就労の促進」について、総合リハ

ビリテーションセンターが訪問支援を行った民間の障害者施設４８施設の内訳はどう

なっているのか。 

３ 行政報告書１６４ページの（３）の「オ 児童発達支援・放課後等デイサービス事業

の充実」を見ると、平成２５年度から毎年度、約１００事業所ずつ増加している。これ

に伴い、自立支援費を支給した市町村に交付する負担金も増大していると思うが、県は、

市町村と連携し、事業者の実態について把握をしているのか。 

４ 行政報告書１６８ページの「（３）社会福祉施設等の指導監査」の平成２９年度指導

監査実施状況において、特に指摘件数の多い老人福祉施設、障害者福祉サービス事業所、

民間保育所及び介護事業所に対する主な指摘内容は何か。また、改善についての確認内

容を伺う。 

 

高齢者福祉課長 

１ 平成２９年度は、国の処遇改善加算取得促進事業を活用し、非常勤職員５人を高齢者

福祉課及び３つの福祉事務所に配置し、加算の取得に関する問合せに個別に対応してき

た。なお、県内介護事業所の取得状況は、平成３０年９月１日現在、９１．４パーセン

トであり年々上がっている。 

 

障害者福祉推進課長 

２ 就労系の民間サービス事業所は、就労継続支援Ａ型、Ｂ型及び就労移行支援という区

分があるが、訪問支援を行った４８件については、全て就労移行支援事業所である。 

 

障害者支援課長 

３ 放課後等デイサービスの指定申請の際に、市町村からの意見書を添付させて審査を行

っている。また、２年に１度、職員が市町村を訪問し、障害福祉サービス制度全般につ

いて助言したり相談を受けている。さらに、個別の案件について苦情やクレームなどト

ラブルがある場合には、適宜市町村と協議して対応に当たっている。 

 

福祉監査課長 

４ 老人福祉施設については、日常生活費を一律徴収するなど取扱いが不適切であるもの

や給与の支給状況が給与規程と一致していないものなどである。障害者福祉サービス事

業所については、年２回の消火・避難訓練の実施が不十分なものや給付費加算に係る要

件に不備があるものなどである。民間保育所については、月１回の消火・避難訓練の実

施が不十分なものや、保育内容の自己評価が行われていないものなどである。介護事業

所については、利用契約書や重要事項説明書の不備やケアプラン等の内容が不十分であ

るものなどである。また、改善状況については、改善事項を文書で通知してからおおむ
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ね１か月以内に改善報告書を提出させて確認している。改善率は、平成３０年４月末現

在では９６．４パーセント、９月末現在では９９．２パーセントとなっている。 

 

松坂委員 

 放課後等デイサービスについては、事業者によってサービス内容が異なることがあると

の声を聞くが、市や県に直接苦情が寄せられることはあるのか。 

 

障害者支援課長 

 放課後等デイサービスの事業所は増加しており、様々な運営主体が入っている。このた

め、県に直接、利用者からクレームやトラブルの連絡がある。市町村からも県に対して事

業者への対応について個別に相談がある。 

 

石川委員 

１ 行政報告書１４９ページの（２）の「ウ 多子世帯応援クーポン事業」を見ると、ク

ーポンを配布した世帯数は２，８３３世帯であり、少ない印象を受ける。この世帯数は

申請世帯数なのか。それとも、一定の条件を満たした世帯であって配布された世帯数な

のか。 

２ １，９２７世帯が利用したとのことであるが、主に使われたサービスはどのようなも

のか。また、利用者からはどのような声が届いているのか。 

３ 行政報告書１５３ページの「（２）児童養護施設等における養護の充実」について、

希望の家事業及びクローバーハウス事業を実施しているが、児童養護施設等の退所者へ

のアフターケアに関する成果はどうなっているのか。また、希望の家事業の入居者数を

伺う。 

 

少子政策課長 

１ ２，８３３世帯はクーポンの申請世帯数であり、かつ実際に配布した件数である。な

お、対象世帯は平成２９年４月から１２月までに第３子以降が生まれた世帯である。対

象世帯約５，９００世帯のうち２，８３３世帯が申請しているため、申請率は４８パー

セントになる。事業が９月からの実施となったこともあるが、約半分に留まった申請率

については低いと認識しており、反省点として事業の改善に取り組んでいる。 

２ クーポンは、子育てサービスを中心に使ってもらうことを想定している。利用された

サービスとしては、産前産後ケアの利用が一番多く、全体の２割を占める。次いで一時

預かりの利用が多く、全体の１割を占める。利用者の声としては、産前産後ケアについ

ては「３人目が生まれて経済的な負担が増えるので利用を我慢していたが、クーポンを

もらったことにより、ためらいなくサービスを利用することができた」や、一時預かり

については「サービスがあることは知っていたが、クーポンをきっかけに利用につなが

った」という声を頂いた。なお、クーポンは保育所のおむつ代やバス代などの実費徴収

分にも使える。 

 

こども安全課長 

３ 希望の家事業の平成２９年度の入居者は１２名であり、現在は更に増えて１５名とな

っている。希望の家事業は、大学等に進学する児童養護施設等から退所する児童に低額

の住居を提供し、支援員である社会福祉士がマンツーマンで様々な相談に応じる事業で

ある。本県の児童養護施設等からの退所児童の大学等進学率は、事業開始前の平成２６
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年度の２２．７パーセントから平成２９年度の２５．７パーセントに向上したところで

ある。クローバーハウスについては、昨年７月に社会福祉士会への委託事業としてさい

たま市内に開設した。この事業は、単身生活をしている児童養護施設等からの退所児童

が、困った時に気軽に相談ができる場所を作るとともに、退所者同士の交流ができる居

場所を作ろうと開設したものである。現在までの利用実績は、来所相談が４７人、電話

相談が１２人となっている。また、金銭管理やネット犯罪などのセミナーを月１回程度

開催しており、１０６人が参加した。今後とも、こうした取組を通じて、退所者の支援

に取り組んでいく。 

 

江原委員 

 行政報告書１５８ページの（６）の「ア 認知症ケアの支援」について伺う。認知症サ

ポート医の養成とかかりつけ医の技術習得について、平成２９年度までにどのような目標

を掲げ、どのくらい達成したのか。 

 

地域包括ケア課長 

 認知症サポート医の養成については目標を設定していないが、平成２９年度末までに１

４１人養成した。かかりつけ医は、平成２９年度末までに認知症対応力向上研修修了者１，

７００人の目標を設定していたが、実績は１，２２６人で達成率は７２．１パーセントで

あった。引き続き、修了者数を増やせるように医師会等と協力し、研修の受講を呼び掛け

ていく。 

 

江原委員 

 認知症サポート医については目標を設定していないとのことだが、平成２９年度はどの

ように取り組んだのか。 

 

地域包括ケア課長 

 国が実施している養成研修については、埼玉県に割り当てられている分を全て利用して

養成に努めた。認知症サポート医は認知症初期集中支援チームの核となる存在であるが、

認知症初期集中支援チームは全市町村に設置する目標を達成しているので、一定程度充足

していると考えている。 

 

柳下委員 

１ 資料１３「学童保育所（放課後児童クラブ）について」の７ページの「４ 放課後児

童クラブの運営基準適合状況」について伺う。放課後児童クラブの待機児童数はどうな

っているのか。 

２ 大規模学童が増えており、所沢市では５１クラブのうち９クラブしか専用区画面積基

準に適合していない状況にある。指定管理者の導入や株式会社の参入に伴い、大規模化

による質の低下が懸念されるが、県としては、対応を市町村任せにせず、具体的な状況

を把握する必要があると考えるがどうか。 

３ 放課後児童クラブの障害児受入れの状況はどうなっているのか。 

４ 行政報告書１４５ページの「（１）生活保護の適正実施」を見ると、平成２９年度の

状況は、月平均で保護受給世帯数７万３，８７０世帯、保護受給人員９万７，６５４人

であり、保護率は平成２７年度から１．３４パーセントという状況である。格差と貧困

が広がっている中で、この状況を県はどのように分析しているのか。 
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５ 資料１１「生活保護について」の１ページの「１ 受給者数・保護率の推移（全国と

の比較）」を見ると、平成３０年７月現在の全国平均の保護率が１．６６パーセントで

あるのに対し、埼玉県の保護率は１．３２パーセントと大変低い状況にある。保護を受

けたいという人の相談について、親切に応じているのか。 

６ ケースワーカーの１人当たり受持ち世帯数については、市は８０世帯、町村は６５世

帯という基準がある。１人が多くの世帯を受け持つと援助の質が下がることもあるが、

県はこの実態を把握しているのか。また、改善についてどう対応しているのか。 

７ 行政報告書１４７ページの「（２）生活困窮者対策の推進」の学習支援については、

参加した中学３年生全員が進学するなど成果を上げ、マスコミにも注目された取組であ

るが、今後もっと発展させていくための考えと県の役割を伺う。 

 

少子政策課長 

１ 平成２９年度は、３，８５９人分の受入枠拡大を図り、１５５人の待機児童が減少し

たが、毎年度２，０００人から３，０００人の希望者増があるため、今後も整備を進め

ていく必要がある。 

２ 大規模クラブの全体の数は減少しているが、所沢市など一部の市に集中している。そ

のような市には直接出向き、状況を確認するとともに補助メニューを丁寧に説明してい

る。現場の支援員との意見交換も定期的にするなど情報共有を図っているが、質の確保

は重要であるため、引き続き教育部門にも働き掛けていく。 

３ 平成２９年度は、県内放課後児童クラブの約半数の７２９か所で計１，３２１人を受

け入れた。 

 

社会福祉課長 

４ 本県の被保護世帯数は、この３年ほどは高齢者世帯以外の世帯は減少している状況で

ある。一方、高齢化の進展に伴い高齢者世帯は増加傾向が続いている。本県の高齢者世

帯の伸び率は全国の伸び率より高く、全体の被保護世帯数を押し上げている。県全体と

してはほぼ横ばいという状況である。 

５ 保護率の地域格差については、会計検査院の調査によれば、完全失業率や離婚率、高

齢者単身世帯割合などと強い相関が見られるということである。本県では、完全失業率

や離婚率は全国の数値とほぼ同様の数値であるため、本県の保護率が全国と比較して低

いのは、高齢者の単身世帯割合が低かったことが大きな要因ではないかと考えている。

また、保護が必要な方には確実に保護を実施するよう徹底した指導を行っている。 

６ 社会福祉法に定める市福祉事務所のケースワーカーの配置標準数は８０世帯に１人と

なっているので、１００世帯を超える場合は負担が大きくなる。ケースワーカー数が標

準数を満たしていない市に対しては、監査において増員を要請し、ケースワーカーが２

人以上不足している市に対しては、県福祉部の幹部が直接市を訪問し、福祉部局だけで

はなく、人事当局にも増員を強く要請している。 

７ 県では生活保護世帯で育った子供が、大人になって再び生活保護を受給することのな

いように、全国に先駆け平成２２年９月から生活保護世帯の中学生を対象に高校進学に

向けた学習支援事業を実施してきた。この成果が国に認められ、生活困窮者自立支援法

の中に学習支援事業が位置付けられた。この法律の下では、平成２７年度から対象者を

生活困窮世帯の子供にまで拡大し、市部は市が、町村部は県が事業を実施している。市

への支援としては、市の要請に応じて学習支援事業のボランティアの派遣や学習支援員

の資質向上のための研修会などを行っている。この中で、早い段階から支援することが
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必要だということが分かってきたことから、今年度から小学生向けの事業である「ジュ

ニア・アスポート事業」を実施している。この事業成果を引き続き市に還元していきた

いと考えている。 

 

柳下委員 

 生活保護を受ける高齢者の増加に伴い、介護や認知症の問題などの困難なケースも増加

している。ケースワーカーの専門性の確保について、どう取り組んだのか。 

 

社会福祉課長 

 市に要請してケースワーカーの増員を図ってきたが、経験が少ない職員が多いので、研

修の充実を図りながら、資質向上に努めてきた。 

 

塩野委員 

１ 行政報告書１５８ページの（９）の「ア 介護人材の確保・定着の支援」について、

数値で判断できる指標はあるのか。 

２ 行政報告書１５９ページの（９）の「イ 介護職員の処遇改善」ついて伺う。介護職

員処遇改善加算の取得状況が９１．４パーセントとのことであるが、まだ１割程度の事

業所が受けていない要因は何か。また、処遇の改善状況はどうなっているのか。 

３ 介護保険の地域区分が低いと介護職員の処遇にも影響する。平成２９年度において、

国に地域区分に係る働き掛けを行ったのか。 

４ 行政報告書１６２ページの（２）の「コ 発達障害者支援体制の整備」について伺う。

発達障害総合支援センター、中核発達支援センター、地域療育センター及び就労支援セ

ンター等が設置されことで、発達障害者の支援体制は充実してきたと感じている。一方、

今まで発達障害者支援センターとして役割を果たしてきた「まほろば」の位置付けはど

うなっているのか。また、「まほろば」が受けている相談や研修の実施内容はどうなっ

ているのか。 

５ 行政報告書１６６ページの（３）の「タ 在宅超重症心身障害児の家族に対するレス

パイトケア事業の実施」について、平成２８年度と比べて実績は増えているのか。 

 

高齢者福祉課長 

１ 埼玉県５か年計画では、平成３３年度に１０万５，７００人の介護職員を確保する目

標を立てている。 

２ 昇給制度や評価制度が整備されていない事業所があることが主な要因である。国の賃

金構造基本統計調査によると、平成２７年における本県の介護職員の給与月額は２８万

５００円であったのに対し、平成２９年は２９万１，９００円であり、１万１，４００

円の改善があった。 

 

地域包括ケア課長 

３ 地域区分は、原則として国家公務員の地域手当の率に準じて設定されている。高い区

分の地域に完全に囲まれている場合には、周辺の区分の中で一番低い区分まで引き上げ

ることができる規定がある。平成３０年度から一部の市町村で区分の変更があった。地

域区分については、様々な意見が市町村にあるため、引き続き市町村の意見が反映され

るよう支援していく。 
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障害者福祉推進課長 

４ 発達障害総合支援センターは１８歳までの発達障害児を対象として運営を行っている。

これに対して「まほろば」は、１９歳以上の成人期の発達障害者支援を担うことで役割

を分担している。「まほろば」の主要な業務内容は、発達障害者やその家族に対する相

談支援のほか、研修や発達障害者の就労促進に係る企業・支援機関への助言・指導であ

る。平成２９年度の相談支援の実績は２，５０４件であった。「まほろば」は成年期の

最初の相談場所であり、本人の状態に合わせて４か所の就労支援センター、あるいは就

労支援事業所等を紹介して、つなげていく役割を担っている。また、研修については、

就労支援事業所等に対して発達障害者の特性の評価事項や、就労に向けた支援方法を普

及させるための現地支援、あるいは、発達障害者の雇用拡大に向けた企業への啓発や支

援のためのセミナーなどの活動を行っている。 

 

障害者支援課長 

５ 平成２８年度の実績は、ショートステイが１１２人で１，７１３日、デイサービスが

４６人で１７９日の利用になっている。平成２８年度と比較すると減少しているが、減

少幅が多い市町村に確認したところ、この事業をよく利用している方が施設入所したた

めに減少したとのことである。 

 

塩野委員 

１ 現状、介護職員はどの程度不足しているのか。 

２ 介護職員の月額給与について、平成２９年は１万円以上増えたとのことだが、働いて

いる職員は実感が伴っていない。また、介護事業所は処遇改善の状況を職員にきちんと

説明する必要があるが、行っていない事業所もあると聞く。職員が処遇改善を実感する

ことでやる気を出し、定着につながると考えられることから、介護事業所が職員にきち

んと処遇改善について明示するよう、県は平成２９年度に取り組んだのか。 

３ 就労支援センターでは、非常に実践的で高いスキルを身に付けることができると認識

している。あえて「まほろば」の方で相談を受ける必要はなく、就労については４つの

就労支援センターに特化させていく必要があると考える。「まほろば」については、平

成２８年度と比べると就労関係の相談件数がかなり減っていることもあり、今後どのよ

うな機能を担うのか、役割を見直す必要があると考えるがどうか。 

４ 「まほろば」の実施する研修について、再度、内容を伺う。 

５ レスパイトケア事業を実施する受入施設が少ないと感じる。受入施設を増やすべきと

考えるがどうか。 

 

高齢者福祉課長 

１ 国の需給推計によると、本県の介護職員数は平成２８年度時点で８万１，３１６人で

ある。 

２ 介護職員処遇改善加算を取得するに当たっては、事業者が事業所全ての介護職員に周

知することとなっている。県としては、事業者から実績報告書を県に提出してもらう際

にその点について指導した。なお、加算は全ての職員に行われるわけではなく、事業所

の裁量に基づくため、そうした制度であることも含めた周知が職員に行われるよう、引

き続き指導に努めていく。 
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障害者福祉推進課長 

３ 就労支援センターについては、就労相談から職業能力評価、就労訓練、就労活動の支

援、職場定着までの一貫した流れを支援している。これに対して「まほろば」は、就労

相談には対応しているが、訓練等には対応していない。就労相談については、発達障害

の特性により、まずは医療機関や福祉機関、支援機関との連携からスタートしていくべ

き対象者の方もいる。最初の入り口である就労相談については、より広い観点から相談

に対応する必要性があると考えている。 

４ 就労支援事業所の中には、発達障害者の特性に応じた支援が行えていない事業所もあ

るため、支援状況の確認・指導や現地支援を行っている。就労支援センターと役割を分

担しながら、発達障害者の就労に向けて活動を行っているが、重複した活動がないよう

に適宜見直しを図っていきたい。 

 

障害者支援課長 

５ 受入施設はショートステイが１２か所、デイサービスが９か所と少ないため、身近な

地域でサービスが受けられるようにしていく必要がある。受入施設拡大のため、ベッド

の購入費補助や看護師を対象にした研修を実施した。今後とも引き続き、受入施設の拡

大に努めていく。 

 

福永委員 

１ 歳入歳出決算事項別明細書説明調書１９０ページの「歳出」の第３款の第２項の第２

目の「こども安全課」の１の「（３）里親制度推進費」のうち、新規の里親登録に係る

経費の決算額は幾らか。 

２ 行政報告書１５３ページの「（３）里親制度の普及・充実」について伺う。県内の乳

児院は、寄居や加須に所在するなど、県南地域から通うには遠い位置にある。県南地域

の方が施設に面談に通う場合などは、交通費の負担が大きいと聞いている。平成２９年

度は、交通費の支給などの支援を行ったのか。 

 

こども安全課長 

１ 普及啓発費用として約４５０万円を執行した。 

２ 里親受託後は国の措置費制度があるが、受託前は支給されない。県では、受託前であ

っても宿泊を伴う場合については、一時保護委託の取扱いとすることで交通費も含めた

交流費用を支給している。 
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平成３０年１０月・１１月閉会中 決算特別委員会における説明者、発言 

（平成３０年１１月８日（木）教育局関係） 

 

【説明者】 

小松弥生教育長、小島康雄副教育長、小澤健史教育総務部長、渡邉亮県立学校部長、 

松本浩市町村支援部長、古垣玲教育総務部副部長、羽田邦弘県立学校部副部長、 

芋川修県立学校部副部長、関口睦市町村支援部副部長、佐藤裕之市町村支援部副部長、 

岡部年男総務課長、八田聡志教育政策課長、清水匠財務課長、橋本強教職員課長、 

加藤健次福利課長、日吉亨県立学校人事課長、上原一孝高校教育指導課長、 

浪江治魅力ある高校づくり課長、小谷野幸也生徒指導課長、栗原正則教職員採用課長、 

伊藤治也保健体育課長、金子功特別支援教育課長、坂上節県立学校人事課学校評価幹、 

馬場敏男小中学校人事課長、石井宏明市町村支援部参事兼義務教育指導課長、 

金子隆生涯学習推進課長、横松伸二文化資源課長、吉野雅彦人権教育課長 

 

【発言】 

金子委員 

１ 歳入歳出決算事項別明細書説明調書４２６ページの「歳出」の第１０款「教育費」の

不用額約１９億円について、主な要因は退職手当によるものであるとの説明があったが、

予算と決算とでこれほど違いが出るものなのか。 

２ 行政報告書２９９ページ（１）の「ア 学力・学習状況調査実施事業」について、調

査結果から見えてきたことは何か。また、調査結果を受け、市町村教育委員会をどのよ

うに支援しているのか。 

３ 行政報告書３０１ページの（４）の「エ 科学技術立県を支える次世代人材育成プロ

ジェクト」について、具体的にどのような活動が行われたのか。また事業に参加した生

徒の能力、才能の伸長を図ったとあるが、どのような成果が生まれてきているのか。 

 

財務課長 

１ 不用額が大きい理由は、自己都合による退職者への退職手当によるものである。自己

都合退職者の退職手当については年度末までに支給額を決定することが難しく、結果と

して多くの不用額を計上している。定年退職者数は見込みどおりであるが、自己都合退

職者については各教職員の都合で急に退職される場合があるので、退職手当の支払いが

できなくならないよう、余裕をみている。 

 

義務教育指導課長 

２ 埼玉県学力・学習状況調査は、児童生徒の学力の経年変化を把握するものであり、今

年度を含めて計４回実施している。この調査の中で、「主体的・対話的で深い学び」、い

わゆるアクティブ・ラーニングが、子供たちの学力向上に結び付いていることがわかっ

てきた。県では、学力が伸び悩んでいる市町村や学校を重点的に支援しており、具体的

には、県の指導主事が市町村又は学校を訪問し、埼玉県学力・学習状況調査で見えてき

た、学力を伸ばしている教員の取組を広め、共有化を図るなどの支援を行っている。 

 

高校教育指導課長 

３ 具体的な活動として、科学が好きで優れた才能や意欲を持った高校生が、学校の枠を

超えて集まり、科学の研究や科学オリンピックへの出場に向けて活動を行っている。参
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加生徒は７つの分野に分かれ、月１回、各拠点校で行われる定例会に参加し、指導教員

からの指導や助言を受け、また専門分野の大学教授の講演を聞くなど、高校の授業レベ

ルを超えた内容を学んでいる。また８月には、生徒１２名を選抜しフィリピンのトップ

クラスの高校であるセブ国立科学高校やマンダウエ総合高校を訪問し、現地の高校生た

ちと英語で活動することで、レベルの高い研究やプレゼンテーション能力を高める取組

を行った。次に、成果として、今年５月にアメリカで行われた世界最大の科学コンテス

トである「インテル国際学生科学技術フェア」に、本事業の化学分野の生徒が、日本代

表の一人として参加し、特別賞を受賞している。今後も、学校の枠を超えた研究や海外

の高校生との交流を通じて、科学技術分野において世界で活躍できる人材の育成に努め

ていく。 

 

金子委員 

 自己都合退職者への退職手当の不用額が大きいことについて、自己都合退職者の人数は

毎年積算しているのか。平成２９年度も前年度までと同様に積算したということでよいか。

１９億円の不用額は大変大きな金額であるが、自己都合退職者の退職手当について、補正

予算で対応するという考え方はないのか。 

 

財務課長 

自己都合退職者については、毎年度ほぼ同じ人数で見込んでいる。総計予算主義の観点

から、見込めるものは当初予算で計上すべきものと考えており、補正予算による対応は想

定していない。 

 

石川委員 

１ 行政報告書３０６ページの（７）の「ウ 特別支援学校就労支援総合推進事業」に、

「チームぴかぴか」に関する実績が記載されている。なかなか一般就労は難しいところ

だが、平成２９年度の就労状況について伺う。 

２ 行政報告書３１６ページの（１）の「ウ 県立学校教職員の確保」について伺う。人

事異動に関する内容が一覧表に掲載されているが、平成２９年度の校長の異動について、

異動までの期間が一番長かった人は何年になるのか。反対に、異動までの期間が一番短

かった人は何年になるのか。また、校長は通常何年間在職した後に異動しているのか。 

３ 歳入歳出決算事項別明細書説明調書４２８ページの「歳入」の第８款の第１項の第８

目「教育使用料」の収入未済額約１６３万円については、再三督促を行ったものの納入

がなかったとのことだが、納入がなされない状況に関する説明と、最高額が幾らで何年

間納入されていないのかについて伺う。 

４ 歳入歳出決算事項別明細書説明調書４４１ページの「歳入」の第１４款の第３項の第

７目「教育費貸付金元利収入」の収入未済額約３，０３３万円の内容について伺う。 

 

特別支援教育課長 

１ チームぴかぴかのメンバーの就労状況については、資料記載のとおり、２３人中１６

人が一般就労している。また、平成２９年度の特別支援学校高等部卒業生の一般就労の

状況については、３２．６パーセント、人数にすると３４１人が一般就労した。就職者

数は、毎年度伸びている状況である。 
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小中学校人事課長 

２ 平成２９年度の小中学校の校長の在職期間は、平均３．１年である。最も長い在職期

間は６年である。最も短い在職期間として、各校長の事情により１年という者もいる。 

 

県立学校人事課長 

２ 平成２９年度の県立学校の校長の在職期間は平均２．３年で、最も長い在職期間は

５年、最も短い在職期間は１年である。学校における課題解決のため、適材適所の人

事を行ったものである。 

 

財務課長 

３ 教育使用料の収入未済は、平成１６年度から２１年度までの債権である。平成２２

年度以降は高校授業料無償化が導入され、収入未済は発生していない。収入未済の最

高額は、平成２０年度の６万７，４１０円である。授業料の滞納について、訴えられ

るものは全て簡易裁判所へ訴えており、債務名義は取っているが、依然として徴収が

できない状況である。平成２８年に比べ約２０万円の滞納額の圧縮を行っており、今

後も粘り強く徴収していきたい。 

 

人権教育課長 

４ 諸収入の教育費貸付金元利収入の収入未済額３，０３３万４，２２０円のうち、人

権教育課で所掌するものは、３，０１７万３，２２０円である。これは、同和対策事

業の１つとして、昭和５７年から法律に規定する地域に居住する子弟に奨学金を貸与

しているものである。この奨学資金の貸与は平成１６年度まで行っており、未返済分

の奨学資金について計上している。 

 

高校教育指導課長 

４ 収入未済の一部に、埼玉県高等学校定時制課程及び通信制課程生徒修学奨励費の１

６万１，０００円の未返還分がある。この修学奨励費とは、高等学校の定時制課程及

び通信制課程に在籍する生徒のうち、職業に就いているが経済的理由により修学が著

しく困難な者に対して、修学を奨励するために貸与している貸付金である。この貸付

金は、卒業すれば返還が免除となるが、中途退学者は返還義務が生じるため、現在、

返還されていない部分について、電話や文書、自宅訪問などにより督促を行っている。 

 

石川委員 

１ 県立高校の校長の異動が平均で２．３年、最長で５年ということだが、実態として

大体の人が２年で異動する。学校によって、長期にわたって在籍している教員と校長

先生の関係について、学校のガバナンスの面、上司から部下への指導という面でどう

なのか。一つの学校に長くいるベテランの先生と、２年で次々と代わる校長先生がお

り、保護者から誰に相談していいのかという戸惑いの声を聞いたことがある。この状

況をどのように考えているのか。 

２ 返されるべきものが返されていない３，０１７万３，２２０円の収入未済について、

返還に向けてどのような努力をしているのか。知事部局では、条例に基づき債権とし

て扱い、名寄せをするなどの対応をしているが、これは教育局単独で回収しているの

か。奨学金の未返還分についてどのように対応していくのか伺う。また、高校の定時
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制と通信制の奨励費について、未返還分があるということだが、平成２９年度中の督

促の状況について説明を求める。 

 

県立学校人事課長 

１ 早期で管理職が異動すると、引継ぎの面で懸念が生じる部分がある。校長の年代の

教員は大量に退職する時期を迎えており、直近５年では３０から４０名ほどの校長が

退職となっている。このような事情により、人事異動のサイクルが若干短くなってき

ている。その対応として、校長や教頭、事務長などの学校の管理職が、同時に異動す

ると引継ぎ面で心配が生じるため、管理職が一度に異動することがないよう、人事上

の配慮を行っていきたい。 

 

人権教育課長 

２ 教育局における収入未済については、知事部局とは別に、独立して対応している。こ

の奨学金は、学校卒業後２０年間で返還するものであり、対象である１人１人に、郵

送や電話連絡、事情が許せば家庭訪問などの手法により丁寧に説明し、回収に努めて

いる。 

 

高校教育指導課長 

２ 定時制・通信制の生徒修学奨励費の未返還の者は、現在２名いる。その２名に対し

ては、文書、電話及び自宅訪問という形で督促を繰り返している。 

 

宇田川委員 

１ 行政報告書の３０８ページの（２）の「イ ネット問題対策教育推進事業」にある

いじめネット問題について、インターネットサイトの監視はどのように行っているの

か。 

２ １，７２７件あったインターネット上の問題のある書き込みについて、いじめや事

件性のあるものはどのくらいあったのか。 

 

生徒指導課長 

１ サイトの監視については、専門業者に委託し県立学校に関係するサイトを対象に行

っている。 

２ いじめや誹謗中傷等に関する書き込みは７件あった。１，７２７件のほとんどは、

個人情報を載せているものや、個人が特定される表現のものである。これらを確認し

た場合には、該当の学校に連絡し、教員から生徒へ指導を行っている。 

 

宇田川委員 

 委託された業者は、インターネットサイトを監視するシステムで対応していると思う。

問題のある書き込みについて業者から報告を受けた場合、学校側で追跡の調査などをし

ていると思うが、１，７２７件のうち警察と連携した事案はどのくらいあったのか。 

 

生徒指導課長 

 平成２９年度に警察と連携した事案はなかった。サイトの危険度のレベルが高いもの
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について、早急かつ個別に報告や連絡を行い対応しており、危険度が低いものについて

は、一定程度まとめて報告してもらい、各学校に周知している。 

 

宇田川委員 

 県立高校に関するもののみ監視しているということだが、私立高校においても問題の

ある書き込みの事案があると思う。私立高校と連携して監視を行っているのか。 

 

生徒指導課長 

 基本的には県立学校を対象にしており、監視方法としては、県立学校の学校名をキー

ワードにし、ヒットするものについて、問題ある書き込みがないか確認している。現在、

サイトの監視の対象は県立高校である。 

 

宇田川委員 

 県立高校だけを対象に監視しているとのことだが、その監視でいじめに関する事案を

全て拾えるのか。そのような監視方法では不十分ではないか。 

 

生徒指導課長 

 小中学校については、市町村教育委員会に確認していないが、市町村において監視を

していると聞く。県から市町村へネット監視の手法をお話したこともあり、小中学校を

対象とした監視は、市町村ごとに対応しているものと考えている。 

 

宇田川委員 

 インターネットにおけるいじめ事案を把握するためには、県立高校の生徒と私立高校

の生徒が関わっているケースもあることから、県立高校だけでなく、私立高校も県の監

視の対象とすべきと考えるが、どう考えているか。 

 

生徒指導課長 

 県教育局の監視の中で、私立高校に関する問題ある書き込み等があれば、当然、当該

私立高校へ情報提供をしたいと考えている。所管する県立高校のみを監視するというこ

とではなく、問題ある書き込みに関して私立高校と関連性がある場合には、適宜情報提

供していく。 

 

松坂委員 

１ 行政報告書３０３ページの（６）の「ア 幼少期教育充実事業」に関して、小学校

入学までに子供たちに身に付けて欲しいことをまとめた「子育ての目安『３つのめば

え』」について、保護者への周知を図ったとのことだが、その成果をどのように捉えて

いるのか。 

２ 行政報告書２９９ページの（１）の「ア 学力・学習状況調査実施事業」について、

市町村単位で広域的に実施される学力テスト、いわゆる公的テストがあると思うが、

このテストを実施していない市町村の動向等について把握しているのか。 

３ 行政報告書３０６ページの（７）の「エ 特別支援学校整備事業」のインクルーシ

ブ教育、ノーマライゼーション教育に関し、特別支援学校の在籍率について、埼玉県
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は向上しているのか。又は下降しているのか。実績値等に基づきその見解を伺う。 

４ 中学校における必修科目としての柔道・剣道について、年間を通じての授業時間数

と、その目的や効果について伺う。 

５ 県教育委員会が所管している博物館や美術館のうち、指定管理の施設において、何

人の障害者を雇用し、どのような業務をしているのか。 

６ 県立高校の入試における不登校生徒枠について、一部の保護者からその弊害に関し

指摘する声があるが、平成２９年度においてこの指摘に対する取組内容について伺う。 

７ 平成２９年度に校庭の芝生化を実施した各学校の目的について伺う。 

 

義務教育指導課長 

１ 幼稚園・保育所・認定こども園における「３つのめばえ」の活用状況は９０パーセ

ントであり、多くの幼稚園等で「３つのめばえ」が活用されていると捉えている。他

方、「３つのめばえ」の保護者の認知度については、平成２９年度に幼稚園・保育所・

認定こども園の年長児をもつ保護者に対して抽出で調査したところ、「知っている」と

回答した保護者は約６０パーセントにとどまっている。平成２８年度調査から微増し

たものの、保護者への周知については、今後もより一層努めていく必要があると考え

ている。また、アンケート調査において、保護者が「３つのめばえ」を活用すること

により成果があったものとして、子供への関わり方に関し、「寝る時刻や起きる時刻を

決めている」と回答した保護者は９５．５パーセントおり、前年度より増加している。

また、「子供の良いところや頑張っているところを見つけてほめている」と回答した保

護者は９８．２パーセントと、前年度の９６．７パーセントから増加している。この

調査結果から、保護者の子供への関わり方において、「３つのめばえ」が活用されてい

ると捉えている。 

２ 公的テストは、市町村の校長会や、幾つかの市町村の校長会がまとまって実施する

など、県内全ての中学校で行われていると認識している。公的テストの広域化を図る

ことで、客観性やデータの信頼性が高まると考えられるが、公的テストはあくまでも

校長会が主体となり実施していることから、今後は、中学校長会等と情報共有しなが

ら進めていきたい。 

 

特別支援教育課長 

３ 特別な支援を必要とする生徒の在籍率について、支援が必要なお子さんが学ぶ場と

して、通級による指導や特別支援学級、特別支援学校という場があるが、それぞれの

場で毎年度、その在籍人数、在籍率ともに増加している状況である。 

 

保健体育課長 

４ 柔道・剣道などの武道は、日本固有の文化であり、その伝統的な動作・作法や相手

を尊重する考え方を学ぶことができることがその効果であると認識している。平成２

０年の学習指導要領改訂に伴い、中学校１、２年生において、武道を含め９つの領域

が必修化され、この９つの領域を１・２年生で全て学ぶため、中学校に配当されてい

る年間１０５時間を９で割ると、約１０時間を武道に充てられることとなる。ただし、

学校の生徒数や施設などの条件に基づき、各学校で検討し実施時間数について決定し

ている。 
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文化資源課長 

５ 博物館関係で指定管理により運営する施設は、川の博物館とさいたま文学館の２館

である。川の博物館は株式会社乃村工藝社が指定管理しており、障害者雇用率は平成

３０年７月１０日現在、会社全体で１．８５パーセントであると報告を受けている。

なお、川の博物館自体には乃村工藝社の関係職員が１９人いるが、障害者の方はいな

い。さいたま文学館の指定管理者は法定雇用率の対象外の事業者であり、障害者の雇

用状況は把握していない。 

 

高校教育指導課長 

６ 不登校特別選抜については、中学時代に一過性のつまずきにより不本意な中学校生活

を送った者で、中学校長が出願に該当すると認めた者が出願資格のある制度である。平

成９年１１月に当時の文部省の通知で提起され、埼玉県では平成１２年度の入試からこ

の制度を実施している。出願に該当する生徒については学習の記録と出欠を除いた調査

書、自己申告書、学力検査、面接の結果を資料として選抜を行っている。平成３０年度

の入学者選抜においては、実受検者は全日制及び定時制を合わせて５２３名おり、その

うち合格者は４５１名であった。この制度に関し、少なくとも今年度及び昨年度につい

ては、県民から弊害に関する意見やクレームは寄せられていない。 

 

財務課長 

７ 校庭の芝生化事業については、県のみどり自然課と共に市町村に対する説明等を行

っている。芝生化事業の趣旨や目的を各市町村教育委員会へ説明し、それに賛同した

各教育委員会の意向に基づき校庭芝生化を行っており、各学校の芝生化に関する考え

方等について確認していない。 

 

松坂委員 

 公的テストは高校受験において重要なものである。校長会において広域性を持たせる

取組を進めていると思うが、県としてその動向を把握すべきと考えるがいかがか。 

 

義務教育指導課長 

委員御指摘のとおり、中学校の進路指導における公的テストの活用は、非常に大切で

あると認識している。県では、これまで公的テストがどの地域で実施されているかなど

について、中学校長会等と情報共有している。今後も継続して情報共有に努めていく。

公的テストの広域化は、あくまで校長会等が主体で実施しているものであるが、広域化

を図ることは中学校の進路指導において非常に有効であることから、引き続き、中学校

長会と連携を図っていく。 

 

松坂委員 

 柔道・剣道の指導者不足もある中で、各学校によっては授業時間が１０時間を下回る

学校もあると思われ、もっと時間をかけて取り組むべきと考えるが、この点についてど

う考えているか。 

 

保健体育課長 

 ９領域について単純に割れば年間１０時間程度となるが、１・２年生の２年間である
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ため、合計２０時間程度以上になると考えられる。また、３年生以降では武道と球技の

選択となるため、引き続き武道の受講を希望する生徒は、継続して武道を受講すること

ができる。高校進学後も同様に、１年生では武道と球技の選択であり、これらを通算す

れば、時間数は確保できていると認識している。また、各領域の配当時間は均等ではな

いため、生徒数や施設の状況に応じて、各学校で時間数の確保に向けた検討をできるも

のと認識している。 

 

高木委員 

１ 資料１６「教員の健康状況について」において、精神疾患で休んでいる教員が直近３

年間で増加している。精神疾患の場合、教員という職務の性質上、休職後にすぐに復帰

することは難しく、復帰に向けたプログラム等が必要であると思う。精神疾患で休職す

る教員をなくすため、平成２９年度はどのような取組を行ったのか。また、復帰する教

員に対し、どのような配慮を行っているのか。 

２ 行政報告書３０３ページの（６）の「ア 幼少期教育充実事業」の「『接続期プログ

ラム』などを活用し保育計画・指導計画の工夫を行っている学校等の割合」の表で、

幼稚園・保育所・認定こども園の数値が僅かに減少しているが、これをどのように評

価しているのか。また、小１問題や接続期における問題について、各計画における工

夫により、平成２９年度は解消に向けて進んでいるのか。取組の効果について伺う。 

 

福利課長 

１ 精神疾患による休職者数について、過去１０年位の推移を見ると、平成２１年度が２

６２名でピークであった。平成２９年度は２２７名であり、減少傾向にある。教職員の

メンタルヘルス対策の取組として、メンタル不調を未然に防ぐための研修会の開催や、

相談窓口の整備などを行っている。また、早期発見、早期対策が重要であり、心の不調

を感じたらすぐに相談窓口を利用することを、これまでも様々な機会で、管理職や教職

員に周知している。教育局では保健師による健康相談制度を設けており、その相談件数

は毎年度増え続け、平成２９年度は２，７４９件となっている。さらに、教員の復職ま

でのフォローを確実に実施する必要があることから、休職中に、所属長は主治医と情報

交換を密に行うとともに、本人や家族に生活状況、通院や服薬の状況、今後のスケジュ

ール等を確認し、把握に努めている。復職の前段階としては、準備訓練や職場リハビリ

テーションなど、職場に対する不安を解消し、円滑に職場復帰するための取組を実施し

ている。また、受け入れる職場に対する支援として、管理職を対象とした職場復帰支援

研修を実施している。これは、精神科医を講師として、精神疾患に関する正しい知識や、

復職者の受入れの際の個別の対応方法を身に付ける内容である。 

 

義務教育指導課長 

２ 状況を把握するこの調査は、公立幼稚園以外は任意で実施しており、毎年度対象の

幼稚園等に変動があることから、数値が変動していると評価している。県としては、

平成２９年度の９７．９パーセントは高い水準であると捉えている。また、公立小学

校では１００パーセントを達成していることから、幼児教育と小学校教育との円滑な

接続については、全ての小学校で体制が整っているものと認識している。今後は、幼

児教育と小学校教育の接続の中身の充実を図っていく。 
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柳下委員 

１ 行政報告書３０６ページの（７）の「エ 特別支援学校整備事業」を見ると、特別

支援学校の教育条件の整備について載っている。県南地域における特別支援学校の児

童生徒増への対応を図ることを目的とした仮称県南部地域特別支援学校を県立戸田翔

陽高校の敷地に設置するため、平成２９年度は基本設計を行ったと記載がある。県南

部の地域の児童生徒数の推移や通学環境、特別支援学校を必要とする子供が増えてい

る状況を、どのように分析し、今後の見通しはどう考えているか。 

２ 資料１２「学校種別 児童・生徒１人当たりの教育費の推移」を見ると、児童生徒

１人当たりの教育費の推移について、特別支援学校は全国で埼玉県は４２位、金額で

は６２６万４，７５２円と低い。全国１位の島根県は１，２３９万１，９３４円であ

る。この状況をどのように分析しているか。児童生徒１人当たりの教育費を引き上げ

ていくべきではないのか。 

３ 行政報告書３０５ページの（７）の「イ 特別支援学校の教育条件の整備」のうち、

スクールバスの運行について、３３校に２３０台が運行している。保護者から通学時

間が長いので短くしてほしいという要求が出ていると聞くが、平成２９年度はどのよ

うな要望があり、どのような対応をしたか。 

４ 入間わかくさ高等特別支援学校を視察し、プロのパン屋さんと同じ機械を使って作

られたパンを茶房わかくさでいただいたが、とてもおいしかった。この学校は新しい

学校で、大変人気があると聞いている。平成２９年度の職業学科での取組の特徴と成

果、その取組が就労に向けてどのように生かされているか。 

５ 歳入歳出決算事項別明細書説明調書４６０ページの「歳出」の第１０款の第５項の

第３目の「特別支援教育課」の１の「（４）就労支援推進事業費」について、予算額８，

５６２万４，０００円に対して、決算額は６，３３０万４，０００円となっているが

不用額が出た理由は何か。また、先ほどの答弁の就労支援の中で、一般就労が３４１

人、３２．６パーセントとあったが、就労後のフォローアップについてはどのように

取り組んでいるか。 

６ 行政報告書３０６ページの（７）の「オ 特別支援学校医療的ケア体制整備事業」

について、肢体不自由の支援学校等に看護師資格を有した教員を配置とあるが、看護

教員は何名いて、非常勤看護師は何名いるのか。また、どのような役割を担っている

のか。 

 

委員長 

 柳下委員、委員の質問において、「今後の見通しは」という質問が散見される。冒頭に

も申し上げたが、予算や事業の方向性に関する質問はお控えいただくようお願いする。 

 執行部においては、今後の見通しなど予算や事業の方向性に関する質問に対する答弁

は控えて結構である。 

 

特別支援教育課長 

１ 県南部地域の児童生徒数の平成２３年度から平成３０年度までの７年間の推移では、

約２４０名増加している。この増加傾向は今後も続くと見込んでいる。今回、戸田翔

陽高校敷地内への特別支援学校の設置に伴い、川口市、戸田市、蕨市の通学区域の再

編を検討している。この再編は、関係市を含む特別支援学校の過密解消に一定の効果
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があると見込んでいる。新校は戸田駅から徒歩５分程度と通学しやすい立地であるた

め、電車利用による自主通学についても取り組んでいきたい。しかし、中度や重度の

児童生徒も通うため、スクールバスの運行も併せて検討していきたい。 

３ スクールバスの運行に関する保護者からの要望に関して、委員御指摘のとおり、乗

車時間を短くしてほしいという要望は、毎年頂いている。また、子供たちは環境の変

化への対応が苦手であるため、バスの運転手や添乗員はできるだけ変えないでほしい

という要望もある。これらの要望に対しては、学校を通して保護者の意見を聞き取り、

反映できるものについてはスクールバスの委託契約に係る仕様書に記載するなどの対

応を行っている。また、毎年度の児童生徒数や運行ルートの状況等を考慮し、スクー

ルバスの増車、型式変更などの見直しを検討している。 

４ 入間わかくさ高等特別支援学校の職業学科での特徴的な取組として、「わかくさ版デ

ュアルシステム」という実習に取り組んでいる。具体的には、生徒３～４名に教員１

名が付き、学校近隣の企業等に出向き、企業で行われている業務を実際に生徒が行う

ものである。この取組により、仕事に対する責任感や自己肯定感が育まれ、その後の

進路の実現や、長く働き続けることができることにつながっていくものと捉えている。 

５ 特別支援学校就労支援総合推進事業の決算において、不用額が生じた主な理由は、

チームぴかぴか事業における人件費が予算見込みを下回ったためである。就労支援に

関する実績として、平成２９年度は３２．６パーセントの一般就労率となったが、こ

れは平成２０年度から７．３ポイント上昇しており、就労の実績がかなり伸びてきて

いる。フォローアップについては、就労後３年は、学校の職員が就労先の各職場を訪

問し、生徒の状況を把握しており、必要な支援を行っている。 

６ 平成２９年度の県立特別支援学校に配置された看護教員は２３名で、非常勤看護師

は１３名である。喀痰の吸引や経管栄養などの医療的ケアを養護教諭や教員と連携し

て行っている。 

 

教育政策課長 

２ 特別支援学校における学校教育費の約８割は、人件費が占めている。その一方、特

別支援学校の教員の定数は、法令により主に学級数などの学校規模によって決められ

ている。児童生徒数が少ない県では、基準未満の児童生徒数の学級編成が多くなり、

相対的にそこに充てられる教員数が多くなるため、児童生徒１人当たりの経費も多く

なる。本県は教員１人当たりの児童生徒数が多いことから、児童生徒１人当たりとい

う点からは経費は低くなり、全国順位も低くなっていると捉えている。 

 

柳下委員 

県立戸田翔陽高校に新設される特別支援学校のスクールバスについて、何台くらいの

運行を計画しているのか。 

 

特別支援教育課長 

現在のところ６台程度の運行を見込んでいる。 

 

浅井委員 

１ 平成２９年度の取組の中で、県民に対し胸の張れる事業や施策は何か、教育長に伺
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う。 

２ 行政報告書３１０ページの（４）の「ウ 学校教育における人権教育の推進」につい

て、指導者の資質向上を図る研修会での研修内容は何か。 

 

小松教育長 

１ 平成２９年度に限らず、全ての業務に関して、学校においても教職員一同が心を合

わせて県民のために胸の張れる仕事をしていると思っている。特徴的な成果を上げて

いるものとして、一つは、県独自で行っている学力・学習状況調査である。これは一

人一人の伸びについて、どうして伸びたかということを分析するとともに、教員同士

で良い取組の共有を図るということが進んできている。高等学校の協調学習について

も、全国的に見ても非常に評価の高い手法を取り入れ、約９割以上の高等学校で実施

している。若い教員も初任者研修から始めており、新しい手法の協調学習ができるよ

うになっている。また、地域での学習という点で「子ども大学」の取組は、特徴的な

ものである。大学レベルの内容を小学校の子供たちに提供し、そこから子供たちの興

味関心が大きく育っていると考えている。 

 

人権教育課長 

２ 研修内容の例として、高等学校等校長人権教育研修会において、平成２９年度は障害

者差別の解消に向けて顕著な活動をされているＮＰＯの責任者の方の講演を行い、高等

学校等人権教育担当者研修会においては、インターネット上の人権侵害に関する講演を

行った。講演を聞くだけの受け身的な研修会だけでなく、各学校で優れた実践をしてい

る教員にその取組内容を発表させ、教育局として社会状況の変化に対応した取組につい

て、情報提供を行っている。 
 

浅井委員 

人権教育における人権には、相手に対する人権と、自分の権利ばかりを主張する人権と

があると思うが、この人権に関してどのように取り組んだのか教えてほしい。 

 

人権教育課長 

 平成２９年度に独自にというものはないが、全ての研修会において、人権とは「自分と

同じように相手を大事にすること」を子供達の心の中に育むことであることを、学校の管

理職にも常々説明をしているところである。 
 

塩野委員 

１ 歳入歳出決算事項別明細書説明調書４６７ページの「埼玉県高等学校等奨学金事業特

別会計」の「歳入」の第４款の第１項の第１目「貸付金元金収入」を見ると、埼玉県

高等学校等奨学金事業における貸付金元金収入の収入未済額が約４，９６３万円計上

されている。これは単年度でなく前年度から引き継がれている収入未済の金額も含ま

れているのか。また、何人分の収入未済であるか。 

２ 行政報告書３２１ページの（４）の「キ 高等学校等奨学金の貸与」において、４，

８７７人に約２０億円の貸付を行ったとある。前年度までは５，０００人を超えてい

たが、ここで少し減っているという印象がある。減ったことについて何か要因がある
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のか。私立高校の父母負担の軽減の導入が進んできたことが影響しているかもしれな

いが、要因について検証しているのであれば教えてほしい。 

３ 県立高校の体育館へのエアコンの設置について、平成２９年度末までに実施した学校

があったのか教えていただきたい。 

 

財務課長 

１ 貸付金元金収入の収入未済については、前年度から引き続いて回収ができないもの

を含んでいる。人数は２９２人である。 

２ 奨学金貸与者が減っている要因は、景気に左右される部分があると捉えている。奨

学金の貸付対象に私立高校も含んでいることから、私立高校の父母負担軽減導入の影

響というよりは、全体的に景気が良くなり所得が増えてきて、貸付を受けずに済む方

が増えているのものと推測する。 

３ 体育館へのエアコンの設置を行ったところはない。 

 

塩野委員 

１ 埼玉県高等学校等奨学金について、借りやすい制度になっていることは大変評価し

ているが、返しにくいという印象を持っている。以前の一般質問でも触れたが、国の

日本学生支援機構の大学生向けの奨学金では返済に当たって所得連動返還型奨学金が

既に導入されているが、埼玉県の高校生向けの奨学金についてはまだ導入されていな

い。返還猶予要件が緩和されたのは承知しているが、歳入歳出決算事項別明細書説明

調書４６８ページの「埼玉県高等学校等奨学金事業特別会計」の「歳入」の第４款の第

３項の第１目「雑入」の「財務課」の１の（１）の「ア 奨学金返還金に係る延納利

息」にあるとおり、延納利息だけで約２００万円払われている現状がある。平成２９

年度にもう少し返還しやすい制度に改めるという検討はなされなかったのか伺う。 

２ 体育館へのエアコンの設置について、今年の夏は大変な猛暑であり、県内のある中学

校で部活中に重篤な熱中症となってしまったケースがあったと聞いている。また、災害

時には学校が避難所にもなるということを考えると、体育館へのエアコンの設置は今後

進める必要があると思う。平成２９年度は全く進めなかったということで、設置に向け

た検討すらしなかったのかについて伺う。 

 

財務課長 

１ 貸付金元金収入に記載している金額は、平成１４年度から１８年度までに県で直接

貸与していた古いタイプの債権である。現在の奨学金制度において、貸与は金融機関

で行うため、決算書類には記載されない。借りやすい、返還しやすい制度への検討は

必要と考えるが、基本的に返還期間も非常に長く設定しており、貸与実績からも使い

やすい制度になっていると考えている。 

２ 体育館へのエアコンの設置については、平成３０年９月補正予算において全ての普

通教室への設置を検討し、予算化まで行った状況であり、現在のところ体育館までは

検討をしていない。 

 

塩野委員 

 埼玉県高等学校等奨学金事業の収入未済額４，９６３万円について、どのように返還
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を求めていくのか。 

 

財務課長 

 収入未済で返還が滞っているものについては、平成２９年度からサービサーを導入し

て積極的な回収に努めている。 

 

諸井委員 

１ 行政報告書２９６ページの「１ 確かな学力と自立する力の育成」について伺う。「学

力・学習状況調査における学力状況」の指標のうち、「埼玉県学力・学習状況調査にお

いて学力を１２段階中２段階伸ばした児童生徒の割合」について、小・中学校ともに

実績値が減少しており、特に中学校が著しい。この実績値減少の要因と取組状況につ

いて伺う。 

２ 資料４行政報告書の２９７ページの「２ 豊かな心と健やかな体の育成」について

伺う。「身に付けている「規律ある態度」の状況」の指標のうち、「児童生徒の８割以

上が身に付けている『規律ある態度』の項目数の割合」の実績値が減少している。要

因と取組状況について伺う。 

３ 年間３０日以上の不登校に児童生徒数について、小学生も中学生もかなり増えてい

る。この傾向から、基本目標に掲げられている豊かな心を育むことから逆の方向に行

っている印象があるが、この傾向の要因の分析や取組はどのようにやってきたのか。 

４ 「彩の国の道徳」を導入して長い期間が経つ。家庭用の冊子もあるが、保護者に尋

ねると読んだことがないという回答が多数である。家庭用「彩の国の道徳」について、

何部発行し、どのように配布しているか、また、保護者に読まれているかなどの調査

を実施しているのか伺う。 

５ 特別支援学校あるいは農業高校等で農産物を作っていろいろなところで販売するケ

ースがあり、歳入にもその予算が計上されている。農産物はその場やそのときによっ

て値段が上下するもので、例えば天候が悪かったら白菜が５００円ぐらいで売られた

りする。そのときに、県が一律で１００円などと、市場とは余り関係がない形で値段

を決めており、売上げは１００パーセントを県の歳入となるというシステムになって

いると思う。学校における裁量もあった方がいいのではないか。特に特別支援学校で

は、卒業後の一般就労を目指していくのであれば、市場と全く関係の無い値段をつけ

て販売をするよりは、市場を見て値段をつけて販売し、利益を得るという取組にした

方が就労に向けて生きていくのではないかと思う。県の歳入とする金額は一律でもよ

いが、差額については、学校で使えるような形にした方がより目的に合っていると思

うが見解を伺う。 

 

義務教育指導課長 

１ 本県の小・中学校の子供たちは、単純な計算問題や漢字の読み書きの正答率が高い

傾向にあるが、文章題や情報を整理して自分の考えを回答することについては正答率

が低い傾向にあり、これが実績値が減少した要因の一つであると考えている。このこ

とについては、学力が伸び悩んでいる市町村や学校を重点的に支援することで学力向

上を図っていく。 

２ 子供たちへのアンケート調査の結果で、規律ある態度のうち、特に、「話を聞き、発
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表すること」の項目で子供たちの自己評価が低いことが実績値が減少した要因と捉え

ている。今後は、アクティブ・ラーニング等を取り入れ、積極的に子供たちが話し合

う場面等を授業に組み入れることで、実績値を伸ばしていきたい。 

４ 家庭用「彩の国の道徳」は５万２，０００部発行し、全ての新小学１年生の保護者

に配布している。配布後は、例えば、授業参観の学級懇談での活用や、家庭教育学級

等での活用などを依頼しているが、実際にどの程度活用されているかについてはデー

タとして把握はできていない。 

 

生徒指導課長 

３ 不登校の児童生徒数が増えている原因は、明確に分かっていないところである。子

供たちを取り巻く環境は様々であり、調査における不登校の要因は、学校での人間関

係や家庭の状況が多くなっているが、家庭において、不登校にならないように学校に

通うということへの意識が少し変わってきていることが影響していると推測する。ま

た、不登校の児童生徒へも情報提供をしていこうという教育機会確保法が平成２９年

２月に施行されたことも一つの要因になっているのではないかと推測する。不登校対

策の取組については、子供たちを取り巻く環境も様々であるため、相談体制の整備が

重要であると考える。スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー、相談員

を配置している市町村へ助成を行うことにより、相談体制の充実を図るなど、子供た

ちを見守っている教師をサポートをする形で、相談体制を整備する取組を進めている。 

 

高校教育指導課長 

５ 現在、鳩ヶ谷高校を除いた県立の農業関係の高校７校で、農産物又は加工品の販売

等を行っている。教育活動の一環として、種や苗、肥料などは県の予算の中で対応し、

教育活動として行っている。また価格については、当然市場価格を意識し、近隣の方

に御迷惑を掛けない形で提供をしている。しかし、農作物は天候に左右され、豊作の

時もあれば不作のときもあるため、教育活動に支障がない形で学校を支援している。 

 

特別支援教育課長 

５ 農業関係の学科での農産物の販売、食品関係でのパンやお菓子の販売、カフェを行

っている学校がある。いずれも教育活動の一環であり、対面での販売や生徒によるレ

ジ打ち、お金の計算なども教育活動の一環となっている。そのため、１００円や１５

０円など計算しやすい額で値段設定しているところもある。その価格は原価を踏まえ

て設定しているが、農産物は時期によって確かに市場価格との差があるケースもある

ように思う。このことについては、しっかりと市場価格を見ながら、妥当な価格設定

をするよう各学校に対し指導していきたい。 

 

福永委員 

 歳入歳出決算事項別明細書説明調書４６０ページの「歳出」の第１０款の第５項の第４

目「特別支援学校施設費」を見ると、県立特別支援学校教室不足対策費を含め３事業が掲

載されている。特別支援学校の教室の空調設備は、平成８年度に整備をされて、２０年が

経過している。平成２９年度には、空調設備の更新に係る予算は執行されなかったのか。 
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財務課長 

 執行している。 

 

福永委員 

 空調設備の更新に関する詳細について、後ほど資料を提出してほしい。 

 

委員長 

 ただ今、福永委員からあった資料要求について、後日、執行部において福永委員に提

出するようお願いする。 

 

小谷野委員 

相談員やカウンセラーの配置により、高校の中途退学者数は年々減ってきている。教

職員の日頃の努力について評価している。しかし、資料２５を見ると、平成２９年度の

県内公立高校の中途退学者数は、まだ１，４６９人もいる。何年か前に、学校を中退し

たが、もう一度復学したいと思っている生徒がかなり多いというアンケート調査結果を

一般質問で聞いた。学校側は、中退した生徒がその後どうしているか、余り意識してい

ないのではないかと思う。私が高校生のとき、違う学校に通っていた一つ年上の先輩が

学校を中退した。その後、中学校の時の担任の先生が、退学したその先輩を諭し、翌年

その先輩は高等技術専門校に入った。そこで学んだことを基にして、今は個人事業主に

なっている。あのときの中学校の担任の先生をすごいと思う。これこそが教育であると

思う。現在、年間１，５００人くらいの生徒が学校を中退しているが、今後何人くらい

の生徒が、もう一度、働きながら定時制の高校や、元の高校に戻れるのだろうか。年間

１，５００人でも１０年で１５，０００人にもなる。中途退学した生徒へのケアについ

てどのように考えているのか。また、どのような対応をしてきたかについて伺う。 

 

生徒指導課長 

 高校中退者は年間約１，５００人ほどおり、数値はここ何年、段々と減ってきている

状況である。委員御指摘のとおり、中途退学の対策として相談体制の整備等を進めてい

る。また、行政報告書の３０９ページにもあるが、厚生労働省の委託機関で、若者の就

労支援を行っている「地域若者サポートステーション」と連携して、在学中の生徒の社

会性を育てる取組を行っている。万が一中途退学した場合でも、そのような機関が受皿

となり、就労に向けた支援が受けられることを期待し、同機関と連携した事業を平成２

９年度から取り組んでいる。この取組の中で、中途退学した生徒の動向について注視し

ていきたい。 

 

小谷野委員 

 中退した生徒を支援する窓口がいろいろあることは良く分かった。しかし、そういう

生徒が自ら支援機関へ相談することは少ないと思う。ニュージーランドでは２０歳くら

いに一度チェックをするという話を聞いた。退学した生徒に一度アプローチして、今ど

のような生活をしているか、無職なのかなどを確認できると違ったケアができると思う。

このことについて教育長の考えを伺う。 

 



 

- 148 - 

小松教育長 

 まず、辞める前に相談があった時に今後どうするのかと確認し、辞めた後に相談があ

った際には支援をしていく機関があることを、生徒へ指導するよう言っている。しかし

ながら、うまくその指導に乗れない子供たちがいるということも実情である。委員御指

摘のとおり何年か経って調査することも必要であると思う。どのような方法であれば、

多くの子供たちの行き先をフォローでき、更に支援につなげていくことができるか工夫

していきたい。 
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平成３０年１０月・１１月閉会中 決算特別委員会における説明者、発言 

（平成３０年１１月８日（木）農林部関係） 

 

【説明者】 

篠崎豊農林部長、山崎達也農林部副部長、牧千瑞農林部副部長、 

根岸章王食品安全局長、前田幸永農業政策課長、小畑幹農業ビジネス支援課長、 

坂田直人農産物安全課長、丸山盛司畜産安全課長、佐藤正行農業支援課長、 

片貝充生産振興課長、荒木恭志森づくり課長、林淳一農村整備課長 

 

【発言】 

松坂委員 

１ 行政報告書２４３ページの「３ 多彩な農産物の生産力を強化する」について、決算

年度で加工米として取り扱われたものの実績について伺う。また、飼料米の作付面積

も下降気味だが、その原因について伺う。 

２ 行政報告書２５５ページの「７ 県産木材の利用を促進する」について、県は県産木

材を使った住宅建築に１立方メートル当たり１万７，０００円を助成しており、決算年

度は２１６件に約４，５１２万４，０００円を助成している。平均１００平方メートル

の家の木材使用量は推定２０立方メートルであり、２１６件では県産木材使用量が２，

７０５立方メートルと推定される。平成２９年度の木材供給量は８万３，３９６立方メ

ートルであり、県産木材の供給量に対して３パーセントしかない。今後、更に県産木材

の利用促進を図るためには、地元工務店や関係機関と連携が必要と思うが、実績からそ

の効果と課題について伺いたい。 

 

生産振興課長 

１ 加工用米の生産実績は、平成２９年産で２４８ヘクタールとなっている。飼料用米

の作付面積は、平成２９年産は平成２８年産に比べ大幅に減っているが、それは一部

主食用米への転換もあるが、同じ新規需要米のカテゴリーにある米粉用米に転換した

ことが大きかったためである。その要因としては県内に実需者がおり、その実需者か

らのニーズが高かったと考える。 

 

森づくり課長 

２ 事業実績については、民間住宅の件数のほかにも、県産木材を取り扱う工務店数が、

平成２５年度の２４社から平成２９年度は１９６社と約８倍に増加している。また、こ

の事業を契機に県産木材を利用した合板生産と供給が始まり、住宅用の新たな用途が広

がっている。県内には約３，０００の工務店があり、もっと多くの工務店に県産木材を

使ってもらうためには、関係者の連携と県産木材の安定供給体制の整備が不可欠である。

このため、各工務店が県産木材を調達しやすいように、現在県内にある４つの製品市場

に県産木材コーナーを設置した。さらに、これらの市場では、毎年、木とのふれあいま

つりを開催し、広く一般県民に木の良さをＰＲしている。今後も、様々な機会を捉え県

産木材のＰＲを行うとともに、製材工場やプレカット工場など、木材加工施設の支援や

関係者の連携を強化して県産木材の利用促進を行っていく。 

 

松坂委員 

 加工米は、どのような形態で流通しているのか。 
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生産振興課長 

 主な用途としては醸造用としての利用、加工米飯という形で冷凍食品の原料に使用さ

れている。 

 

浅井委員 

１ 行政報告書２５２ページの（１）の「ア 埼玉スマートＧＡＰ推進事業」について、

Ｓ－ＧＡＰに取り組むことで農家にどのようなメリットがあったのか。また、グロー

バルＧＡＰとＳ－ＧＡＰの違いは何か。 

２ 行政報告書２５４ページの（２）の「イ 林業・木材産業構造改革事業」について、

高性能林業機械とは具体的にどのような機械か。また、平成２９年度に１台購入とある

が、この高性能林業機械を使うことにより、どのような効果があったのか。 

 

農産物安全課長 

１ ＧＡＰは農業経営のマニュアルのようなものである。ＧＡＰに取り組むことで農産

物の安全性に関する事故や農作業事故の防止、更には経営の効率化などのメリットが

ある。また、適正な生産工程の管理を行うことで消費者や取引先の信頼性向上も図ら

れる。グローバルＧＡＰは、国際標準のＧＡＰ認証である。グローバル企業と取引す

る場合、認証取得が要件となるケースがある。審査項目が２００程度と多く、認証取

得にはコンサルタント費用を含めて６５万円から１００万円程度の経費がかかる。一

方、Ｓ－ＧＡＰは県が策定したもので、農家が取り組む項目を５０項目程度に分かり

やすくまとめており、正しく取り組んでいるかについて県が無償で評価する仕組みと

なっている。 

 

森づくり課長 

２ 高性能林業機械とは、１台で複数の作業ができる機械のことをいい、例えば、プロセ

ッサは、伐った木の枝を払い、同時に一定の長さに木を切ることができる機械である。

平成２９年度は、フェラーバンチャという機械を購入した。これは木を倒し集材できる

機械である。高性能林業機械の一番の効果は、従来のチェンソーで伐ったり、人力で引

っ張っていたものを機械でやることで安全で効率的に作業できることである。 

 

浅井委員 

 昨年度、三重県議会がＳ－ＧＡＰについて、本県に視察に来た。その後、県同士で情

報交換などは行ったのか。 

 

農産物安全課長 

 県同士の意見交換等は行っていない。 

 

石川委員 

１ 行政報告書２４０ページの（２）の「イ 新規就農総合支援事業」について、平成２

９年度に就農準備資金や営農開始資金を受けた方や、これまで資金を受けて就農した方

のその後の状況を伺う。 

２ 行政報告書２４０ページの（３）の「イ 農業版ウーマノミクス事業」について、新

商品の開発を支援したとのことだが、どのようなものがあり、どのような成果につな

がったのか。 
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３ 行政報告書２４６ページの（２）の「ア 農林水産試験研究費」によると、水産研

究所が子持ちモロコの開発に成功したとのことだが、どのような状況なのか。 

４ 行政報告書２５１ページの（３）の「ウ 埼玉農産物輸出総合サポート事業」につ

いて、商談会を埼玉県農商工連携フェアに併せて実施するなど努力したとのことだが、

その取組がどのように輸出につながったのか。 

５ 歳入歳出決算事項別明細書説明調書２９２ページの第１４款の第７項の第３目「雑入」

に、約１億７，９００万円の収入未済額が計上されている。２９５ページの「森づくり

課」の１の（１）の「コ 行政代執行に要した経費」と金額が違うが、この収入未済は

どのようなものなのか。 

 

農業支援課長 

１ 平成２９年度は、就農準備資金を２８人に交付しており、そのうち１３人は研修中で

ある。研修が終了した１５人は全て就農している。これまで資金の交付を受けて就農し

た者で、平成２９年度に離農したのは７人である。 

２ 具体例として、長瀞町でいちごの観光農園を営む女性農業者が、規格外のいちごを

使ったサイダーを開発した。いちごサイダーは直売所や地元の温泉施設等で販売され

るとともに、丸広百貨店のお中元商品やふるさと納税の返礼品になるなど販路が拡大

している。この他、杉戸町でねぎを大規模生産する法人の代表取締役の女性が、泥付

きネギのパッケージを作製した。また、農業女子ビジネススクールの受講生の中から

は、「ＧＯ！ＧＯ！彩農ガールズ！」という組織が生まれ、県内のお菓子会社と連携し

て、ポテトチップスを商品化した。 

 

生産振興課長 

３ ホンモロコを全てメスにして、付加価値が高い子持ちモロコを養殖できる技術を水

産研究所が開発した。現在、生産者が実際に生産できるようにする実用化の最終的な

段階にあり、子持ちモロコの供給はまだ行っていない。実際の生産者への子持ちモロ

コの供給は、現在行っているホンモロコの種苗供給と同様、受精卵での供給を予定し

ている。当面は、供給可能な数に限りがあるため、通常のホンモロコと区別して生産

でき、かつ、子持ちモロコとして付加価値をつけた販売ができる生産者に優先的に供

給をしたいと考えている。 

 

農業ビジネス支援課長 

４ 商談会の中で海外バイヤーを招いて商品ＰＲを行っているが、この商談会をきっか

けにして輸出につながった事例については把握をしていない。ただし、埼玉農産物輸

出総合サポート事業のその他支援策により、注文が入っていると聞いている。 

 

森づくり課長 

５ 林地開発許可を受けた事業者が、皆野町大字金沢地内の残土処分場で造成を行ってい

たところ、平成２４年１１月１６日に崩落事故が発生し大量の土砂が堆積した。県の復

旧命令にもかかわらず復旧事業に着手しなかったことから、県は危険防止のため、緊急

に行政代執行を行ったものである。この行政代執行に要した費用は１億８，３０９万９，

０００円であった。この経費の求償を行うようにという、平成２５年６月定例会での環

境農林委員会における、皆野町大字金沢地内における盛土崩落に関する決議を受け、県

は許可事業者に対し、行政代執行費用の求償を再三にわたって行ってきたが、一部の回
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収にとどまった。そのため、許可事業者と事業協力契約を締結していた関係者に対する

損害賠償請求訴訟を提起した。その後、裁判所から相手方が県に対して和解金として４

００万円を支払うという和解案が提示され、これを踏まえ、平成２９年１２月２５日に

和解した。この結果、預金差押額１，３８７円と和解金４００万円と合わせた４００万

１，３８７円を回収した。２９２ページの収入未済額については、行政代執行費１億８，

３０９万９，０００円から回収した４００万１，３８７円を除いた１億７，９０９万７，

６１３円が収入未済となっている。なお、２９５ページの収入済額２，６００万５，２

８０円のうち和解金が４００万円であり、これを除いた２，２００万５，２８０円は裁

判を起こした際、相手方財産の差押で必要な供託金が戻ってきたものである。 

 

石川委員 

１ ７人が離農した理由は何か。 

２ 子持ちモロコの実用化後は、全ての需要に対応できるような供給体制を目指すのか。 

３ 行政代執行費用の約１億７千万円は、このまま収入未済となるのか。 

 

農業支援課長 

１ イメージが違って他産業へ就職したことである。ほかには、病気になったことから離

農した者がいる。 

 

生産振興課長 

２ 各生産農家では、これまでのホンモロコ生産の経営の一部に取り入れて役立ててい

ただきたいと考えている。将来的には、水産研究所に頼らず、各生産者が各自で全雌

ホンモロコの卵を生産できるようマニュアルを作成して生産量を増やしていきたい。 

 

森づくり課長 

３ 今年の１１月２３日に消滅時効が完成するが、引き続き許可事業者に対し、財産調査

等を行い、行政代執行に要した費用の回収に努めていく。 

 

江原委員 

１ 行政報告書２４９ページの（１）の「ア 地産地消推進事業」について、県産加工

食品及び県産農産物の評価向上と需要拡大を図るとして、ふるさと認証食品が平成２

９年度末で５１４製品ある。ふるさと認証食品のうち、厳選されたこだわりの県産農

産物を主原料とした加工食品をプレミアムであるとしているが、その違いは何か。 

２ 認証について具体的にどのように行っているのか。味や安全性を確認しているのか。 

３ ふるさと認証食品とプレミアムは、それぞれ前年度から増加しているが、申請に対

して認証されるのはどれくらいなのか。 

４ 加工食品会社が認証を取るメリットは何か。 

５ 歳入歳出決算事項別明細書説明調書２９８ページの「歳出」の第６款の第１項の第

２目の「農業政策課」の２の（１）の「ア 農林公園管理運営費」の事故繰越につい

て、詳しく説明してほしい。 

 

農業ビジネス支援課長 

１ プレミアムについては、通常のふるさと認証食品の基準に加え、原料に県が育成し

た品種、県に由来する品種、特別栽培農産物などを使用するという厳しい条件を付し
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ている。 

２ 主原料が１００パーセント県産であるかなどの基準に基づいて、農林振興センター

で審査を行っている。 

３ 事前に相談を受ける場合が多く、その段階で認証基準に合致するよう指導をしてい

るため、申請のほとんどは認証されている。 

４ 県が作成する冊子に掲載して広くＰＲしている。農家や企業が個別に行うよりも効

率的に広報できる。 

 

農業政策課長 

５ 農林公園は３か年計画でリニューアル工事を行っている。昨年度は、直売所の新設

工事を行った。事前に埋設されている水道や電気などの管線ルートを確認していたが、

実際に基礎工事を行ったところ、そのルートが当初調査したものと違っていた。この

不測の事態を主な原因として事故繰越となった。 

 

江原委員 

１ 認証食品について、県産加工食品及び県産農産物の評価向上と需要拡大が目的と考

えるが、冊子への掲載だけがメリットでは余り意味がないのではないか。認証された

ことで売上げが上がるなどが一番の目的ではないのか。認証された５１４製品につい

て、実際に売上げが向上したのか伺う。 

２ 農業版ウーマノミクス事業で例示した、いちごサイダーや泥付きネギは、認証食品

なのか。認証されたことで付加価値が付かないと認証商品数は増えないのではないか。 

 

農業ビジネス支援課長 

１ 認証された商品は、冊子への掲載のほかＪＡ直売所で販売できるよう橋渡しをした

り、県が実施する農商工連携フェアなどの商談会への参加、さらに、各種イベントで

のＰＲなど、商品の認知度向上や販路拡大の支援をしている。 

２ 認証食品は、ウーマノミクスや事業がらみでなくても、生産者が希望すれば審査し

認証している。 

 

江原委員 

１ 認証を取る手続は難しいのか。 

２ 平成２９年度末で５１４製品との認証数は、毎年審査をした結果なのか。それとも

平成２４年からの累計に更新したものを積み重ねたものなのか。 

 

農業ビジネス支援課長 

１ 原料や品質が一定の基準を満たさなければならないが、事前相談もしており申請手

続は、特別に難しいというものではない。 

２ 認証期限は３年間であり、継続の手続が必要となる。記載している数字は、その時

点で登録されている数字となっている。 

 

江原委員 

 目的は、認証件数の増加ではなく需要の拡大と考える。希少性などでプレミアム感を

出し需要拡大を図ってはどうか。 
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農業ビジネス支援課長 

 ふるさと認証食品については、地産地消運動の推進の一環として取り組んでおり、県

産農産物の消費拡大や認知度向上が目的である。希少性ではなく、製法や材料にこだわ

った上質感、高級感などＰＲをしている。希少だから良いということではなく方向性が

異なる。 

 

柳下委員 

１ 資料１４「農業従事者数、新規学卒就農者数、新規就農者数の推移及び新規就農への

支援策」について、新規就農者の推移では、平成２８年度と比較すると平成２９年度は、

新規学卒やＵターンが減少し、新規参入者が増加している。平成２９年度は、就農相談

を受けてから、自立就農、雇用就農につなげる支援をどのように行ったのか。また、新

規参入者に占める農業大学校の卒業生の割合はどれくらいか。 

２ 行政報告書２４４ページの（１）の「エ 茶・特産」及び資料２３「県産茶について」

について伺う。茶の栽培農家戸数は、平成１３年度で４，４７０戸とされているが、

それ以降埼玉県としては独自の調査をしていないのか。リーフ茶が低迷している中で、

若い世代の人たちにも急須で入れるお茶のおいしさをＰＲする取組が大切であると考

えるが、平成２９年度の実績と今後に生かす教訓は何か。 

３ 行政報告書２４６ページの（２）の「ア 農林水産試験研究費」及び資料２７「１ 

試験研究機関の決算推移・研究費の推移」について伺う。農林水産試験研究費の決算

推移は、少し上向きになっている。県民ニーズに即した研究の推進に努めたとあるが、

平成２９年度は主にどんな研究に取り組み、どのような実績が出たのか、その特徴に

ついて示してほしい。 

４ 資料３３「県産米の高温障害の状況と対策について」を見ると、これは大きな課題

と考えるが、平成２９年度は生産者の生の声をどう生かしてきたのか。 

５ 資料１１「農林関係決算額の推移」及び資料３８「農林部の職員数について」によ

ると、農林関係の決算額の推移の一般会計決算額に占める割合は、平成２９年度は約

２０８億円で１．１パーセントとなっている一方、農林部の職員数は、平成２９年度

は４人減っている。農業をめぐる情勢を踏まえて、どのように考えているのか。 

 

農業支援課長 

１ 新規参入を希望する相談者は、農業経験が少ない、技術がない者が多いため、相談で

は明日の農業担い手育成塾や農業大学校で研修を行うようアドバイスしている。明日の

農業担い手育成塾では、地域の指導農業士やＪＡ、市町村、普及指導員などが一体とな

り、経営開始に必要な技術習得や農地の確保等をサポートしている。また、農業大学校

では、実践的な技術を習得できる教育を行うほか、合同法人説明会を開催するなどして、

農業法人への雇用就農に向けた支援を行っている。なお、平成２９年度の新規参入者１

６８人のうち、農業大学校を卒業した者は２３人で、割合は約１４パーセントである。 

 

生産振興課長 

２ 栽培農家戸数は、国が行った平成１３年度を最後に調査を終了している。県独自で

は調査しておらず、現状では把握していない。一方、市町村の茶業協会を通じて自園

自製自販を行っている荒茶工場の数を把握し、現状では大きく減少していないことを

確認している。いわゆるリーフといわれる急須で淹れるお茶の販売が苦戦している。

若い世代の日本茶離れが指摘されており、家に急須がない家庭も増えている状況にあ
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る。そのため、埼玉県茶業研究所が毎年開催している狭山茶摘み体験フェスタでは、

狭山茶業青年団が日本茶インストラクター協会と共同して美味しいお茶の淹れ方教室

や、お茶の飲み比べ体験などを実施し、お茶に親しんでもらう取組を行っている。さ

らに、平成２９年度には、茶業青年団等と連携して、若い世代をターゲットにした狭

山茶のブランドコンセプトや販売戦略を検討し、ロゴマークやＰＲグッズを試作した。

今後は、これらを活用して若い世代の需要も取り込めるようイベントなどでのＰＲや

商談会を開催して狭山茶の魅力を発信し、需要拡大を図っている。 

 

農業政策課長 

３ 平成２９年度の研究課題について２つ例示する。まずアライグマ専用捕獲器の開発

については、報道等もされている。アライグマだけを効果的に捕獲するための研究で

ある。９月末現在で４５台が販売されている。もう１つは、きゅうりの病害を、画像

で判断する診断システムの開発である。ＡＩ技術を活用し、きゅうりの葉をスマート

フォンで撮影して、病気を診断するものである。研究期間は平成３２年度までであり、

まだ具体的な成果まで至っていないが、その他も含めて、引き続き役立つ研究に取り

組んでいく。 

５ 予算については、限られた中で最大の効果を上げられるよう、既存事業の見直し等

を行いながら、重点配分している。また、組織・人員については、平成２８年度から

平成２９年度にかけて４名減となったが、重点施策に厚く配置して、効果的・効率的

な体制づくりを行っている。予算や人材は有限なものだが、与えられた条件の中で効

率を上げられるように取り組んでいる。こうした中で、更に振興が図られるよう、鋭

意取り組んでいく。 

 

生産振興課長 

４ 平成２２年の高温障害発生以来、生産者から、安定した生産に向けての支援が欲し

いとの声にこたえて、農業技術研究センターで高温対策技術の開発を行い、現地実証

にしっかり取り組んできた。具体的には、田植の時期を６月以降にすること、葉色版

を用いて適正な時期に適正な量の追肥を行うなどの技術普及に努めてきた。これらの

取組の結果、ここ数年、安定した品質を確保することができ、生産者からもその技術

の徹底について評価を得ている。今後も、温暖化が進行している中、米の安定した品

質を確保するためには、高温対策技術は欠かせない技術と考えており、各地域への技

術の普及定着をしっかり図っていきたい。 

 

柳下委員 

１ 試験研究について、いちごは平成２９年度にどのような見通しが出たのか。「かおり

ん」や「あまりん」があるが、具体的な成果があったのか伺う。 

２ 試験研究機関の職員の人数は平成２９年度はどうだったのか。もっと職員を増員し

て研究に力を入れるべきと思うがどうか。 

 

農業政策課長 

１ いちごの成果について、「あまりん」や「かおりん」は、品種登録申請を行ない、生

産拡大に取り組んでいる。また、農家の収益の改善のため、いちごが一番高く売れる

クリスマスの時期に間に合う品種の開発にも取り組んでいる。まだ成果は出ていない

が、是非実現させたい。 
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２ 平成２９年度は職員数が１５６名、うち研究職が８４名である。 
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平成３０年１０月・１１月閉会中 決算特別委員会における説明者、発言 

（平成３０年１１月９日（金）県土整備部（含 収用委員会）関係） 

 

【説明者】 

西成秀幸県土整備部長、須藤喜弘県土整備部副部長、中村一之県土整備部副部長、 

加藤智博参事兼河川砂防課長、岡田逸夫県土整備政策課長、 

鳴海太郎県土整備政策課政策幹、田中勉建設管理課長、石川護用地課長、 

金子勉道路街路課長、大山裕道路環境課長、海老原正明水辺再生課長 

 

西村実収用委員会事務局長 

 

【発言】 

金子委員 

１ 歳入歳出決算事項別明細書説明調書３３８ページの「歳出」の翌年度繰越額について

伺う。県土整備部全体で、繰越明許費が約３１６億円、事故繰越約７億円と合わせて約

３２３億円、翌年度へ繰越しているが、従来と比べてどうか。 

２ 早期に事業効果を発揮する上でも繰越を減らす必要があると考えるが、見解はどうか。 

３ 行政報告書２６１ページの「１ 道路・街路事業の推進」に記載のある５か年計画の

指標の「県管理道路の整備延長」について、平成２９年度の実績値１，６６０．５キロ

メートルは目標値に対して順調なのか。 

４ 「県管理道路整備箇所の混雑時平均旅行速度」の目標値である時速３４．３キロメー

トルの考え方は何か。また、平成２９年度の実績値が集計中となっているが、その理由

は何か。 

５ 県管理道路の整備延長、混雑時平均旅行速度の双方について、平成２９年度の取組状

況はいかがか。 

 

県土整備政策課長 

１ 平成２９年度の繰越額は、平成２８年度と比較して約４６億円の増となっている。繰

越額が増加した原因としては、平成２９年度は国の補正が２月にあったため、繰越額に

影響したものや、近年の建設需要の増大に伴い工事資機材の調達に時間を要したもの、

また、１０月の台風など、それらの影響が相まって繰越額が増加したものである。 

２ 繰越は減らす必要があると考える。各発注機関が発注計画を公表することや、前年度

中に発注準備を終えて第１四半期に発注する工事を一定量設定する取組を行って繰越

額の縮減に努めている。 

 

県土整備政策課政策幹 

３ 県管理道路の整備延長については、計画策定時に１，６４２．１キロメートルであっ

たものを、計画期間内に１，７０２．１キロメートル以上を目標に６０キロメートル以

上整備することを目標に掲げている。平成２９年度末までに１８．４キロメートルの整

備を行い、延長は１，６６０．５キロメートルとなっており、順調に推移していると捉

えている。 

４ 混雑時平均旅行速度の設定の考え方は、全国的な混雑時平均旅行速度が時速３４．３

キロメートルであり、整備した路線についてこの水準以上の円滑な交通の確保を目標に

設定したものである。集計中である理由については、この指標はホンダとの協定により
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県に提供された１年分のカーナビデータに基づき把握している。供用した後のデータを

１年間集計することから、時間を要するため集計中となっている。 

５ 平成２９年度の取組について県管理道路の整備延長は、国道３５４号をはじめとする

１３路線において整備を実施した。混雑時平均旅行速度については、このうち旅行速度

の改善に資する事業として３路線を抽出しデータを集計している。 

 

松坂委員 

１ 行政報告書２７１ページの「４ 土木施設の災害復旧」について、平成２８年度の被

災箇所数５６か所のうち、平成２８年度内の完成が１８か所、平成２９年度の完成が３

７か所、平成３０年度の完成が１か所となっている。また、平成２９年度の被災箇所数

１２か所のうち、平成２９年度内の完成が１か所、翌年度以降の完成が１１か所となっ

ている。災害復旧事業における知事の専決処分の状況について、他県の状況はどうか。 

２ 行政報告書２７３ページの（１）の「ウ 建設業者の指導・監督」では、営業所調査

を３２０件実施し、監督処分３３件とあるが、監督処分の中に下請代金の不払いはある

か。処分の内容を伺いたい。 

 

参事兼河川砂防課長 

１ 平成２８年４月の熊本地震や平成３０年７月豪雨などの人命に係わる大規模な災害な

どで、知事の専決処分で対応している事例を把握している。 

 

建設管理課長 

２ 監督処分の主な内訳としては、刑法違反、建設業法違反及び営業所の不確知によるも

のであり、下請代金の不払いによるものはない。 

 

松坂委員 

 他県においては知事の専決処分で対応している事例があるとのことであるが、過去にお

いても補正予算の議会の承認、国の災害査定、更に入札の不調などで時間を要し、翌年度

の災害時期までに完成しないこともあるのではないか。軽微なものでも早期に対応すべき

と思うが、方策はあるのか。 

 

参事兼河川砂防課長 

 災害が発生した場合、早期の安全確保、被災施設の早期緊急復旧に万全を期すため、復

旧のための全体スケジュールを設定している。その際に復旧工事に先立ち、応急復旧や本

工事のための詳細設計等を行っており、全体のスケジュールから見て最速となるように設

定している。また、当初予算の中で応急復旧の対策の費用もあるので、その中で応急など

仮復旧などを行い被災地域の安全の確保に努めている。 

 

浅井委員 

１ 行政報告書２７０ページの「３ 川の再生の推進」を見ると、「川の国埼玉はつらつプ

ロジェクト」について２８か所で着手し、２５か所で測量設計や工事を実施したとある

が、河川２１か所の進捗状況はどうなっているのか。また、既に利活用されている箇所

と状況はいかがか。 

２ 行政報告書２７３ページの「（２）地域建設業の振興」を見ると、「埼玉県建設産業担

い手確保・育成ネットワーク」が実施する研修に係る経費の一部を補助したとあるが、
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補助率、補助金額、補助の効果はどのようか。また、このほかに、担い手確保・育成の

ためどのようなことに取り組んでいるのか。 

 

水辺再生課長 

１ 本事業では、市町が主体となった協議会において整備内容を決定することとしている

が、現在、全ての箇所で協議会を開催し、平成３２年度までの完成を目指している。整

備内容が決まったところから順次、設計や工事を進めており、平成３０年３月末までに

設計に１７か所、工事に１３か所で着手した。利活用については、横瀬町の横瀬川では

河原へ降りる階段などが完成し、バーベキュー場へのアクセス路として利用され、越谷

市の元荒川などでは遊歩道の一部が完成し、日常の散策路として利用されている。この

うち、横瀬川のバーベキュー場では、夏休み期間中の利用者が、整備前は９６人であっ

たのに対して整備後の本年は４３５人、隣接する道の駅「果樹公園あしがくぼ」の利用

者も増加しており、地域の活性化に対し一定の成果を上げている。 

 

建設管理課長 

２ ネットワークが実施する研修の補助率は３分の２であり、補助金合計額は約４，１０

０万円である。効果としては、資格取得研修では３２の研修に８９９人という多くの受

講者に参加の機会を提供できた。さらに、研修参加者のうち４４０人が試験に合格し、

建設に係る何らかの資格を得ることができたことである。その他、担い手の確保のため

には、休日の確保など就労環境の改善も重要だと考えている。このため、発注や施工時

期の平準化に取り組むとともに、４週８休を評価する総合評価の実施や、国や建設業団

体と連携した県内公共事業の土曜日一斉休工も行っている。 

 

浅井委員 

 公共工事の平準化に取り組んだとのことだが、具体的な取組内容を伺いたい。 

 

建設管理課長 

 平成２９年度は、発注計画の公表、前年度のうちに積算などを完了しておく発注準備工

事の設定と実施、適正な工期設定のための繰越明許費の設定などに取り組んだところであ

る。 

 

石川委員 

 主に通学路の歩道整備について、平成２９年度当初予算では７９か所を予定していたが、

決算ではどうなったのか説明してほしい。 

 

道路環境課長 

 行政報告書２６５ページの「（３）交通安全施設の整備」の表の「歩道・自転車歩行者道

の整備」の項目にあるように、平成２８年度からの繰越し分も含め、８９路線で９８か所、

延長６．３キロメートル整備したところである。 

 

石川委員 

 当初予算での７９か所も含めて、８９路線の歩道の整備をしたということでよいか。ま

た、８９路線の整備により、要望箇所や子供たちの安全のために必要な箇所の何割程度が

整備できたのか。 
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道路環境課長 

 当初予算にあげていた箇所は全て実施した。また、通学路の歩道整備を最優先課題とし

て取り組んでいるが、歩道がない通学路についての整備率は８０パーセント程度であり、

延長は約２２０キロメートル残っている。平成２９年度に整備した６．３キロメートルで

はまだまだ足りないことから、引き続き頑張っていく必要があると考えている。 

 

柿沼委員 

１ 歳入歳出決算事項別明細書説明調書３４０ページの「歳入」の第７款の第２項の第５

目の「県土整備政策課」の１の（１）の「イ 被災地派遣職員給与費負担金」が約８，

８００万円となっているが、どこに何人派遣したのか。また、どこかと連携をしている

のか。 

２ 行政報告書２７４ページの「（７）公共事業の評価」について、公共事業の効率性や透

明性を確保するために行った事業評価の内容はどのようなものなのか。 

３ 資料３３「県土整備部発注公共工事 不調・不落について」に関して、年度内未契約

件数が平成２９年度は３１件とあるが、その後、どのようになっているのか。各事業の

進捗に影響はないのか。不調・不落は、積算能力が影響したのか。 

 

県土整備政策課長 

１ 平成２９年度の被災地派遣の状況は、宮城県１０名、熊本県１名で計１１名を派遣し

た。現在は、宮城県８名、それから西部の水害があった岡山県１名、熊本県１名の１０

名を派遣している。連携については、基本的には全国知事会を通じて、県の危機管理防

災部が窓口となって要請を受けて、任期付職員の採用、派遣や現職の派遣といった形で

対応している。 

 

建設管理課長 

２ 事業評価は、多様な視点で評価することが重要である。主な評価項目は費用対効果で

ある。事業評価の主体となる再評価は、事業開始後５年、１０年というような段階で、

改めて必要性等を検証するものである。そのため、社会情勢などを踏まえて、事業採択

時からの変化などを評価している。 

３ 年度内未契約の案件については、内容を確認した後、速やかに再入札を行い、事業効

果の早期発現に努めた。不調・不落の理由については、受注者の技術者不足や、工事の

難易度などによるものと考える。 

 

塩野委員 

 行政報告書２６５ページの「（３）交通安全施設の整備」を見ると、道路交通の安全を確

保するために、道路照明灯を１１基新設したと記載されている。歳入歳出決算事項別明細

書説明調書３６０ページの第８款の第２項の第２目の「道路環境課」の１の「（９）道路安

全施設費」には約２０億円が計上されており、ここに道路照明灯に関する費用も含まれて

いる。また、資料１４「道路照明灯、道路標識の整備・進捗・達成状況（道路改築事業に

よる整備を含む）」によると、新設が１５基で、建替えが１，５８７基と、１００倍くらい

の差がある。道路照明灯の新設と建替えの決算額の内訳を教えていただきたい。 

 

道路環境課長 

 新設と更新の内訳については、後ほど答えさせていただく。 
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塩野委員 

 金額は後ほどでかまわないが、道路照明灯の新設が極めて少ないのはなぜか。 

 

道路環境課長 

 道路照明灯の設置は、交通安全上必要かどうかを基準に考えるため、交差点や横断歩道、

カーブ、踏切など夜間に事故の危険性が高いところに設置することとしている。まちなか

を明るくする防犯灯については市町村が、県管理道路の安全管理は道路管理者である県が

担うというのが基本的なスタンスである。多くの設置要望については、各県土整備事務所

で現地を確認し、必要に応じて設置しており、その結果として１１基ということになった。

今後も市町村と役割分担しながら整備を進めていきたい。 

 

塩野委員 

 役割分担があることは分かったが、県管理道路において歩行者を含めた交通の安全を確

保するのであれば、しかるべき判断をすべきだと考える。多くの設置要望がある中で、改

善しようという検討がなされているのか。 

 

道路環境課長 

 一番重要なのは交通安全の確保であることから交差点などに設置しているが、それ以外

の箇所については随時個別に判断している。基本的には、今後も事故防止を目的として設

置していきたい。また、先ほどの金額の内訳であるが、平成２９年度の新設が１１基、更

に道路整備に伴って新たに４基設置して合計１５基設置しており、費用は１，００４万８,

０００円である。建替えは１，５８７基で９億５，２０４万４,０００円である。 

 

福永委員 

 防災減災ということが叫ばれて数年経つが、河川改修や床上浸水対策に使われた予算と

川の再生に使われた予算を比べてみると差が大き過ぎるのではないか。もっと防災減災面

に重点を置いた事業展開がなされるべきではないかと感じるがいかがか。県民から、川の

再生についての要望はほとんど聞かない。川の再生を始めて丸１０年経つが、平成２９年

度も続けなければいけない県民要望があったのか。 

 

水辺再生課長 

 川の国埼玉はつらつプロジェクトは、基本的に河川改修済みのところで実施している状

況であるので、まずは河川改修が第一だと考えている。地域のニーズとして市町村から強

い要望がある。市町村と協働で進めることで、地域振興やにぎわいづくりを期待されてい

る。引き続き、平成３２年度完成に向けて取り組んでいく。 

 

参事兼河川砂防課長 

 平成２７年以降３年連続で１，０００戸を越える大規模な浸水被害が生じた。このよう

な状況を踏まえて、まずは、内水被害対策をしっかりと行うため下水道整備と連携しなが

ら効率的な河川改修を進める。また、災害が起きた箇所に関しては、平成２９年度の被災

に対して新河岸川放水路を活用した浸水対策を早急に立ち上げるなど、再度災害の防止の

ための事業を重点的、効率的に行うように対策を進めるようにしている。 
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福永委員 

 川の再生に防災・減災の観点が含まれているのか聞きたかった。また、浸水被害が３年

連続で起こっているということであったが、行政報告書に県内の浸水被害についての記載

がないことについていかがなものかと思う。（意見） 

 

柳下委員 

１ 所沢市の東川や柳瀬川は平成２７年以降、３年連続で被害を受けており、大変な状況

であった。また、時間雨量５０ミリメートル以上の豪雨の発生は、直近の１０年間では、

その前の１０年間の約２．１倍に発生回数が増加している。このような状況の中、平成

２９年度の東川や柳瀬川の浸水対策の進捗状況と決算額を伺う。 

２ 行政報告書２６５ページの「（３）交通安全施設の整備」について、資料１６「主要国

道・県道交差点の箇所数と改良事業の推移」によると、県管理道路の交差点は７，６６

７か所だが、平成２９年度は交差点の改良実績は３か所にとどまっている。昨年度は、

右折帯設置の要望がどのくらいあったのか。また、平成２８年度は改良実績が２１か所

だったのが平成２９年度は３か所とのことであるが、その決算額は幾らか。 

 

参事兼河川砂防課長 

１ 東川については、溢水した地下河川の第３流入立坑及び第２流入立坑付近の土砂撤去

及び防草用のコンクリート被覆を実施するとともに、日比田調節池の掘削を進めている。

また、地下河川への流入状況を所沢市役所内からモニター確認できるようにし、各立坑

の除塵機についても、緊急時には所沢市役所内においても操作できるようにしている。

柳瀬川については、護岸が倒壊し住宅が被災した所沢市荒幡地区において、護岸の復旧

工事を実施している。また、所沢市久米地内の勢揃橋及び上安松地内の松戸橋において、

護岸の嵩上、河道内の樹木伐採及び土砂撤去を実施している。東川及び柳瀬川の決算額

については調べているので、お時間を頂きたい。 

 

道路環境課長 

２ 右折帯のない交差点はまだ多く、たくさんの要望を頂いているが、要望件数について

は把握できていない。全ての交差点を同時に整備することができないため、渋滞長が１

００メートル以上、通過時間２分以上、事故件数が年平均２件以上となっている交差点

の改良を優先的に実施している。また、改良実績について、平成２８年度は２１か所、

平成２９年度は３か所であるが、これは完成した箇所数であり、年度ごとに増減する。

決算額であるが、平成２８年度は約３億２，２００万円執行した。平成２９年度は約１

億３，４００万円である。 

 

参事兼河川砂防課長 

 先ほどの東川及び柳瀬川の決算額については、持ち合わせていないので後ほど提出させ

ていただく。 

 

委員長 

 道路環境課長に申し上げる。先ほどの柳下委員への答弁の中で右折帯設置の要望件数を

把握していないとのことであったが、それは不適切ではないのか。 
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道路環境課長 

 件数が手元にないということであって、集計させていただく。 

 

委員長 

 集計結果については、委員会として資料要求する。執行部においては速やかに提出願う。 

 なお、資料については、提出があり次第、控室に配布しておく。 

 

柳下委員 

１ 右折帯の整備は渋滞の解消に有効であり、要望があれば具体的に検討して、計画的に

取り組むべきである。年次計画の策定や予算の確保が必要と考えるがいかがか。 

２ 東川は旧市役所のところに、都市型水被害のモデルとして地下河川の工事を行い、周

辺の住民の方にはもう水害は起きないと説明してきた。しかしながら実際には被害が出

た。今後、都市型水害の状況や教訓を受けてどのように対策を行っていくのか。 

 

道路環境課長 

１ 右折帯整備については、平成１２年度から１６年度までの緊急右折レーン設置事業な

ど、継続して計画的に取り組んでおり、平成１２年度から平成２８年度までの１７年間

に３８１か所を整備した。その結果、渋滞長が最大６割から７割の減、事故件数が３割

減、通過時間が４割減となり、非常に効果の高い事業である。昨年度は完成箇所が３か

所と少ない状況ではあるが、今後もしっかりと交差点整備に取り組んでいく。 

 

参事兼河川砂防課長 

２ 県としては、まずはしっかりと計画的な河川整備を着実に進め、事前の防災対策を行

っていく。国では、施設で防ぎきれない洪水は必ず発生するという考えの下に、ソフト

対策も併せて行っている。県においても計画的なハード対策での事前の防災に併せ、県

民の安全かつ自主的な避難行動につながるソフト対策を進め、浸水被害の軽減に努めて

いく。 

 

委員長 

 先ほど、柳下委員の質問にあった東川及び柳瀬川の決算額については、後日、柳下委員

に報告することでよろしいか。 

 

＜ 了  承 ＞ 

 

委員長 

 執行部においては、個別に柳下委員に報告いただきたい。 
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平成３０年１０月・１１月閉会中 決算特別委員会における説明者、発言 

（平成３０年１１月９日（金）都市整備部関係） 

 

【説明者】 

野川達哉都市整備部長、柳田英樹都市整備部副部長、五味昭一都市整備部副部長、 

末柄勝朗都市整備政策課長、山科昭宏都市計画課長、川辺隆浩市街地整備課長、 

落合誠田園都市づくり課長、北田健夫公園スタジアム課長、白石明建築安全課長、 

柳沢孝之住宅課長、楢原徹営繕課長、田中裕二設備課長 

 

【発言】 

横川委員 

１ 行政報告書２７８ページの（１）の「ウ 都市施設の変更」について、都市計画道路

の見直しを実施してきたとあるが、変更の見直しの考え方はどのようなものであったか。 

２ 取組実績についてはどうであったか。 

 

都市計画課長 

１ 都市計画道路については、平成２５年度から第２回目の見直しを進めており、国道や

県道などの県決定路線のうち、事業中区間、未整備区間の３０２路線約８９４キロメー

トルを対象とした。このうち、必要性、構造の適正さなどを踏まえ、２６路線約３５キ

ロメートルを見直し対象路線とした。 

２ 現在では、１７路線約２３キロメートルの手続を完了している。 

 

横川委員 

 平成２５年度の見直しでは、２６路線とのことであるが、都市計画道路は全体で何路線

か。地元では長期未整備の状態であると、沿線の方は自身の土地活用に苦慮しているなど

の話を聞いている。あらかじめ見直しの準備があれば、地元説明が円滑にできる。未整備

期間が長くなると社会情勢などにも変化が生じてくるという観点から、見直しの考え方は

いかがか。 

 

都市計画課長 

 県全体の都市計画道路は、さいたま市を除き、見直し時点で１，３４０路線、約２，４

５５キロメートルある。見直しの考え方については、平成１６年度から第１回目の見直し

を実施しており、長期未整備や将来交通需要の変化やまちづくり計画の見直しにより整備

の必要性がなくなったなどの観点から、廃止を中心に見直しを実施してきた。また、第２

回目の見直しについては、長期未整備の廃止の観点に加えて、構造の適正さなど、例えば

立体交差を平面交差に変更したり、現道を生かした計画に変更するなどの見直しを実施し

ている。 

 

横川委員 

 今後、将来的に見直し路線はどれくらいあるのか。現時点でどれだけ整理できている

のか。把握は難しいと思うが必要であると思う。 

 

都市計画課長 

 未整備は、さいたま市を除き約３６パーセントある。将来交通需要やまちづくり計画な
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どによって、必要な路線を引き続き整備すべきものがある。将来の見直しについては、第

２回の見直しの残りもあるが、引き続き見直しの検討を進めていく必要があると考えてい

る。 

 

横川委員 

 次の見直しの時期は特に定まっていないのか。実績を踏まえ、次の見直しのタイミング

はどう考えているのか。 

 

都市計画課長 

 第２回目の見直しについては、９路線約１２キロメートルが残っている。まずは、この

路線を先行して見直しを進める。また、都市計画は適時適切に見直しを行っていく必要が

ある。第２回の見直しから５年経過していることから、社会情勢や将来交通需要などを踏

まえて、今後、見直し路線の検討が必要であると考えている。また、市町村が行う都市計

画道路の見直しについては、随時、県に相談があれば、必要な支援や助言を行っていく。 

 

石川委員 

１ 行政報告書２９２ページの「（８）子育て世代・多子世帯向け住宅支援事業」について

伺う。当初予算における新築住宅取得への補助予定件数５００件、中古住宅取得・リフ

ォーム補助への４００件に対して、それぞれの補助実績はどうであったのか。 

２ 若年世帯向け子育て支援住宅について、平成２９年度当初の供給予定戸数４４０戸に

対して、３５６戸とは供給実績なのか、応募実績なのか。 

 

住宅課長 

１ 新築住宅取得補助については、当初予算での予定件数５００件に対して、３３５件の

補助を行った。中古住宅取得・リフォーム補助については、予定件数４００件に対して

３０４件の補助を実施した。 

２ ３５６戸は、供給実績である。平成２９年度の３５６戸の供給実績に対して、入居率

は４０パーセントである。 

 

石川委員 

１ 予算５００件に対して３３５件の補助、予算４００件に対して３０４件の補助との状

況であると、補助実績の伸びが今一つであった印象である。県民からの需要が少なかっ

たのか、ニーズはあるもののＰＲが不十分で効果が上げられなかったのか。実績の達成

率に対してはどのように考えているのか。 

２ 若年世帯向け子育て支援住宅の２か年の供給戸数の累計７６４戸の場合の入居率はど

うか。 

 

住宅課長 

１ 平成２９年度の達成率であるが、新築住宅取得補助については、４月に制度が発足し、

申請の受付を開始したのが６月であったことから、３３５件の補助件数となった。平成

２９年度の途中から事業のＰＲを促進させていき、平成３０年度は年度当初から積極的

なＰＲを進めた結果、現在、新築住宅補助に対しての予定件数５００件分の申請受付が

既に終了している状況である。平成２９年度の新築住宅補助事業についてはＰＲが十分

ではなかったものと考えている。中古住宅取得・リフォーム補助の達成率については、
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中古住宅取得とリフォームでは１件当たりの補助額が異なっており、中古住宅取得の方

が額が大きいことが影響したものと考えている。中古住宅取得補助は１件当たり４０万

円、リフォーム補助は１件当たり５万円である。平成２９年度は、このうち中古住宅取

得の方が補助件数が多かったことから、補助額ベースで達成率をみると９５パーセント

となっており、評価できるものと考えている。 

２ 入居率は６０．５パーセントである。 

 

石川委員 

 若年世帯向け子育て支援住宅について、４か年で２，０００戸供給を目標としていなが

ら、入居率がなかなか伸びないまま供給数が計画どおり増えていく状況について、平成２

９年度中に対策を行ったのか。 

 

住宅課長 

 本事業は、平成２８年度にスタートした事業であり、当初、夫婦共に３４歳以下の若年

世帯にターゲットを絞って入居者募集することから、平成２９年度当初は、平成２８年度

の入居の状況をよく調べて供給を行おうとしたため、当初の予定に比べ供給実績は低くな

った。なお、平成３０年度は、６８０戸供給できる予定であり、４年で２，０００戸の供

給は達成できる見込みである。平成２９年度に平成２８年度の入居状況を調査したので、

状況を踏まえた住戸の選定を行い、入居率を高めるよう努めていきたい。 

 

石川委員 

 入居率を上げることに関して、平成２９年度中に何か検討したことはあるのか。 

 

住宅課長 

 平成２９年度に、実際に入居した世帯に対してアンケートを行ったところ、スマートフ

ォンで本制度のことを知ったと回答があったので、ホームページやスマートフォンに掲載

内容を見やすいように改善した。また、アンケートの「応募の決め手になった理由」の質

問に対して、「家賃が安いこと」と回答があったので、家賃を抑えた住戸を供給できるよう、

平成２９年度以降努めている。 

 

松坂委員 

１ 行政報告書２８８ページの「（１２）アスベスト対策の推進」については、民間建築物

のアスベスト対策を推進するため、アスベストの含有調査２棟及び除去工事２棟に対し

て補助を行ったとあるが、その補助対象の建築物の内容はどのようなものか。また、ア

スベスト対策を講じなければならない民間建築物の実態把握はしているのか。 

２ 県営公園のこども動物自然公園において、地中熱ヒートポンプの整備を行っているが、

その効果はどうであったか。 

 

建築安全課長 

１ 含有調査の補助をしている２棟は、工場１棟、事務所１棟である。除去工事の補助を

している２棟は、ゴルフ場１棟、店舗１棟である。民間建築物の実態の把握についてで

あるが、民間建築物のアスベスト対策は、平成１７年度から１，０００平方メートル以

上の建物の実態調査に着手し、補助金を活用して個別訪問などによる働き掛けを行って

いる。平成２９年度末時点で県所管分の１，０００平方メートル以上の民間建築物につ
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いて、４，８９７棟のうち、対策が必要なものが残り５４棟となっている。 

 

公園スタジアム課長 

２ 地中熱ヒートポンプについては、現在工事を進めている。完成後、その効果について

は産業労働部と検討していきたい。 

 

松坂委員 

 ４，８９７棟のうち残り５４棟というのは公共建築物なのか。 

 

建築安全課長 

 アスベスト対策については、埼玉県と建築行政の権限を持っている１２の特定行政庁が

連携して行っている。５４棟というのは県所管分の民間建築物である。 

 

高木委員 

１ 資料１３「公営住宅について」の「１３ 県営住宅の空室戸数と率」について、県営

住宅の空室が多いが、駅から遠いことなど県営住宅の立地が悪いことが影響しているの

か。 

２ 資料１３の「４ 募集倍率上位１０件」について、応募倍率が高い県営住宅では、要

件を満たしていながら応募して落選する者がいるが、このことについてどう考えるか。 

３ 行政報告書２８８ページの（１１）の「ア 多数の者が利用する民間建築物の耐震化

の推進」については、耐震化率９５パーセントの目標達成に向け平成２９年度末で９２．

５パーセントと順調に推移していると見受けられるが、対象となる母数と残りは何棟か。

またどんな働き掛けをしているのか。 

４ 行政報告書２８８ページの（１１）の「イ 緊急輸送道路閉塞建築物の耐震化促進」

について、平成２９年度はどのような取組をしてきたのか。 

 

住宅課長 

１ 空室が多い県営住宅は、駅から遠いこともある。また、県南・県央地域に比べて県北・

秩父地域で応募が少ないのは、立地の影響もある。さらに、間取りと入居者のニーズが

ミスマッチしている部分もある。 

２ 従来、県営住宅はファミリー向けに大きめの住戸を供給してきた。応募倍率が高いの

は全て単身向け住宅である。単身向けの住宅を増やすよう、２ＤＫの住戸を単身向けに

振り替えるなどの対応を行っている。 

 

建築安全課長 

３ 多数の者が利用する民間建築物の数であるが、県全体で約１万５，０００棟のうち残

り１，１４７棟となっている。働き掛けについては、補助金の活用に加えて、県のホー

ムページへの掲載や窓口でのリーフレット配布、それから所有者へのダイレクトメール

を郵送したり、大規模な建築物については個別訪問を行っている。 

４ 緊急輸送道路閉塞建築物は、対象が限られているため、県の職員が繰り返し個別訪問

し、補助金を活用した資金計画を提示するなどの働き掛けを行っている。 

 

高木委員 

 緊急輸送道路閉塞建築物は対象が限られているということだが、どのくらい残っている
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のか。 

 

建築安全課長 

 緊急輸送道路のうち主に４車線を有するものを重点２３路線として重点的に取り組んで

いる。重点２３路線で県が所管する分の対象１７棟のうち９棟が耐震化済みであり、残り

８棟となっている。 

 

小林委員 

１ そもそも県営住宅は、なぜ必要なのか。 

２ 行政報告書２８９ページの「（１）県営住宅の整備」について、本庄小島団地や大宮砂

団地などの６３７戸で決算額が１２２億円となっている。以前から同じ会派の議員から

１戸当たりの建設費が高いことを質問しているが、今、１戸当たりの建設単価は幾らな

のか。 

 

住宅課長 

１ 県営住宅は、所得が低いことなどによって、一定の規模や居住水準を満たす住宅に住

むことができない世帯向けに、公共が建設して供給するものである。 

２ 平成２９年度に完成した３団地において、戸当たり単価は１，２６１万円、平方メー

トル当たり２３万９，０００円であった。同時期に建設された民間の住宅を調べたとこ

ろ、２３万３，０００円とほぼ同額であった。建物を長持ちさせるため鉄筋コンクリー

ト造で建設しているが、引き続き建設コストの縮減に努めていく。 

 

小林委員 

 県営住宅は、県民のセーフティネットである。県北では、そのような単価で建設した場

合、ペイできない。また、県営住宅の応募倍率が高く人気があるのは、県営住宅がオーバ

ースペックだからである。その点をどう考えるか。 

 

住宅課長 

 公営住宅法に基づき一定の居住面積を確保する必要がある。１人で住むものでも２５平

方メートル以上が必要であり、民間の賃貸住宅に比べ大きめという印象はある。 

 

江原委員 

１ 行政報告書の２８４ページの（６）の「イ 有料施設の利用者数及び稼働率」の表に

ついて、平成２８年度と比較してどのような状況であり、どう評価しているのか。 

２ 歳入歳出決算事項別明細書説明調書３９９ページの第８款の第４項の第４目の「「公

園スタジアム課」の２の「（２）繰越明許費」について、「ア 公園等施設管理費」及び

「イ 公園等施設整備費」をもう少し詳しく説明してほしい。 

３ 行政報告書の２８４ページの（６）の「ア 管理体制」を見ると、指定管理者制度に

より効率的・効果的な管理運営を行ったとあるが、県と指定管理者との間でどのような

検討を行っているのか。また、県直営と指定管理者制度以外の管理を行っている公園は

あるのか。 

 

公園スタジアム課長 

１ 利用者数は前年度の５１３万人から５１０万人と、ほぼ横ばいの状況である。県営公
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園は屋外施設が多く、利用者数や稼働率は天候に左右されるほか、施設改修等に伴う休

止もあることから、ほぼ横ばいと考えている。 

２ 繰越明許費の中で、公園等施設管理費については、例えば、上尾運動公園であれば陸

上競技場など、利用者がいる中での修繕となり、日程調整等に不測の日数を要したため

当初の予定よりも時間がかかってしまったことによるものである。公園等施設整備費に

ついても同様に、例えば大宮公園であれば野球場やテニスコートなどの利用者との調整

に時間がかかってしまったことによるものである。 

３ 指定管理者制度は、５年の契約期間としており、あらかじめ提案いただいた事項を踏

まえ、毎年県と協定を締結する中で、施設の一層の利活用法等について提案をしてもら

い、改善を図ることができるように事業を決めている。なお、建設中の公園を除き、直

営と指定管理以外の管理を行っている公園はない。 

 

諸井委員 

１ 行政報告書２８４ページの「（６）公園の管理」について、指定管理者制度により効率

化を図ったということであるが、この資料では詳細が分からないので、公園ごとに決算

を出していただきたい。公益財団法人埼玉県公園緑地協会の決算を見ても公園ごとの決

算は出ていない。なぜ、このような資料となっているのか。 

２ 埼玉スタジアム２００２公園の指定管理の運営費は全部で２０億円程度だと思うが、

これは公園緑地協会の収入の半分以上を占めていると見込まれる。埼玉スタジアム２０

０２公園の指定管理を受けることで、その収入が得られるわけだが、ほかの公園にその

お金を回すということはあるのか。 

 

公園スタジアム課長 

１ これまでも、行政報告書については、このような資料を提出させていただいている。

なお、６月議会の常任委員会においては、公園ごとの収支報告は既に報告させていただ

いている。 

２ ２０億円には建物の工事費等が含まれており、事業費としては約１０億円であるが、

そのうち県からの委託料が３億円、事業収入が７億円である。埼玉スタジアム２００２

公園の経費については、本部の経費も含まれているので、厳密には埼玉スタジアム２０

０２公園の運営費のみではない。 

 

諸井委員 

 埼玉スタジアム２００２公園を管理するための個別予算である指定管理料を収支が赤

字となっている公園の管理経費に充当するやり方は、指定管理制度の運用としては適切で

ないと思うが、そのような収支をやり取りすることは、考え方として許されるのか。例え

ば、公益財団法人埼玉県公園緑地協会は狭山市の公園の運営を受託しているが、市の公園

管理の赤字を県公園の指定管理料で補填することは、相応しいのか。 

 

公園スタジアム課長 

 公園ごとに健全な収支で運営していただくことを基本としているため、Ａ公園のお金を

Ｂ公園の経費に充当することは相応しくないと考えられる。なお、各公園の経費の中には、

本部経費も含まれており、それを適正な判断の下に振り分けている。 
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柳下委員 

１ 行政報告書の２８５ページの（６）の「イ 有料施設の利用者数及び稼働率」の表の

うち、所沢航空記念公園の野外ステージについて、稼働率向上のためにどのような対策

を行ってきたのか。 

２ 県営公園の駐車場には無料のところも多いが、有料と無料の違いはどのような考え方

で区分しているのか。また、なぜ、所沢航空記念公園駐車場は２時間までは無料である

が、基本的には有料としているのか。無料時間が２時間では短いという要望についてど

う考えているのか。駐車場収入は何に使われているのか。 

３ 公園利用者からの要望は聴いているのか。 

４ 行政報告書２９２ページの「（１０）共助による高齢化団地活性化モデル事業」におい

て、庁内検討会を開催し、今後の団地再生のありかたの検討を開始したとあるが、具体

的にはどのような検討が行われたのか。 

５ 子育て支援住宅と子育てハッピー県営住宅の違いは何か。母子世帯は入居対象となっ

ているのか。 

６ 子育てハッピー県営住宅は期限付入居であるが、このことをしっかり説明しているの

か。 

７ 資料１３「公営住宅について」の「２ 県営住宅等の管理戸数」の表では、平成２６

年度から平成３０年度までに１９団地１６４戸増加している。便利なところにきっちり

と供給していくという検討は、どのようになされたのか。 

 

公園スタジアム課長 

１ 稼働率向上のため、平日利用の料金を値下げしている。 

２ 近隣施設の駐車場の料金を参考に、バランスを考慮して料金を決定している。所沢航

空記念公園の駐車場については、駅近で通勤通学や、近隣の公共施設等の利用者による

長時間の利用を抑制するため、現在のところ、無料時間の延長は考えていない。駅前に

立地しているため、公共交通機関の利用を呼び掛けている。収益については、公園の維

持管理に充てている。 

３ 利用者からは公園内のトイレについての要望が多いため、今年度から順次、洋式化に

向けた整備を進めている。 

 

住宅課長 

４ 特別県営住宅上尾シラコバト住宅は、入居率が低下し、高齢化が進み、施設も古いと

いった状況の中で、自治会運営にも支障をきたしており、以前から学生に住んでもらう

など、いろいろな取組を行ってきた。幅広く検討するため、平成２９年度には庁内検討

会を３回開催し、課題の整理や入居促進策、団地の魅力を高める方策について検討を行

った。 

５ 子育て世帯向けの県営住宅には、２つの制度がある。子育てハッピー住宅は、これか

ら子供をもってもらう世帯を支援する住宅である。夫婦ともに３９歳以下であれば、子

供がいなくても入居が可能となる。子育て支援住宅は、もっと幅広い世帯を対象とした

住宅であり、母子、父子世帯でも入居が可能である。 

６ 期限付入居については、入居説明会でしっかりと説明している。また、１８歳未満の

子供がいれば、入居期間が延長できることも説明している。 

７ 戸数の増加は、民間借上げを年間６０戸供給していることによる。民間借上げは、で

きるだけ利便性の高いところに供給できるよう、圏央道以南の地域で供給を行っている。 
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柳下委員 

 駐車場の無料と有料の基本的な考え方はどのようなものか。また、近隣とは、どこを参

考にしているものなのか。 

 

公園スタジアム課長 

 基本的には、県南地域の利用率が高い公園については、どちらかといえば有料化の方向

で検討しているのが現状である。例えば、所沢航空記念公園であれば近隣の公共施設や民

間駐車場を参考にしているという意味である。 

 

柳下委員 

 県営公園の駐車場については、県民は無料を求めている。（意見） 

 

 


